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年の 
 あゆみ ０ ３ 

非核の政府を求める大阪の会 

1986 年～2016 年 

非核の願い 
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装丁  

 原 修氏 

非核の政府を求める大阪の会の 30 周年

の略年史のデザインをお願いしました。 

原氏は、当会の機関紙（隔月発行）の 

割り付け、見出し文字のレイアウト、 

カット絵などを当会初期からご協力を 

いただいています。（謝） 
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ごあいさつ 

 

     ヒロシマ・ナガサキの惨状から既に４０余年が経過しているにかかわらず、人類を何度も 

死滅させることができるほどの大量の核兵器が世界的に蓄積されていた１９８６年。核兵器 

の脅威の存在に対する世界規模の反核平和世論が大きく発展していました。 

     このような緊迫した情勢の中で同年５月に「非核の政府を求める会」が結成され、これに 

賛同する大阪の人々により１０月に我々の会「非核の政府を求める大阪の会」が結成されま 

した。 

     それから３０年。我々の会は大阪の地において非核宣言をしている自治体との懇談や交流、 

自治体での非核・平和問題についての取り組みについてアンケート調査の実施、大阪府下に 

残る戦争のきずあと・記念碑を確認・調査して戦争の記憶を将来に残す活動等々、非核の政 

府をつくる草の根の様々な活動をしてきました。 

     また、東日本大震災時の福島第一原発事故により、原子力発電事業が核兵器開発と結びつ 

いていることや、原子力発電自体の危険性が明らかになり、当会では、単に核兵器のみに着 

目するのではなく、原子力発電や核リサイクル等も含めた核エネルギー政策の中で核兵器の 

問題を考えるということがより強く認識されるようにもなりました。 

 昨年、ヒロシマ・ナガサキから７０年の年を迎えました。核の脅威は未だに存続している 

のみならず３０年前に比べてむしろ拡散しているという深刻な情勢であります。しかし他方 

で核兵器廃絶の運動はますます国際的な広がりをしめしています。核兵器禁止条約を求める 

声は国際的市民世論のみならず７割を超える国連加盟国の声となり、核兵器固執勢力を包囲 

しているのです。 

     非核の日本、非核の世界を実現する運動において重要な局面となる今日、「前史」を含め 

た我々の会の歴史を確認し教訓を学ぶことは誠に意義深いものです。会員はもとより広く府 

民の皆さんに普及されることを期待して刊行のご挨拶とします。 

 

２０１６年１０月   

                              非核の政府を求める大阪の会 

                              事務局長  豊 島 達 哉 

                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

私達は「非核の五項目」を実行する政府を求めます 

 

一、人類共通の緊急課題として核戦争阻止、核兵器廃絶の実現 

二、非核三原則（つくらず、もたず、もちこませず）の厳守 

三、日本の核戦場化につながるすべての措置の阻止 

四、国家補償による被爆者援護法の制定 

五、原水爆禁止世界大会の、これまでの合意にもとづく国際連帯の強化 
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凡 例 

Ⅰ．本書の構成 

非核の政府を求める会は１９８６年１０月７日に結成されましたが、１９８０年から 

の年表の記載としました。１９７０年代の革新統一の潮流が１９８０年の「社公合意」 

によって日本共産党排除、労働運動の面では統一労組懇排除の動きが本格化した時期で 

す。その当事者であった日本社会党はすでに解党してなく、公明党は今や政府与党とな 

っています。そうした変化のなかで多くの国民的な合意できる一致点での共同が今、発 

展してきています。「非核の政府」は、大多数の国民が一致して求める政府です。その 

政府を求める運動が３０年前に提起されてきました。本書を１９８０年から１９８６年 

までを「非核の政府を求める大阪の会前史」として記載し、１９８６年から２０１６年 

８月までの３０年間を「非核の政府を求める大阪の会」として記載しました。 

また、非核の政府を求める大阪の会に賛同していただいている諸団体の運動を含めて、 

「非核の政府を求める大阪の会」項目に記載し、それ以外の国際的・国内的（大阪も含 

める）な非核・平和の動きを「国内外の平和の動き」項目に記載しました。 

Ⅱ．年表欄の構成 

１．非核の政府を求める大阪の会が直接関係するとりくみについては、字体を変えてわ 

かりやすくし、他の項目については「明朝体」で記載しました。 

２．年表の記載形式については、月日は、例、１０月７日は 10.7 と半角で表示しまし 

た。月日など不明な場合は、10－ とハイフンを付しました。 

国名については、アメリカ合衆国＝米、ドイツ＝独、ソヴェト社会主義共和国連邦＝ 

ソ連、ソ連崩壊後＝ロシア、イギリス＝英、フランス＝仏とし、他の国々はそのまま 

に表示しました。 

団体・組織名については、 

非核の政府を求める大阪の会＝非核大阪の会 非核の政府を求める会＝非核全国の会 

原水爆禁止大阪府協議会＝原水協      原水爆禁止日本協議会＝日本原水協 

大阪平和を守る会・平和委員会＝大阪平和 進歩と革新をめざす大阪懇話会＝革新懇  

安保破棄・諸要求貫徹大阪実行委員会＝大阪安保 

      憲法改悪阻止大阪府各界連絡会議＝憲法会議 

統一戦線促進大阪労組懇談会＝統一労組懇 

３．年表中の写真については、非核大阪の会のとりくみを中心に掲載し、その時期で重 

要なとりくみについても年表の空白を利用して掲載しました。 
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 非核の政府を求める大阪の会前史 国内外の平和運動 

80

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

80

年 

 

1.26  統一をめざす大阪連絡会、活動者会議

開催、講師田沼肇氏 

2.1 被爆者援護法制定へ二千万署名開始 

2.6  被爆者援護 2 千万署名運動全府下一斉

統一行動、地域原水協と共同してとりくむ 

2.8 大阪平和を守る会（大阪平和）など三

団体、府下の自衛隊基地調査 

2.9 安保破棄・諸要求貫徹大阪実行委員会

（大阪安保）など「徴兵制必要」の日向関

経連会長発言に抗議、25．「有事立法」と

言い換える 

2.24 兵庫県三田地区へのナイキ基地設置

に反対して大阪から１１団体が集会参加 

2.29  ３・１ビキニデー中央集会、第五福竜

丸記念館見学、東富士基地調査、3.1 墓前

祭、分科会、平和行進、3.2 浜岡原発調査

行動、大阪から 55名参加 

3.14  原水爆禁止大阪府協議会（原水協）主

催、連続講座「被爆者援護法の緊急性と被

爆者の立場」講師：小林栄一原水協代表理

事（被爆者・医師） 

3.20  統一労組懇、大阪安保共催「春闘勝利、

生活危機打開、安保廃棄、平和と革新の

80年代をめざす３・２０大阪府民大集会」

（大阪城公園）8万人 

4.5 「知事選一周年―八〇年代を創造する

シンポジウム」（ﾘﾊﾞｰｻｲﾄﾞﾎﾃﾙ）850 人 

4.8  原水協主催、連続講座「スリーマイル

原発事故 1年をふりかえって」（教育会館） 

5.2 憲法改悪阻止大阪府各界連絡会（憲法

会議）「反ファッショ・平和と民主主義擁

護・憲法を暮らしに生かす府民の夕べ」（府

立労働センター） 

5.14  進歩と革新をめざす大阪懇話会発足 

 （革新懇）  写真 

5.22  故田万清臣１周忌法要（四天王寺本

坊）、田畑忍氏の追悼講演、亀田美佐子氏

1.10  社公合意、安保容認・共産党排除 

1.21  日本原水協・日本平和委など６団体、海上自衛

隊のリムパック参加反対横須賀海上デモ、23 都道

府県 97団体参加、大阪から 11人参加 

2.6 総評臨時大会、社公合意支持と統一労組懇批判 

2.7 日向関経連会長「徴兵制」発言 

 

 

 

 

2.26  海上自衛隊、環太平洋合同演習（リムパック）

に初参加 

2.29～3.1  原水爆禁止運動の統一をめざす静岡県民

準備会、被災 26周年 1980 年３・１ビキニデー集会

（静岡） 

3.1～2  日本原水協、80 年３・１ビキニデー決議実

践、世界大会の成功をめざす集会・行動 

3.8  原発問題全国シンポジウム 

 

3.24～4.15  ノーモア・ヒバクシャ訪米代表派遣、被

爆の実相と核兵器廃絶を訴える訪米代表団出発 

 

 

 

 

 

 

 

5.10～5.18  太平洋非核化会議（ホノルル）、非核太

平洋のための人民憲章を採択 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

▲「知事選一周年シンポ」(4.5) 

 

大阪革新懇結成総会 
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80

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

80 

年 

の演奏（１周忌法要委員会） 

5.27  原水協主催、連続講座「日本原水協の

歴史と伝説」 

5.29  革新懇発足記念集会「日本の安全保障

と憲法・くらしを語る夕べ」講演:黒田了

一氏 

 

 

 

 

 

 

7.3～8 被爆 35周年ノーモアヒバクシャ80

年世界大会の成功めざして国民平和大行

進（大阪府内を各コースに分かれて行進） 

 

 

8.2～9 原水爆禁止 1980 年世界大会、本大

会・広島大会組織統一課題消える 

 

 

8.22 大阪平和、「徴兵制」シンポジウム 

8.28 海上自衛艦「しらね」大阪港入港に反

対し、大阪市長・港湾局長へ大阪安保、大

阪平和共同で申し入れ 

9.22 「金大中氏死刑判決抗議、韓国軍事フ

ァッショ政権糾弾９・２２緊急大阪集会」

（剣先公園）1500 人 

 

10.21 「安保廃棄、憲法改悪反対、政治反

動阻止、国民生活防衛、革新統一戦線促進

１０・２１全国統一行動大阪集会」（剣先

公園）2万人 

10.25  国連軍縮週間、市民平和行進（大阪

市役所～難波） 

 

 

11.2  国民大運動実行委、「軍事費を削って、

くらし、福祉、教育の充実、平和と民主主

義を守る府民大集会」（大阪城公園）5 万

 

 

 

6.3  アメリカ（米）でコンピューター故障によりソ

連の核攻撃に備える非常警戒態勢がとられる事件

発生（6.6 再発） 

6.7  ＮＡＴＯ核配備反対集会（アムステルダム）１

万人 

6.9  ユネスコ初の軍縮教育世界会議開催（パリ）、56

カ国参加、日本代表提案、核軍縮最優先教育の原則

を確認 

6.19  米上院、核兵器の被害について公聴会、在米被

爆者が証言 

6.22  フランス（仏）の平和運動など 16 団体、米の

核ミサイル配備に反対する集会 

7.9  米国信託統治領ミクロネシア・ベラウ共和国、

住民投票で「非核憲法」採択 

8.1  80 年世界大会実行委員会、米・仏・ソ連邦（ソ）

の核実験反対・抗議 

8.2～9 原水爆禁止 1980 年世界大会（本大会・広島

大会）、25カ国 11国際組織 105 人の海外代表、「全

面軍縮・核兵器完全禁止を要求する国際アピール」

提案（国際平和活動家３氏より） 

8.10  ブレジネフ・ソ連書記長、「核兵器をもたない

国に対しては核攻撃しない」と声明 

 

9.9  イラン・イラク戦争 

9.12  ワルトハイム国連事務総長報告「核兵器の包括

的研究」発表（核抑止論批判） 

9.26～28  非核太平洋フォーラム（シドニー）、日本

原水協代表参加 

10.4  80 年世界大会実行委員会の代表委員運営委員

合同会議、「原水爆禁止連絡会」の発足決める（分

裂固定化） 

10.21 安保破棄かかげ全国統一行動、10万人 

 

10.26  ＣＮＤよびかけの核軍縮を求める５万人デモ

（ロンドン）、ベルギーで 1万人 

10.28  閣議、自衛隊の海外派遣、国連平和維持活動

への参加は合憲とする見解発表 
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 非核の政府を求める大阪の会前史 国内外の平和運動 

81

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

81

年 

1.24 「金大中氏らを救え！１・２４緊急大

阪集会」（扇町公園）1000 人 

2.22 原水協・原水爆禁止運動統一連絡会の

合同会議、ビキニデー集会のとりくみ 

 

3.1 81 年３・１ビキニデー全国集会、2.28

第五福竜丸見学会、東富士基地抗議行動・

課題別交流会 

3.18 大阪青学連、徴兵制復活、憲法改悪に

反対し府下十三カ所でいっせい署名行動 

3.21 増税反対、軍事費を削ってくらしと福

祉・教育の充実をめざす３・２１大阪集会

（大阪城公園）５万人 

3.29 大阪市の旧大阪砲兵工廠本館とりこ

わし計画に抗議し「守る会」発足（5.2 大

阪市、保存要望を無視し抜き打ち的に破

壊） 

4.25  原水協、日本原子力発電会社敦賀発電

所放射能漏れ事故緊急調査団派遣 

4.25 信太山基地調査、26八尾基地調査 

4.28 米原潜あて逃げ事件糾弾、安保廃棄、

憲法改悪反対４・２８全国統一行動いっせ

い地域行動 

 

 

1.29  民社党委員長、「自衛隊合憲確認のための国会

決議」を提唱（1.8 民社党中野寛成衆院議員、韓国

で実弾訓練の右翼と顧問格として合流が判明） 

2.1  竹田統幕議長、「徴兵制は違憲」とする政府見解

を批判していたことが判明 

2.23 ソ連共産党、軍事力均衡論を打出す 

2.25  ローマ法王ヨハネ・パウロ２世、来日し広島で

「平和アピール」発表 

2.28  ビキニデー水爆実験被災 27 周年３・１ビキニ

デー全国集会 

3.17  野党６党、被爆者援護法案を衆院に提出（審議

未了、廃案） 

3.27 統一労組懇、軍拡増税反対、三万円以上賃上げ

を求めてスト 

4.9  米原潜による日昇丸当て逃げ事件、乗組員 2 名

死亡、4.11 日本原水協抗議声明 

4.22  軍備撤廃・核兵器廃絶をめざす世界宗教者集会

（東京）、60カ国参加 

4.23  マーシャル諸島住民、核実験による被害で米国

に 10億ドルの賠償請求 

4.28～30 日本原水協、核基地をなくす沖縄国際会議

（15カ国海外代表 21名含め 300 人）大阪参加 

5.8  鈴木首相とレーガン米大統領、日米共同声明、

「両国間の同盟関係」強調 

5.11  「10 フィート運動」原爆フィルム初公開 

80 

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

80

年 

人 

11.27  大阪・和歌山両原水協共催、和歌山

日高原発予定地の現地調査活動 

12.6  「平和をねがう大阪のつどい―国際婦

人年記念」（国民会館）、大阪平和・田万明

子顧問他の 15氏のよびかけ、37団体の賛

同で開催、講演「関西から上がった徴兵制

発言」（講師：高橋磌一氏） 

12.8  革新懇「安保廃棄をめざす１２・８大

阪府民のつどい―再び戦火とファシズム

を許さないために」（中央公会堂）4000 人 

11.7  政府、原爆投下は国際法違反でないとの統一見

解 

11.16  「軍事費を削ってくらしと福祉・教育の充実

を」国民大運動中央集会（東京・代々木公園）８万

人、大阪から 1500 人参加 

11.26  米空母ミッドウエー、中東から横須賀寄港 

 

 

 

 

 

12.11  原爆被害者対策基本問題懇談会、厚生大臣宛

て意見報告提出（国家の責任不問の内容） 
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81

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

81

年 

5.19 ライシャワー発言で府下各地抗議行

動 

5.25  原潜あて逃げ糾弾、核兵器撤去と安保 

廃棄５・２５緊急大阪集会（扇町公園）2000 

人 

 

 

 

 

 

6.5  核空母ミッドウエー横須賀入港反対昼

休みデモ（写真） 

6.10  大阪平和・原水協主催「平和大学習会 

やはり日本に核兵器がー核兵器持ち込み

の背景とねらい」（府教育会館）講師:芦田

亘氏 

6.23  大阪安保、統一労組懇、原水協等４団

体共催「日米共同声明・核持ち込み糾弾、

『非核三原則』法制化、安保廃棄全国統一

行動大阪集会」（扇町公園）1万 3千人 

6.26 非核三原則法制化署名推進全府代表

者会議 

7.15 大阪アピールの会、学者３１７氏連名

の「核戦争と安保体制について訴える」を

発表 

7.17  ミッドウエー核空母抗議昼休みデモ 

7.28 「革新懇参加・賛同者による各界懇談

会（第 1回総会）講演「核の脅威」 

8.3 大阪府平和祈念戦争資料室開設（大阪

府社会福祉会館） 

8.8～9 原水爆禁止 1981 年世界大会（長

崎）、8.7 日本原水協長崎全国集会、8.8～

9統一世界大会、大阪代表団 536 名、大阪

南港からフェリー参

加 

 

8.15 「大阪平和を守

る会女のつどい」、

「女たちの手作り平

和宣言」を発表 

5.13  社会党、非核三原則法制化反対の方針決定 

5.18  ライシャワー元大使、「日本への核持ち込みは

両国政府の口頭了解事項」と言明 

5.26  「平和・民主主義・革新統一をすすめる全国懇

談会」（全国革新懇）結成総会 

5.30  日本平和委など、核持ち込み糾弾・ミッドウエ

ー入港拒否座り込み行動（横須賀） 

5.31  日青協定期大会、核持ち込み真相究明と非核三

原則法制化の特別決議 

5.31  日本科学者会議、大会で「核持ち込み拒否、核

兵器全廃を」決議 

6.5  衆院外務委員会、非核三原則を国是とする核軍

縮決議案を採択 

 

 

 

 

 

 

 

6.23  核持ち込み糾弾・安保破棄全国統一行動、中央

集会（横須賀） 

 

 

 

 

 

 

 

7.21  イギリス（英）・マンチェスター市議会、「非核

都市」宣言、英国各市にひろがる（10.21 マンチェ

スターで第 1回非核宣言都市会議） 

8.3～9 原水爆禁止 1981 年世界大会（本大会・長崎

大会）、社会党・総評の反対により非核三原則法制

化要求欠落 
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81

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

81

年 

 

 

 

10.20  大阪安保、統一労組懇共催「非核三

原則法制化、ニセ行革粉砕、憲法改悪阻止、

１０・２１全国統一行動大阪集会」（扇町

公園）1万 5千人 

10.24  「核兵器廃絶、被爆者救援、人類生

存のための平和行進」（国連軍縮週間） 

10.26  原水協・運輸一般共催「敦賀原発労

働者との学習交流会」 

 

 

11.24  ヨーロッパ５カ国平和行脚、大阪市

原爆被害者の会高木静子氏がフィンラン

ド平和連盟などの求めで被爆体験と被爆

者の現状や運動を訴える 

12.5  原水協・大阪平和共同の第 2回国連軍

縮特別総会むけの「国民署名」街頭行動（あ

べの）18名 

12.7 「平和を願う労働者の集い」講演、小

中陽太郎氏、1000 人 

12.7 不戦のつどい平和コンサート(写真) 

 

 

 

 

 

9.18  フィリピン、反マルコス・米軍基地撤去デモ 

9.19  ワシントンでレーガンの軍拡・福祉切り捨てに

反対する 50万人の集会 

9.22  ソ連外相、国連総会で核不使用宣言を提案 

10.10  西ドイツ（独）・ボンで中距離核ミサイル配備

反対の平和デモ、内外から 25～30万人参加、24ロ

ンドンとローマで反核デモ、25 ブリュッセルで反

核デモ、各 20万人前後参加、パリでも反核集会 

10.16  レーガン米大統領、ヨーロッパでの限定核戦

争ありうると発言 

10.30  日本原水協、非核三原則法制化を国会・政府

に要求する中央行動 

11.12 「軍事費削れ」「ニセ“行革”はうば捨て思想」

中央集会に大阪代表団 1000 人参加 

11.14  第 2 回国連軍縮特別総会に核兵器完全禁止と

軍縮を要請する国民署名運動よびかけ人会議、同連

絡会議発足、署名運動・代表派遣よびかけ 

11.15  マドリードで反核 50万人デモ、20  アムステ

ルダムで 40万人反核デモ、28  フィレンツェで 20

万人反核デモ 

11.21～22 81 平和のための国民集会（東京）、大阪

１名参加 

11.30  米ソ、ＩＮＦ交渉開始（ジュネーブ） 

12.1  公明党大会、自衛隊合憲・日米安保条約の存続

肯定 

 

12.15  日本の科学者 3678 人、核兵器廃絶と核戦争防

止を訴える声明発表 

 

 非核の政府を求める大阪の会前史 国内外の平和運動 

82

年 

 

82

年 

 

 

 

 

2--  ＳＳＤⅡむけ３千万国民署名開始 

1.8 日米安保協議委員会「極東有事研究」の共同作

業開始を決定 

1.20  核戦争の危険を訴える文学者の声明、3.3 反核

文学者のつどい 

2.3  ＳＳＤⅡにむけての婦人の行動を広げる会声明 
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82

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

82 

年 

2.7  大阪府平和祈念戦争資料室見学会（大

阪府社会福祉会館） 

2.12  岸昌大阪府知事に大阪平和（林喜彦会

長代行）から平和祈念戦争資料室の運営懇

談会の一員に加えるよう要請 

2.16  原水協、「核兵器廃絶の旅」高木静子

氏報告会、映画「にんげんをかえせ」初公

開（府教育会館） 

2.26 第五福竜丸展示館見学、横田基地・東

富士基地調査、３・１ビキニデー集会 2.27

墓前祭、分科会、全体集会、2.28 日本原

水協討論集会 

3--  東大阪核兵器廃絶国民署名推進連絡会

が発足、地元の医師会会長、副会長、近畿

大学学長、大阪商業大学学長や寺院、教会

の宗教者などの幅広い市民と団体が結集 

3.12  核兵器廃絶国民署名（国連要請署名）

推進大阪連絡会議結成、原水協・大阪安

保・統一労組懇がよびかけ、目標 100 万、

391798 筆集約 

 

 

3.21 「平和のための広島行動」、大阪から国

民署名推進大阪連絡会議 803 名、大教組は

船で 600 人参加、「大阪軍縮協」は別参加 

 （写真） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.28 「安保条約発効 30周年、核戦争反対、

安保廃棄４・２８全国統一行動」 

5.1  在阪大学名誉教授 190 氏「科学が戦争

のために使われる現実的危機を黙視できな

い」核兵器廃絶の声明発表 

2.9  核兵器全面廃絶を訴える美術家の声明 

 

2.15～18  日本原水協・日本平和委・安保破棄中央実

行委など、日本初の日米陸上合同演習反対富士山麓

総行動 1000 人 

2.26  写真家・写真関係者「反核写真運動」よびかけ 

2.27  被爆国民の声を政府へ国連へ、ビキニ環礁水爆

実験被災 28周年３・１ビキニデー全国集会（静岡）、

世界大会準備委・静岡県実行委共催、28  ３・１ビ

キニデー日本原水協集会、富士行動、浜岡原発調査

行動 

3.7 安保破棄中央実行委、核巡航ミサイル配備計画

反対、核戦争阻止などで日本海集会（舞鶴市） 

3.9  ロンドン市議会、非核地帯宣言に関する決議採

択、6.6 非核都市宣言 

3.11  日本原水協、トマホーク配備に抗議声明 

3.15  歌舞伎・文楽・能楽・人形劇・新劇などの関係

者、平和への演劇人訴え 

3.15  43 大学学長を含む科学者、ＳＳＤⅡへむけて

の核兵器完全禁止国民署名に賛同 

3.19  自民党、地方自治体の非核宣言拒否を下部に通

達 

3.20  「反核日本の音楽家たち」結成 

3.21  「８２年平和のための広島行動」、国連軍縮特

別総会にむけ行動アピール、20万人参加 

 ※映画「人間をかえせ」上映運動広がる 

3.24  被爆問題市民懇、援護法制定署名 1034 万人提

出 

3.31～4.2  ＮＧＯ軍縮特別委、「世界の世論とＳＳＤ

Ⅱ」シンポジウム（ジュネーブ） 

4.9～12 西独各地で反核・平和の「復活祭大行進」、

のべ 48 万人参加、4.12 スイスのバーゼルでスイ

ス・西独・フランスの３国合同平和集会 5万人、4.16

イタリア・ミラノで 20万人 

4.15  全野党、被爆者援護法案を衆院に共同提案 
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82

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

82

年 

5.3 憲法 35 周年記念行事実行委主催、「憲

法の改悪を許さず 核の廃絶と平和をも

とめる府民の集い」（桃山学院高校講堂） 

5.18 第二回国連軍縮特別総会に参加の原

水協代表団学習会・壮行会（教育会館）20

名を派遣 

5.23  「82 年平和のための東京行動」約 900

人が大阪から参加（写真） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.1 「核兵器廃絶と戦争防止を訴える弁護

士アピール」に大阪弁護士会の６割をこえ

る弁護士が賛同 

6.4 人間国宝５氏ら文化芸術関係３１氏の

「核兵器廃絶アピール」を受けて大阪の文

化関係者が大阪で初の「核兵器の廃絶をね

がう文化の夕」開催 

6.11  「平和を守る女のつどい」、記者会見

出席者、水木モリエ、湯川スミ、柴田悦子、

福中都生子、川西渥子、樋口多津子、菅原

藤子、城ゆき、松村千恵子、横田昌子、儀

我恵巳、橋本慶子 

6.23  大阪安保・原水協・統一労組懇、「日

本を世界を核戦場にさせるな！安保破棄

６・２３全国統一行動大阪集会」（扇町公

園）8000 人 

6.25 「平和と進歩をめざす婦人のつどい」 

7.3  府下平和行進、基幹コースは日本山妙

法寺主催、大阪総評・軍縮協が参加、暴力・

妨害集団に対する態度をめぐって意見不

一致のため、原水協などの行進と軍縮協の

行進との二つの行進を同時並行して実施 

 

5.20  日本学術会議、核兵器廃絶の声明、核兵器廃絶

を求める映画監督の会発足 

5.23  国民運動推進連絡会議、「核兵器廃絶と軍縮を 

めざす 82年平和のための東京行動」、40万人参加、

東京アピール採択、日本政府へ要請決議、2523 万

7770 署名 

5.27 衆院、「第二回国連軍縮特別総会に関する件」 

の決議を全会一致で採択（共産党議員団の奮闘で究

極的廃絶の究極的を削除） 

5.29～30  日本原水協第 50 回全国理事会、ＳＳＤⅡ

への日本原水協関係代表団（1453 名）の米国入国

ビザ問題（203 名）大阪原水協関係者は６名が拒否 

5.31  日本原水協、ＳＳＤⅡへの日本原水協代表団に

対する米政府の入国ビザ拒否に対し抗議行動 

5.31  ＳＳＤⅡにむけての三千万国民署名運動の最

終集約、約 2754 万と発表 

 

6.5  ＳＳＤⅡとレーガン訪欧にあわせて欧米各地で

反核・平和集会、ローマで 30万人の反核集会、6.6 

ロンドンで 25万人の反核・平和集会 

6.7  ＳＳＤⅡ（～7.10）、日本国民代表団 1200 人余 

国連要請行動、署名 2800 万余提出、東西対立のた

め「包括的軍縮計画」の合意なしのまま閉幕 

6.10 独・ボンで反核・平和のデモと集会 

6.12  ニューヨーク 100 万人反核デモ 

 

 

 

6.23  反核・日本の音楽家たち、三日間連続コンサー

ト 

 

 

7.7～8  日本原水協第 146 回常任理事会、「ノーモ

ア・ヒロシマ・ナガサキ国民総行動」よびかけ 

7.8  田中角栄の“新空港は軍事併用ならすぐできる”

発言に関経連会長「軍に提供することも可能」と 
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82

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

82

年 

7.25～8.8 平和のための大阪の戦争展（通

天閣）5万 8000 人 

8.4～6 原水爆禁止世界大会（広島） 

 

9.2 原水協第 2 回常任理事会で大阪総評が

計画している１０・２４集会には参加せず

の確認 

9.3 日本原水協は記者会見で１０・２４行

動は「不適切」と見解を表明、同日、大阪

原水協常任理事会名で「反核・平和運動の

前進には不適切」と表明 

10.21  大阪安保・統一労組懇「反核、安保

廃棄、軍拡臨調粉砕、人勧凍結反対、革新

府政再建、平和とくらしを守ろう１０・２

１全国統一行動大阪集会」（扇町公園）2

万人 

10.23  原水協、「第 1回草の根平和運動交流

会」開催（12.11 第 2回）、50団体 93名参

加、国際婦人自由連盟ジャネット・ブルイ

ン氏もヨーロッパ報告   （写真） 

10.24  分裂策動の大阪地評など「84 年反

核・軍縮・平和のための大阪行動」開催、

皇国史観の岸昌を知事候補推薦し招請 

10.30 第３回軍縮平和行進、中之島（市役

所前）～なんばまで、530 人（被爆者 18

人、日本山妙法寺 29人参加） 

11.3 国民大運動実行委・統一労組懇「軍拡

臨調反対、革新府政再建、くらしと平和を

守る府民集会」（大阪城公園）4．5万人 

12.8  革新懇「日中・太平洋戦争は『聖戦』

か『侵略』かシンポジウム」開催（市立労

働会館）200 人 

12.21  枚方市、府下初の「非核平和都市宣

言」全会一致採択 

8.1～9 原水爆禁止 1982 年世界大会、海外代表 34

カ国・地域、13国際組織と国内代表３万人 

8.4  宮沢官房長官、参院安全保障問題特別委で、米 

国の核先制使用は“当然”と言明 

8.5  非核宣言をした自治体首長による非核宣言シン 

ポジウム（広島府中町） 

8.9  南太平洋首脳会談、非核決議 

8.28～29  日本原水協第 148 回拡大常任理事会（伊

東）、非核自治体づくり運動提起 

9.9  長沼ナイキ訴訟、最高裁は自衛隊違憲判断を回

避し、住民の上告棄却 

9.30 防衛庁長官、Ｆ16三沢配備受入れ 

10.2～3 日本平和委など日米合同陸上実動演習抗議

富士山麓行動 

10.21 国際反戦デー１０・２１中央集会分裂 

 

 

 

 

 

11.22  全国革新懇、革新統一三目標提起、”憲法改悪

反対・核戦争阻止・日米軍事同盟廃棄・非核非同盟

中立” 

11.27  中曽根内閣発足、“戦後政治の総決算”と言明 

 

12.13  国連総会、核の凍結と不使用の両決議案を採

択、英米仏反対、日本は棄権 

 

 非核の政府を求める大阪の会前史 国内外の平和運動 

83

年 

83

年 

 

1.26 「田中角栄・中曽根内閣糾弾、ロッキ

ード疑獄徹底究明１・２６昼休みデモ」 

 

1.17  中曽根首相訪米、「日米は運命共同体」と発言、

「不沈空母、四海峡封鎖、運命共同体」発言 

1.27  日本原水協、「いのち・くらし・平和を守る反

核・反軍拡・反中曽根シンポジウム」（東京） 
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83

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

83

年 

2.15 「亀田さんといっしょに革新府政再建

府民大集会」（なんば）2万人 

2.19  大阪平和第 9回常任理事会、非核自治

体宣言運動、原水協発行パンフの普及、非

核の候補・亀田得治府知事候補の支持決議 

2.23 大阪安保、中曽根首相の「日米運命共

同体」「不沈空母」発言に抗議 

2.24  原水協、パンフ「非核自治体運動のし

おり」発行 

2.24  「非核の大阪めざす学習交流会」写真 

2.26～27 大阪、京都の平和のための戦争展

実行委主催「反核・平和の展示・宣伝運動

全国交流会」大阪で開催 

3--  堺市議会、「非核平和都市宣言」採択 

3.1  ３・１ビキニデー全国集会 

3.5～6 原水協・平和関西ブロック会議主

催、「郷土で日米合同演習を許さない研究

告発集会」（神戸・遺族会館） 

 

3.26  大阪平和など、大阪市港湾局に海上自

衛隊練習艦「かとり」など三隻大阪港への

入港反対するよう申し入れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.28  安保実行委「不沈空母化反対・安保破

棄・春闘勝利・中曽根内閣糾弾大阪集会」

（扇町公園）3500 人 

5.3  黒田了一ら 38氏よびかけ「中曽根内閣

の憲法改悪・軍備増強にストップを！府民

の集い」（中小企業文化会館） 

5.21  陸上自衛隊中部方面隊第 13 師団の部

隊が移動演習として大阪駅を通過するの

1.27 米ソ欧州中距離核戦力制限交渉（ＩＮＦ）再開

（ジュネーブ）、2.2 米ソ戦略核兵器削減交渉再開 

2.19  中曽根首相、衆院予算委で非核三原則を国是と

認めずと発言（21に国是と訂正） 

2.20  日本原水協など米原子力空母エンタープライ

ズ佐世保母港化反対集会、2.24 横須賀抗議行動、

集会 

 

 

 

 

 

2.27～3.1  日本原水協、３・１ビキニデー全国集会

（静岡）、被災 29周年 83年３・１ビキニデー焼津集

会 

 

3.12 日米防衛協力小委、シーレーン防衛の共同研究

で合意 

3.18  ラロック元米海軍提督、佐世保寄港のエンター

プライズ機動部隊は核兵器 200 個以上装備と言明 

3.21  米原子力空母エンタープライズ佐世保入港（15

年ぶり）、全国各地で抗議行動、大阪から３名 

3.27  オーストラリア主要都市で反核 15万デモ 

4.1  西独、英国、スイス、北欧諸国、カナダなどで

反核平和行動、英国 22キロ７万人の「人間の鎖」、

西独米軍基地包囲行動にのべ 78万人 

4.2  グロムイコ・ソ連外相、ＳＳ２０アジア配備で

日本にある核基地に対抗と指摘 

4.3  米の中距離核ミサイル配備に反対し西独・英

国・オランダで約 20万人集会 

4.6 日本共産党の宮本議長、「非核日本宣言」を提唱 

4.16  米軍、日本を出撃基地に北太平洋で軍事演習開

始 

4.20 仏、太平洋ムルロア環礁で核実験 

 

 

5.7 原水爆禁止世界大会準備委主催の平和行進出発 

5.22  マラトン―アテネ間、10 万人の反核行進（ギ

リシャ）、原水協代表・被爆者参加 

 

 

原水協・安保・

市民生協など

共催(2.24) 
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83

年 

に対して、5.16 他の平和団体と「申し入

れ書」手交、20時 28分大阪駅に到着する

時間帯に抗議行動 

7.2～10 府下平和行進、基幹コースは世界

大会主催の行進、統一労組懇の旗をめぐっ

て激論、一時は中央準備委員会の決定によ

り統一労組懇の旗を降ろすも、代わりに大

型アドバルーンを掲げての行進（写真） 

7.23～31 平和のための大阪の戦争展（通天

閣）10万 3000 人     （写真） 

7.24  大阪・兵庫・京都の安保実行委「戦艦

ニュージャージー寄港反対関西集会」（神

戸） 

7.29 堺泉北港・阪南港に自衛隊の特務艦、

駆逐艦入港 

7.30 府医師会長ら、府下の医師が「核戦争

防止大阪医師の会」結成 

8.1  原水協、パンフ「83年世界大会成功と

今後の運動の前進のために」発行 

8.1～9 原水爆禁

止 1983 年世界大

会、本大会・長崎

大会 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.30  堺市議会、「非核日本に関する決議」

採択 

10.4  門真市、「非核平和都市宣言」採択 

 

10.21  大阪安保・統一労組懇、「全国統一行

動大阪集会」（大阪城公園）2 万人、レー

ガン来日反対・中曽根内閣糾弾・非核日本

宣言などの課題 

 

6.12  フィリピンのクラーク米空軍基地、基地撤去要

求 5000 人集会 

 

7.10～20  第 4回非核・独立太平洋会議（バヌアツ） 

7.16  世界大会準備委、渋谷で核兵器持ち込み反対宣

伝行動、「ニュージャージー寄港許すな」集会デモ 

7.20～10.30 国連主催、ヨーロッパで初の広島・長

崎原爆展開催（ジュネーブ・ウィーン・パリ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.1～9 原水爆禁止 1983 年世界大会、海外代表 33

カ国・16国際組織 160 名参加 

8.5～9  「ノーモア・ヒロシマ・ナガサキ・デー」、

全米 100 主要都市で開始、欧州、オーストラリア 

8.6  中曽根首相の訪問した被爆者に対して“病は気

から”と暴言 

8.22  日米防衛首脳定期協議（ワシントン）、日本の

軍事力増強、Ｆ１６三沢配備費用の日本側負担 

9.14  米核空母カールビンソン入港反対横須賀集会 

9.24～25  日本原水協第 152 回常任理事会、反トマホ

ーク行動検討、「準備委員会恒常組織化」不承認 

9.25～10.5  海上自衛隊と第 7 艦隊の戦後最大規模

の演習始まる 

9.28  国連本部で広島・長崎原爆資料常設展示開始 

10.1  世界最大原子力空母カールビンソン、佐世保入

港「カールビンソン入港抗議集会」堺平和１名派遣 

10.15  西独反核行動週間、22西欧諸国で反核の国際

行動最高潮百数十万人、米国コロラド州ロッキーフ

ラッツ核兵器工場を囲む反核「人間の輪」行動 2

万人 

10.22  ヨーロッパで反核国際統一行動、西独 145 万

人、英国 50 万人、イタリア 100 万人、カナダ 16
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83

年 

 

10.27  原水協、非核自治体運動交流会 

10.27 大阪ＡＡＬＡ連帯委・原水協が米国

のグレナダ侵略抗議（米総領事館） 

10.29  国連軍縮週間、御堂筋平和行進 

 

 

 

 

12.7  大阪安保、米国のグレナダ侵略に抗議

し、北区繁華街昼休みデモ  

12.8  不戦のつどい“平和コンサート”（天

王寺区民ホール） 

都市で反核集会、全米 80 カ所で「ストップ・ユー

ロミサイル」集会デモなど 

10.24～30  第 6 回国連軍縮週間、世界大会準備委、

反核・軍縮・平和のための東京行動（明治公園）、

10.28 日本政府に要求署名 230 万提出 

10.24～26 外国軍事基地撤去・全面軍縮・世界平和

をめざす国際会議（マニラ）、原水協代表団参加 

11.2 国連総会、米軍のグレナダ軍事介入停止を決

議、日本は棄権、米国は拒否 

11.8 軍事費を削ってくらしと福祉・教育の充実を中

央大集会、一万五千人 

12.12  西独ＮＡＴＯ核配備決定 4 周年で 6 万人反核

デモ 

12.20  原水爆禁止 1983 年世界大会準備委、「原水爆

禁止連絡会」へ移行 

 

 非核の政府を求める大阪の会前史 国内外の平和運動 

84

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

84

年 

 

 

1.23 大阪安保、府下各地で核巡航ミサイ

ル・トマホーク装備米艦船寄港反対の宣伝

行動 

 

 

 

 

2.6 関経連会長、米核軍艦寄港認めよと主

張 

 

2.21  岸大阪府知事、「非核都市宣言を行う

考えはない」と答弁 

2.21  「トマホークがやってくる！学習会」

（府教育会館）講師：新原昭治氏 

 

2.29～3.1 ３・１ビキニ集会参加 

 

3.17 革新懇世話人総会、トマホーク、政党

法などで懇談 

3.20 トマホークの日本配備、政党法、健保

改悪反対など３・２０府民集会（扇町公園）

1.5 中曽根首相、現職首相として戦後初、靖国新春

参拝 

1.16  日本原水協第 153 回常任理事会、トマホーク反

対の全国行動連絡センター結成提唱 

2.2  レーマン米海軍長官、巡航ミサイル・トマホー

クはすでに４隻の原潜に実戦配備と言明、2.2 原潜

タニー、6.14 原潜タニー、8.5 原潜ドラム、8.16

原潜２隻、9.3 原潜キャバラ、9.19 原潜インディア

ナポリスなど横須賀入港 

2.6「核巡航ミサイルくるな！国民運動連絡センター」

結成 

2.13  衆院予算委、防衛費のＧＮＰ１％枠問題で紛

糾、2.14 首相「１％枠を守る」の答弁 

2.23  ソロモン諸島のルレイ外相、同国領海にはいる

艦船には非核証明書要求と発表 

2.27～28 社会党定期大会、自衛隊を「違憲・法的存

在」とする運動方針で激論 

2.29  3.1  ビキニ環礁水爆実験被災 30周年３・１ビ

キニデー中央集会（焼津）中央・静岡両実行委共催、

非核日本・非核太平洋をめざす３・１の夕べ 

3.17～18 「トマホーク配備反対西日本シンポジウ

ム」（神戸） 

3.18  ストップ・ザ・トマホーク国際青年学生行動集
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▲堺泉ヶ丘駅前(4.8) 

84

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

84

年 

１万３千人 

3.21 黒田了一氏よびかけの反トマホーク

各界懇談会、「反トマ大阪連絡センター」

結成 

3.22 「ストップ・ザ・トマホーク３・１８

国際青年学生行動集会」に参加のベルギー

とオーストラリア代表の平和運動家来阪、

懇談 

3.29  堺市議会、「核巡航ミサイル。トマホ

ーク配備と日本寄港及びＳＳ２０核ミサ

イルのシベリア配備に関する反対決議」採

択 

3.30  統一労組懇主催、府民大集会（扇町公

園）1万 3000 人、トマホーク配備反対 

4.5  「トマホークくるな！堺市センター」

結成（堺市勤労会館）講演：熊倉啓安氏、

200 人 

4.28  大阪安保・統一労組懇・文団連共催、

「核トマホークと安保を許さない４・２８

府民集会」（大阪城野外音楽堂）2000 人 

4.29  平和の青年団体で「反核アトム（アン

チ・トマホーク）キャンプ」（中之島公園） 

 

 

5.12～13 反トマ大展示会開催（梅田貨物駅

跡）、実行委員会主催、委員長亀田得治、

事務局長一法真證、入場者５万人（写真） 

 

 

 

 

 

5.23  「トマホークく

るな堺市民集会」

（瓦町公園）（写真） 

 

6.23  大阪安保など

「政党法粉砕、トマホークくるな！国民生

活防衛、安保条約廃棄府民集会」（扇町公

園）5000 人 

会（横須賀・佐世保・沖縄） 

3.20 日本原水協・安保破棄中央実行委など、「核巡

航ミサイルくるな！“チーム・スピリット 84”抗

議、日米安保条約破棄横田基地行動」 

3.23 「核巡航ミサイルくるな！国民運動連絡センタ

ー」全国代表者会議、3.24 トマホークくるな国民

集会（東京） 

 

 

 

3.30  野党５党、被爆者援護法案提出（7.19 廃案、

15回目） 

4.12  第 1回非核自治体国際会議（英国・マンチェス

ター） 

4.15  英国全土で復活祭反核デモ、コペンハーゲンで

7万 5千人、オーストラリアで 30万人 

4.26～30  日本原水協提唱、「核基地・軍事同盟をな

くす沖縄国際会議」、トマホーク反対の国際共同行

動をよびかけ 

 

5.1  元ビキニ島民、土壌の放射能除去・浄化を要求

して米政府相手にハワイ連邦地裁に提訴 

5.10 巡航ミサイル配備反対 15分間スト 90万人参加 

5.18  平和行進出発、世界大会準備委員会主催、統一

労組懇排除、団体旗自粛策動で紛糾 

 

 

 

 

 

5.27  核トマホークくるな全国統一行動、横須賀で８

キロの基地包囲“人間の鎖”、全国 10万人 

 

6.16  西独の平和運動、核ミサイル配備反対の「自主

的国民投票」、９割が核配備反対 
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84

年 

7.5～11 府下平和行進、基幹コースは世界

大会準備委員会主催、中央の状況をうけ、

「団体旗」問題をめぐり紛糾、初日のみ「統

一行進」、その他は個別行進 (写真) 

7.22～29 平和の

ための大阪の戦

争展（通天閣）

16万 4000 人 

 

 

 

 

 

8.3～9 原水爆禁止 1984 年世界大会（広島

大会）大阪 600 人、堺市原水協 40人 

 

 

 

10.21  大阪安保など、初の実行委員会主催

による「平和と民主主義、くらしを守ろ

う！安保廃棄１０・２１全国統一行動大阪

府民集会」（大阪城公園）3万 5000 人 

11.3  国民大運動実行委、統一労組懇共催

「軍拡臨調反対、革新府政再建、くらしと

平和を守る大阪府民集会」（大阪城公園）4

万 5千人 

11.11  反トマホーク大阪行動、自動車パレ

ード：基幹コース、大阪城公園―大阪港、

Ａ・Ｂ・Ｃコース 堺平和を守る会は反ト

マホーク全国統一行動で信太山基地抗議

行動 

12.7  革新懇・全国革新懇共催、「平和を願

う府民のつどい」（中央公会堂）1600 人、

山口勇子

氏（日本原

水協代表

理事） 

（写真） 

7.26  ニュージランドで非核政府誕生、7.29 ロンギ

首相、米核艦船寄港拒否は政府方針と言明 

7.29  政党法反対中央連絡会・反トマ国民運動連絡セ

ンター・安保破棄中央実行委共催中央集会（代々木

公園）11万人、大阪から 2600 人代表団参加 

8.1～9 原水爆禁止 1984 年世界大会（広島大会）、海

外代表 36カ国 12国際組織 128 人参加、「東京宣言」

（核兵器廃絶は人類の死活にかかわる緊急最重要

課題）採択 

8.5～6 ＮＨＫ、「核戦争後の地球」放映 

8.6  欧米各地でノーモア・ヒロシマ反核平和行動、

英国労働党が英国の全面非核化を提唱 

9.5  横須賀・呉・佐世保・舞鶴の旧軍港４市の市長

名で「非核三原則の遵守と核兵器廃絶」を政府に求

める共同宣言 

9.29  西独・フルダの米軍基地でＮＡＴＯ軍事演習・

核軍拡反対で“人間の鎖”、4 万人、10.20 西独で

反核を訴える“人間の鎖”大行動集会 20万人 

10.21～11.3  米海兵隊と陸上自衛隊初の日米合同演

習 

10.24～25  日本原水協、「84 年国連軍縮週間・核兵

器完全禁止・非核化・被爆者援護連帯のための国際

シンポジウム」 

10.30  マーシャル諸島の元住民、米国政府が核実験

による放射能汚染を除去しないのは信託統治違反

と国連に訴え 

11.11  トマホークくるな！国民運動連絡センター、

全国一斉行動、横田基地“人間の鎖”行動、17 軍

事基地デモ 

12.6  日本原水協提唱、「核兵器全面禁止を要求する

署名」全国一斉スタート 

12.9 「核空母カールビンソンくるな！核兵器全面禁

止・安保条約破棄、中曽根内閣打倒横須賀緊急抗議

集会」、10中曽根首相、核搭載の有無は照会しない

と言明 

12.11～17 日ソ共産党首脳会談（モスクワ）、核兵器

廃絶を緊急・最重要課題とする共同声明発表 

12.18  首相の私的諮問機関「平和問題研究会」、防衛

費ＧＮＰ１％枠の見直しを報告 
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 非核の政府を求める大阪の会前史 国内外の平和運動 

85

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

85 

年 

1.7 共産党府委員会、核兵器全面禁止の日

ソ両共産党の共同声明を「赤旗」号外で配

布 

1.9 革新懇、「年頭のアピール」で核兵器全

面禁止へ原水協が提唱している署名を府

民過半数を目標にすることを提起 

2.1  核兵器全面禁止署名推進大阪委員会結

成会議（署名推進委）、63団体 90人参加、

事務局長に新宮良正氏 

2.9  「核兵器全面禁止・廃絶のためのヒロ

シマ・ナガサキからのアピール」署名運動

開始 署名統一行動（なんば） 

2.13  「核兵器全面禁止署名推進港区委員

会」結成、2.7 署名宣伝行動（朝潮橋）、

3.9 街頭署名（八幡屋市場） 

3.8～9 米空軍機、大阪空港に飛来、大阪安

保など厳重抗議 

3.14 署名推進委、府下３１カ所で各戸訪問

いっせい行動、一日で三万人分集約 

3.18 「大阪湾を非核の海に！」神戸市議会

核艦船拒否決議 10 周年アピール発表（各

界 117 名） 

3.19 「平和と福祉を語る福祉関係者のつど

い」アピール「核兵器廃絶・平和と福祉充

実の大運動をよびかけます」採択 

3.21  大阪安保、原水協など５団体主催、「国

民春闘勝利、年金改悪阻止、核兵器廃絶、

軍事費を削ってくらしと福祉・教育の充実

を３．２１府民集会」（扇町公園）2万人 

3.28  泉佐野市、「非核平和都市宣言」 

 

 

 

 

 

 

 

4.9 革新懇アピール「核戦争ノーの声を大

阪中に、全国に、世界にとどけよう」 

 

 

1.15～16 日本原水協第 54回全国理事会（伊東）、国

民過半数をめざす核兵器廃絶署名、被爆者国際遊説

団派遣など決定 

1.31  ロンギ・ニュージーランド首相、核搭載能力の

ある米艦船の寄港拒否を通告 

2.5  カナダのクラーク外相、核兵器の領内持ち込み

とＳＤＩ協力拒否を言明 

2.5～9 日本原水協のよびかけによる「核兵器全面禁

止国際署名提唱・推進」の国際会議開催（広島、長

崎）12か国参加、「ヒロシマ・ナガサキアピール」

採択、支持よびかけ、支持署名運動はじまる 

2.19 日本共産党、「日ソ共同声明と核兵器廃絶の展

望を語る懇談会」開催 

3.1  静岡県実行委主催、「ヒロシマ・ナガサキ被爆

40周年、原水爆禁止運動 30周年、1985 年３・１ビ

キニデー焼津集会」、世界大会の成功訴える「焼津

アピール」採択 

3.16  タヒチ、ポリネシアにおける仏核実験反対の抗

議行動 

 

 

3.20  国際民主法律家協会、「ヒロシマ・ナガサキか

らのアピール」支持 

 

 

 

 

3.30～31 国際平和ビューロー執行委（ジュネーブ）、

核兵器全面禁止をよびかける声明を採択 

3.31  オーストラリア各地で反核・平和集会、40 万

人参加、世界各地でも復活祭行進 200 都市 50 万人

参加 

4.3  ５野党、被爆者援護法を衆院に提出 

4.3  自民党本部が、都道府県支部に非核宣言決議を

おさえる通達 

4.5  日本宗教ＮＧＯ連絡会議、「ヒロシマ・ナガサキ

からのアピール」署名推進を決定 
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年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

85

年 

4.14  核兵器廃絶署名第一回全府統一行動、

33地域 3千余人行動で国際・国内各署名 1

万 1700 筆集約 

4.14～16 海上自衛隊の練習艦二隻、南港入

港。大阪安保ら大阪市に入港反対を申入

れ、現地で抗議行動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.17～19 日本平和委定期大会、大阪で開催 

 

 

 

5.26  核兵器廃絶署名第二次全府統一行動、

セスナ機を飛ばし各戸訪問行動、51地域 2

千余人行動で国際・国内各署名２万数千筆

集約 

5.･30 市民生協など２０団体、大阪府議会

に「大阪港核艦船入港拒否を含む『非核大

阪府宣言』の決議を求める請願」を提出 

5.31 大阪市に核艦船の入港拒否、非核都市

宣言を求め、大阪安保、原水協が市役所周

辺で昼休みデモ 

6.1 「大阪革新懇結成五周年記念シンポジ

ウム―核廃絶、政治革新の展望」（角橋徹

也、菅生厚、玉垣斉） 

6.10 大阪安保など国家機密法阻止と自民

党への抗議のいっせい宣伝行動 

6.12  核兵器をなくす会「この地球から核兵

器をなくそう！府民のつどい」（府労働セ

ンター）800 人 

6.18  「安保廃棄・核兵器廃絶、国家機密法

阻止、中曽根好核反動内閣打倒６・１８府

民集会」（扇町公園）4000 人 

4.10  ユーゴスラビア平和同盟、「ヒロシマ・ナガサ

キからのアピール」支持を表明 

4.12  羽仁説子氏ら 12氏、「ヒロシマ・ナガサキから

のアピール」賛同、「よびかけ」 

4.14  非核フィリピン連合、反基地連合、「ヒロシマ・

ナガサキからのアピール」支持委員会発足 

5.6～7 日本原水協第 55回全国理事会、「アピール」

署名を全面中心に国民過半数をめざす運動を進め

る方針を決定 

5.9  平和行進出発、国民平和大行進実行委員会主催

に復帰、市民団体は同一日程・同一コースを独自で

行進 

5.10  日本宗平協全国総会、「ヒロシマ・ナガサキか

らのアピール」への署名よびかけ 

5.14  原水爆禁止運動関係諸団体懇談会発足（11 団

体）、85年世界大会の統一開催の努力など確認 

5.15  「ヒロシマ・ナガサキからのアピール」賛同・

推進の国内連絡会５氏発起人、55 氏が結成をよび

かけ、27結成総会 

5.21  衆院本会議で米ソ軍縮交渉に関して「核兵器廃

絶を究極目標とする」決議案を共産党を除く政党で

強行可決 

5.26  Ｆ16 核ミサイル積載戦闘機配備反対三沢集会 

大阪から参加 

5.27  原水爆禁止運動関係諸団体懇談会で、総評・

「禁」代表が核容認勢力・妨害勢力の参加に道を開

く「門戸開放」を主張 

5.27  ヒロシマ・ナガサキアピール支持署名推進国内

連絡会結成、国民過半数署名を目標に活動開始 

 

 

6.7～8  日本原水協と核兵器廃絶署名推進委、「ヒロ

シマ・ナガサキからのアピール」、核兵器全面禁止・

廃絶署名運動推進全国集会（東京） 

 

6.18  フィリピン・スービック米海軍基地で反マルコ

ス・反核デモ、1万 8千人 

6.20  「ヒロシマ・ナガサキからのアピール」署名運

動推進国内連絡会、署名 700 万、全国 642 自治体首

長が賛同署名 
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85

年 

6.22 署名推進委、核廃絶署名の支持・賛同

者百四十八氏を発表（第一次分） 

6.23  核兵器廃絶署名第三次全府統一行動、

大阪安保など実施、40 地域・72 か所で２

千人参加、国内・国際署名各２万筆結集 

7.21～28 平和のための大阪の戦争展（通天

閣）23万 3200 人 

8.6、9 府下各地で広島・長崎被爆 40 周年

を記念して核兵器廃絶の国際・国内署名行

動を展開 

8.7～9 原水爆禁止 1985 年世界大会（長崎

大会） 

8.15 終戦 40 周年を記念し、平和団体など

「軍国主義復活反対」「核戦争阻止」を訴

える 

8.24  原水協・大阪安保共催、全府代表者会

議、府・市の非核化運動強化を確認（大商

連会館） 

9.27  非核都市宣言・核艦船入港反対府庁昼

休みデモ 

9.28 国家機密法阻止、非核都市宣言、核艦

船入港拒否について、府・市議会への要請

相次ぐ 

10.1  非核都市宣言・核艦船入港反対大阪市

役所昼休みデモ、２、岸知事重ねて拒否 

10.9～17 国家機密法・非核都市宣言で府議

会要請街宣 

10.21  大阪安保など、「安保廃棄・国家機密

法粉砕、核兵器廃絶・中曽根好核反動内閣

打倒１０・２１大阪集会」（扇町公園）1

万人 

10.26  国連軍縮週間、第 7回軍縮平和行進 

11.15  非核都市宣言早朝宣伝と昼休みデモ 

11.30 １１・３０大阪府民集会（扇町プー

ル） 

12.8  革新懇・大阪青学連、「平和をねがう

府民のつどい」（中央公会堂）300 人 

12.8～9 開戦 44 周年、終戦 40 周年を記念

し、各界・各地で核兵器なくせ、機密法廃

案をかかげて集会や署名、宣伝行動など多

 

6.25  83 年世界大会準備委員会発足（11 団体）、27

第 2 回準備会、総評・「禁」代表は国際会議の「フ

ォーラム」化、「広島で統一大会はしない」など大

会の変質を謀る案を提出 

7.27  中曽根首相、「戦後政治の総決算」を主張 

7.29  ソ連、核実験停止を声明、米に同調をよびかけ

るも米は拒否 

8.2～9 原水爆禁止 1985 年世界大会（長崎大会）、被

爆 40 周年統一世界大会 22 カ国９国際組織 56 人、

海外代表 150 人参加、「アピール」署名 1043 万筆 

8.5～9  第 1 回世界平和連帯都市市長会議（広島）、

（長崎） 

8.6  南太平洋フォーラム首脳会議、南太平洋非核地

帯設置条約採択 

8.25  「ヒロシマ・ナガサキからのアピール」署名「国

内署名」226 万、「国際署名」191 万到達 

9.12  世界の科学者からなる環境問題科学委、米ソの

核戦争による「核の冬」で 25億人餓死と警告 

 

 

 

 

 

10.17  日本原水協、核廃絶を緊急、中心課題とする

書簡を国連事務総長におくる 

 

 

 

 

10.31  中曽根首相、衆院予算委で核使用容認に言及 

11.6  中曽根首相、参院予算委で「日米安保」が基本、

「非核三原則」は運用と答弁 

11.7  米国防総省ＳＤＩ局、宇宙迎撃ミサイルの開発

を発表 

11.9～20 米ソ首脳会談、核戦争阻止で一般的合意、

核兵器廃絶はふれず 

11.9 日本共産党、「いまこそ『核兵器廃絶』合意の

具体化を―米ソ交渉の現段階について」を発表 

12--  自民党、パンフ「非核平和都市宣言は日本の平
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85 

年 

 

 

 

85

年 

彩に展開 

12.13 共産党府委員長、同党提唱の「非核の

政府」についての合意と共同を大阪憲法会議

に申入れ、以後各民主団体に申入れ 

和に有害です」発行 

12.9 共産党中央委提唱の「非核の政府」について、統一

労組懇が合意と共同へ全職場の討議を呼びかけ 

12.10 ニュージーランド政府、核兵器積載艦船の入

港を禁止する法案を議会に提出 

12.29 米原潜の日本寄港、一年間で過去最高の３５

回 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

86

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

86

年 

1.10 革新懇、年頭アピールで非核の運動の強

化などを呼びかけ 

 

 

 

 

 

 

2.5  革新懇主催「非核の戦線、政府について

の学習、懇談会」で菅生厚氏が問題提起 

2.11 岸知事、財界系地方紙で“非核三原則

には核搭載艦船の寄港は含まず”と主張 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4  非核大阪をめざす学習交流会 

3.13  非核都市宣言・核艦船入港反対、対府・

対市要請行動 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.13  「非核平和都市宣言」自治体、887 自治体人口

の 50.1％を突破 

1.15  ゴルバチョフ・ソ連共産党書記長、20 世紀末

までの核兵器廃絶を提唱（三段階 15年以内）、レー

ガン米大統領、「注意深く検討」と声明 

1.16  デクエアル国連事務総長、ソ連書記長の核廃絶

提案に賛意表明 

1.17  アーミテージ米国防次官補、「日本は対ソ防波

堤」と戦略的価値を強調 

 

2.11 憲法会議など「在位六十年式典」に反対し「軍

事大国化に反対し、思想・良心の自由を守る２．１

１集会」開催 

2.14  米紙ワシントン・ポスト、ＡＢＣテレビ共同世

論調査、米国民の 74％が核兵器廃絶のソ連提案を

支持 

2.16  スペイン、ＮＡＴＯ脱退要求デモと人間の鎖行

動、20万人 

2.25  24 から開始された初の日米統合演習（陸海空

三軍）反対行動 

3.1  「核兵器廃絶」掲げ米大陸横断「平和大行進」

がロサンゼルス出発 

3.3  1,553,275 筆分の国内署名第二次国会提出 

3.12  米国シカゴ市議会、核兵器の設計・生産・貯蔵

禁止の非核条例を可決 

3.22  レーガン米政権、ネバダで地下核実験強行 

3.24  「非核の政府を求める会【非核全国の会】」（仮称）

各界 86氏のよびかけで発起人会 

3.24  日本原水協主催、「核戦争阻止、核兵器廃絶・

非核のための 86年沖縄国際会議」開催 

3.29  ソ連チェルノブイリ原発で炉心溶融大事故 
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86 

年 

4.14 天皇の政治利用をねらう「天皇在位六

十年」記念事業反対大阪府民集会 

4.28 天皇在位六十年キャンペーン、安全保

障会議設置法案粉砕などかかげ「４・２８

集会」（扇町公園）4000 人 

5.3  「中曽根内閣の戦後政治総決算路線を

憲法で絶とう！府民集会」（桃山学院高校）

講演：黒田了一氏 

5.7  府下首長の「アピール」支持署名 40

名となる（45自治体中） 

5.24 「非核の政府を求める会」の結成に対し、

大阪の各界が歓迎の談話 

 

 

 

 

7.10～16 府下平和行進、基幹コースは「ア

ピール」署名と結合してとりくまれる、市

民団体の行進とエール交換 

 

 

 

7.26～8.3 平和のための大阪の戦争展（通

天閣）18万 5300 人 

8.2～9 原水爆禁止 1986 年世界大会・本大

会広島大会、大阪から 1000 人以上 

8.6  亀田・黒田・北尻・杉村・本多・宮本六氏

連名で「会」発起人会の案内と賛同をよびか

ける手紙を発送 

8.6 大阪安保等が核搭載・ニュージャージ

くるな街頭宣伝 

8.13  フィリピン代表歓迎交流会 

8.20  よびかけ人会（平和合同法律事務所） 

8.27  非核の政府を求める大阪の会、発起人

会開催（なにわ会館）40 名（11 団体・131 人

発起人承諾）設立趣意書・運営要綱・会費分

担金・結成総会の日程などを確認 （写真） 

8.29  発起人会「戦艦ニュージャージの日本寄

港に抗議」決議文を日米両国政府に送付 

 

 

4.21  「核兵器廃絶連帯」結成、磯村・槙枝らよびか

け（核抑止論容認・原水禁運動分裂・変質潮流の組

織） 

4.28  ソ連のチェルノブイリ原子力発電所で大規模

事故発生 

 

5.9  安全保障会議設置法案、衆院本会議可決、22参

院本会議可決 

5.19  「非核の政府を求める会」結成総会（個人 1350

人、団体 50） 

 

 

6.6  ＥＮＤ（欧州核軍縮運動）第 5 回大会、日本原

水協代表、核兵器廃絶を訴える 

7.3  ムバラク・エジプト大統領、原子力艦船のスエ

ズ運河通過を禁止すると発表 

7.10  「禁」全国委員会、86 年世界大会不参加方針

決定 

7.17  日本原水協、日本平和委、宗教者ＮＧＯなどの

団体・個人で「86年世界大会準備連絡会議」発足、

同会議は「原水爆禁止世界大会実行委員会」に発展 

7.17  フィリピン憲法起草委、外国軍事基地の存在を

認めないこと、核兵器国内も持込み禁止などを採択 

7.30  86 年世界大会実行委員会結成、「禁」脱落、一

部市民団体離脱のなか各界より 121 名 94 団体参加 

8.2～9 原水爆禁止 1986 年世界大会（広島大会）、海

外 20 国際地域組織・28 カ国・36 カ国組織・88 人

参加 

 

8.24 核トマホーク搭載艦ニュージャージの佐世保

入港に抗議し大阪安保が代表派遣 
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年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

86

年 

9.2 結成総会準備のための団体関係者会議

（大商連会館） 

9.3 よびかけ人座長団会議で「設立趣意書・運

営要綱」案文の文言を修正（平和合同法律

事務所） 

9.29  よびかけ人座長会議で「会」の設立予

算・役員体制など検討 

10.7  大阪府への非核平和・港（湾）化要請

行動 

10.7  非核の政府を求める大阪の会結成（大阪

府社会福祉指導センター）220余人出席、個

人 435 名、団体 65が賛同、 「会」の事務所

を北区西天満昭栄ビル南館３階に設置 

 （以下非核大阪の会） （写真上） 

10.16 会事務所を開設（北区・昭栄ビル） 

10.21  「１０・２１全国統一行動大阪集会」

（扇町公園）1万 3000 人 

10.24  国連軍縮週間、「軍縮平和行進」（府

庁周辺） 

11.1 「非核大阪の会」機関紙創刊（2万部） 

11.8 呼びかけ人・座長会議、事務局団体体制 

 百円募金運動など 

12.5 「１２・８不戦の集いＯＰＡＣ」（森

の宮青少年会館） 

12.8  明るい会、革新懇共催「１２・８非核・

平和、革新府政めざす府民のつどい」（中

央公会堂）3500 人 

12.12 「非核大阪の会」カラーカード完成 

12.13 呼びかけ人・座長団会議、年頭アピー

ル、次期総会、事務局体制を確認（20日も） 

9.1  米艦船ニュージャージー含め長崎・佐世保港に

米艦 14隻が集結 

9.9  政府。米ＳＤＩ（戦略防衛構想）研究に参加決

定 

10.5  英国スコットランドで反核「人間の鎖」デモ、

4万 5千人 

10.6  ソ連核ミサイル搭載原潜「Ｋ-219」火災沈没 

10.11～12 米ソ首脳会談（レイキャビック）、核兵器

削減などで一定の前進、ＳＤⅠ問題で不一致、不首

尾に 

10.15～19 国際平和年世界大会（コペンハーゲン）、

130 か国参加、大会議長「ヒロシマナガサキからの

アピール」支持署名の重要性を訴える 

10.23  核兵器廃絶米大陸横断平和大行進がニューヨ

ーク入り 

10.27～28 署名全国交流会 

11.8～9 第 1 回「日米軍事同盟打破、基地撤去日本

平和大会」、平和委・安保・原水協共催（東京）、実

行委員会 35団体、全国 47都道府県 1455 名参加 

11.14  米政府、ネバダ核実験場でソ連の停止以来 23

回目の核実験強行 

11.15  米大陸横断平和大行進参加の原水協代表団、8

人、最終集会ホワイトハウス前で連帯の挨拶 

11.16  あいば野集会関西代表者会議（滋賀今津）、大

阪から１名参加 

11.23  日米合同演習反対「あいば野集会」大阪 750

人参加、11.24～12.7 現地監視行動にのべ 30 人参

加 

12.7  日米合同演習反対、米海兵隊は出ていけＧＥＴ

ＯＵＴ集会（滋賀県近江今津）、６名参加 

12.14  ５大陸平和軍縮会議、33カ国 72国際組織 250

人、日本原水協代表団、核兵器廃絶の緊急課題提起 

12.30  87 年度政府予算案決定、防衛費１％枠を突破 
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 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

87
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87

年 

1.1 非核大阪の会、年頭アピール『アメリカの

核実験に抗議』、ニュース第 2号発行 

1.6  亀田・黒田両呼びかけ人ら各地の新春懇

親会で百円募金の訴え 

 

1.21 呼びかけ人・座長団会議、百円募金運

動、総会提案文書、常任世話人の構成など 

1.22  非核平和大阪府宣言、大阪湾への核艦

船入港拒否運動推進のための全府団体・地

域代表者合同会議（府教育会館）37団体・

地域 

1.27 柏原革新懇の集会で東谷氏講演 

1.28  非核平和大阪府宣言、大阪湾への核艦

船入港阻止で知事・各会派に交渉・要請行

動 

1.29 労働団体と懇談 

1.30  大阪平和学校、第２講「核兵器開発と

原発問題」（中川益夫氏）、18名 

1.31  大阪平和女のつどい、新春学習会「核

防護と婦人」（安斎育郎氏）懇親会、13名 

1.31～2.1 日本原水協関西学校（奈良桃山

荘）、121 人参加（大阪から 38名） 

2.6  大阪市の行財政の改善を求める緊急要

求で「非核・平和宣言と核艦船入港阻止」

などを市長と交渉 

2.7 米核実験（3日）に対して抗議電 

2.11  「建国記念の日」不承認、平和で文化

のかおりたかい大阪をきずく２・１１府民

集会（大阪ＹＭＣＡ会館） 

2.12 大阪の非核化についての原水協・大阪

安保の公開質問状に岸知事具体回答さけ、

自民党は「岸回答に準ず」と回答 

2.13  非核大阪の会第２回総会（市立労働会

館）、世話人・常任世話人を選出、130人 

2.19  大阪府庁昼休みデモ(2.25 も)写真 

2.28～3.1  ３・１ビキニデー 

3.9  府庁請願 

3.10 事務局会議（2週間に１度開催） 

3.18  第 1回常任世話人会議 

 

 

1.13  在沖縄米海兵隊報道部、核攻撃機ＡＶ８Ｂ型ハ

リアを 89年中に岩国基地に配備と表明 

1.15～16  日本原水協主催、非核自治体づくり運動全

国活動者会議（川崎） 

1.26  世評ビューロー会議、原水爆禁止世界大会支

持、アピール署名普及などを確認、「核兵器のない

安全な世界を」 

1.30  閣議、在日米軍駐留費の日本側負担を増額する

ための日米特別協定を決定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.8～10 核戦争防止国際医師の会、アジア・太平洋

地域シンポジウム開催（ニュージーランド）14 カ

国 270 名、日本から 40名（大阪民医連安賀昇会長） 

2.18  ニュージーランド、ロンギ首相、「反核法案」

推進を表明 

 

 

 

 

 

2.26  ソ連核実験を再開 

3.3  「極限の核戦闘指令機」Ｅ４Ｂが横田基地飛来 

3.5  広島県議会、核兵器廃絶・核実験中止を求める

決議を全会一致採択 

4.6  米国政府公式文書、機密文書解禁「日本への核

持ち込み密約」の存在明るみに（日本共産党の調査）  

【常任世話人】（第 2 回総会で選出） 

浅野哲人、入谷勲、亀田得治、北尻得五郎、

黒田了一、篠浦一朗、新宮良正、菅原藤子、

菅生厚、中西裕人、中村一二巳、東谷敏雄、

藤村恵容、本多淳亮、三田利恵、矢野太一、

渡辺和恵 

【事務局体制】 

事務局長・中西裕人、事務局：大阪統一労組

懇、大阪原水協、大阪革新懇、共産党府委員

会、藤村恵容 

2.19 府庁包囲昼休みデモ 
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87 

年 

3.21  「角橋さんといっしょに新しい革新府

政を３・２１府民総決起集会」（扇町プー

ル）5万人 

4.18 自衛艦入港抗議行動（大阪港） 

4.28  安保告発４・２８のつどい（府職会館） 

5.1  第 58 回大阪メーデー、86 年につづき

安保廃棄反対が欠落（大阪城公園）27 万

人 

5.3  「今こそ高鳴れ！憲法のこころ府民の

つどい」（西区民センター）300 人 

5.9  第 2回常任世話人会議 

5.16  第 1 回世話人総会（なにわ会館）、講演

『核軍拡競争の経済的基礎』・いまなぜ非核

の政府か？学習対話の方針  （写真） 

 特別報告：城ゆき氏（東独への平和使節）、安

賀昇氏（ＩＰＰNＷアジア・太平洋シンポ）、林

智氏（地球の全域を非核化地帯）、橋本敦氏

（核持ち込み密約追及の活動） 

6.6 原水協総会で中西事務局長あいさつ 

6.13 堺市民懇で中西事務局長あいさつ 

6.15～17 新宮常任世話人ら出版労連、新聞

労連などに協力申入れ 

6.19 統一労組懇代表者会議で事務局訴え 

6.23  日米安保条約発効 27 周年・安保破棄

全国統一行動大阪集会（剣先公園）3000

人、中西事務局長百円募金の訴え 

6.24  第 3 回常任世話人会議、中曽根ＩＮＦア

ラスカ配備発言に抗議(26日) 

7.2～9 府下平和行進、基幹コースで「アピ

ール」署名はがき運用活動、のべ 7500 人

「非核大阪の会」のぼりを立てて初参加 

7.8 日本科学者会議大阪支部と懇談 （写真） 

7.13 大阪府保険医協会と懇談 

7.17  革新懇主催「非核平和の夕べ」に協賛 

7.25～8.2 平和のための大阪の戦争展（通

天閣）21万 6500 人 

7.27 大商連理事会で中西事務局長あいさつ 

7.30  第 4 回常任世話人会議、ＳＤＩ研究参加

協定調印への抗議 

8.1  非核平和宣言自治体首長に非核平和施

4.7 ニューヨーク・タイムズ、ワシントンポストが

日本への核持ち込み密約について報道 

4.12  南太平洋４番目の非核国家、フィジーに誕生 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.19  ソ連書記長、アジアの中距離核全廃を表明

（7.22 にも提案） 

5.22  インド、ギリシャなど 6カ国首脳、米ソ首脳あ

てに欧州ＩＮＦ全廃を求める共同声明を発表 

6.4  ニュージーランド議会、非核法案を可決 

6.8～10 ベネチアサミット、「核抑止力の重要性」を

再確認 

6.14  西独・ボンで 11 万人の反核平和集会、パリで

反核人間の鎖に数 10万人 

6.30  高校の「現代社会」教科書検定で反核運動・自

治体の非核宣言を敵視 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.28  ジュネーブ交渉で米国、長短ＩＮＦ全廃で新提

案 

8.1～9 原水爆禁止 1987 年世界大会（本大会・長崎

大会）、米ソ代表の提案「平和の波」運動を決定、

35カ国 55団体 111 人参加 

 

8.15  アジア・太平洋労組会議、アピール署名推進を

決議 

 

▲第 1回世話人総会（5.16） 

 

 ▲日本科学者会議大阪支部と懇談（7.8） 
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87

年 

策の充実などを要請 

8.7～9 87年世界大会・長崎に亀田代表参加 

8.26  第 2回世話人総会（市立労働会館）、 

 自治体への非核施策充実の働きかけの方針 

8.29 大阪府歯科保険医協会役員と懇談 

9.7 被爆者援護連帯のつどい運営委員会 

9.10 新婦人府本部役員と懇談 

9.29  非核大阪の会「核兵器 NO！非核日本の

実現の夕べ 被爆者援護連帯のつどい」（森

ノ宮ピロティー小ホール） 写真 

9.30  10・24 平和の波・全府代表者会議（な

にわ会館） 

10.3 援護法制定要求決議を内閣・各政党に

送付 

10.6  大阪府・市非核化要請行動 

10.15  第 5回常任世話人会議 

10.16 大阪府に非核平和都市宣言と非核証

明方式を要請 

10.21  安保廃棄１０・２１大阪集会（扇町

公園）4000 人 

10.24  「平和の波」運動提起にこたえて、「平

和の波」運動連絡センター（原水協・大阪安

保・市民生協・統一労組懇・非核大阪の会・

保険医協会・歯科保険医協会で構成）主催 

 

 

 

 

 

各地域・団体で多彩な行動を軸に府的共同

行動は御堂筋平和行進と反核コンサート 

11.5  大阪府、「平和ビジョン」を発表（非

核都市宣言、核艦船入港拒否を回避） 

11.9  「平和ビジョン」についての対府交渉

（原水協、大阪安保、市民生協の代表） 

12.9 革新懇、「１２・８平和をねがう大阪

府民のつどい」（中央公会堂）700 人 

8.20  フィリピン上院、非核法案提出 

9.18  米ソ外相会談、ＩＮＦ全廃合意を声明 

9.26～27 フランス「平和運動」、核兵器廃絶を主張 

 

 

 

 

 

 

10.1  英国労働党、大会で非核政策を再確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.24  「平和の波」運動展開、広島・長崎を起点に

世界を一周、51か国参加、核兵器廃絶・「アピール」

署名推進が共通課題 

10.25  マドリードで欧州非核化、米軍基地撤去で 12

万人デモ 

10.24～25 ベトナムでアピール署名 150 万人 

10.31  世界労連、アピール署名とりくみ決議 

11.19  国際学生連合、アピール署名、反核国際統一

戦線推進を決定 

11.30  日本政府、国連本会議で核凍結、核兵器不使

用などの決議に反対投票 

11.30  フィリピン米軍基地周辺で 2000 人集会とデ

モ 

12.8～10 米ソ首脳会談（ワシントン）、ＩＮＦ廃絶

条約調印（初の核兵器削減、ただし４％） 

12.9  レーガン米大統領「ＩＮＦ全廃しても西欧に大

量の核兵器を保持し、核抑止力に依存する」と強調 

12.15  ＡＳＥＡＮ、東南アジア非核化をうたう共同

声明を発表 

12.16  中国、東南アジア非核化構想に支持表明 
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 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

88 

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

88

年 

1.1  「非核大阪の会」ニュース第 8 号に「87 年

度非核平和都市宣言自治体の施策概要」を収

録・報道（以降、毎年正月号に掲載） 

1.9  第 6回常任世話人会議 

 

 

 

 

 

 

2.11  「建国記念の日」不承認、平和で文化

のかおりたかい大阪をきずく２・１１府民

集会（府立婦人会館）150 人 

3.1  ３・１ビキニデー 

3.4  信太山基地周辺で「アピール」署名全戸

訪問活動、80人が 700 世帯訪問 

3.11  第3回世話人総会、地域の対話運動提起

“会員一人がひとりをふやそう”確認 

3.11  原水協・安保実行委・市民生協、非核

都市宣言・核艦船入港拒否の実現を要請す

る府庁包囲デモ 

3.17  大阪府議会、「国際平和都市大阪宣言」

を多数で決議、共産党提出の非核都市宣言、

核艦船入港拒否決議案を否決 

3.19  ３・１９大阪集会、信太山基地へデモ 

3.19～21 三宅島支援全国連帯ツアー 

4--  「アピール」署名６月末府民過半数目標

達成総行動展開（～７月） 

4.11  府下「原爆の火」リレー行動、府下自

治体を通過、首長に分火燭台を贈呈、知事、

大阪市長など一部の首長は受け取り拒否 

 

 

 

4.26  第 7 回常任世話人会議、「大阪の国際平

和都市・大阪について」声明 

4.27  アピール署名学習交流会 

5.3  憲法会議・革新懇共催、「憲法記念日府

民のつどい」（いずみ市民生協ホール） 

1.12  竹下首相初訪米、13レーガンと会談「世界に

貢献する日本」を約束 

1.16 非核全国の会第四回世話人会議 

1.19  瓦防衛庁長官・カルーチ米国防長官会談（ワ

シントン）、有事の米軍来援について共同研究す

ることで合意 

1.22  英国首相、戦術核全廃提案を拒否 

1.23  ＮＡＴＯ最高司令官、新短距離核の欧州配備

を提唱 

1.30  ソ連、チェコ配備のＩＮＦ撤去開始 

2.8  ゴルバチョフ、アフガニスタンからの撤兵方

針を発表、欧州の兵器別軍縮を提案 

2.9  米国、ＮＡＴＯ非公式会議で西ドイツに核兵

器近代化で圧力 

2.22  米ソ共同声明、今年前半での戦略核削減条約

を再確認 

3.3  ＮＡＴＯ首脳会議、核抑止論・核兵器固執を

声明 

3.8  シラク・フランス大統領、中性子爆弾製造を

示唆 

3.11  ソ連書記長、戦略核削減でＡＢＭ条約の順守

を訴え 

 

3.17 原爆ドーム落成 

3.19  「３・１９全国一斉基地行動」 

3.26  日本原水協、「原爆の火」リレー実行委員会、

「広島・長崎の火リレー」行動を全国６コースで

展開 

 

4.22  長崎市、アピール署名過半数突破、長崎市非

核宣言を決定（広島市も） 

4.25  アフリカ統一機構、アフリカ非核化をうたう

宣言採択 

4.26～29 インド洋平和地帯化国際会議（マダガス

カル） 

4.27～28 米上院とソ連最高会議でＩＮＦ全廃条

約を批准 

4.29  非同盟会議、「核兵器廃絶への日程確立」を

訴え 
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5.13 八尾原水協と懇談 

5.16 「秋のつどい」相談会 

5.18  第 8回常任世話人会議 

5.25  ＳＳＤⅢ代表歓送会（大阪代表14名参加）

会員：菅原藤子、矢野太一、寺本敏夫、城ゆ

き、広田美智子、岩本智之、菅野悦子、北野

雅博事務局員  

6.1 福祉保育労と懇談（黒田常任世話人）、懇

談後、参加者全員が入会 

6.2 革新懇と懇談 

6.3  自衛艦「かとり」「しらとり」大阪港へ

入港 6.4 自衛艦入港抗議行動 

6.6 全港湾築港支部と懇談 

6.9～14 府下「第二の平和の波」行動を展開、9

大阪市役所、10 大

阪府庁「原爆の火」

包囲デモ 写真 

 

6.18 柏原革新懇 と 

懇談 

6.23  「核兵器廃絶、新大型間接税粉砕、農

作物の輸入自由化反対、反動的教育改革反

対、諸悪の根源＝日米安保廃棄６・２３全

国統一行動大阪集会（扇町公園）5万 5千人 

6.25  東大阪市、「アピール」署名住民過半数

達成 

6.29  第 9 回常任世話人会議「ＳＳＤⅢ閉会にあ

たって今こそ非核の世論と運動の高揚を」声明 

6.29  大阪府で「ヒロシマ・ナガサキアピー

ル」署名、三百万を突破 

6.30 池田原水協と懇談 

7— 非核大阪の会、アピール署名『私も署名しまし

た』発表“ニュース特集”  （写真） 

7.4～11 国民平和大行進、旗を掲げて参加 

7.3  八尾市「アピール」署名住民過半数達成 

7.12  非核講演会『核抑止か核廃絶～世界は核

抑止論を否認する』（市立労働会館）大阪外大

（現大阪大）巣山靖司教授、ＳＳＤⅢ報告（矢野

太一・菅原藤子・藤永延代・北野雅博各氏） 

7.14 住之江革新懇と懇談 

4.31  ＳＳＤⅢ、日本原水協代表団 338 人（～6.25） 

5.13  国内署名第 3次国会提出、国民平和大行進出

発、市民平和行進は中止、各県生協の自主行進 

5.25  国会で核兵器廃絶要求を欠落させたＳＳＤ

Ⅲに関する決議を共産党を除く政党で採択 

5.29  レーガン・ゴルバチョフ、米ソ首脳会談（モ

スクワ）、6.1ＩＮＦ全廃条約批准書交換・発効 

5.31～6.26 ＳＳＤⅢ開幕、西側核固執諸国の妨害

で最終文書の採択できず、6.11ＳＳＤⅢを支持す

る「全米連合」主催の反核デモ、世界各地から 20

万人参加、総会で米国の妨害で文書採択なしのま

ま閉会 

6.2  竹下首相、「核廃絶」を究極の課題とするＳＳ

ＤⅢ演説（写真：国連本部前歩道で抗議） 

 

 

 

 

 

 

6.6  フィリピン上院、非核兵器法案可決 

6.9～12 第 2 の「平和の波」運動展開、12 第 2 の

「平和の波」運動５大陸 43か国、国内 3258 か所、

6.11「広島・長崎の火」ＳＳＤⅢニューヨーク反

核デモの先頭に灯る 

6.19～21 トロント・サミット、核抑止と十分な通

常戦力が平和の保障と宣言 

 

 

6.26  「原発問題住民運動全国連絡センター」全国

交流集会 
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7.23  第 10回常任世話人会議 

7.23～31 平和のための大阪の戦争展（通天

閣）19万 2950 人、「非核の会」コーナー参加 

7.25  海上自衛隊潜水艦「なだしお」事件へ

の抗議電（7.23 釣り船と衝突） 

7.31  「アピール」署名、大阪集計で 310 万

突破 

8.2～9 原水爆禁止 1988 年世界大会、本大

会・広島大会、ソ連など一部社会主義国は

「禁」側の大会にも参加 

8.5～7 原水爆禁止 1988 年世界大会（広島） 

8.6  池田市「アピール」署名住民過半数達成 

8.30  第 11回常任世話人会議「88年原水爆禁

止世界大会・広島宣言」支持アピール発表 

9.28  第 12回常任世話人会議 

10.7  第３回総会（市立労働会館）、記念講演

『核廃絶の法的基礎』講師：黒田了一氏 80人 

10.19  原発問題住民運動大阪連絡会結成総

会（国労会館 60名） 

10.21  大阪安保・統一労組懇共催「安保廃棄

１０・２１全国統一行動大阪集会」（扇町公

園）5000 人 

10.24～29  署名統一行動 

10.28  第 13回常任世話人会 

10.29 第 10 回国連軍縮集会平和行進（市役

所―御堂筋―難波）100 人 写真 

11.12  日米合同演習に信太山第 37 普通科連

隊が参加、同基地へ抗議集会とデモ 500 人 

11.26 しろきた生協非核の会結成（全国初） 

11.28  第 14回常任世話人会議 

12.1  革新懇・非核大阪の会「非核・平和をねが

う府民のつどい」（中之島公会堂）1000人写真 

 

7.23  横須賀港沖で海上自衛隊潜水艦「なだしお」

と大型釣り舟第一富士丸衝突、釣り客３０人死亡 

7.26～29 総評定期大会、89年中の統一実現と総評

の解散決定 

7.31  「アピール」署名の国内集計が３千万こえる 

8.2～9 原水爆禁止 1988 年世界大会（広島）、「広

島宣言」を満場一致採択、ソ連など一部社会主義

国が「禁」側の大会にも代表を派遣、海外 28 カ

国 38組織、15国際組織・地域組織 82名参加 

8.6 広島平和祈念式典で広島市長が核兵器廃絶と

広島での国連軍縮集会開催をよびかけ 

8.9  長崎市長、平和祈念式典で寄港船の核の有無

検証を迫る 

8.20  イラン・イラク戦争、停戦協定成立、八年間

にわたる戦争終結 

8.31  パラオ最高裁、非核憲法存続の判決 

9.8  フィリピン・マニラ市議会、非核条例案を可

決 

10.2  イタリアでＦ１６移転に反対などで2万 2千

人の平和行進 

10.6  英国労働党大会、非核政策再確認動議を可決 

10.14  米国エネルギー省、核兵器工場で 35年間に

わたる汚染を認める 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.13 「びわこ 88日米合同演習反対あいば野大集

会」（滋賀県今津）2500 人、大阪から臨時列車「あ

いば野号」で 500 人参加 

11.20 那覇市長選で米軍基地反対の市長圧勝 

 

12.7  本島長崎市長、市議会で「天皇に戦争責任は

ある」と発言 
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1.6  第 15回常任世話人会議 

1.19  全国一斉基地行動、非核平和大阪府宣

言と府下港湾への核艦船入港拒否を求める

団体請願行動 

1.19  非核平和運動の成功をめざす全府代表

者会議（大商連会館） 

1.25  第 16回常任世話人会議 

1.30  第 4 回世話人総会（府立労働センター）、

非核法制定運動を採択 

2.10～3.19  ピースアクション始まる 

2.11  「建国記念の日」不承認、平和で文化

のかおりたかい大阪をきずく府民集会（天

王寺区民センター）400 人 

2.28  核艦船入港拒否大阪府・市への請願行

動 

3.1～2 1989 年３・１ビキニデー集会、3.14  

「３・１９いっせい基地行動」の一環とし

て非核都市宣言要求請願と府庁包囲デモ 

3.3  第 17回常任世話人会議 

3.15 非核都市宣言要求請願と大阪市役所包囲

昼休みデモ 

3.4  信太山署名行動、90人参加 

3.17～19  非核・平和宣言、核艦船入港拒否

３・１９行動大阪縦断自動車ラリー 

3.19  全国一斉基地行動大阪集会（和泉市）、

信太山基地 

3.27 大阪弁護士会有志、非核法案つくりの意見

交換会開催 

3.28  革新懇・懇談会 

4.5  第 18回常任世話人会議 

 

4.28  安保廃棄４・２８全国統一行動扇町集

会（扇町公園） 

5.9  第 19 回常任世話人会議「非核法を求める

学習会」を計画 

5.10  「米水爆搭載機水没事故隠し抗議行動」

（米国総領事館） 

5.10 原水協活動者会議、「アピール」署名の

府民過半数達成にむけて申し合わせ 

1.1  化学兵器禁止国際会議、条約の早期実現に向

け宣言採択 

1.7  天皇裕仁死去、異常な報道規制 

1.18  米国防報告、核近代化、日本への負担強化報

告 

1.19  ソ連外相、欧州の戦術核の一方的削減 

 

 

2.8 非核全国の会第26回常任世話人会、亀田得治代

表が「非核法制定を」の提案を受け、準備にかかるこ

とを確認 

2.8  ＮＧＯ軍縮特別委が第 3 の「平和の波」参加

を勧告 

2.11  非核自治体国際会議、「核兵器廃絶最優先」

の声明採択 

 

3.1～2  1989 年３・１ビキニデー集会（大阪から

54名参加） 

 

 

 

 

 

 

 

3.25～27 西独で核近代化阻止を掲げた復活祭行

進 

4.7  核搭載可能のソ連原潜がノルウエー沖で火

災、沈没 

4.11  ＷＴＯ外相会議、ＮＡＴＯに戦術核削減交渉

をよびかける 

4.19～22 国連軍縮京都会議、米ソなど 31 カ国の

政府代表、ＮＧＯ代表参加、核抑止力問題で対立 

5.3  米国、「核兵器廃絶につながる」として戦術核

交渉を批判 

5.8  米誌「ニューズウィーク」、沖縄近海航行中

（65.12.5）の米空母タイコンデルガから水爆搭

載機の滑落を報道、米国政府、対日情報提供拒否 

5.8～9 米トマホーク原潜が相次いで横須賀入港 
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5.17 大阪弁護士会有志、勉強会「アジア・太

平洋地域の非核・平和地帯化構想」「世界的

軍縮の実現方法」の論文を素材 

 ※1979年 4月 10日長谷川正安氏ら学者 17

氏共同提案『非核三原則法』（案） 

6.11  水爆水没事故全国いっせい宣伝行動、

（上六） 

6.13  第 20回常任世話人会議 

6.15  原発問題講演会 

6.21 原曻岸和田市長らと懇談（亀田、新宮、中

西、渡辺の常任世話人） （写真）  

6.23  平和委・日ソ協会共催「合同学習会」

開催、テーマ：「『新しい思考』と原水禁運

動」（講師：中条収氏） 

6.23  ６・２３安保反対全国統一行動 

6.29  非核大阪の会『非核法を求める学習のつ

どい』 （グリ

ーン会館）

講師：藤田

久一氏、50

名 （写真） 

 

7.2～9 1989 年国民平和大行進、府内を行進、

のべ 8000 人参加 

7.22～30 平和のための大阪の戦争展（通天

閣）14万 2000 人  

7.28  非核大阪の会『フィリピンの非核化を学ぶ』

講演と交流（グリーン会館）コラソン・ファブロス

氏非核フィリピン連

合 （写真）  

 

8.3～9 原水爆禁止

1989 年世界大会、国際会議 3 名、広島大会

408 名、長崎大会 385 名 

8.3～9 「第三の平和の波」行動、第一次大

阪行動として府庁一周昼休みデモなど 

8.29  第 21回常任世話人会議 

9.30～10.1  非核自治体づくり全国活動者会

議（大阪グリーン会館） 

 

5.13 非核全国の会第四回総会、大阪の亀田、黒田両

氏の提起をうけ、非核法案作成の作業委員会をつくる

方針 

5.16  米水爆水没事故問題で沖縄県議会が緊急開

催、旧軍港４市長が米水爆機事故問題で政府に申

入れ 

6.10  米海兵隊、岩国基地に核攻撃機ハリアーⅡを

14機配備 

6.11  ソ連書記長、欧州配備の戦術核弾頭 500 発の

撤去を表明 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.6  ＮＡＴＯ、短距離核全廃のソ連提案拒否を声

明 

7.8  ＷＴＯ、来年中の欧州通常戦力削減合意とそ

れに続く戦術核削減交渉の開始、核実験全面禁

止、北中欧州非核化など包括提案 

7.15  サミット政治宣言、西側抑止戦略維持を再確

認 

7.19  米国、北朝鮮の核保有を示唆 

 

 

 

 

8.3～9 原水爆禁止 1989 年世界大会（長崎大会）

13国際・地域組織 27カ国 35組織 63名参加 

8.3～9 第三の「平和の波」第一次行動、全国 3000

カ所 

8.4  非核宣言自治体全国大会、広島で開催、非核

三原則の法制化要求を決議 

8.7～9  世界平和連帯都市市長会議、長崎で開催 

 

9.12  長崎市長、核積載疑惑米艦の入港で非核証明

を求める 
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10.13  第 4 回総会（グリーン会館）『非核法の構

想』発表 

10.21  １０・２１安保廃棄全国統一行動大阪

集会（扇町公園）4000 人 

10.28  「第三の平和の波」行動、第二次大阪行

動として、御堂筋パレード、ピースコンサート（大

阪城野外音楽堂） （写真下） 

 

 

 

 

 

 

11.9  大阪労働組合総連合（大阪労連）結成

総会（郵便貯金会館） 

11.17  第 22回常任世話人会議 

12.5  大阪被団協へ懇談申入れ（浅野哲人氏） 

12.8  革新懇と共催、非核・平和街頭宣伝 

12.9  「１２・９不戦のつどい 今東欧は」

学習会、講師：八木文代氏 

12.20  米国のパナマへの軍事侵攻に抗議 

12.21 北牧一雄枚方市長と懇談 

12.22  第 23回常任世話人会議 

10.8  ミッドウェー元艦長、日本寄港時の核持ち込

み示唆 

10.20  大阪総評定期大会、総評解散決定 

 

10.24～30 第三の「平和の波」第二次行動 

 

10.26  ソ連、バルト海非核化と核潜水艦の一方的

全廃を表明 

 

 

11.9  米下院、駐日米軍経費日本全額負担求める法

案可決（11.15  米上院も） 

11.21  全国労働組合総連合（全労連）結成大会、

前日、統一労組懇解散総会 

11.21  総評臨時大会、解散を決定、同日、日本労

働組合総連合会（連合）結成 

11.23～26  1989 年日本平和大会（沖縄）、大阪 47

名参加 

12.2～3 ブッシュ米大統領とゴルバチョフ・ソ連

最高会議議長が初の首脳会談（マルタ会談）、冷

戦終結、戦略核交渉推進を確認 

12.20  米軍、パナマに軍事介入 

12.27  米国政府、タイコンデロガ事故の照会を公

式拒否 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

90

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

90

年 

1.10  「ヒロシマ・ナガサキからのアピール署

名」運動懇談会（以後、アピール署名） 

1.23  第 24回常任世話人会議 

1.27  阪口善次郎大阪被団協理事長らと懇談

（亀田、浅野、新宮、中西、東谷の各氏） 写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.18 「天皇に戦争責任がある」との議会答弁をし

た本島等長崎市長、右翼に銃撃 

1.23 米上院でＣＩＡ長官、「ソ連の軍事的脅威低

下」と証言 

1.30 米国防報告、戦略核増強、海外基地と空母重

視を報告 

2.1 東独首相、段階的な軍事同盟離脱、両独統一

を提案 

2.7 米太平洋軍司令官、日本に一層の軍事分担を

要求 

2.8～10 米ソ声明、戦略核、欧州通常戦力年内調

印を確認 

2.15  米、韓国と在韓米軍削減で合意 
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90

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

90 

年 

2.6  アピール署名５周年６・９行動（2.9 も） 

2.22  大阪府・市非核化について懇談会 

2.23  アピール署名推進全府代表者会議 

3.1～2  1990 年３・１ビキニデー集会、「第四

の平和の波」よびかけ（静岡・焼津）1800

人、大阪から 36人 

3.7  第 26回常任世話人会議 

3.8 国際婦人デー大阪集会（郵便貯金ホール）

800 人 

3.13  第5回世話人総会（グリーン会館）、大阪被

団協より前田敏夫専務理事、金嵜金男事務局

長、岡野健理事が出席＊特別決議「アピール

署名府民過半数突破を」 

3.15  「３・１８全国いっせい基地行動」にむ

けての「平和の 15日」一斉宣伝行動 

3.17～18 「３・１８全国いっせい基地行動、

舞鶴軍港を訪ねる平和交流団」派遣 

3.21  「春咲かせましょう３・２１大阪府民大

集合」（大阪城公園）10万人 

3.23  アピール署名推進団体・地域代表者会  

 議 

3.28～4.1 「安保 30 年・1990 年沖縄基地調

査交流団＝安保を考える沖縄ツアー」 

4.4  アピール署名推進地域代表者会議 

4.10  第 27回常任世話人会議 

4.11 非核大阪の会『非核法づくりー現在の核兵 

器システム』学習会（弁護士会館）林智世話人

（阪大医療短期大学）、大阪弁護士会平和懇

談会戸田勝会長ら出席 （写真） 

4.27  大阪安保「安保廃棄４・２８統一行動、

90 年メーデー前夜祭 つなごう！平和に生

きる心４・２７府民のつどい」（府立労働セ

ンター） 

5.18  アピール署名推進全府代表者会議（大商

連会館） 

5.19  革新懇総会結成 10 周年記念講演会「日

米安保条約と九〇年代政治革新の展望」（新

大阪シティプラザ） 

5.22  第 28回常任世話人会議 

5.24  府的団体要請行動（アピール署名府民過

2.22 パキスタンの原子炉導入でインドが原爆開

発疑惑で反発 

2.22 米国防長官、在日米軍 5000 人の削減と横須

賀母港の空母インディペンデンスへの交替発表 

 

 

 

 

 

3.13  ソ連、憲法改正案採択、ゴルバチョフを初代

大統領に選出 

 

 

 

 

3.17～18 「非核神戸方式」神戸シンポに参加 

 

 

 

 

 

 

 

4.5 社会党大会、安保維持・自衛隊存続などを含

む「新しい政治への提言」採択 

 

4.18 外務省、水爆機水没事故空母の航海日誌入手

を拒否 

 

5.3 米、欧州地上配備の短距離核近代化中止を発

表 

5.9 参院野党 6会派、被爆者援護法案を提出 

5.15  日本原水協「核兵器廃絶、軍事ブロック解消、

被爆 45周年、激動の 90年代を開く労働者平和集

会」に大阪労連・北野参加、アピール署名府民過

半数にむけて決意表明 

5.16 沖縄都市型戦闘訓練施設で米軍が最初の実

弾演習 

5.19 米ソ外相会談、海洋発射巡航ミサイル上限

880 基で合意 

法律専門家による

「非核法づくり」学

習会（4.11） 
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90

年 

半数達成へ） 

5.27 大阪被団協第 34 回総会に被爆者援護法

制定への連帯メッセージ送付 

6.1 市高教と懇談 

6.4  大阪府の非核化条例制定運動検討会 

6.21  ミッドウエー爆発事故抗議電 

6.22 自交総連と懇談 

6.23 「安保 30 年・安保廃棄６・２３全国統

一行動大阪集会」（扇町公園）5000 人 

6.26  第 29 回常任世話人会議、日米首脳宛「ミ

ッドウエーの爆発事故の真相公表と横須賀母港

化撤回を要求する」抗議 

6.27 革新懇声明「イラクのクウェート軍事侵

略糾弾、平和憲法をふみにじる日本政府の

『中東貢献策』と憲法改悪に反対する」 

6.28 大教組・府高教と懇談 

6.30  アピール署名府下統一行動、泉北ニュー

タウン、7.1 千里ニュータウン、青年 1万人

大作戦 

7.2～8 国民平和大行進府内行進、8000 人 

7.9  アピール署名全府代表者会議 

7.16～29 アピール署名府民過半数達成集中 

期間 亀田代表先頭に 

7.21～29 平和のための大

阪の戦争展（通天閣）「非

核コーナー」出展参加 

7.24  第 30回常任世話人会

議 

7.28  大阪市原爆被害者の会慰霊祭 

7.30 「ヒロシマ・ナガサキからのアピール」署名、

府民過半数達成（427万 9472筆） 写真 

 

 

 

 

 

8.1 ＩＤＤＮ設置反対現地対策交流会議（豊

能町） 

8.1～9 「原水爆禁止 1990 年世界大会」開催、

第 4 の平和の波、海外 26 カ国 34 組織、13

 

 

6.1 米ソ首脳、ＳＴＡＲＴ（戦略兵器制限条約）

合意に調印 

6.16 マッカーサー元駐日大使、米核艦船「寄港」

は事前協議の対象外で了承されていたと証言、19

日「核持ち込み事前協議対象外」との旧米外交文

書が公開 

6.23  海部首相、首相として初めて沖縄戦没者追悼

式に出席 

6.26 国会閉会、被爆者援護法案は継続審議 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.2  米空母ミッドウェー元艦長、「核装備をもち訓

練を受けている核積載艦」と証言 

7.10 英核軍縮運動（ＣＮＤ）、核攻撃域の低空飛

行中止を要求 

7.13 ウクライナ共和国、非同盟・中立・非核三原

則を宣言 

7.19 英で非核条例を要求する旧軍港４市の「非核

サミット」 

7.22 非核全国の会「非核三原則法制化のために」シン

ポジウム、中西事務局長の報告 

7.23  白ロシア共和国、非核・中立の主権宣言 

7.25 英、兵員の 20％削減計画を発表するも、核兵

器は近代化 

7.25 原子力船「むつ」の原子炉が航海中緊急停止

事故 

7.27 白ロシア共和国、非核・中立の主権宣言 

7.30～8.25 核トマホーク艦が相次いで横須賀に

新配備 

8.2 イラク軍、クウェートに侵攻、米核空母イン

ディペンデンス横須賀から湾岸地域に緊急派遣

（湾岸戦争勃発） 

 
▲署名活動の先頭にたつ亀田代表 
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90

年 

国際・地域組織 69 名、国際会議で岩田衛都

連委員長（現、大阪原水協理事長）が府民過

半数達成報告、広島大会 1万人、大阪・新宮

良正理事長が開会総会で発言、大阪の青年

300 人が閉会総会で「１万人元気コール」、

長崎 4500 人、青年の「ピースジャム」大阪

の青年活躍、大阪から広島 559 人（写真） 

8.2  第 4 の「平和の波」行動、大阪労連青年

部が前夜祭「ピースフェスタ・インおおさか」

（中之島公園）、各地で行動 

8.3～9 第 4の『平和の波』運動、各地で 

 

8.17 太子町と懇談（北尻、新宮、中西各氏） 

 

 

 

 

 

 

 

8.28  第 31回常任世話人会議 

9.1  海部首相宛「アメリカに追随した『中東

貢献策』と自衛隊の海外派遣の策動は憲法違

反であり抗議する」送付 

9.8  豊能町天台山に自衛隊ＩＤＤＮ建設に反

対、現地調査とビラまき（横田町会議員報告） 

9.13  大阪平和学校「イラク・クェートで日本

は…」講師：高階美行氏（大阪外大） 

 

 

 

9.19  革新懇年次総会 

 

9.25  安保学習会「イラク問題」 

9.25  第 32回常任世話人会議 

 

9.28  大阪軍事問題研究会 

 

 

 

8.5 第 17 回高校生平和集会（広島）700人 

 

8.6～10 沖縄嘉手納で米軍大規模演習「オーガス

ト 90」 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.9 国連安保理、イラクのクウェート併合宣言無

効を全会一致で決議 

8.11  潜水艦「なだしお」事件に不当判決 

8.12 非核自治体宣言が 1500 を越える（住民人口

は国民の 6割） 

8.16 外務省、自衛隊派遣を検討、自民党は掃海艇

派遣発言 

8.25 国連安保理、対イラク武力行使容認決議 

8.27 小沢自民党幹事長、「現行法制下でも自衛隊

の海外派遣は可能」と発言 

8.30 政府、「多国籍軍」へ１０億ドルの資金援助

を決定 

9.9～15 自民党国防部会、チェイニー米国防長官

と会談「国民の血を犠牲にした支援を」と迫られ

る 

9.12 米下院、在日米軍経費の全額日本負担要求を

決議 

9.15  スウエーデン、2 年間の核艦船寄港禁止を決

議 

9.17 ブッシュ大統領、多国籍軍の指揮権は誰にも

渡さないと強調 

9.17 サウジアラビアに日本の医療先遣隊 17 人が

出発 

9.19 赤旗、三沢基地Ｆ16の核発射スイッチの存在

を報道 

9.25 スウエーデン与党、2 年間の核艦船寄港禁止

を決議 

9.29 海部・ブッシュ首脳会談、在日米軍経費負担
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▲国会請願にむかう大阪代表団のデモ行進（10.30） 

90

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

90

年 

10.2 革新懇総会（府立労働センター） 

10.5  非核大阪の会「非核条例学習会」 

10.5  「国連平和協力法」全国一斉宣伝行動（大

阪駅前） 

10.7  関西新空港現地調査 

 

 

 

 

 

 

10.22 「自衛隊の海外派兵を許すな！安保破

棄１０・２１全国統一行動大阪集会（扇町公

園）5000 人 

10.24～30  国連軍縮週間 

10.24  第 33回常任世話人会議 

10.25  第 6回世話人総会 ＊声明「憲法違反の

国連平和協力法案に反対」（大阪グリーン会館） 

10.26  第 1次「国連平和協力法」粉砕国会請願

行動 

10.26  革新懇アピール「国連平和協力法反対」 

10.29 「『国連平和協力法』を廃案にさせる大阪

センター」結成総会・学習会（府労センター）（以

後、大阪センター） 

10.30 自衛隊の海外派兵反対大阪青学連緊急

決起集会（東成区民ホール） 

10.30  第 2次「国連平和協力法」粉砕国会請願

行動  （写真） 

10.31  １０・３１昼休みデモ 

11.1  「大阪センター」全府活動者会議 

11.2  府下各地で「国連平和協力法」粉砕集会 

11.3  「憲法に風穴をあけさせない」府民集会 

11.6  第 3 次「国連平和協力法」粉砕国会請願

行動、900人 

11.9  「国連平和協力法」粉砕全府一斉宣伝行

動 

11.11  「１１・１１中央行動」大阪代表団派

遣 

11.16 小選挙区制・政党法、自衛隊の海外派

兵に反対する１１・１６府民集会」（扇町公

増・自衛隊派遣を含む「貢献策」への努力を表明 

10.2  被爆者援護法国会請願行動 

10.6  日本原水協、90年代の原水爆禁止運動の飛躍

をめざす活動者会議、大阪から５名 

10.11  全労連など４団体よびかけ、「国連平和協力

法」反対緊急代表者会議、国民的大運動をよびか

け 

10.12  自民党小沢幹事長ら党４役、集団的自衛権

の政府見解の見直しを首相に要請 

10.15  首相、将来武装自衛隊の国連軍参加を示唆 

10.16  政府、国会に国連平和協力法案を提出 

10.21 イラクのクウェート侵略糾弾・「国連平和協

力法」反対、安保廃棄１０・２１全国統一行動中

央集会（明治公園）1万 5000 人 

10.24 自衛隊の海外派兵に反対する各界連絡会結

成 

10.24  被爆者援護法制定国会要請行動 

 

10.30 自衛隊の海外派兵に反対する各界連絡会、

全国統一行動 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.—北朝鮮、核査察受け入れをＩＡＥＡと合意 

11.2～4 反核国際法律家協会国際討論集会、中西事

務局長参加 

11.8～11 非核自治体運動交流会（英国・グラスゴー）

大阪から浅野、寺本、四方、土肥の 4氏 

11.9 米国防長官、湾岸地域で核兵器使用を否定せ

ず 

11.9 国会閉会、「国連平和協力法」廃案 

11.11 「自衛隊海外派兵反対！消費税廃止、コメ

輸入自由化阻止、小選挙区制・政党法反対、くら

しといのち、民主主義を守る国民大集会」（代々

木公園）20万人 
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園）3000 人 

 

11.27  第 34回常任世話人会議 

 

 

 

12.1  海部首相宛「国連安保理決議６７８の支

持表明に対する 抗議と要請」送付 

 

12.8 「平和を願い革新府政再建をめざす１

２・８府民のつどい」（森ノ宮ピロティホー

ル） 

 

 

 

 

12.25  第 35回常任世話人会議 ＊決議「三沢 

基地への核持ち込みに抗議する」、「非核法案 

第一次案」を論議 

11.20 独首相、全欧安保協力会議ＣＳＣＥで「核

を持たず作らず」と演説 

11.28 ブラジル・アルゼンチンがトラテロルコ条

約（ラテンアメリカ非核地帯）を発効、核不拡散

条約にも署名 

11.29  国連安保理、イラクへの武力行使容認の決

議採択 

11… 機関紙協会・大阪の戦争展共同企画「非核のフィ

リピン取材旅行団として東谷敏雄氏訪問 

12.9 非核全国の会拡大世話人会、非核法案第一次

案検討 

12.9 原発問題住民運動全国連絡センター第 4回全

国総会・交流集会を開く 

12.13 政府、在日米軍基地の来年度負担増を決定 

12.14 イスラエル首相、中東非核化提唱 

12.20 印パが核施設不攻撃協定締結を共同声明 

12.20  政府、新中期防（91-95）に 22兆 7500 億円

決定、年平均３％伸び率 

12.27 被爆者援護法制定を求める地方議会の促進

決議・意見書採択が 1600 議会に到達 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

91

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

91

年 

1.10  大阪センター「１・１０中東問題学習

会」と昼休みデモ 

1.12  原水協「中東で武力衝突するな国際統

一行動」 

1.14  大阪平和、ゴルバチョフ大統領宛「リ

トアニア軍事介入 抗議」送付 

1.16 大阪センター「中東での戦争に反対し

海外派兵を許さない１・１６緊急集会」（扇

町公園）3000 人、1.17  「１・１７米国領

事館抗議行動」、1.18 大阪センター「湾岸

戦争の即時中止とイラクの撤退を求める

１・１８緊急府民集会」（中之島野音）、米

国領事館へ抗議行動 

1.24  大阪平和、海部首相宛「９０億ドル支

援と自衛隊輸送機派遣に抗議」声明、大阪

外大でも声明文張り出す 

1.24  第 36 回常任世話人会議・第 5 回年次総

会（大阪グリーン会館）＊「湾岸戦争の即時停

1.3 経済同友会代表幹事、「憲法見直しの検討」を

主張 

 

 

 

 

1.17 米軍を主力とする「多国籍軍」、イラク・ク

ウェートに大規模な空爆開始（＝湾岸戦争開始） 

1.17  海部首相、多国籍軍のイラク攻撃への「確固

たる支持」表明 

1.18  全労連、安保など湾岸戦争反対・日本政府は

戦争に加担するな緊急集会、3000 人 

1.23  国民春闘共闘委など、同上の緊急集会 

1.24 政府、「多国籍軍」に 90億ドルの追加資金協

力、避難民輸送のための自衛隊機派遣を閣議決

定、連合は支持表明 

 

1.29 全労連第 4回臨時大会、湾岸戦争反対の運動
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▲府職労青年のデコ 
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91
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止を求め日本政府の戦争協力の企みに反対す

る」決議 

2.2 大阪センター「湾岸戦争に反対する２・

２御堂筋平和大行進」4000 人 

2.7  海部首相宛「抗議・要請文」（湾岸戦争

で米国の核兵器使用容認抗議）送付 

2.19  岸大阪府知事宛「湾岸戦争に反対し、平

和的解決を求めるとともに、日本政府の憲法違

反の戦争協力の中止を求める」申し入れ、府議

会、大阪市長、

市議会にも（大阪

平和、原水協、

非核大阪の会３

団体） 

2.20  大阪平和、海部首相宛「抗議」（日米合

同演習で自衛隊機使用の輸送計画断固抗

議） 

2.26  第 37回常任世話人会議 

2.28～3.1 1991 年３・１ビキニデー集会、大

阪から 48人 

2.29  大阪平和、湾岸戦争について大阪府に

申し入れ 

3.3 「３・３府民大集合」（扇町公園） 

3.6  「戦争と海外派兵に反対する東大阪セン

ター」結成・学習会 

3.10～17 大阪平和全国一斉宣伝行動 

3.17 明るい会、知事選角橋徹也候補勝利に

むけて「春一番、平和と勝利の花咲かす３・

１７府民決起集会」（扇町プール・公園）5

万人 

4.12  大阪平和、海部首相宛「抗議」（自衛隊

掃海艇ペルシャ湾派遣決定抗議） 

4.24  第 38 回常任世話人会議 ＊「ペルシャ湾

への掃海艇派遣決定に抗議」 

4.27 「４・２８全国統一行動４・２７内外

情勢学習会」（府労

センター） 

5.1 大阪メーデー、   

「掃海艇派遣やめ 

よ！」の声大きく 

強化 

 

 

 

2.9  関西電力美浜原発で原子炉が自動停止する事

故発生 

2.11  小牧基地包囲大行動、全国から 10800 人、大

阪から約 250 人 

2.15 イラク、クウェートから撤退の用意を表明 

2.18 ソ連がイラクに和平提案 

2.21 全教第 3回臨時大会「教職員平和宣言」採択 

2.22 イラク、無条件撤退を回答、米国は即時撤退

を通告、ソ連・イラクが最終停戦案、米国は拒否 

2.23 多国籍軍、イラクへ地上戦突入 

2.25 ワルシャワ条約機構国外相・国防相会議、3

月 21日付でのＷＴＯ解体を決定 

2.25 イラクが軍に撤退命令、米国は無視（戦闘員

死者、イラク軍推定 3万人、多国籍軍約 500 人） 

3.2 国連安保理が戦争終結の条件決議 

3.3 停戦協議でイラク軍が全要求受諾 

3.6 湾岸支援費 90億ドル追加の補正予算が参議院

で成立 

3.8 自衛隊海外派遣に中国首相が懸念表明 

3.13 自民政調会長、米からの自衛隊掃海艇派遣要

請を言明 

3.16～17 非核神戸方式全国活動交流集会（神戸） 

3.31  ワルシャワ条約機構の軍事機構が解体 

4.6  イラク、国連安保理の停戦勧告を受諾 

4.16 海上自衛隊掃海艇部隊、ペルシャ湾の機雷除

去のため出発 

4.18 ゴルバチョフ大統領、来日で日ソ共同声明、

「千島は継続協議」 

4.23 ゴルバチョフ大統領、９共和国首脳と国家連

合型連邦条約で合意 

4.25 呉・佐世保・横須賀から掃海艇が機雷除去の

ためにペルシャ湾に向け出航（初めての海外派

兵） 

5.3  ＡＳＥＡＮ歴訪中の海部首相、シンガポール

で大戦の行為を「厳しく反省」と声明 
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大阪被団協高碕金男氏と談笑(5.14) 

 

シンポで閉会のあいさ

つをされる黒田了一常

任世話人 

91

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

91 

年 

 

5.2 大阪安保「第 11次三宅島平和ツアー」、 

NLP 反対闘争の現地交流会 

5.14 大阪被団協に「被爆者援護法制定請願」

署名を手交（中西事務局長） (写真) 

5.19 大阪平和学校「どうなる、これからの

世界と日本―ドイツ統一と湾岸戦争後の平

和運動―」講師：芦田亘理事長 

5.23  第 39回常任世話人会議 

5.26 大阪平和など自衛艦大阪南港入港抗議

行動 

6.1 原水協第 29回定期総会 

6.10  非核大阪の会「非核法要綱学習会」（大阪

弁護士会館） 

6.24 「自衛隊海外派兵・ＰＫＯ協力法反対、

小選挙区制阻止・コメ輸入自由化反対、安

保廃棄６・２４大阪府民集会」（扇町公園）

4000 人 

6.27  第 40回常任世話人会議 

6.29 『湾岸戦争後の情勢と非核法の課題』講演

会（大阪弁護士会館）講師：渡辺洋三氏とシン

ポジウム（岡野健大阪被団協、戸田勝大阪弁

護士会平和懇談会、大川義篤非核兵庫の

会）、約 200名  （写真） 

7.1～8 国民平和大行進府内行進 

7.3 革新懇年次総会 

7.4  ピースジャム大阪（府立青少年会館） 

7.15  第 41回常任世話人会議 

7.17 「戦争への道、小選挙区制を粉砕しよ

う大阪府民集会」（扇町公園）5000 人 

7.20～28 平和のための大阪の戦争展（通天

閣） 

8.2～9 「原水爆禁止１９９１年世界大会」、

24 カ国 10 国際組織 60 人、長崎大会 8000

人、広島大会 4500 人、大阪 585 人 

8.4  ピースアクション・イン中之島（剣先公

園） 

8.25 第 42回常任世話人会議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.24 国連安保理、パレスチナ人追放でイスラエル

を非難 

5.26 自衛隊掃海艇部隊がペルシャ湾入り 

5.27 国連軍縮京都会議で首相が「究極廃絶論」を

再論 

5.27 北朝鮮、国連加盟の意思表明 

6.2 非核全国の会、非核法第二次案（非核法検討委

員会）をまとめ論議をよびかける 

6.3 仏大統領、核不拡散条約への加盟を表明 

6.27 南ア、核不拡散条約調印の意思表明 

 

 

 

7.1 ワルシャワ条約機構が解体 

7.9 国連五大国、中東の核・化学兵器ゼロに合意 

7.9 政府、湾岸戦争への 700 億円の追加拠出を閣

議決定（合計 135 億ドル） 

7.11 米英会談、イラクの核開発能力完全破壊で一

致 

7.30 北朝鮮、南北の非核地帯化を含む新提案 

7.31 戦略核3割削減などを含むＳＴＡＲＴ合意で

米ソ調印 

8.5  第 6回非核宣言自治体協議会全国大会（広島）、

120 自治体参加、非核自治体 1704 

8.5 ミッドウエー艦載機、硫黄島で初のＮＬＰ訓

練 

8.19 ソ連保守派がクーデター、３日で失敗 

8.27  フィリピン、米比友好協力防衛条約調印、ク

ラーク空軍基地の返還とスービック海軍基地使
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91

年 

 

 

 

9.17  「ピースおおさか」開館 

 

 

9.25  第 43回常任世話人会議 

10.2 「自衛隊海外派兵法・小選挙区制断固粉

砕１０・２昼休みデモ」（安保実行委） （写真） 

 

 

 

 

 

 

 

10.21 「自衛隊の海外派兵・小選挙区制策動

完全粉砕、大阪市長選勝利、日米軍事同盟

打破１０・２１全国統一行動大阪集会」（扇

町公園）4000 人 

10.24  第 44 回常任世話人会議、第５の「平和

の波」運動、「ピースウウェーブコンサート」（中

之島公園野音） 

11.2  非核大阪の会・港区戦争展実行委主催

「非核の大阪港シンポと港巡り」 

 

 

 

 

 

 

 

11.6  大阪宗教者平和協議会（大阪宗平協）

結成総会（妙徳寺） 

11.15～24  日本平和委よびかけ「ニュージ

ーランド平和交流団」に橋本光栄氏参加 

12.4  ＰＫＯ阻止

府民決起集会（剣

先公園）、2000 人 

12.4  ブッシュ米

用の 10年延長を認める 

8.29 カザフ大統領、核実験場閉鎖の命令 

9.11 ミッドウエーに代わり空母インディペンデ

ンス横須賀に配備 

9.16 フィリピン上院、米・比新基地条約の批准を

否決 

9.17 国連総会、南北朝鮮の同時加盟を承認 

9.27 米大統領、海外からの戦術核兵器の引き揚げ

発表、有事核配備政策に移行 

10.2 ３年以内の米軍基地撤去でフィリピン大統

領と 15上院議員が合意 

 

10.18 ＮＡＴＯ国防相会議、戦術核 8 割削減の共

同宣言 

10.19 ワシントンポスト紙、韓国の核撤去の米政

府決定を報道 

 

10.23 カンボジア紛争、パリ平和協定締結 

10.24 南北朝鮮首脳会談、核査察など協議のうえ

平和共存で合意 

10.24 「フランス平和運動」第五の「平和の波」

に連帯集会 

10.29  米軍機、奈良県十津川村を低空飛行、林業

ワイヤを引っかける事故 

11.5 宮沢喜一内閣成立、８日の所信表明演説でＰ

ＫＯ法案、政治改革など表明 

11.8 韓国大統領、朝鮮半島非核化を宣言、北朝鮮

に同調を求める 

 

11.19  全労連、安保など、ＰＫＯ協力法案阻止緊

急中央集会、3700 人 

 

 

 

12.2 米大統領、テレビで「原爆投下は正しかった」

と発言 

12.3 ＰＫＯ法案衆議院で可決、20日参院で継続審

議 

12.13  南北朝鮮第 5回首脳会談、「不可侵」合意書

に署名 
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年 

 

大統領の原爆投下正当化発言に抗議電 

12.5  革新懇「日本の平和とマスコミ、太平

洋戦争開始５０周年にあたって」シンポ、

（黒田清、韮沢忠雄、渡辺和恵）500 人 

12.12 第 45回常任世話人会議 

12.21 ソ連邦解体し、11か国が独立国家共同体（Ｃ

ＩＳ）を創設 

12.26  フィリピン、クラーク米空軍基地正式返還 

12.29  中国、NPT 条約の参加を決定 

12.31 南北朝鮮が非核化共同宣言案に合意 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

92

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

92

年 

 

 

 

 

 

 

1.23  第 46回常任世話人会議 

 

 

 

 

 

2.７ 第 6 回年次総会（グリーン会館）、大阪の非

核化を推進する方針 

2.11 「建国記念の日不承認、21 世紀を展望

する大阪府民のつどい」（府立労働センタ

ー）140 人 

2.14 防衛総合デジタル通信網中継所（ＩＤ

ＤＮ）設置反対署名行動 

 

 

 

 

 

 

 

2.27  第 47回常任世話人会議 

 

2.28～3.1  １９９２年３・１ビキニデー集会 

 

 

 

 

1.7 ブッシュ米大統領来日、日米首脳会談開幕、

日米両国が「冷戦後の新たな時代を形成する特別

な責任を持つこと」を表明 

1.13 韓国、南北非核化共同宣言に調印（29日発効） 

1.20 米ＣＩＡ長官、旧ソ連の核の脅威消滅と宣言 

1.22 米ＣＩＡ長官、北朝鮮が２～３年で核開発と

の見通しを発表 

1.24 通常国会開会、宮沢首相の施政方針演説の大

半を「国際貢献論」にあてる 

1.28 ＡＳＥＡＮ首脳会議、非核化努力を宣言 

1.30  北朝鮮、ＩＡＥＡ核査察協定調印 

2.2 米ロ大統領共同宣言、「同盟関係」を唄う 

2.6 パキスタン外相、米紙に原爆 1 個生産能力を

表明 

2.10 ＩＡＥＡ、旧ソ連の原発 10 基が危険と調査

報告 

2.13  社会党、護憲連合、護憲反安保全国代表者会

議で「反安保全国委員会」解散を確認 

2.14 カザフ大統領特使、94年までに非核化を表明 

2.17 ロシア大統領、戦略爆撃機の生産禁止を米国

務長官に表明 

2.19 南北朝鮮が「非核化宣言」調印文書の交換、

正式に発効 

2.22 非核全国の会、政府へ申し入れ「いまこそ地球から

核兵器を一掃する好機 被爆国日本の政府は非核

政策で世界をリードせよ」 

2.23 非核全国の会、広島でシンポ「広島の願いと非核

の政府―いま核兵器をなくす道をいかに開くか」 

2.26 北朝鮮大使、核査察の 6月受け入れを表明 

3.15  国連カンボジア暫定統治機構正式発足 

3.20  第 4回非核自治体づくり全国活動者会議（横

浜） 

3.20 非核自治体宣言が 1682 に、全国自治体の
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3.26  第 48回常任世話人会議 

 

4.12 「春咲かせましょう・みんなの願い府

民大集会」（大阪城公園）、出店を出す、７

万人 

4.23 第 49回常任世話人会議 

4.28 「安保 40年４・２８全国統一行動大阪

府民平和のつどい」（府労センター）500 人 

4.30  非核大阪の会、平和委、原水協と同じ谷

町に事務所移転 

5.3 「私たちの憲法が 45歳・府民の集い」（国

労会館） 

5.12 ＰＫＯ法反対環状線いっせい宣伝 

5.16 ＰＫＯ法発動阻止、府民集会（中之島

野音）700 人 

5.19 非核の政府を求めるパルコープの会総会 

5.19 大阪自治労連第三回自治研修会、第 23

分科会「非核自治体づくりの発展をめざして」 

5.21 ５・２１ＰＫＯ法反対中央行動、大阪

から上京団派遣 

5.26  第 50回常任世話人会議 

5.29 ＰＫＯ法阻止緊急府民集会（扇町公園）

5500 人 

6.2 ＰＫＯ法阻止中央行動、上京団派遣 

6.3 大阪宗平協学習会、同懇談会 

6.5 ＰＫＯ法反対ロングラン宣伝（京橋）延

べ 300 人 

6.8 岸和田市長と懇談 

6.9 ＰＫＯ法反対緊急府民大集会（扇町公

園）2500 人 

6.9 民法協と懇談、団体加入 

6.11 大阪弁護士会平和懇例会「IALANA の国

際法廷プロジェクト」 

6.16 ＰＫＯ法反対６・１６緊急大集会（扇

町公園）2000 人 

6.17 自由法曹団大阪支部と懇談 

6.19 大阪自治労連と懇談 

6.25 第 51 回常任世話人会議、非核三原則法

50.9％、住民人口の 70％到達 

3.22 国民春闘共闘委、海外派兵反対、コメ輸入自

由化阻止などを掲げて「国民要求実現、春闘勝利

決起集会」（代々木公園）4万人 

4.3 国民春闘共闘委など「春闘勝利・海外派兵反

対・コメ輸入自由化阻止４・３集会」（東京）3000

人 

4.14  被爆者援護法国会請願行動、大阪から１人 

4.22 ウクライナ政府、チェルノブイリ事故の死者

が 6000 人～8000 人に達したと発表 

 

 

5.6 ウクライナ、戦術核のロシア移転完了を表明 

 

5.15 連合、憲法判断棚上げで自衛隊容認の基本政

策発表 

5.17 カザフ、核不拡散条約調印の意思を表明 

 

 

5.20 全労連、全教などＰＫＯ法案廃案全国統一行

動「中央総決起集会」（日比谷野音）4500 人 

5.28 ＰＫＯ法案阻止へ、国会緊迫の中「５・２８

集会」（日比谷野音）4500 人 

5.29 インド、核搭載可能中距離ミサイルの発射実

験成功 

6.1～15 「環境と開発に関する国連会議」（リオ地

球サミット）、藤永延代氏参加 

6.4 非核全国の会第 7回全国総会 

 

6.9 参院本会議、自公民３党賛成でＰＫＯ法案可

決、社共など牛歩戦術で抵抗 

6.12  全労連など、憲法違反のＰＫＯ法案反対の国

会周辺でデモ・集会、5000 人 

6.16 ＰＫＯ協力法案国会で衆院強行可決 

6.16 米ロ首脳会談、戦略核 3分の 1削減。多頭弾

ＩＣＢＭ全廃に合意 

6.17 「ＰＫＯ法強行糾弾、自衛隊海外派兵許さず、

憲法の平和原則守れ緊急中央集会」（日比谷野音）

5000 人 
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制化運動の強化、非核自治体運動の強化 

6.30～7.7 国民平和大行進府内行進 

 

8.1～9 平和のための戦争展（通天閣） 

8.2～9 「原水爆禁止 1992 年世界大会」、海

外 25カ国 60名、広島大会 8500 人、長崎大

会 3800 人、大阪から国際会議 12 人、広島

大会 585 人 

8.6  「広島・長崎デー国際共同行動」、「被爆

の組写真を世界に送る運動」に取り組む（大

教組は 74組を海外に送る） 

 

8.12 ＰＫＯ法の発動を許さないシンポジウ

ム（国労会館） 

 

 

8.27 第 52回常任世話人会議 

 

9.16 「自衛隊の海外派兵に反対し憲法の平

和原則を守

る女性連絡

会」昼休みデ

モ 

 

9.25  第 53回常任世話人会議 

9.25 日本民主青年同盟大阪府委員会と懇談 

9.27 ＰＫＯ法発動阻止・大阪港集会 

10.1 ＰＫＯ法案反対大阪府民集会（中之島

野外音楽堂）5000 人 

10.7 海外派兵反対いっせい地域デモ 

 

10.21 「自衛隊海外派兵反対、金権腐敗政治

糾弾、軍事費削れ、日米軍事同盟打破１０・

２１大阪集会」（扇町公園）6000 人 

10.22  第 54回常任世話人会議 

10.28  非核大阪の会『「国際法の視点から見た

国連ＰＫＯ』学習会（グリーン会館）講師：薬師

寺公夫氏（立命館大学教授）、75人 写真 

11.13 佐川事件徹底究明・海外派兵反対・秋

期年末闘争勝利、全国統一行動職場集会 

7.2 米大統領、国外の全地上戦術核の撤去を宣言 

7.7 被爆者援護法の早期制定を求める決議・意見

書を採択した地方自治体が三分の二に達する 

8.2～9 「原水爆禁止 1992 年世界大会」海外代表

25カ国 60名、世界各地の核実験被害者多数参加、

広島大会 8500 人、長崎大会 3800 人 

8.3  米上院、1996 年以降の核実験永久停止を決議 

8.6 非核全国の会、国際フォーラム「非核化と核兵器廃

絶への道」 

8.7  ジュネーヴ軍縮会議、化学兵器禁止条約案確

定 

8.8  ニュージランド、与党国民党、反核法廃止を

決議 

8.9 本島長崎市長、「平和宣言」で「20世紀中に核

兵器廃絶」を宣言 

8.13  国連安保理、ボスニアにおける限定的武力行

使容認決議採択 

8.24 カンボジア派兵の自衛隊の演習が兵庫・青野

が原演習場で開始 

9.1～6 第 10 回非同盟諸国会議（ジャカルタ）143

カ国・組織が参加、核兵器廃絶など緊急課題を確

認 

9.17 自衛隊第 1陣がカンボジアに出発 

9.23 ＰＫＯ法発動阻止・宇治集会 

9.30 スピッツ・フィリピン米軍基地、飛行場を除

いてフィリピンに返還 

10.--  第 3 回世界平和連帯都市市長会議理事会

を開催（米国・サクラメント市） 

10.4 自衛隊海外派兵阻止で京都・大久保基地包囲

大行動全国集会、全国 1万 2000 人、大阪から 2000

人参加 

10.13 カンボジアＰＫＯ参加の自衛隊施設部隊本

隊 376 人、小牧基地から出発 

10.24 非核全国の会「日本政府を裁く反核国民法廷」 

 

 

 

 

 

11.4  第 6 回国際非核自治体会議（横浜）、テーマ「核
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▲新年恒例の石切神社前の署名活動 
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年 

 

11.17  大阪宗平協第２回総会、記念講演「地

球環境問題」岩本智之氏 

11.25 民法協・自由法曹団大阪支部共催シン

ポ「平和のために、今できること」（講師：

中西事務局長） 

11.26 第５５回常任世話人会議 

12.5  日本原水協被爆者援護・連帯活動者会

議大阪から３人 

12.8 大阪母親連絡会「赤紙配り平和宣伝」

（なんば高島屋前） 

12.8  革新懇・地域革新懇「府下リレー街頭

宣伝「平和・政治革新」 

 

12.17  第 56回常任世話人会議 

兵器の廃絶と恒久平和の実現をめざして」、中西裕

人、浅野哲人、上西淳子氏参加 

11.21～22 「1992 年日本平和大会」（愛知）、大阪

から 53人 

11.24 米軍フィリピンから撤退を完了 

11.24  国連総会、米に対キューバ制裁強化法撤廃

を求める決議採択 

11.29 「１１・２９国民大集会」（東京）13万人、

大阪から 1200 人参加 

12.3  国連安保理、多国籍軍のソマリア派遣を決議

→9米軍上陸 

12.18 国連総会、ボスニア紛争解決のため武力行

使を含むあらゆる措置を検討する決議を採択 

12.27 米英仏設定のイラク南部の「飛行禁止区域」

で、米軍機がイラク機を撃墜、イラクは「反撃の

権利留保」と表明 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

93

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

93

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.29  第 57回常任世話人会議 

 

2.11 「建国記念の日」不承認、憲法と日本

の将来を考える大阪府民のつどい」（国労会

館）180 人 

2.25  第 58回常任世話人会議 

2.25 非核大阪の会第 7 回年次総会（グリーン会

館）＊世界法廷プロジェクト運動に参加  

2.27～3.1 1993 年３・１ビキニデー集会、大

阪から 55人 

3.8 国際婦人デー大阪集会（府立労働センタ

ー） 

1.3 ロシア、第 2 次戦略兵器削減条約（ＳＴＡＲ

ＴⅡ）調印、2003 年までに戦略核弾頭を 3000 発

～3500 発に削減 

1.8 米英仏ロの４国、イラクに対して同国南部の

飛行禁止区域の地対空ミサイルの 48 時間以内の

撤去を要求、応じない場合は軍事攻撃実施と最終

通告（イラク、移動） 

1.13  カンボジアで日本の文民警察官など砲撃で 6

人死傷 

1.15 93 年米国防報告、戦略戦力をミサイル原潜、

大陸間弾道弾、戦略爆撃機の三本柱（限定的ミサ

イル防御構想） 

1.26 宮澤首相、被爆者援護法の制定について「一

般戦災者との均衡上、基本的な問題がある」とし

て拒否 

2.7 米原潜ヒューストン横須賀入港、8日米原潜ホ

ランド、28日空母インデペンデンスが佐世保入港 

2.18 日本政府、大韓赤十字社に対し、被爆者救援

で 23億円を送金 

3.5 韓国外務省、ロシア海軍の日本海への核廃棄

物投棄について照会、ロシア政府投棄自体は認め

る回答 
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3.10  原水協、「春の学習会『核兵器の非合法性

と憲法の平和的原則』」（講師：中西裕人氏） 

3.26  第 59回常任世話人会議 

 

4.6  非核大阪の会、非核宣言自治体懇談会で

吹田市・岸田恒夫市長と懇談 写真 

 

 

 

 

 

4.20  革新懇学習会「日本の憲法はアジアと

世界への平和のメッセージ」講師：陸培春 

4.22  第 60回常任世話人会議 

4.28 「４・２８安保・憲法・カンボジアを

考えるつどい」（アピオ大阪） 

5.3 「私たちの憲法が 46 歳」府民のつどい

（国労会館） 

5.10 「自衛隊・ＰＫＯ要員はカンボジアか

ら直ちに撤退せよ」緊急昼休みデモ 

5.14 自衛隊のカンボジア即時撤退を求める

市民集会（府立労働センター） 

5.19  非核大阪の会・革新懇共催「憲法を守ろう

美術展」（大阪グリーン会館） 

5.23  大阪宗平協、第１回「平和を考える市

民のつどい」高木静子氏、矢野太一氏 

5.27  第 61回常任世話人会議 

 

 

 

 

6.11 「６・１１中央集会」上京団派遣 

 

 

 

6.23 安保廃棄６・２３大阪府民集会（扇町

公園）1万 5000 人 

6.24  第62回常任世話人会議、声明「総選挙に

あたって」 

3.9 米韓合同軍事演習「チームスピリット」で上

陸演習開始 

3.12 平壌放送、中央人民委員会が核不拡散条約か

ら脱退を決定したと伝える 

3.26 政府、モザンビークＰＫＯへの自衛隊派遣決

定、平和委抗議 

4.1 ＩＡＥＡ、北朝鮮の核不拡散条約脱退問題を

国連安保理に付託する」決定 

4.3～4 カナダ・バンクーバーで米ロ首脳会談、核

拡散防止条約の強化・無期限延長の決意を再確認 

4.6 ロシア・シベリアの閉鎖都市「トムスク７」

の放射性化学工場「シベリア化学コンビナート」

でウラン貯蔵器が爆発、周辺地域を放射能で汚染 

4.7 第 2 次カンボジア派遣自衛隊本隊出発（第 1

陣 300 人） 

 

5.4 カンボジアＰＫＯで、ポルポト派に襲撃され、

政府派遣で初の犠牲者、8 日国連ボランティアの

中田厚仁氏、武装集団に殺害 

5.13  社会党、「93 年宣言」草案決定で自衛隊の縮

小合憲 

5.14 ＷＨＯ総会、健康と環境に与える影響から見

て、核兵器使用が国際法に違反かどうか、国際司

法裁判所の意見を求める決議を採択 

5.15 モザンビークでのＰＫＯ活動に参加のため

自衛隊輸送部隊 42人出発 

5.25 大田沖縄県知事、ワシントン・ポスト紙に基

地撤去を求める全面意見広告を掲載 

5.26 長崎地裁、長崎原爆「松谷訴訟」で勝訴判決 

5.26 ＮＡＴＯ欧州配備の戦術核の８０％削減完

了と表明 

6.7 社会党、93年宣言草案を決定、自衛隊“違憲”

を削除 

6.11 北朝鮮、米国との高官会談で核不拡散条約脱

退の一時保留を表明 

6.13 「自衛隊の即時撤兵とＰＫＯの廃止を要求す

る 6月共同行動」集会とデモ（東京） 

6.17 ニュージランド首相、国会で「93年の方針は

90年の（非核政策継続）方針と変更はない」と表

明 
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6.29  原水協、「世界大会成功をめざす学習

会」講師：佐藤光雄氏 

7.2～9 国民平和大行進府内行進 

 

 

 

 

 

 

7.29  第 63回常任世話人会議 

 

 

8.3～9 「原水爆禁止 1993 年世界大会」、大

阪から国際会議 6 人、長崎大会 409 人、広

島大会 171 人 

 

 

 

 

 

 

8.25  第 64回常任世話人会議 

9.22  第 65回常任世話人会議 

10.3 堺市長選「住みよい堺市をつくる会」

の安賀昇氏（会員）善戦 

10.--  国連要請団に浅野哲人氏派遣 

10.7  革新懇「小選挙区制阻止、翼賛体制に

たちむかう決起集会（年次総会）」180 人 

10.20  第 66 回常任世話人会議 ＊「『政治改

革』との名で国民の政治選択を不当に制約す

る小選挙区制・政党助成に反対」決議 

10.20  ロシア領事館に「核廃棄物の日本海投

棄」抗議申し入れ行動（豊中） 

10.21 １０・２１安保破棄全国統一行動大阪

集会（扇町公園）1万人 

10.21 米軍艦クロムリン大阪港入港抗議行

動 

 

 

7.6  「７３１部隊展」東京・新宿で始まる、全国

40カ所で巡回 

7.6 宮沢首相、クリントン大統領と会談、大統領

は「同盟国への核抑止力を提供しつづける」と明

言 

7.8 東京サミット政治宣言、核兵器廃絶に言及な

し、核不拡散条約の無期限延長を唄う 

7.19 米国と北朝鮮、北朝鮮が特別査察についてＩ

ＡＥＡとの協議を受け入れ、軽水炉転換への米国

の支援などで合意 

8.--  第 3 回世界平和連帯都市市長会議を開催

（広島・長崎両市 38か国 122 都市参加) 

8.3～9 「原水爆禁止 1993 年世界大会」、海外 25

カ国 60名、「広島宣言」で核兵器全面禁止条約を

要求、広島大会 3500 人、長崎大会 8500 人 

8.9 細川内閣発足、社会党・新生党・公明党・日

本新党・民社党・さきがけ・社民連・民主改革連

合の連立 

8.10 細川護煕首相、先の戦争は「侵略戦争であっ

た」と明言→15全国戦没者追悼式でアジア近隣諸

国犠牲者に哀悼の意を表明 

8.16 沖縄県議会、米兵の日本女性暴行事件で抗議

決議と意見書を全会一致で採択 

8.19 米軍機、イラクのミサイル基地を爆撃 

9.25 ワシントンポスト、米国防総省がエネルギー

省に核兵器再生産に備え、工場再建を要請と報道 

9.27 クリントン大統領、国連総会一般演説で核兵

器不拡散を緊急優先課題と強調 

10.5 中国、地下核実験、米国はホワイトハウス声

明で核実験再開の準備指示→8 日 南太平洋諸国

会議、非難声明 

10.6 社会党佐藤自治相、参院予算委で「日の丸・

君が代は国旗・国歌」と認める答弁、8 日には社

会党山花政治改革担当相が「太平洋戦争犠牲者が

2000 万人」との答弁を同委員会で全面撤回 

 

 

10.28 非同盟会議が国連総会に「核兵器使用の違

法性」について国際司法裁判所に勧告的意見を求
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10.26「公的 

良心」署名 

提出集会の 

中西事務局長 

11.7 １１・７国民要求中央集会に上京団派

遣 

11.13 全国統一行動職場集会に多数の大阪

労連参加の組合参加（佐川急便事件徹底糾

明・海外派兵反対・秋期年末闘争勝利） 

11.25  第 67 回常任世話人会議＊国連代表派

遣報告、「公的良心の署名」を国連に提出、中

西裕人、浅野哲人、尾川寿江各氏 

11.25  大阪宗平協第３回総会、被爆記録映画

『母からの祈り』 

11.27  被爆者援護・連帯活動者会議（博多）、

大阪から１人 

11.28 岸和田市長選「民主市政をすすめる

会」の原曻氏当選 

12.8 「太平洋戦争開戦日」宣伝  

12.12 東大阪市長選、「明るい東大阪をつく

る会」の三好ヒロ

子氏（会員）善戦

及ばず 

12.20  第 68 回常任

世話人会議 

める決議案提案、世界法廷プロジェクトで中西事務

局長、通訳尾川寿江氏ら「公的良心」署名提出（写

真） 

10.29 アスピン米国防長官、核戦略見直し着手を

発表 

11.1 国連総会、北朝鮮に国際原子力機関の査察受

け入れを迫る決議を採択 

11.3 ロシア国防相、核保有国と同盟関係にある非

核保有国がロシアを攻撃した場合、ロシアは核報

復の権利を持つと言明 

11.6  細川首相、韓国訪問で植民地支配につき「心

から反省し、深く陳謝」と表明 

11.9 ベラウ、米国との自由連合盟約の賛否を問う

住民投票、賛成多数で米軍の軍事基地利用、「非

核条項」凍結へ 

11.18 中西防衛庁長官、衆院安保委で国連指揮下

なら自衛隊の海外での武力行使は憲法に抵触し

ないと答弁 

12.2 中西防衛庁長官、改憲発言で辞任 

12.3 細川首相、答弁書「核兵器を有用なものとし、

広島・長崎を含め核兵器使用を国際法違反と言い

切れない」言明 

12.7 米エネルギー省長官、1963 年から 90 年まで

の間、204 回の秘密地下核実験を実施、被爆人体

実験などをした事実の情報公開、人体実験はのべ

600 人 800 回実施 

12.11  全国非核の会「地方交流集会」（京都）（写真） 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

94

年 

 

 

 

 

 

 

 

94

年 

1.26 第 69回常任世話人会議 

1.31  非核大阪の会第8回年次総会（グリーン会

館）被爆 50周年方針を確定、記念講演「恐る

べき核兵器の実態」（安斎育郎氏）＆「世界法

廷プロジ

ェクト国

連報告」

（浅野哲

人氏） 

 

 

1.14 米ロ両国の戦略核ミサイルの照準を目標か

ら外す「モスクワ宣言」合意 

 

 

 

2.2 「核兵器の廃絶をめざす関東法律家協会」「日 

 本国際法律家協会」「日本被団協」、政府に対し国 

際司法裁判所に対して核兵器の使用を国際法違

反とする陳述書を提出するよう申し入れ 

2.3 ウクライナ議会、第 1次戦略兵器削減条約を

批准承認 
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94

年 

2.13  大阪宗平協、第２回「平和を考える市

民のつどい」講演：森正隆氏（浄土真宗） 

2.24  第 70回常任世話人会議 

2.27～3.1 ビキニ被災 40周年３・１ビキニ

デー全国集会、大阪から 57人 

3.8 国際婦人デー大阪集会（府立労働センタ

ー） 

3.10  第1回被爆50周年相談会、原水協・大阪

平和・非核大阪の会など 

3.14 亀田得治代表世話人逝去 

 

 

 

 

 

 

3.24  第 71回常任世話人会議 

4.10 大阪被団協理事会と懇談   

4.12 故亀田得治氏（「会」代表）追悼式（北区民

ホール）  （写真） 

4.16 「95 知事選勝利へ府政革新のうねり」

府民集会（中央区民センター）500 人 

4.18 世界法廷運動、政府に「国際司法裁判所

の手続きへの日本政府の積極的な協力を求め

る要請書」 

4.25  第 2回被爆 50周年相談会 

4.27  第 72回常任世話人会議、北朝鮮核疑惑

について見解「日本政府はアメリカの核兵器独

占を正義とする態度を改め、被爆国の政府とし

て真の解決の道―核兵器廃絶へイニシアチブ

を」 

5.3 憲法 47周年記念集会「生かそう憲法の

こころ」（国労会館）70人 

5.24 府下自治体に世界法廷支持の議会決議を

要請 

5.26  第 73回常任世話人会議 

 

 

 

 

2.25 米朝実務者協議、北朝鮮がＩＡＥＡ査察団を

受け入れることなどで合意→3月 3日査察開始 

 

 

3.14 クリントン大統領、米国の核実験停止を 95

年 9月まで延長することを決定、議会に報告 

3.16 ＩＡＥＡ、北朝鮮の申告済核関連施設七カ所

の査察で「重要な査察が拒否された」と非難→21

日、国連安保理に再付託する決議を採択 

3.21 北朝鮮外務省、「米韓合同軍事演習が再開さ

れ、ＩＡＥＡが圧力をかけつづけるなら、ＮＰＴ

脱退宣言を実行に移す」と発表 

3.24 日韓首脳会談、北朝鮮核問題で米国と協調し

ていくことで一致 

3.25 非核全国の会「細川内閣の核兵器政策をきるーい

ま被爆国政府に問われるもの」 

4.9 「世界法廷運動日本センター」発足記念総会 

4.15 日本原子力産業会議の年次大会、ＮＰＴにつ

いて「核兵器廃絶の展望のないまま無期限延長は

問題」との立場を打ち出す 

4.中旬 金日成北朝鮮主席、「北朝鮮は核兵器を保

有も開発もない。将来もない」と外国報道陣に語

る 

 

 

 

 

5.1 熊谷官房長官、朝鮮半島の軍事衝突について

「一気に危機管理体制（有事法制）を作ることが

できる」と言明 

5.3 北朝鮮外務省、ＩＡＥＡによる実験用原子炉

のサンプル採取要求を拒否すると表明 

5.7 永野法相、「太平洋戦争は植民地解放、南京虐

殺はでっち上げ」発言で辞任 

5.18 非核全国の会、世界法廷問題で柿沢外相と面談 

5.24 広島市で国連軍縮会議、広島・長崎両市長、

NPT 無期限延長を批判 

5.27 ＩＡＥＡブリックス事務局長、実験用原子炉

で北朝鮮が燃料棒の引き抜きを中止せず査察交

渉が決裂したと発表 

 



49 

 

 

94

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

94 
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6.3  非核大阪の会、「核兵器廃絶自治体キャラ

バン（河内長野市役所など府内４コース） 

6.6 政府の対国際司法裁判所陳述書につき抗

議電 

6.15  第 3回被爆 50周年相談会 

6.22  第 74回常任世話人会議 

6.22 千早赤阪村議会、世界法廷支持の決議採

択 

6.23 「許すな有事立法、コメ自由化反対６・

２３大阪集会」（扇町公園）3000 人 

 

6.27  原水協「世界大会の成功をめざす学習

会」講師：須田博氏 

6.30～7.7 国民平和行進府内行進（以降この

月日で定着）5500 人、大阪から広島まで通

し行進者として橋本

光栄・中谷恒男（世

話人）氏２人（写真） 

 

 

 

 

7.28  第 75回常任世話人会議 

7.30  ピース・アクション（中之島公園） 

8.2～9 「原水爆禁止 1994 年世界大会」、大

阪から国際会議３人、広島大会 615 人、篠

浦一朗大阪原水協理事長（当会、常任世話

人）、大会執行議長に就任、長崎１人 

 

 

 

 

 

 

5.27 国連安保理、査察交渉決裂の報告をうけて緊

急非公式協議を開催 

5.27 米国元政府高官ら、核兵器廃絶こそ重要との

指摘を始めていることが報道 

5.30 国連安保理、北朝鮮に対しＩＡＥＡによる査

察を受け入れるよう、議長声明を採択。「最後の

警告」として制裁も示唆 

6.4 非核全国の会第 9回全国総会 

6.5 ペリー米国務長官、ＮＢＣテレビのインタビ

ューで「北朝鮮への先制攻撃もありうる」と発言 

6.7 日本政府、国民的批判をうけ、国際司法裁判

所提出陳述書の「核兵器の使用は国際法に違反す

るとまではいえない」の記述を削除 

6.13 北朝鮮、「ＩＡＥＡ即時脱退」を声明 

6.22 クリントン米大統領、北朝鮮に提案した「核

計画」凍結を条件とした高官協議を北朝鮮が受け

入れたと発表 

6.23 羽田首相、参議院予算委で「核兵器の使用を

国際法違反と表明すると、安保体制のもとで核抑

止によって平和が維持されている現実的効果が

低下する」と言明 

6.29 非核全国の会、世界法廷問題につき「日本政府

が国際司法裁判所に提出した陳述書についての見

解」 

7.1 村山首相、クリントン大統領と電話会談、「日

米安保条約堅持」を約束 

7.10 サミット議長声明、「ＮＰＴの無期限延長へ

の明確な支持」を表明 

7.18 臨時国会開幕、村山首相、所信表明演説で「安

保堅持」「小選挙区制実施」表明、20日村山首相、

自衛隊合憲の考えを表明 

8.2～9 「原水爆禁止 1994 年世界大会」、海外 18

カ国 85名、226 人「広島・長崎原爆投下 50周年・

核兵器廃絶、草の根共同行動」開始を宣言 

8.4 マレーシア、IPPNWが第4回アジア太平洋会議、

NPT の無条件無期限延長に反対する「クアラルン

プール宣言」採択 

8.5 非核宣言自治体全国協議会で NPT 無期限延長

反対や被爆者援護法制定を求める決議 

8.13 米国と北朝鮮、高官協議で共同声明発表、北
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94

年 

 

 

 

8.24～9.5 日本原水協、「被爆 50周年世界草

の根行動」（セミパラチンスク）国際会議、

15人、小松正明氏団長、大阪から砂湖和子（世

話人）参加（第 44号ニュース投稿） 

9.12  第 76回常任世話人会議 

9.21  第 4回被爆 50周年相談会 

 

9.27  被爆者訪問・記録学習会、青年など 40

人此花区・豊中市・八尾市で訪問活動、12.20

も 

9.29 大阪宗平協学習会「憲法と国際貢献」 

 

10.8 地域革新懇運動学習交流会 

 

10.18  第 77回常任世話人会議、「戦争賛美の

府議会決議提案を糾弾する」自民党府議団

に、「戦争賛美の府議会決議提案に反対する」

を府議会他会派に申し入れ 

10.20 第4回反核平和のための能と狂言の夕

（大槻能楽堂） 

10.21  米軍艦クロムリン、大阪港入港に抗議 

10.21 安保破棄１０・２１全国統一行動大阪

集会（扇町公園）5500 人 

10.29 非核大阪の会・原水協・自治労連共催

「非核の政府・自治体づくりをすすめるシンポジ

ウム」（府社会福祉指導センター）、広島市長、

長崎市長よりメッセージ、パネラー：佐藤昌一郎

氏（中央大）、大川義篤氏（日本原水協）、奥

村順一氏（岸和田市）、約 100人 写真 

11.9  大阪市議会、「大阪港の平和利用に関す

る決議」全会一致で採択 

11.9 革新懇年次総会 

11.19 自民党の侵略戦争美化決議提出への

抗議行動 

11.19  大阪湾の非核化にむけて検討会、「非核

神戸方式」報告、梶本兵庫県原水協事務局長 

11.20  反核平和のための能と狂言の夕べ（大

朝鮮の黒鉛減速炉から軽水炉への転換支援や外

交代表部の相互設置を核問題の最終妥結に盛り

込む 

8.14 桜井環境庁長官「日本も侵略戦争をしようと

思って闘ったのではない」発言で辞任 

9.3 社会党臨時大会、自衛隊合憲・安保堅持、Ｐ

ＫＯ積極的参加などを決定 

9.7 ジュネーブ軍縮会議で包括的核実験禁止条約

草案採択 

9.22 ペリー米国防長官、戦略核削減をＳＴＡＲＴ

Ⅱの範囲内にとどめる先制核使用容認、トマホー

クの前方配備など核脅迫態勢を維持 

9.27 河野外相、国連演説で核兵器廃絶を究極的目

標とし、ＮＰＴの無期限延長を支持 

9.28 米ロ首脳会談（ワシントン）、ＮＰＴの無条

件延長を確実に成功させるための協力を確認し

た共同声明を発表 

10.7 中国、2回目の核実験 

 

 

10.21 米大統領諮問委員会、過去の放射能人体実

験について中間報告、少なくとも 1000 件以上に

のぼると明らかにする 

10.29 英ＣＮＤがよびかけた核兵器廃絶を要求す

る集会・デモがロンドンで開催約 4000 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.3 読売新聞が自衛隊海外派兵などの「憲法改正

試案」を発表 

11.8 日米統合指揮所演習はじまる、14日から 2万

6000 人参加の過去最大の日米統合実働演習「キー

ン・エッジ 94」実施 

11.11 邦人救出を口実に自衛隊機を海外派遣する

自衛隊法改悪案成立 
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槻能楽堂） 

11.24 大阪安保、非核大阪の会、原水協、大阪

市に「米駆逐艦大阪港入港への抗議行動」と

申し入れ（11.25） 

11.29  第 78回常任世話人会議 

12.8 革新懇・明るい会「平和いつまでも」

府民のつどい（中之島中央公会堂）2000 人 

12.15  大阪平和学習委「レイテ海戦奇跡の生

還」（吉田哲也氏の戦争体験） 

12.22  第 79回常任世話人会、「国連及び国際

司法裁判所において日本政府が核兵器の使

用及び威嚇が国際法に違反するとの立場で尽

力することを求める」要望書を首相宛に送付 

11.13 全労連・春闘共闘委、「許すな消費税引き下

げ・コメ輸入自由化・海外派兵、年金改悪に抗議！

村山内閣退陣要求国民大集会」（代々木公園）10

万人 

12.3 非核全国の会拡大世話人会、東谷代表、全国の

会の常任世話人に選出 

12.3 非核全国の会、京都で「全国交流集会」14名 

12.8 朝鮮戦争が再発した場合、「核兵器を使用す

る」計画のあったことが、米国防総省秘密文書（54

年 4月 17日付）によって明るみに 

12.10 「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法

律（被爆者援護法）」成立 

12.15 国連総会、非同盟諸国が提案した核兵器に

よる違法性について、国際司法裁判所に勧告的意

見を求める決議に日本は棄権 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

95

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

95

年 

 

 

 

1.31  第 80回常任世話人会議 

2.2  内田次郎富田林市長と懇談（ニュース第

47号詳報） 

2.11 「建国記念の日」不承認、「戦後 50年、

いま平和と民主主義を考える２・１１大阪

府民のつどい」（府立労働センター） 

2.15  非核大阪の会第９回年次総会（国労会

館）、「被爆 50周年にあたって」決議 

2.27～3.1 1995 年ビキニデー集会、46 人、

国際交流会３人 

 

3.7  第 81回常任世話人会議 

3.19 「きずこう、あったか大阪革新府政実

現」府民決起集会（扇町プール）3万人 

4.12  「被爆・終戦 50周年平和のつどい」実行委

結成（府社会福祉指導センター）＊よびかけ

人：北尻得五郎・黒田清・黒田了一・小林栄

一・小山仁示・名嘉清・藤川トヨ子・矢野太一

各氏、実行委員長：東谷敏雄氏 

4.20  第 82回常任世話人会議 

1.5 ガリ国連事務総長が「平和のための課題」の

補足報告を公表、武力行使型のＰＫＯを当面断念

する考えを示す 

1.17 阪神・淡路大地震発生 

1.30 米スミソニアン協会、同博物館で開催予定の

原爆展の事実上の中止措置決定 

 

2.23 日本への高レベル放射性廃棄物輸送に、フィ

リピン・南ア・チリ・カリブ海諸国が領海通過拒

否・反対を表明、抗議のなかフランスを出航 

3.１ 「被爆５０周年３・１ビキニー集会」（焼津）

1500 人 

3.3 2 日の参院予算委で日本共産党上田副委員長

の「第二次世界大戦で 2000 万人のアジア人民が

犠牲になった」とする質問に対し、自民党が議事

録からの削除を要求（22日予算委員長、職権削除

を強行） 

3.20 サリン事件発生 

4.7 クリントン大統領、広島・長崎への原爆投下

について謝罪の必要はないと発言 

4.27 非同盟諸国外相会議、核兵器廃絶を訴える共

同文書を採択 

5.11 核不拡散条約（ＮＰＴ）再検討・延長会議が
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4.28 「４・２８全国統一行動、いまこそ戦

後の原点を・平和のつどい」（市立労働会館） 

5.8～6.17  「戦後・被爆５０周年、平和躍進

拡大月間」 

 

5.25  第 83回常任世話人会議 

 

 

6.7  第 2 回「被爆・終戦 50 周年平和のつどい」

実行委 

 

 

 

6.13 革新懇年次総会（グリーン会館） 

6.22  第 84回常任世話人会議 

6.23 「終戦・被爆 50年、現行日米安保条約

発効 35年安保廃棄６・２３安保破棄大阪集

会」（扇町公園）3000 人 

6.30～7.7 国民平和大行進、「被爆 50年、原

爆の火」行進 

7.12  第 3回「被爆・終戦 50周年平和のつどい」

実行委 

7.13  第 85回常任世話人会議 

 

7.28～8.5 平和のための大阪の戦争展（通天

閣） 

7.29 「被爆・終戦 50周年平和のつどい」（ピース

インおおさか）（中之島中央公会堂、公園）

7000人、講演：伊藤壮氏、各団体から 24の企

画・行事、海外代表米国 2 人、非核大阪の会

はいずみ市民生協と共催「国際司法裁判所模

擬法廷」劇を上演、参加者が陪審員で「核兵

器の使用・威嚇は国際法違反」の評決（写真） 

8 月 3～9日 「原水爆禁止 1995 年世界大会」、

大阪から国際会議 5 人、広島大会 674 人、

長崎大会 295 人参加（三好ヒロ子常任世話人

参加 ニュース第 50号） （写真） 

8.4  仏核実験中止を要求・平和の波大阪集会

（北大江公園）、中国・仏領事館へ抗議、以

後翌年 1月まで 24回に及ぶ 

無期限延長を決定→日本原水協抗議声明、被爆者

抗議の座り込み 

5.15 中国が地下核実験強行（8 月、9 月にも）→

原水協・全労連など抗議行動 

5.19  広島原爆ドームを史跡に指定、世界遺産推薦

へ文化財保護審議会答申 

6.1 黒柳徹子、岸恵子ら各界女性 167 人が核兵器

廃絶をめざすよびかけを発表 

6.6 仏国防相、南太平洋ムルロア環礁での核実験

再開を示唆 

6.6 非核全国の会、外務省（河野外相）に核兵器の使

用・威嚇は国際法違反との陳述書を国際司法裁判所

に提出するよう要請 

6.9 「戦後 50年国会決議」を連立与党が強行、侵

略・植民地支配を合理化し、「深い反省の念を表

明する」というものの責任ふれず 

6.15 カナダ・ハリファックスでサミット、核独占

体制容認で合意 

6.23 沖縄戦終結 50周年、沖縄戦で死亡した 23万

4183 人の名前を刻んだ「平和の礎」を建立、「非

核・平和宣言」を発表 

7.14 仏革命記念日に世界各地で仏核実験に抗議

行動、シラク大統領は再開決定を撤回せずと言明

→日本原水協 16日に緊急の抗議行動 

7.16 フィリピン下院、日本の「戦後 50 年国会決

議」で謝罪を求める決議案を提出 

7.19  元従軍慰安婦への「女性のためのアジア平和

国民基金」発足 

7.24～29 バグウォッシュ会議（広島）開催、46カ

国 165 人、核兵器廃絶への「広島宣言」発表 

 

 

 

 

 

 

8.3～9 「原水爆禁止 1995 年世界大会」26カ国 12

国際組織、広島集会 9000 人、長崎集会 6000 人 

8.4 衆・参本会議「中国の核実験に抗議し、仏の

核実験に反対する決議」を全会一致で採択 
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95 

年 

8.5  自衛艦・イージス艦南港入港緊急抗議行

動（住之江公園） 

8.5～6  大阪労連など「反核平和号～広島世

界大会へ」550 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.24  第 86 回常任世話人会議、「仏・中の核実

験に抗議する」決議採択 

8.30  仏、中国核実験抗議、領事館申入れ 

9.1 仏・中国核実験中止要求大阪府民集会（北

大江公園）非核大阪の会・原水協・平和委・市

民生協共催）270 人、中国・仏領事館抗議デ

モ行進、仏領事館前でダイ・イン  

9.2  タヒチで仏の核実験に抗議する国際集

会に大阪から田中洋子氏参加 

9.6  仏領事館に抗議行動 （上の写真） 

9.13 仏・中核実験抗議集会（北大江公園）デモ 

9.18  クリントン米大統領宛「沖縄少女暴行

事件」抗議 

9.20  中・仏核実験抗議昼休み集会（北大江公

園） 

9.22 米兵の少女暴行糾弾、犯人引き渡し緊

急街宣・抗議行動（中之島～米国領事館） 

9.25 沖縄少女暴行事件糾弾・安保再定義問

題昼休みデモ、米国総領事館抗議 

9.28  第 87回常任世話人会議 

9.29 仏・中国核実験抗議府民集会（扇町公園）

2000 人、毎週水曜日に仏領事館抗議行動、

年末まで 24回に及ぶ、府内全 45自治体で抗

議決議、各地域・団体で核実験反対署名がと

りくまれる 

10.2  仏第 2 回目核実験に抗議、領事館へ、

10.11、10.18、10.25 と連続抗議行動 

10.6  大阪市議会宛「日米地位協定の抜本的

 

 

 

 

 

 

 

8.9 島村新文相が侵略戦争を合理化する発言→韓

国外務省、島村文相発言に遺憾の意を表明→11日

文相発言を撤回 

8.13 北朝鮮外務省、戦後 50 年にあたり日本は謝

罪と過去の清算をおこなえとの備忘録を発表 

8.14 オーストラリアのキーティング首相、村山首

相に「日本の若い世代に正しい歴史を伝えよ」と

注文 

8.15 村山「戦後 50 年」談話、昭和天皇の戦争責

任を免罪 

8.20 ノーベル文学賞の大江健三郎氏が仏核実験

に抗議し、同国での芸術祭参加を拒否 

8.24 原水爆禁止世界大会実行委、仏・中の核実験

反対と核実験全面禁止条約求める署名運動を提

唱 

9.1 日米防衛首脳会談、安保の「再定義」確認（ハ

ワイ） 

9.2 仏核実験抗議の国際集会（タヒチ）、日本原水

協参加、国会議員も 

9.4 沖縄、米兵による少女暴行事件 

9.5 仏、ムルロア環礁で核実験強行（96 年１月ま

で 6回の核実験） 

9.19 沖縄県議会、米兵の少女暴行事件で抗議決

議、9.28 大田知事、米軍用地の強制使用の代理署

名拒否を表明 

9.23 中南米と南太平洋の 41 カ国、仏核実験非難

の声明を発表 

9.27 日米安保協議委員会、米軍への「思いやり」

予算増額の新特別協定に調印 

9.28 大田沖縄県知事、代理署名拒否 

10.5 村山首相、参院本会議で韓国併合条約は有効

に締結と答弁→10.20 韓国ソウルで村山有効発言

に抗議してデモ 
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95

年 

見直しに関する陳情」提出→19、市議会全

会一致で採択、20、大阪府議会でも全会一

致で採択 

10.9  大阪市に「非核平和都市宣言」を請願 

10.20 米兵による少女暴行事件への怒りの

抗議「基地なくせ、安保なくせ大阪府民集

会」（扇町公園）6500 人 

10.21  「国連要請・海外交流団」に原水協２

人、大阪労連６人参加 

10.24  原水協・市民生協共催「核実験反対、

核兵器廃絶を求める学習会」（講師：大川義

篤氏） 

10.26  第 88回常任世話人会議 

11.5  国際司法裁判所（オランダ・ハーグ）で「核

兵器は国際法違反」を求める「世界法廷運動」

日本代表団（41 名）、小山ヤエ子氏（会員）参

加 

 

 

 

 

 

 

11.21  非核大阪の会「国際司法裁判所、国際

法廷報告集会」（大阪弁護士会館） 

11.21  第 89回常任世話人会議 

11.23～26 「日米軍事同盟打破・基地撤去 95

年日本平和大会」（沖縄）2000 人大阪 90人 

12.8 大阪安保、堺泉北港・新日鉄埠頭への

自衛艦入港抗議申し入れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.13 米軍基地のある 14都道県知事会が日米両政

府に地位協定見直しを求める決議 

10.18 非同盟諸国首脳会議、貧困克服・国連民主

化・核兵器廃絶の最終文書を採択 

10.19 沖縄で「基地の整理・縮小の対米要求は理

性的でない」と暴言をはいた宝珠山防衛施設庁長

官が抗議によって辞任 

10.21 少女暴行事件を糾弾し、日米地位協定見直

しを求める沖縄県民総決起集会、8万 5000 人 

10.21 安保破棄中央委、全労連など、安保破棄・

沖縄基地撤去をかかげ全国統一行動、中央集会

（明治公園）1万人 

10.21 原水協・全労連など「被爆 50周年、核兵器

廃絶」国連代表団を派遣、アピール署名 100 万筆

分を国連に手交 

 

11.7 国際司法裁判所で広島・長崎両市長が核兵器

使用は国際法違反と証言 

11.7 江藤総務庁長官、10 月 11 日記者懇談で朝鮮

に対する日本の植民地支配を「日本はいいことも

した」と美化発言したことが明らかに→13日辞任 

11.19 国民大運動実行委、「まもれ！くらしと雇

用・営業・福祉を なくせ！基地・安保・核兵器

を 沖縄県民との連帯！村山内閣は退陣せよ！

１１・１９国民大集会」（代々木公園）11万人 

11.29 村山首相、大田知事に土地強制使用で「命

令文書」を決済し送付→12月 7日福岡高裁那覇支

部に提訴 

12.8 米政府、ＡＳＥＡＮの非核地帯条約調印に拒

否を表明 

12.8 動力炉・核燃料開発事業団の高速増殖炉「も

んじゅ」でナトリウム漏れ事故 

12.12 国連総会、「核実験即時全面禁止・核兵器使

用威嚇の禁止・期限を切って核兵器の廃絶を求め

る決議」を採択、日本政府は棄権 

12.12 全国革新懇「戦後 50年いま日米安保を問う」 

12.14 村山内閣、安保会議で総額 25兆円を越す次

期中期防衛力整備計画を了承 

12.14 村山内閣、ゴラン高原派兵実施計画を策定

→96年 1月自衛隊先遣隊出発 

 

▲国連総会で国際法違反決議に棄権した政府へ抗

議 
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動燃「もんじゅ」全景 

95

年 

 

 

 

 

95 

年 

 

12.19  原水協など９団体、磯村大阪市長に

「非核平和都市宣言」と非核平和施策実施

要請 

12.22  第 90回常任世話人会議 

12.14 著名な文化人・知識人 277 氏、日米地位協

定の見直しと核実験反対・核廃絶を求める連名ア

ピールを発表 

 

12.31 「ヒロシマ・ナガサキからのアピール」署

名、5100 万人を突破（634 自治体で住民過半数）、

非核平和宣言自治体が 2120 となる（全自治体の

約 64％） 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

96

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

96

年 

1.10  95 年秋より連続的にとりくんでいる仏

領事館に抗議行動（１月末まで） 

 

 

 

 

 

 

 

1.25  第 91回常任世話人会議 

1.25  「もんじゅ」問題大阪実行委発足 

2.8  非核大阪の会第 10回年次総会「非核化運

動の強化」方針採択（中小企業文化会館）、10

周年記念の行事の方針「意見広告ポスター」 

 を榊莫山氏の書 写真 

2.8 大阪安保主催「沖縄連帯大阪府民緊急集

会」（扇町公園）1500 人 

2.9 大阪平和「平和問題学習会」（府社会福

祉指導センター）講演“沖縄・安保・基地

撤去のたたかいと平和運動”（講演：日本平

和委福山氏）28人 

2.12 沖縄県全国キャンペーン主催「沖縄か

らのメッセージ 基地と平和と文化を考え

る」（大阪ＭＩＤシアター） 

2.21 革新懇主催「日本経済の展望と政治＝

危機打開の道をさぐる」（中央区民センタ

ー） 

2.23  第 92回常任世話人会議 

2.27 「もんじゅ」事故問題学習会（国労会

館）（写真） 

1.5 村山首相退陣、橋本新内閣発足 

1.15 「沖縄のたたかいを全国へ！日本の主権と平

和を守る沖縄連帯集会」（沖縄・那覇）8000 人、

内本土から 4000 人（大阪 620 名）（写真） 

1.19 社会党、大会で社会民主党に変更 

1.27 フランス、南太平洋ファンガタウファ環礁で

6回目（再開）の地下核実験強行 

2.1 エジプト政府高官、核兵器廃絶の日程明記な

しに、ＣＴＢＴ調印せず、と表明 

 

2.7 陸上自衛隊の第 1 次ゴラン高原派遣輸送隊本

隊が出発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.22 シラク仏大統領、新国防方針を表明、地上核

ミサイルの全廃、核爆撃機と原潜による核戦力の

強化を明らかにする 
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▲円通寺住職中島氏 

 

▲ｱﾄﾑﾌﾟﾗｻﾞで動燃の事故報告 

96

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

96

年 

3.1～3 「３・１ビキニデー」集会（静岡、

焼津、東富士演習場など）大阪 54人 

＊2日平和委全国活動者会議（静岡） 

3.5 10 周年記念誌出版委員会会議（以降、記

念誌編集会議） 

3.19  「もんじゅ」現地調査・住民運動と交

流（動燃見学、円通寺中島僧侶のお話） 

3.19  原水協、非核大阪の会、平和委など、大

阪市長へ「大阪港の平和利用に関する決議」の

具体化要請 

3.23 自衛艦入港抗議行動 

3.25  革新懇、沖縄「代理署名」裁判不当判

決にあたり大田知事と県民へ激励 

3.27  第 93回常任世話人会議 

3.28 記念誌編集会議 

 

 

4.2 「平和のつどい懇談会」事務局団体会議 

4.8 「平和のつどい懇談会」事務局団体会議 

4.8 「核はいらない青い羽根の会」泉北ニュータウ

ンでアピール署名 

4.9 非核大阪の会組織・財政部会議 

4.16 「国民春闘勝利、クリントン来日反対、

安保廃棄・沖縄連帯」４・１６労働者決起

集会（扇町公園） 

4.16  長崎原爆松谷訴訟を支援する会、支援

要請オルグ団来阪、団体訪問 

4.16  第 94 回常任世話人会議、長崎松谷支援

の会よりオルグ来阪し支援の訴え 

4.16 記念誌編集会議 

 

 

 

 

 

 

 

5.10 記念誌編集会議 

5.15  第 95回常任世話人会議 

 

 

 

 

 

3.25 米英仏が南太平洋非核地帯条約（ラロトンガ

条約）調印 

3.25 米軍用地強制使用で福岡高裁那覇支部が沖

縄県知事に「代理署名」を命じる判決→大田知事

4.1、最高裁に上告 

3.27 96 年度「米国防報告」発表「きわめて効果的

な核戦力の維持」を強調し、アジアに前方展開戦

力として米軍 10万人体制を維持することを明記 

3.31 安保中央委主催「沖縄との連帯・安保廃棄・

基地撤去３・３１大集会」（東京・亀戸中央公園）

９万人、大阪から 7名 

4.1 米国の 20以上の草の根の反核団体よびかけ、

ラスベガス大学で核兵器廃絶の課題を正面にか

かげた「核廃絶サミット」開催、日本原水協代表

団・被団協 10名参加（浅野哲人氏） 

4.11 アフリカ非核兵器地帯条約（ペリンダバ条

約）調印（13年後に発効） 

4.12 那覇市で普天間基地の返還など基地の整

理・縮小を求める県民集会、1万人 

4.17 橋本首相・クリントン大統領の首脳会談で

「日米安保共同宣言」を発表 

4.25 中国・ロシア首脳会談、ＮＰＴの無期限延長

を歓迎する共同宣言を発表 

4.26 ウクライナ保健省、チェルノブイリ原発事故

（10周年）で被災者 47万 4095 人と発表 

5.-- 広島・長崎両市長がスイス・ジュネーブを訪

問し、包括的核実験禁止条約（CTBT）締結交渉を

行っている主要国国連大使に例外のない核実験

禁止条約となるよう要請 

5.2 ＩＡＥＡ、現在 31カ国 438 基の原発が稼働中
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96 
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5.25 原水協第 34回総会、講演：芳澤弘明沖

縄原水協理事長 

5.29 「平和のつどい懇談会」事務局団体会議 

 「海外代表と語ろうピースインおおさか 96」の開

催決定 

 

6.8  中国領事館に抗議行動 

6.11  「海外代表と語ろうピースインおおさか 96」

実行委員会結成（東谷敏雄代表世話人委員

長に） 

6.12  米国領事館へ未臨界核実験計画に抗議 

6.12 「（仮称）非核自治体交流集会」各団体代

表者会議 

6.15 平和委員会第４０回総会 

6.19  第 96回常任世話人会議 

6.23 大阪安保主催「21 世紀を基地も安保も

ない平和・中立の日本に！暮らしと憲法守

れ、沖縄連帯・安保大改悪反対！６・２３

安保破棄全国統一行動」（大阪城公園）1 万

5000 人 

6.29  米国未臨界核実験計画に原水協関西ブ

ロック、米国領事館に抗議 

6.30～7.7 国民平和大行進、通信労組の北川

恒雄氏が通し行進者として東京～広島へ 

7.5 「（仮称）非核自治体交流集会」開催協力要

請行動 

 

7.16  第 97回常任世話人会議 

7.17 故浅野哲人（常任世話人）お別れ会準備

会議 

7.19 国際司法裁判所勧告的意見の見解発表

再検討会議に参加 

7.23 大阪市へ米軍艦マクラウスキーの大阪

港入港抗議申し入れ、入港取りやめ 

7.27  中国領事館に核実験抗議行動 

7.30 「非核自治体交流集会」推進会議、事務

局会議の決定 

7.31  「海外代表と語ろうピースインおおさか 96」

と発表 

5.16 インドのバジパイ首相、核保有国が核兵器廃

絶を約束しないもとでは核兵器保有も辞さずの

姿勢を表明 

5.20 クリントン大統領、台湾に戦域ミサイル防衛

（ＴＭＤ）能力を供与すると言明 

5.25 非核全国の会第１１回全国総会 

5.28 日米防衛協力のための指針（ガイドライン）

見直しへの日米協議開始 

5.30 米空母「カールビンソン」、横須賀寄港、前

日、自衛隊と共同訓練 

 

6.2 ウクライナ大統領、同国は非核国家になった

と声明、中東欧の非核地帯を促進し、地球上から

核兵器の撤去を求める 

6.8 中国、地下核実験強行 

 

6.17 ジュネーブ軍縮会議、本会議で北朝鮮、韓国、

イラク、イスラエルなど 23 カ国の新規加盟を承

認、構成は 60か国に 

 

 

 

7.3 橋本首相、米軍用地強制使用の公告・総覧代

行を大田知事に命令、大田知事拒否 

7.8 国際司法裁判所、核兵器使用問題で勧告的意

見、一般的に違法としながらも、「国家の存立に

かかわる自衛」の極限状況では違法か合法か判断

できず、と言い渡す→9 日、日本原水協赤松事務

局長談話発表 

7.16 沖縄県議会、普天間基地飛行場の全面返還決

議・意見書を全会一致で採択 

 

 

 

 

 

7.29 中国、昨年来通算 4回目の核実験強行、今後、

核実験を凍結すると声明 
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96
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（市立社会福祉センター）原水協・市民生協・

非核大阪の会の実行委として出発 

8.3～11 「平和のための戦争展」（通天閣） 

8.2～9 「原水爆禁止 1996 年世界大会」海外

8カ国 27名、各国団体・地域組織 55名、大

阪から国際会議 8 人、広島大会 537 人、大

阪労連青年部は反核ライダー隊 22人、運輸

一般労組は反核トラック隊を広島に派遣、

長崎大会７人 写真 

8.6 「非核自治体交流集会」への協賛申入れ 

8.7 府下４５自治体へアンケート調査協力要請 

 

8.19  第 98回常任世話人会議 

8.28 大阪市へ米軍艦マクラウスキーの大阪

港入港抗議申し入れ 

8.28 「非核自治体交流集会」推進事務局会

議、名称「わがまちを非核の街に 非核自治体

シンポジウム 96」に 

8.31 米軍艦船「マクラウスキー」大阪港入

港抗議行動 

8.31  故浅野哲人氏（世話人）お別れ会 

9.3 府下４５自治体へ「わがまちを非核の街に 

非核自治体シンポジウム 96」協力要請 

9.4 米軍艦マクラウスキー大阪港入港抗議

行動 

9.5 大阪市へ自衛艦「よしの」「くまの」大

阪港入港への抗議申し入れ 

9.10 「わがまちを非核の街に 非核自治体シン

ポジウム 96」推進事務局会議 

9.13  大阪原水協など大阪市議会に「大阪港の

平和利用に関する請願書」提出 

9.18  第 99回常任世話人会議 

9.18 「わがまちを非核の街に 非核自治体シンポ

ジウム 96」推進事務局会議 

9.18 「わがまちを非核の街に 非核自治体シンポ

ジウム 96」自治体へ協力要請（泉佐野・貝塚・

岸和田・和泉・高石・堺各市） 

9.25 「わがまちを非核の街に 非核自治体シンポ

ジウム 96」自治体へ協力要請（東大阪・八尾・

藤井寺・羽曳野各市） 

 

 

 

8.4 新潟県巻町の原発建設の賛否を問う住民投票

で反対が 60.9％ 

 

 

 

 

 

 

8.8 ジュネーブ軍縮会議加盟の 28 非同盟諸国、

2020 年までに核兵器を廃絶する「行動計画」を全

体会議に提出 

8.14 オーストラリア「キャンベラ委員会」、核兵

器廃絶のための交渉を緊急に求める提言をハワ

ード首相に提出 

8.15 米国務省解禁文書で 1958 年台湾海峡危機の

際、米国統合参謀本部議長が中国五飛行場の核攻

撃などを主張していたことが判明 

8.26 沖縄米軍用地強制使用「代理署名」裁判で最

高裁が大田知事の上告を棄却 

8.29 日米共同委員会が沖縄の実弾演習を矢臼別

など本土5カ所の自衛隊演習場に移転することを

決定 

 

 

 

 

 

 

9.8 米軍基地の整理・縮小と地位協定の見直しを

問う沖縄県民投票で 59％が投票、賛成 91％で有

権者の 53％に 

9.10 第 50 回国連総会、126 か国共同提案の包括的

核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）案の採択を求める決

議案を採択 

 

9.19 日米安全保障協議委員会（２プラス２）、「日

米防衛協力のための指針」（ガイドライン）見直

ネ
バ
ダ
核
実
験
場
の
核
実
験

被
害
者
と
交
流
す
る
浅
野
氏 

←96 年世界大会に岡崎

如男常任世話人が参加 

（ニュース第 56 号）に

詳報 
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9.27 「わがまちを非核の街に 非核自治体シンポ

ジウム 96」自治体へ協力要請（松原・富田林

各市） 

10.1 「わがまちを非核の街に 非核自治体シンポ

ジウム 96」自治体へ協力要請（吹田・豊中・茨

木・高槻各市） 

10.2  「わがまちを非核の街に 非核自治体シン

ポジウム 96」推進事務局会議 

10.2 大阪原水協常任理＆「世界大会決議実

践・広島宣言」学習会（講師：大川義篤氏） 

10.3 「わがまちを非核の街に 非核自治体シン

ポジウム 96」自治体へ協力要請（守口・門真・

大東・四條畷・寝屋川・枚方・交野各市） 

10.22 第 100回常任世話人会議 

10.22 「わがまちを非核の街に 非核自治体シン

ポジウム 96」推進事務局会議 

10.24 国連軍縮週間、原水協街頭宣伝行動 

10.25 国連軍縮週間、原水協「在阪各国領事

館核兵器全面禁止・廃絶とあらゆる形態の

核実験全面禁止を求める要請行動」（米、英、

仏、中、露） 

10.30 「わがまちを非核の街に 非核自治体シン

ポジウム 96」推進事務局会議 

11.1 非核大阪 10周年記念「非核自治体シンポ

ジウム」（新大阪シティプラザ）、前長崎市長本

島等氏「都市は平和なしに存在しえない」講演、

18自治体施策担当者、27団体 240人写真 

11.9 ノーモア・ヒバクシャのつどい 

11.17 「わがまちを非核の街に 非核自治体シン

ポジウム 96」推進事務局会議 

11.20 第 101回常任世話人会議 

11.29 大阪宗教者平和協議会結成五周年レ

セプション講演「命どぅ宝・沖縄からの報

告」大城保英氏 

12.4 「わが町非核のデータブック」発行 

12.18  第 102回常任世話人会議 

しについての「中間報告」を了承 

9.25 日米首脳会談、基地の固定・強化を確認 

 

9.30 オーストラリア外相、国連総会で「キャンベ

ラ委員会」の報告を正式に提案 

 

 

10.3 リー・バトラー元空軍大将、「世界の現状フ

ォーラム」で核兵器廃絶の緊急性を訴える 

 

 

10.25  原水協関西ブロック、在阪米仏ロ英中領事

館へ「核兵器のない 21 世紀のために国連と加盟

諸国政府への提案」と核兵器廃絶国際条約締結を

求める要請行動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.4 日米両軍、約 2万 3千人を動員した日米共同

統合実働演習（キーン・ソード 97）が開始 

11.14 国連総会第 1 委員会で、核兵器廃絶条約を

求め早期に交渉を開始することをよびかけた決

議案が賛成 94、反対 22、棄権 29で採択、日本は

棄権 

12.5 世界 17カ国の元軍最高幹部 60氏が核兵器廃

絶を求める「声明」を発表 

12.5 ユネスコ世界遺産委員会、広島の「原爆ドー

ム」を世界遺産に登録を決定 

12.10 国連総会、期限を切った核兵器全面廃絶を

求める決議案を採択、日本は棄権 

12.12 非核全国の会、１２・１０国連総会決議を受けて

政府に対する四項目の要求の緊急提言 
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1.13 世界大会実行委提唱、「被爆と核実験被

害の告発・被害者援護連帯・21 世紀のため

の大阪国際シンポジウム」実行委結成会議

（国労会館）実行委員長：東谷敏雄氏 

1.22 第１０３回常任世話人会議 

1.23 原水協連続学習講座、第 3 回「第五福

竜丸」ビデオ鑑賞と学習 

2.6 「アピール署名12周年全国統一行動」（上

六ほか 15カ所） 

2.7 奈良生協、世界法廷プロジェクト学習会（中

西事務局長） 

2.11 「２・１１大阪府民の集い」（エル・お

おさか） 

2.12 「沖縄・鳥島射撃場での米海兵隊によ

る劣化ウラン弾発射事件に抗議する」声明 

2.12 第１０４回常任世話人会議 

2.14 府議会府民要求実現をめざす懇談会 

2.18 非核大阪の会第１１回年次総会、記念講

演「憲法と非核～21世紀に向けての政府のあり

方～」（渡辺洋三氏） 

2.19 「大阪・非核国際シンポ」事務局団体会議 

2.20 米軍の沖縄・鳥島射撃場」での劣化ウラン

弾発射事件に抗議」橋本首相宛に抗議文送

付、翌日米領事館へ抗議行動 

2.24 「大阪・非核国際シンポ」事務局団体会議 

2.28～3.2 「被災 43周年 1997 年３・１ビキ

ニデー」、原水爆禁止世界大会実行委員会と

県実行委員会の共催で実施（現在まで）、大

阪から 52名 

3.6  第２回「21世紀非核国際シンポ」実行委 

3.10 「被爆と核実験被害の告発・被害者援護連

帯・21 世紀のための非核国際シンポジウム」

（たかつガーデン）実行委方式 400余名、第 2

部「ピース・ソウル」青年・高校生主催 180人 

3.19 第１０５回常任世話人会議      写真 

3.23 国民運動大阪実行委主催「府民大集会」

（大阪城公園） 

3.27 国際シンポジウム団体会議＆原水協常

任理 

 

 

 

1.22 米コーエン新国防長官、上院軍事委員会公聴

会で「アジアへの米軍の軍事的関与の拡大」強調 

 

2.4 非核全国の会、非核自治体運動シンポジウム「今、

非核自治体に輝きを」 

 

2.10 外務省、在日米軍が 95年末から 96年初にか

けて沖縄・鳥島射撃場で放射性物質である劣化ウ

ラン弾 1520 発を撃ち込んいたことを認める 

 

2.14 在日米軍司令部（横田）、劣化ウラン弾は今

も嘉手納にあると言明 

 

2.19 米国の著名な外交・軍事専門家 10 数名が、

核兵器廃絶を確固としてめざすとの決意で「核政

策委員会」を発足 

2.24 オルブライト米国務長官と橋本首相が会談、

沖縄米軍用地の強制使用継続への努力を約束 

2.28 中央アジア 5 か国首脳、「中央アジア非核地

帯宣言」に署名 

3.4 世界の核実験被害者が被害の実相を証言する

「国際シンポジウム」が全国各地で開催（マーシ

ャル、アメリカ、カザフスタン、日本） 

3.8 日米両政府の 1972年の沖縄施政権返還時の秘

密合意文書の一部が公表、核兵器貯蔵などあいま

いな部分が多数あることが判明 

 

 

 

 

 

 

3.11 茨城・東海村、動燃再処理工場で爆発事故発

生、被曝者 37人 

3.31 東南アジア非核地帯条約発効 
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4.4～6 「米軍用地特措法改悪反対沖縄連帯

集会」（与儀公園）3000 人大阪から 192 人 

 

 

 

 

4.17 「大阪・非核国際シンポ」第 3 回実行委員

会 

 

4.24 第１０６回常任世話人会議 

4.24  革新懇声明「特措法改悪に抗議、連帯

の輪をひろ

げよう」 

5.7 「（仮称）非

核の大阪湾

シ ン ポ ジ ウ

ム」準備会 

5.10  原水協

第 35 回定期

総会、講演

「高知新港

の非核神戸

方式適用」和

田忠明高知

県原水協事

務局長） 

5.19 「非核の大阪湾をめざすシンポジウム」事務

局会議（和歌山・神戸・大阪） 

5.20 大阪市会議長宛て「大阪港入港の外国艦

艇に『非核証明書』を求める決議に関する請願

書」提出（原水協、平和、非核三団体連名） 

5.21 米国の「未臨界核実験中止の申入れ文」米

大使館へ送付 

5.22 第１０７回常任世話人会議 

6.2  原水協関西ブロック、米未臨界核実験計

画で米領事館抗議 

6.2 「非核の大阪湾をめざすシンポジウム」事務

局会議（和歌山・神戸・大阪） 

6.4 『週刊釣りサンデー』小西会長へ「非核の大

阪湾をめざすシンポジウム」のパネラー依頼 

4.3 核兵器廃絶をめざす国際ネットワーク「アボ

リッシュ 2000」、核兵器に関する米国での世論調

査結果を発表、84％が「核ない方が安全」、87％

が「国際協定を支持」 

4.5 コーエン米国防長官、「朝鮮半島統一が実現し

てもアジアへの米軍 10 万人体制を維持する」と

声明 

4.8 非同盟外相会議、期限を切った核兵器廃絶を

盛り込んだ最終文書を決定 

4.15 オルブライト米国務長官、米海軍士官学校で

「冷戦が終結してもアメリカはアジアから撤退

しない」講演 

4.17 「米軍用地強制使用特別措置法」改悪案が参

院本会議で可決・成立 

4.18 国民大運動・全労連など、「消費税増税反対、

『特措法』改悪強行抗議、医療改悪に反対する

４・１８国民大集会」（明治公園）2万 5000 人 

4.22 科学技術庁、劣化ウラン弾発射の沖縄・鳥島

から高濃度ウランを検出したことを発表 

4.25  被爆者援護・連帯全国活動者会議、大阪から

１人 

5.14  ＮＡＴＯとロシアは冷戦後の協力関係を定

める基本文書に合意 

5.16 在日米軍基地から朝鮮への自由出撃と、日本

への核持ち込みに関する 60 年代から密約がある

と、米政府の『沖縄返還交渉にかんする解禁文書』

明記 

5.19 米国防総省は 4年ごとに行う「戦力見直し」

報告を公表、大量の核兵器の維持を強調 

 

5.23 自民、新進など 290 人が「憲法調査委員会設

置推進議員連盟」を設立 

5.31 ニューヨーク・タイムズは、米軍が地下目標

を破壊するための新型核爆弾（Ｂ61-11）を実践

配備したと報道 

6.8 日米防衛協力小委員会で「日米防衛協力のた

めの指針」（ガイドライン）「中間報告」を決定 
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6.17  マーシャル諸島「核実験被害地調査団」

（世界大会実行委）大東原水協設楽正志氏派  

 遣 

6.18 原水協・大阪平和共催「学習会＝核兵

器は廃絶できる」（大阪グリーン会館）講

師：川田忠明氏 

6.19 第１０８回常任世話人会議 

6.20 大阪・兵庫・和歌山３府県共同開催「非核

大阪湾シンポジウム」準備会、よびかけ：置塩

信雄、黒田清、小西和人、柴田悦子、須田

勇、東谷敏雄、布施慎一郎、室井修各氏 

6.23 「憲法を守り、アメリカの軍隊も基地

もない 21世紀に日本を！６・２３全国統一

行動安保廃棄・沖縄連帯大阪集会」（扇町公

園）3500 人 

6.30  米領事館に未臨界核実験即時中止要請 

6.30～7.7 国民平和大行進府内網の目行進 

7.2 「未臨界核実験強行の抗議文」米国大使館

へ送付、米国領事館抗議行動 

7.17  大阪・兵庫・和歌山３府県共同開催「非核

大阪湾シンポジウム」実行委結成 

7.17  革新懇年次総会（各界懇談会） 

7.22 第１０９回常任世話人会議 

 

7.28  橋本首相宛「小樽港への米軍艦寄港へ

の抗議」送付 

8.2  「ピースインおおさか」（市社会福祉セ

ンター）ノルウェー、フィリピンの海外代

表と懇談 

8.3～9 「原水爆禁止 1997 年世界大会」15

カ国 27 団体、４国際・地域組織の代表 51

名、１万 1000 人、大阪から国際会議 4人、

広島 100 人、長崎大会 417 人 

 

 

8.23  動燃事故、全国抗議集会、大阪 1名 

8.25 「非核の大阪湾をめざすシンポジウム」大阪

事務局会議 

8.29 第１１０回常任世話人会議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.2 米国、ネバダ核実験場で未臨界核実験を強行 

7.9 カンボジア邦人救出目的で小牧基地から航空

自衛隊Ｃ130Ｈ輸送機、沖縄那覇基地へ移動、12

日にタイへ 

7.15 97 年度「防衛白書」発表、有事法制整備を明

記 

7.16 日本被団協、被爆体験伝えるメッセージ「つ

たえよう ヒロシマ・ナガサキ」発表 

7.21 第 5 回非核自治体全国草の根交流大会（札

幌）、「市民の力で日本と朝鮮半島を非核地帯に」

などの大会アピール採択 

7.27 ＡＳＥＡＮ地域フォーラムで、日米ガイドラ

イン見直しに中国強く疑念を表明 

7.29 広島市、朝日新聞社主催の国際シンポ「北東

アジアの非核化と日本の役割」開催、特別講演：

デクラーク氏（南ア前大統領） 

8.1  米国の全国ガン研究所、ネバダ核実験により、

米国子どもへの放射能被害は議会報告より 15 倍

から 70倍と発表 

8.5 第４回世界平和連帯都市市長会議を開催（広

島市、長崎市 9日 33カ国 117 都市参加) 

8.6 広島の平和祈念式典で平岡市長、初めて「核

の傘」からの脱却を日本政府に要求 

8.9 長崎の伊藤市長、平和宣言で未臨界核実験へ

の抗議と東北アジア非核地帯条約の創設求める 

8.13 クアラルプールで開催の戦争展に、広島・長

崎両市長の寄せた反核メッセージが「謝罪の姿勢

が不明確」と会場掲示拒否と判明 

8.15 インド首相、独立 50 周年記念式典で「ＣＴ

ＢＴ署名せぬ」と従来の姿勢強調 
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9.8 「非核の大阪湾をめざすシンポジウム」自治

体申入れ（泉佐野市、貝塚市、岸和田市、和

泉市、泉大津市、高石市、堺市） 

9.10 「非核の大阪湾をめざすシンポジウム」和歌

山・神戸・大阪事務局会議 

9.12 「非核の大阪湾をめざすシンポジウム」漁業

協同組合など申入れ 

9.17 「非核の大阪湾をめざすシンポジウム」大

阪事務局会議、大阪市議会宛「大阪港の軍事

使用に反対する請願書」提出 

9.18  米領事館前に米未臨界核実験抗議行動 

9.22 「非核の大阪湾をめざすシンポジウム」漁

業協同組合申入れ 

9.25 第１１１回常任世話人会議 

9.27 「非核の大阪湾をめざすシンポジウム」和歌

山・神戸・大阪事務局会議 

10.1  原水協、岸和田、泉州地域の労組、関

西空港に米軍使用拒否を要請 

10.1 「非核の大阪湾をめざすシンポジウム」大

阪事務局会議 

10.4  「非核大阪湾（神戸・大阪・和歌山）をめざ

すシンポジウム」（クレオ大阪北）よびかけ人：黒

田清氏、小西和人氏、柴田悦子氏、宝井修氏

ら、パネリスト：小西和人・石川厳・和田忠明各

氏、府内 10

自治体から

参加、府下

の漁連・漁

協に賛同要

請行動、300人 

10.16 新ガイドライン関連法案反対、全国統

一行動に基づくいっせい職場集会 

10.18  横山府知事宛「演習参加の米軍に関西

空港使用は許してはなりません要請書」 

10.21 １０・２１新ガイドライン・有事立法

反対、安保破棄大阪集会（扇町公園）7000

人 

 

 

10.28 大阪府営港湾に入港した自衛艦及び

8.18 在日米軍司令部、劣化ウラン弾の嘉手納弾薬

庫貯蔵の有無は明かさぬ方針表明 

8.27 米国防総省、1944 年から 94 年にかけて米政

府が実施した放射能使った人体実験約 2400 件に

関する報告書公表 

9.4  橋本首相、李鵬首相と会談、ガイドライン見

直し「中国含む特定地域想定せず」 

9.5 米空母インディペンデンスが北海道・小樽港

に入港、初の民間港に入港 

9.9  国連イラク大量破壊兵器廃棄特別委バトラー

委員長、イラクが化学兵器の廃棄で合意 

9.15 「米海兵隊実弾演習反対９・１５全道集会」

（別海町） 

9.16  「名護市民投票推進協議会」名護市長に、海

上ヘリポート基地建設の是非を問う市民投票条

例の制定請求を行う 

9.18  米、２回目の未臨界核実験を実施 

9.19 「海上ヘリポート基地建設反対９・１９集会」

（那覇） 

9.21 横須賀に空母ニミッツ寄港、日本に初の寄港 

9.23 日米両国政府、「日米安全保障協議委員会」

で新たな「日米防衛協力のための指針」を決定 

9.24  ＣＴＢＴ署名手続き開始１周年、１４６か国

署名、日本を含む７カ国批准済 

9.29  ブルーリッジ函館寄港に際し核兵器の有無

などを質す函館市の質問に外務省、「事前協議な

く核持ち込みなし」などと回答 

10.4 米、沖縄の「核抜き」返還を決めながら日本

に明らかにせず、基地自由使用を勝ち取る取引材

料に、機密解除の公文書で明らかに 

10.9  原子力委員会の高速増殖炉懇談会、高速増殖

炉実用化の大幅見直しを盛り込んだ最終報告書

案了承 

10.16 国民大運動実行委など、「医療連続改悪・

新ガイドライン反対中央総決起集会」（日比谷野

音） 

10.23  仏蔵相付産業担当相、運転停止中の高速増

殖炉スーパーフェニックスについて、再稼働せ

ず、即座に廃止の方針強く示唆 

10.24  日本原水協、外相に「期限を切った核兵器
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外国艦船の岸壁使用許可決済の公開を求め

る調査 

10.30 第１１２回常任世話人会議 

10.30  米領事館へ昼休みデモ 

10.30  「関空の米軍使用反対、１０・３０市

民決起集会」開催、翌 31日集会代表者と関

空・運輸省に対して抗議申し入れ 

11.7 長崎松谷訴訟、福岡高裁勝訴、小泉厚生

大臣に「上告するな」要請文送付 

11.10 「非核の大阪湾をめざすシンポジウム」和

歌山・神戸・大阪事務局会議 

11.12 大阪市・大阪府へ「非核の大阪湾アピー

ル」申入れ 

11.14  ロシア未臨界核実験に抗議 

11.14  原水協、大阪市に大阪港の自衛艦、外

国艦船入港許可に関する公文書公開を請求 

→11.18 公開 

11.16 八尾革新懇「八尾空港軍事利用反対現

地見学会」 

  写真 

 

 

 

 

11.21 小泉厚生大臣、橋本首相宛「上告に対す

る抗議と取り下げ」要求文送付 

11.26 市民ネットワーク学習会（中西事務局長） 

 

 

 

 

12.7  「太平洋戦争を忘れない１２・７生野

平和集会と大阪に見る戦災・戦跡―記録平

和写真展」（関西中小工業協議会ホール） 

12.8  革新懇「平和を願う府民のつどい」（エ

ルシアター）金野紀世子さん、栗原透氏、

浅井基文氏 400 人 

12.8 平和を願う青い羽根宣伝行動（難波） 

12.10 アピール署名６・９行動交流会 

12.11 「記念誌」編集委員会 

廃絶条約の締結へ国際的な努力」など５項目を申

し入れ 

10.25  「滋賀県あいばの日米合同演習反対集会」

（今津町）1200 人、大阪 150 人 

10.29  江沢民・クリントン米中首脳共同声明、原

子力平和利用協力協定の凍結解除、核ミサイル技

術の不拡散順守など 

11.4～17 滋賀県あいばの日米合同演習 

11.5  久間防衛庁長官、沖縄県名護市に対し普天間

代替のヘリポート案を提示 

11.7 福岡高裁で長崎松谷訴訟勝訴 

11.9  「非核・平和を考える日本海シンポジウム」

（福井）大阪から３人参加 

11.10 国連総会第 1 委員会、核兵器禁止条約の早

期締結を求めるマレーシア決議案、賛成 116、反

対 26、棄権 24、日本は棄権 

11.12 ロシア、未臨界核実験実施、13 日平岡広島

市長抗議、14日伊藤長崎市長抗議し、中止を求め

る談話 

11.13 日本共産党、米政府解禁文書が事前協議な

しに在日米軍基地からの自由出撃を認める密約

の存在が裏付けられたと発表 

11.16 国民大運動実行委、「医療・社会保障連続

改悪反対！・新ガイドライン許すな！国民大集

会」（代々木公園）11万人 

11.17 日本政府提出の「核兵器の究極的廃絶に向

けた核軍縮決議案」、国連総会第 1委員会で採択、

核保有 5か国すべて賛成は初 

11.20 厚生省、長崎松谷訴訟上告 

12.1  エリツイン大統領、戦略核弾頭の 3分の１を

削減すると表明 

12.2 戦時中強制連行され、長崎で被爆した韓国人

が国と雇用者の民間企業に損害賠償などを求め

た長崎地裁、請求棄却の判決 

12.8 新ガイドライン＝安保大改悪反対、沖縄海上

基地建設反対全国いっせい１万か所統一行動 

12.10 第 52 回国連総会は、核兵器廃絶協定締結に

向け 98 年早期に交渉開始を求める２本の決議を

賛成多数で採択、日本は棄権 

12.16 クリントン政権の核新指針に中国、「核抑止
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12.11 第１１３回常任世話人会議 

12.13  原水協連続学習講座「第5回 平和（戦

争）博物館の今日的意義を“ピースおおさ

か”の展示から考える」（ピースおおさか） 

12.25  大田沖縄県知事宛「名護市住民投票の

要請書」、比嘉名護市長宛「抗議」文送付 

政策を放棄すべき」と批判 

12.16  1969 年 4 月の米政府極秘文書に日本政府が

核搭載米艦船の一時寄港黙認との記載が共産党

議員によって明らかに 

12.21 名護住民投票（辺野古基地建設の是非を問

う）反対票５２．８６％で基地反対派勝利 

12.31 米原潜の日本寄港が過去最多の 64回、とく

に佐世保は昨年の３倍 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

98

年 
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年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.12  大田沖縄県知事宛「名護市民の意思を

尊重し、一刻も早く『海上基地建設反対』

の態度を明確にしてください」送付 

1.12  米大統領宛「予告なしでのＮＬＰ訓練

の強行への抗議」打電 

 

 

1.25 「50 周年記念うたごえ祭典」（大阪ドー

ム）史上最高の 2万 5000 人参加 

1.27 第１１４回常任世話人会議 

 

 

1.31 「名護市長選勝利・海上基地許すな！

１・３１沖縄連帯集会」（大正区） 

 

 

1.4 1954 年の米ビキニ水爆実験で、被爆島民ら対

象の人体影響調査の意図や計画示唆する公文書

から判明 

1.5 米ビキニ核実験での人体研究で、広島・長崎

の被爆者のデータと比較、致死放射線量推定と明

らかに（担当元軍医の証言） 

1.6 第 5 福竜丸乗組員の血液データなどの採取を

原子力委員会が指示、人種の相違による影響確認

が目的 

1.6 旧ソ連空軍関係者ら約 7000 人、セミパラチン

スク核実験場付近に移住させられ、白血病など死

者続出、生存者ら「人体実験」とロシア政府に補

償要求 

1.7 マーシャル諸島共和国外相、米ビキニ「人体

実験」について「モルモット扱い」と語り、追加

補償などを求める考えを表明 

1.12 米国防総省の湾岸戦争症候群年次報告、劣化

ウラン弾原因説を事実上認める 

1.14 国連安保理、イラク査察団の即時・無条件・

全面協力求める決議採択→イラク大統領 17日「制

裁解除なければ、査察協力拒否」 

1.22 「第 5福竜丸」のエンジン、東京都に寄贈、

都立第五福竜丸展示館で永久保存 

1.27 米国防総省、対イラクで新型核兵器Ｂ61-11

使用の検討を言明、中国、仏、ロは武力行使批判・

不同意を相次いで表明 

1.31 インド・ムンバイ原爆展、初日 1500 人（広

島・長崎両市とインドの市民団体） 

2.2 コーエン米国防長官、イラクが生物・化学兵

器使用なら核兵器攻撃も辞さずと 

 

▲ピースおおさかと懇談（6 月） 
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2.11  「建国記念の日」不承認大阪府民のつ

どい 

2.13  原水協、大阪湾に入港する米艦船の核

兵器積載の有無確認に関して外務省と交渉 

2.16  米大統領宛「イラクへの核軍事脅迫を

ただちに中止せよ」抗議送付 

2.18  イラク問題で米大統領と橋本首相へ抗

議 

2.18  革新懇声明「海上基地建設計画の白紙

撤回を、普天間基地の無条件返還を」 

2.21  第五福竜丸エンジン（和歌山沖合で回

収）、「東京夢の島」運搬行動の途中、公開

（堺市

役 所

前、大

阪城公

園） 

（写真） 

2.22  非核大阪の会第１２回年次総会 （写真） 

2.23  非核・平和三団体による米領事館へ抗議

行動                     写真 

2.26  原水協、高知県全港湾非核化の条例改

正に関し外務省の妨害に抗議文書、高知県

知事に激励文書を送付 

2.26 第１１５回常任世話人会議 

2.28～3.1 ３・１ビキニデー56名 

3.--アメリカの臨界前核実験に抗議 

3.7  「被爆者・核実験被害者援護連帯・核兵

器廃絶のための大東国際シンポジウム」（大

東市民会館）フィリピン・ベラウ・カザフ

海外代表 

3.20  原水協創立 40周年祝賀会（たかつガー

デン）100 余名 

 

3.25 第１１６回常任世話人会議 

4.2  大阪市議会から「大阪港入港の外国艦艇に

『非核証明書』を求める決議に関する請願書」

不採択の通知 

4.14  米軍艦カーチス・ウィルバーの大阪港入港

に関する大阪市に申し入れ 

2.2 仏、高速増殖炉「スーパーフェニックス」即

時廃止と解体を正式発表 

2.3 コーエン米国防長官、国防報告で日米新「ガ

イドライン」を米国の世界戦略を実現するうえで

「成果」と 

2.5 マクナマラ米元国務長官、生物・化学兵器の

抑止口実でもイラクへの核兵器使用は誤りと主

張 

2.13 仏大統領、ロシア外相、米国の空爆に反対し

外交的解決を強調 

2.17 クリントン大統領、軍事力の行使を国民に表

明、英下院は武力攻撃を支持 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.18  インド人民党バジパイ氏、新政権の「統一綱

領」発表、核兵器導入の選択肢保持→3.19 伊藤長

崎市長、「被爆都市・長崎市として断じて許せぬ」 

3.19  「第五福竜丸」のエンジン、「夢の島公園」

に到着、11月に公開 

3.20  故アイゼンハワー元米大統領、50年代末、非

常時に米司令官へ独断核報復攻撃の権限付与と、

米国秘密文書解禁で明らかに 

3.25  3 回目の米核実験 

3.26 国連査察団、イラク大統領関連施設の査察を

開始（～4月 3日終了） 

4.2 ワシントン・ポストは、米国が核弾頭維持と

新たな製造に備え水爆起爆用の原爆製造を準備

と報道 

 

記念講演の講師

には柴田悦子氏

をお迎えする 
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4.15  大阪市長宛「米軍艦の大阪港入港反対に

関する申入れ」送付（原水協、非核大阪の会） 

4.17  米イージス軍艦カーチス・ウィルバー入港

抗議 

 

 

 

 

 

4.12 「悪政ストップ弱い者いじめ許さん！

府民大集合」（大阪城公園） 

4.30 第１１７回常任世話人会議 

5.9  原水協・非核大阪の会「非核の大阪湾をめ

ざす大阪

港めぐり」 

 

 

 

 

5.14 インドの核実験に領事館抗議、パキスタン

の核実験に抗議(16団体 40人) 

5.15 「五・一五全国統一行動」（上六） 

5.21 第１１８回常任世話人会議 

5.28  パキスタン核実験強行抗議電 

5.29 パキスタンシャリフ首相宛「パキスタンの核

実験に厳重に抗議する」送付、30日も 

6.1 ピースおおさか懇談＆小山仁示氏案内の見

学会 

 

 

 

 

 

 

6.8 「核はいらない青い羽根」署名運動（堺泉ヶ

丘）に参加 

6.9 「新ガイドラインとその立法化に反対す

る大阪連絡会」準備会に 38 団体 44 名、7

月 24日連絡会結成を確認 

6.16 第１１９回常任世話人会議 

4.5 マクナマラ米元国務長官、英国エディンバラ

で核兵器廃絶行動をよびかけ 

4.10 インド・ニューデリーで原爆展開催「核兵器

は人類と共存できない」と広島市長挨拶、インド

の核政策紹介のパネル展示部分を政府の命令で

撤去される 

4.18  原水協、米ネバダ核実験場周辺などで被害状

況を調べる調査団派遣 

4.27～5.8 NPT 再検討会議準備会始まる（ジュネー

ブ） 

4.28 新ガイドラインに伴う周辺事態法案など関

連３法案を閣議決定 

 

 

5.2～29 イタリア・コモ市で「ヒロシマ・ナガサ

キ原爆展」開催 

5.3  キューバ危機で旧ソ連、中距離弾道ミサイル

とは別に小型核弾頭と短距離ミサイルを極秘に

同国に持ち込み（旧ソ連秘密文書） 

5.8  久間防衛庁長官、「非核神戸方式」は、周辺事

態法に基づく米軍への港湾提供拒否の正当な根

拠とならないとの考えを示す 

5.11 インド、地下核実験、13 日も 2 回目、27 日

に「核保有国」宣言 

5.11  ガイドラインとその立法化に反対する国民

連絡会議結成 

5.17 沖縄・普天間基地返還へ 1万 6千人が「人間

の鎖」で同基地を包囲 

5.17  劣化ウラン弾事件で科学技術庁は鳥島周辺

で空間放射線量率などの調査を実施 

5.28 パキスタン、５回の地下核実験実施、30日も 

5.31  アナン国連事務局長、印パ両国に自制と緊張

緩和求める 

6.2  エジプト・ムバラク大統領、世界の核兵器の

段階的廃絶のための新たな国際条約締結を呼び

かける 

6.5 核保有 5 か国外相会議開催、世界的なＮＰＴ

体制を強めることを確認 

6.5 改悪 PKO 協力法、「改正」教育法成立 

6.9 非核保有国 8か国外相（ストックホルム）、核
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6.23  非核大阪湾シンポ打合せ（３府県） 

6.25  太子町議会、「核兵器全面禁止・廃絶国

際条約」の締結を求める意見書採択（府下

１８自治体に到達） 

6.25 「９８世界大会成功にむけた緊急学習

会」 

7.1 「新ガイドラインとその立法化に反対す

る大阪連絡会」準備会事務局団体会議 7 団

体 9名参加 

7.21 第１２０回常任世話人会議 

7.24 「新ガイドライン関連法に反対する大

阪連絡会（ガイドライン連絡会）」結成約 80

団体が参加 

7.25～8.2 「９８平和のための戦争展」（通

天閣） 

8.1 「海外代表と語ろうピースインおおさか

98」（市立社会福祉センター）ベラウ・アメ

リカ・フィリピン 3カ国 （写真） 

8.2～9 「原水爆禁止 1998 年世界大会」31

カ国 38 団体３国際組織 60 人の海外代表、

大阪から国際会

議 7人、4～6日広

島大会に 509 人、

「国際高校生フ

ォーラム」大阪 28

人の高校生参加、長崎６人 

 

8.25 ガイドライン大阪連絡会 

9.9 第１２１回常任世話人会議 

9.18 ガイドライン連絡会事務局会議 

9.22 ガイドライン連絡会運営委員会 

9.24 ガイドライン連絡会昼休み集会・デモ

（中之島） 

9.26 革新懇年次総会 

9.28 未臨界核実験に対するアメリカ領事館抗議

行動（原水協など） 

10.8 第１２２回常任世話人会議 

 

10.21 「新ガイドライン・関連法案反対、海

保有国 5か国とインド、パキスタン、イスラエル

に「核兵器廃絶のための行動を緊急にとる」よう

求める「共同宣言」 

6.10 カトリックの平和組織「米パックス・クリス

ティー」の 73 司教が、核抑止力論を批判、核廃

絶をよびかける 

6.22 米下院で核兵器廃絶国際協定の早期締結を

求める決議案が提案される（15人の民主党議員） 

6.23 98 年版「防衛白書」は米国有事の参戦体制の

ための法整備を強調 

7.8  英、「国防戦略見直し」発表、トライデントミ

サイル搭載の核弾頭数を 200 以下に削減 

7.27 ＡＳＥＡＮ地域フォーラム、印パ核実験に対

する重大な懸念を表明 

 

 

8.4  印パの退役高級軍人、両国指導者に核軍拡防

止求める共同声明発表、8.6  印パ各都市で反核

デモや抗議集会 

 

 

 

 

 

 

8.6 カーター元米大統領、ゴルバチェフ旧ソ連 

大統領ら世界の著名人 15 氏が核兵器の削減、廃絶

の交渉開始をよびかけ 

8.7  カザフスタン・セミパラチンスク核実験場で

の核実験による被曝者 120 万人、この 36 年間に

16万人死亡 

8.9 長崎市長、平和宣言で「核の傘」からの脱却

を求める 

8.30  政府提唱の「核不拡散・核軍縮に関する緊急

行動会議」（東京）開催、16 か国の専門家参加、

31日「NPT 体制の維持・強化が不可欠」との認識 

8.31 北朝鮮、弾道ミサイル発射、日本海と三陸沖

に着弾 

9.22 南アフリカなど 8か国（新アジェンダ連合）

が国連総会に核兵器廃絶決議の提案（のち、スロ
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上基地建設許すな！沖縄県知事選勝利、安

保廃棄１０・２１全国統一行動大阪集会」

（扇町公園）4000 人 

10.24 「国連軍縮週間のつどい」（ピースお

おさか）100 名 大阪被団協阪口理事長講演 

10.29 核保有国在外公館（米・英・仏・露・

中）へ核兵器廃絶の申し入れ行動 

10.29 ガイドライン連絡会の JR 環状腺一斉

宣伝行動 

10.30 吹田市（人権啓発室））と懇談＆「平和祈

念資料室」見学

会 

 

11.4 ガイドライ

ン連絡会自治体申入れ行動 

11.7  第 3 回世界平和博物館会議（ピースお

おさか） 

11.9 第１２３回常任世話人会議 

11.10 ガイドライン連絡会昼休み集会・デモ

（南北２コース）、夕刻ターミナル宣伝 

11.12  原水協、インド領事館申し入れ行動 

11.14 「非核の大阪湾をめざす 98 年シンポジウ

ム神戸集会」（神戸市勤労会館） 

 

 

 

 

 

 

11.18 ガイドライン連絡会事務局団体会議 

11.29 神戸非核の会の大阪城戦跡巡りに松田長

敬氏説明 

12.2 ガイドライン連絡会参加団体大阪代表

者会議（エル大阪）、「新ガイドライン法阻

止の大闘争」国民連絡会―安保破棄中央実

行委 近藤和男氏 

12.8 「１２・８開戦記念日」一斉宣伝行動  

12.10 第１２４回常任世話人会議 

12.10 ロシア政府宛「未臨界核実験強行に抗

ベニアが脱落） 

10.7  ＩＡＥＡ、イラク核開発疑惑の査察について

の報告書を国連安保理に提出、核兵器製造や核関

連物資獲得の「兆候なし」 

10.8 未来志向の日韓共同宣言 

10.18 米軍艦船の日本の民間港への寄港が今年 1

月以来、述べ 17 回にのぼり新「ガイドライン」

先取りの実態 

10.23  日本、「究極的核兵器廃絶」核軍縮決議案を

国連第一委員会に提出→11.13 賛成 132、反対０、

棄権 11で採択 

10.26 新アジェンダ連合が核兵器廃絶を求める決

議案を国連総会 30カ国の共同提案で提出→11.13

第 1委員会で賛成 97、棄権 32、反対 19で採択、

日本は棄権→12.4 総会で圧倒的多数の賛成採択 

 

11.1 イラク議会の査察拒否決議を理由にクリン

トン大統領、軍事力行使を示唆 

11.5 国連安保理、イラクの査察協力停止決定を非

難し、協力の即時再開を求める決議を採択、米国

は一方的武力行使の可能性を表明 

 

 

11.12 イラク危機に米強襲揚陸艦ベローウッド、

沖縄からペルシャ湾に向け出航 

 

11.23 独国防相、ＮＡＴＯ核先制使用態勢の変更

提案するもオルブライト米国務長官が拒否 

11.24  国連軍縮長崎会議開幕、23 か国約 100 人参

加、26日「長崎を最後の被爆地に」決議採択 

11.28 ブルッキング研究所、米国が 40年代から 70

年代にかけて核開発の一環として計 2万 3千人以

上の人体実験をしたと発表 

12.4  日本原水協、被爆者援護・連帯全国活動者会

議、大阪２人 

12.4 国連総会、核保有国に「核兵器廃絶・使用禁

止」を迫る決議採択、賛成 114 カ国、日本は棄権 

12.4  国連総会、モンゴル「非核兵器国の地位」（非

核地帯に準ずる）を承認 

12.8 ＮＡＴＯ外相理事会、フィッシャー独外相は
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議し、核兵器廃絶をつよく要求する」、アメ

リカ領事館前で抗議行動 

12.12 革新懇・近畿交流会議 

12.15 学習講演会「新ガイドラインのねらい」（上

田耕一郎、ユトリート東大阪）革新懇共催 

12.17 クリントン大統領宛「イラクに対する

アメリカの不法な軍事攻撃を断固抗議す

る」、18日アメリカ領事館前抗議行動 

西側核保有国に核兵器先制不使用を誓約するよ

う提案するも拒否される 

12.9  ロシア、北極海の島で未臨界核実験 

12.12 米国、５回目の未臨界核実験  

12.16～18 米英軍、イラクの軍事施設を大規模攻

撃、イラク大統領は徹底抗戦をよびかける 

12.19  米英、イラク空爆「砂漠のキツネ」作戦の

終了宣言 

12.24 ロシア、9 月～12 月まで５回の未臨界核実

験を実施 

12.28  琉球大学教授、復帰前の沖縄で 600 発の核

兵器貯蔵があったことを米国立公文書館から入

手と公表 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

99

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

99

年 

1.7 小渕首相宛「中村法務大臣の速やかな罷

免を要求する」“連合軍から軍隊を持てない

ような憲法をつくられて、それを改正でき

ないというなかでもがいている”発言 

1.18 第１２５回常任世話人会議 

 

 

 

1.22 米国政府宛「米軍機の連続墜落事故に

厳しく抗議する」（20 高知県沖、21 岩手県

釜石山中米軍事機墜落） 

 

1.28 ガイドライン連絡会、団体回り 

2.5 ガイドライン連絡会、街頭宣伝行動（責

任平和委）宣伝カーによる７コース 

2.6～7 「関西原水協学校」（京都・嵯峨）大

阪から 28人 

2.9 ガイドライン連絡会、難波街頭宣伝行動

（責任平和委・大教組） 

2.9 第１２６回常任世話人会議 

2.9  米、未臨界核実験抗議に領事館行動 

2.10 ガイドライン連絡会、各団体への参加

要請行動 

2.11 「建国記念の日不承認集会」 

2.12 ガイドライン連絡会の大阪市長会交渉

1.11  朝日新聞社の調査、沖縄への非常時核兵器持

込みに関する密約が、今も米国家安全保障局にあ

ることが判明 

1.14  独首相、原発廃止政策の一環として使用済み

核燃料再処理禁止法案まとめる方針 

1.19 米大統領が一般教書で先制攻撃可能な戦力

維持を強調、北朝鮮、印パ名指しで大量破壊兵器

拡散防止に尽力することを表明 

1.20 高知県沖に米軍ＦＡ18 が墜落、21 日には釜

石にＦ16が墜落 

1.24 アラブ外相会議、米英のイラク空爆に不快感

示す 

1.26 カナダ首相、ＮＡＴＯの核先制使用政策の見

直し論議を要請 

2.2 米国防総省、99 年度国防報告で先制攻撃戦略

を強調、日米新ガイドラインを高く評価 

2.7 国民春闘共闘委、「不況打開、新ガイドライン

法案阻止国民総決起集会」（代々木公園）８万人 

2.9  米、ネバダ核実験場で未臨界核実験 

2.10 「アボリッシュ 2000」に参加するＮＧＯが核

兵器廃絶についての各国の世論調査結果を発表、

米国でも核廃絶交渉開始をのぞむ声は 87％ 

2.11  韓国大統領・高村外相会談、北朝鮮のミサイ

ル再発射阻止のための連携強化で一致 

2.11  中国代表、ジュネーヴ軍縮会議で米のＮＭＤ
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（会長柏原市長） 

2.13 「非核高知港をめざすシンポジウム」

（高知市）3名 

2.16 非核大阪の会第 13 回年次総会、記念講

演「非核の大阪湾・空港と地方自治」（田中則

夫氏） 

2.16  大阪市港湾局と交渉（自衛艦入港問題） 

2.19 大阪憲法会議総会 

2.19 大阪港への自衛艦入港抗議 

2.19 ガイドライン連絡会事務局団体会議 

 

 

2.25 「新ガイドライン学習会」大東革新懇・

原水協・労連共催（若林講師） 

2.26 ガイドライン連絡会の「戦争法反対ロ

ングラン宣伝行動」ＪＲ京橋駅 

 

 

 

 

 

2.27～3.1 「３・１ビキニデー集会」（静岡・

焼津・東富士）大阪代表団 44名参加、非核

大阪湾のとりくみを藤垣全弘氏（運輸）、大

東の橋川正樹氏が特別報告 

 

 

 

 

 

3.10 ピースおおさか申し入れ、「偏向展示を

正す会」主催の「プライド」上映会にあた

って、会場使用の取り消しを求める 

3.11 ガイドライン連絡会全府代表者会議 

3.17 第１２７回常任世話人会議 

3.18  非核神戸方式 24周年記念集会（神戸）、

大阪から 3人 

3.19  大阪宗平協、キリスト教連合会共催、

ガイドライン法案反対駅頭宣伝行動 

 

構想、ＡＢＭ条約見直しを批判 

2.13  野田自治相、高知県の非核証明書条例化を批

判 

2.13  北朝鮮中央通信、先の日韓外相会談に関して

「ミサイル発射は自主権の問題」と 

2.17～31 日本原水協代表団、「インド核兵器廃絶

訪問交流団」15都市訪問、反核の訴え、大統領と

も懇談、大阪・松浦哲郎氏参加 

2.22 函館市議会、民主・共産・市民ネットなどの

市議 14 人が「非核平和行政の推進に関する条例

案」を議員提案 

2.23 高知県橋本大二郎知事、全国初の非核港湾条

例を県議会に提案→3月 15日県議会、「継続審査」

にして事実上の廃案に 

2.25 「戦争はいやです 新ガイドライン法反対女

性デモ」 

櫛田ふき

氏先頭に

（写真） 

 

 

 

3.1  苫小牧市長、「非核神戸方式」準用して艦船に

非核証明書の提出を求める方針表明 

3.3  大浜長照石垣市長、外国艦船入港時に「非核

証明」提出を求めるため、5 日からの定例議会に

条例化への意欲を表明→10 日時期尚早として見

送り 

3.8 野中官房長官、中国の「ＴＭＤに台湾含める

なら軍事行動否定しない」との発言をうけ、自衛

目的を強調、台湾に適用せずと明言 

3.8  台湾の李総統、ＴＭＤへの参加について「検

討中」とし、中国に対し「対台湾の覇権的な姿勢

を放棄するならＴＭＤは不要」とクギをさす 

3.11  高知県議会、「非核証明」を外務省に求める

要綱案のついた県港湾施設管理条例改正案を「継

続審査」に、実質廃案 

3.15  中国、朱首相、ＴＭＤに反対すると発言 

 中国首脳の反対明言は初めて 

3.18  新ガイドライン関連法案の総括質疑が衆院
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4.12～28 新ガイドライン戦争法案反対！4

月全国一斉宣伝行動 

4.14 第１２８回常任世話人会議 

4.14 「戦争法（新ガイドライン法）阻止４・

１４大阪府民決起集会」（剣先公園）3000

人 

4.16 国民連絡会よびかけ「４・１６国会請

願行動」参加 

4.26 平和委「声明 戦争法案の委員会採決

に抗議する」 

4.28 「４・２８全国いっせい行動」昼休み

集会・デモには 500 名 写真 

5.3 憲法会議「憲法まつり」 

 

5.4 クリントン米大統領宛「厳重要請書」（Ｎ

ＡＴＯ軍によるユーゴ攻撃） 

5.8 原水協第 37 回定期総会、講演「原爆被

害者救援活動とＩＰＰＮＷの活動」小田徹

也氏 

5.9 全国行動宣伝カーで宣伝、平和委と堺平

和委共同で堺東駅ほか 3 カ所、高槻平和委

も 

5.12 ハーグ世界市民平和会議（ハーグ）開幕、

100 か国から 1 万人が参加、核兵器廃絶の緊

急性を強調、中西裕人非核の会事務局長、岸

和田・川崎隆氏参加 

 

5.13 ガイドライン連絡会の「戦争法反対京

橋ロングラン宣伝行動」 

 

5.14 ガイドライン連絡会、アメリカ領事館

へ抗議行動 

 

ガイドライン特別委員会ではじまる 

3.24 コソボ自治州紛争で米特使とユーゴ大統領

との会談が決裂、米国を中心にＮＡＴＯ軍による

ユーゴ空爆、各国から批判あいつぐ 

3.24 日本海侵犯した不審船行動に自衛隊が初の

「海上警備行動」実施 

3.30  民主党政調、寄港する外国船舶に自治体が非

核証明書の提出を求めることを認めないとの見

解をまとめる 

4.4 横須賀母港の米空母キティホークがペルシャ

湾岸に向け出航、ユーゴ空爆長期化で空母ルーズ

ベルトがアドリア海に出航した為 

4.11  印、中距離弾道ミサイル発射実験実施 

 14 日パキスタン、新型戦略ミサイル発射実験、15

日も 

4.12 ＮＡＴＯ空爆、「劣化ウラン弾やめよ」と英

国反核団体が警告 

4.17 中国、ロシア両政府が米国のＴＭＤ構想を批

判する「共同声明」を発表 

4.27 周辺事態法案など新ガイドライン関連法案、

衆院通過 

5.1 ギリシャでユーゴ空爆批判の 2万人デモ 

5.3 小渕首相とクリントン大統領の日米首脳会

談、同盟強化を確認、戦争法案早期成立を約束 

5.7 ＮＡＴＯ（米軍）軍、Ｂ２ステルス機でユー

ゴの中国大使館を爆撃、3 人死亡、米軍「誤爆」

と発表、中国各界で抗議高まる 

5.7 「戦争はいやです 憲法守れ 新ガイドライ

ン法反対女性大集会」（日比谷野音）6500 人 

5.11 核実験から 1年、インド各地で核兵器廃絶、

核実験停止を求める集会・デモ 

5.11 国際平和ビューロー（ＩＰＢ）が年次総会（ハ

ーグ）、日本原水協提案のユーゴ空爆即時停止を

求める決議採択 

5.12  国際平和会議「ハーグ平和アピール 1999」（オ

ランダ・ハーグ市）に広島・長崎両市長が出席し、

核兵器廃絶と恒久平和実現を求める「ヒロシマの

願い」を訴えた 

5.12  「ハーグ平和アピール 1999」にあわせ、ピー

スメッセンジャー都市国際協会と共催で「世界平
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5.19 「５・１９宣伝パレード」（大手前遊歩

道）3 名、夕刻「全大阪交流決起集会」（森

の宮アピオ大阪） 

 

 

 

5.24 小渕首相宛「新ガイドライン関連法＝戦争

法の参院強行採決に断固抗議する」抗議文 

5.25 第１２９回常任世話人会議、ハーグ世界平

和市民会議報告会（中西事務局長） 

 

 

6.8 ガイドライン連絡会運営委 

6.10 ガイドライン連絡会団体代表者会議 

6.16  原水協「99年世界大会学習会」（講師：

大川義篤氏） 

6.20 第 44 回大阪母親大会、非核・平和コーナ

ー展示参加 

6.23 「戦争法の具体化・発動・有事立法許

すな！ユーゴ空爆即時停止、安保廃棄、悪

法粉砕６・２３全国統一行動大阪集会」（剣

先公園）2500 人 

6.24 ガイドライン連絡会事務局団体会議 

6.25 堺市（フェニックス・ミュージアム）と懇談 

    （写真） 

6.29 第１３０回常任世話人会議 

6.30～７．７ 国民平和大行進府内行進 

7… 「シーページェント 99in ナニワ」で大

阪湾に艦船 25 隻、航空機 20 数機を動員し

た戦後最大規模の海上展示訓練強行（戦争

法の具体化） 

 

 

 

 

 

 

 

 

和連帯都市市長会議ハーグ会議」を開催（12 か

国：22都市、45NGO 参加） 

5.14 「戦争法阻止！ユーゴ空爆即時停止５・１４

中央集会」6000 人 

5.17  政府の米核搭載艦船寄港の容認を示す公文

書が見つかるも、「非核三原則は守られている」

との従来通りの見解に終始 

5.20 核積載米艦船の日本寄港に当たり 1963 年 4

月、大平外相（当時）がライシャワー大使に「了

解」していたとする核密約が発覚、横須賀の核空

母母港化に道を開く 

5.21 陸・海・空 20 団体・労組の呼びかけ「スト

ップ戦争法！５・２１大集会」（明治公園）5万人 

 大阪から 300 人上京団 

5.24 自自公三党、新ガイドライン関連法＝戦争法

を参院で強行採決、成立 

6.5 非核全国の会第 14回全国総会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.7 日本原水協、「核兵器のない 21 世紀のため国

民的な対話・交流・共同」よびかけ発表 

7.8 地方分権一括法および１府 12省庁に再編する

「中央省庁改革関連法」成立 

7.12 財界、連合系労組、学者、マスコミ関係者等

による「新しい日本をつくる国民会議」（略称・

21世紀臨調）結成、憲法改悪論議の促進のねらい 

7.13 オーストリア国民議会は同国の非核化を憲

法に明記することを承認、領土内の核兵器禁止と

原発建設禁止が中心 

7.14 東京都議会、米軍横田基地の返還を求める意

見書を全会一致で採択 

7.21 米シンクタンク・ノーチラス研究所は、核搭

 

▲堺市立平和と人権資料館と懇談（6.25） 
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7.21 第１３１回常任世話人会議 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.2 「ピースインおおさか」（市立社会福祉

会館）、海外代表ベトナム、英、米３人代表 

8.3～9 「原水爆禁止 1999 年世界大会」20

カ国 6国際組織 67人の海外代表、大阪から

代表団ら国際会議４人、長崎大会 488 人、

佐世保基地調査動く分科会に 100 人参加、

広島 39人 

 

 

 

 

8.25 ガイドライン連絡会事務局団体会議 

9.7 ガイドライン連絡会「学習会」 

9.9 第１３２回常任世話人会議 

 

 

9.22 ガイドライン連絡会街頭宣伝 

 

 

 

10.1 未臨界核実験で米国領事館へ抗議 

10.3 「あいば野大集会」大阪から 90人 

 

10.7 ガイドライン連絡会事務局団体会議 

 

 

 

 

 

 

 

載米艦が 60年代から 70年代に「日本政府は黙認」

し定期的に寄港していたと公表 

7.24 ＡＳＥＡＮ外相会議は東南アジア非核地帯

条約実行に向け初の会合 

7.27 99 年版防衛白書は戦争法具体化に踏み込み

有事法制の「検討」を明記 

7.29 憲法調査会設置のための国会法「改正」案が

成立 

8.1 1963 年 4 月に当時の大平外相とライシャワー

大使が「核兵器搭載艦船の寄港、通過は事前協議

の対象外」と確認していたことを示す米側報告文

書が明らかになる 

8.5 「壊すな憲法、『日の丸・君が代』法制化反対

集会」（日比谷野音）4000 人 

8.6 「核兵器も紛争もいらない」を合言葉にイン

ド 3000 人が平和行進 

8.7 米原子博物館は日本原水協の抗議に、原爆を

象ったピアスの販売を中止 

8.9 「日の丸・君が代」を「国旗・国歌」とする

法案成立 

8.22 米国防総省 99 年版国防報告によると、日本

の米軍駐留費負担は 21 か国同盟国の合計を上回

る額になっていたことが判明 

9.12  米朝高官協議、共同声明公表、北朝鮮のミサ

イル発射は当面回避 

9.18  韓国大統領、米国の対北朝鮮経済制裁緩和を

「重大な出発点」と評価、太陽政策の成果を強調 

9.30 茨城・東海村の核燃料製造会社 JCO で「臨界

事故」発生、31万人に退避命令、被曝でのち 2人

死亡 

9.30  米、ネバダ核実験場で通算 7回目の未臨界核

実験実施 

10.5  ロシア安全保障会議、1997 年度版に代わる新

しい「国家安全保障の概念」を承認、核と通常戦

力の増強に力点がおかれている 

10.8  米国エネルギー省、東海村臨界事故に同省の

専門家チームを日本へ派遣と発表 

10.8  ＣＴＢＴ発効促進会議、条約未批准・未署名

国に早期批准を要請する最終宣言を採択、米国政

府・民主党は上院でＣＴＢＴ早期批准を事実上断
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10.14 関西空港軍事使用問題で大阪府航空

対策室へ申し入れ＆15日大阪府申し入れ 

10.16  原水協、京大熊取原子炉実験所＆原子

燃料工業所見学会、20人 

10.18 ガイドライン連絡会事務局団体会議 

10.18 科学者会議「東海村臨界事故、緊急学

習会」（エルおおさか） 

10.20 第１３３回常任世話人会議、西村防衛政

務次官の「核発言」抗議、ミニ学習会「東海村Ｊ

ＯＣ臨界事故とは？」（講師：青山常任世話人） 

10.21 周辺事態法施行で大阪市と第2回懇談 

10.21 「戦争法の発動許すな！あいば野日米

合同演習反対、安保廃棄１０・２１全国統

一行動大阪集会」（難波宮公園）4000 人 

10.23 「つたえようヒロシマ・ナガサキー核

兵器のない21世紀を！国連軍縮週間のつど

い」（ピースおおさか）原水協主催、講演：

齋藤忠臣氏、プレ企画「ピースおおさか見

学会」（案内小山仁示関大教授） 

10.23 「あいば野日米合同演習抗議集会」

1200 人、大阪から 100 人 

10.28 「９９日本平和大会・国際シンポジウ

ム」、29～30日「９９日本平和大会＝岩国」

大阪代表団 36名 

 

 

 

11.10  米、未臨界核実験に抗議電 

11.13 原水協関西各府県主催、非核の政府各

府県協賛「新しい非核・平和の自治体づくりを考

える関西のつどい」（京都府中小企業会館）講

演佐藤光雄氏 

 

12.2 第１３４回常任世話人会議 

12.5 非核の会近畿交流会（滋賀の会よびかけ） 

12.5 「日米合同指揮所演習反対伊丹大集会」

（伊丹）1500 人、大阪から約 30人 

念 

10.13 米上院、ＣＴＢＴ批准承認案を賛成 48反対

51で否決、条約発効に重大な障害 

10.13  台湾が 96年から目指したとされる核兵器開

発の経緯と、阻止を試みた米国の外圧の一端を示

す米国務省文書が初公開 

10.14  河野外相、米上院ＣＴＢＴ否決に「憂慮す

べきこと」と。中国外務省、国連事務総長、など

遺憾表明 

10.14  東海村臨界事故の全容調査のため、ＩＡＥ

Ａ専門家チーム来日 

10.19  小渕首相と西村防衛次官の週刊誌の対談で

日本も核武装が必要と発言→西村氏辞任 

10.19 解禁された米国防総省資料、施政権返還直

後まで沖縄には核兵器 1200 発配備されていたこ

とが判明 

10.23 「普天間基地・那覇軍港の県内移転反対県

民集会」（宜野湾市）1万 2000 人 

10.31  米国エネルギー省よびかけ、世界各国の使

用済核燃料を共同保管する構想を巡る初の国際

会議開催、参加国 30カ国 

11.4  国連総会第 1委員会、核兵器禁止条約の交渉

を求めるマレーシア決議を採択（賛成 98、反対

27、棄権 21（日本含む） 

11.5 国連総会第 1委員会、米ロ間の弾道弾迎撃ミ

サイル制限条約を維持し、全米ミサイル構想に反

対する決議を採択 

11.9  米、8回目の未臨界核実験を実施 

11.9 新アジェンダ決議採択、賛成 90、反対 13、

棄権 37（日本含む）、同日、究極的廃絶の日本決

議採択、賛成 128、反対 0、棄権 12 

11.10 全労連など「くらしと雇用、平和・民主主

義を守れ！国民要求実現国民大集会」（明治公園）

1万 8000 人 

11.27 非核全国の会「日米核密約と新ガイドライン」シ

ンポジウム 

12.1 国連総会、新アジェンダ連合決議、使用禁止

決議などを採択 

12.20 ＡＰ通信、20世紀の 20大ニュースを発表、

広島・長崎への原爆投下が「第 1位」 
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12.21 米メディア博物館「ニュージアム」来館者

投票でも、広島・長崎への原爆投下が「第 1位」 

  

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

00

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

00

年 

1.13 合同演習に際して大阪空港に米軍機飛

来（31日まで 10回） 

1.17 ガイドライン連絡会「学習会」（国労会

館） 

1.20 第１３５回常任世話人会議 

2.2  革新懇「戦争への協力に反対し、憲法と

平和を守る大阪府政を」緊急アピール 

2.4 アメリカの臨界前核実験に抗議、ロシア

の臨界前核実験に抗議 

2.11 「建国記念の日不承認、平和と民主主

義を考える府民のつどい」（天王寺区民ホー

ル） 

2.12～13 「関西原水協学校（大阪）」（サン

ヒル柏原）講演「世界はどうなる･･･アメリ

カの世界戦略と反核運動」新原昭治氏 

2.24 第１３６回常任世話人会議 

2.28～3.1 「2000 年ビキニデー集会」（静岡）、

大阪 46人、岸和田の川崎隆氏が特別報告 

 

 

3.7 大阪平和第7回常任理事会 ※太田大阪

府知事の「新ガイドライン」協力姿勢、米

国大使と大阪総領事による「非核神戸方式」

撤回策動（神戸市訪問）※沖縄名護支援「大

阪安保の「激励・交流訪問団」 

3.11 非核大阪の会第 14 回総会（大阪グリーン

会館）記念講演「非核の港湾・非核の自治体 

ガイドライン問題を考える」講師：市橋克哉氏 

3.17 京橋駅ロングラン宣伝行動 

3.18 米国領事館へ未臨界核実験抗議行動 

3.18 「非核神戸方式」決議２５周年記念集会 

3.22 自衛艦四隻大阪湾入港・抗議行動（天

保山公園） 

3.22 クリントン米国大統領宛「未臨界核実験抗

議文」送付 

3.25 原水協第 38回総会（府社会福祉会館） 

 

 

 

1.20 通常国会開幕、国会に憲法調査会設置される 

1.23 「日米合同指揮所訓練反対集会」（伊丹）3000

人参加、基地包囲行動 

2.2 米中央情報局（ＣＩＡ）のテネット長官、北

朝鮮のテポドン２号は核搭載可能と言明 

2.3 米国、９回目の未臨界核実験 

2.8 長崎市は広島市との共催で、7月に開かれる九

州・沖縄サミット開催時にあわせて、沖縄県で「原

爆展」を開催すると発表 

 

 

 

2.29 ３・１ビキニデー日本原水協全国集会（静岡）

パネル討論「核持ち込み密約」議論 

 

 

 

 

 

3.8 2000 年世界女性行進スタート、銀座デモ 

3.8 不破日本共産党委員長、国会で「党首討論」

において日米核密約問題で小渕首相を追及→4 月

13 日不破氏、60 年日米安保条約改定時の日本へ

の核持ち込み日米間秘密取決めの全文を明らか

にする 

 

3.17 沖縄・名護に新基地つくらせない大集会（東

京）4000 人 

3.22 国連バルカン環境問題特別調査団、ＮＡＴＯ

ユーゴ空爆時に劣化ウラン弾を 3万 1千発使用し

たと発表 
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講演「反核平和運動で思うこと」講師：坂

井尚美氏 

4.7 米国領事館へ第 11 回目未臨界核実験抗

議行動 

4.12 第１３７回常任世話人会議、「ミレニアムポ

スター」企画検討 

4,14 吹田市長へ懇談申入れ 

4.21 オランダ軍艦大阪港に入港 

4.25 ガイドライン連絡会の駅頭宣伝行動 

4.28 大阪安保主催「ジュゴンの海は渡さな

い！名護と結ぶ４・２８のつどい」（国労会

館） 

4.28 大阪母親大会、助言者・司会者打合わせ

会議 

5.3 憲法会議主催「おおさか憲法まつり」（府

立青少年会館） 

5.16 森首相の「神の国」発言への抗議文 

5.17 原水協学習・活動者会議「日米核密約

真相解明 2000 年世界大会の成功をめざす」

（社会福祉指導センター）講師：岸本直美

氏、38人 

5.18 第１３８回常任世話人会議、「ミレニアムポ

スター」デザイン・テーマ決定 

5.21 第４５回大阪母親大会・第 5 分科会「子ど

もたちに核兵器のない平和な日本を手渡すた

めに」参加協力 

5.24 新ガイドライン施行１周年新ガイドライン・戦

争法反対御堂筋・集会デモ 

5.29 松谷訴訟支援オルグ来阪（松谷英子氏） 

 

 

 

 

 

 

6.8 「核密約」問題で大阪市港湾局と交渉 

6.30～7.7 国民平和大行進大阪府内通し行進

に海江田登美子常任世話人 

7.12 第１３９回常任世話人会議～国連ミレニア

ムフォーラム報告（いずみ市民生協）～ 

4.3 アナン国連事務総長、秋に開かれるミレニア

ムサミットに向け、核の危機を廃絶するための方

法を議論する国際会議開催を提案 

4.5 森内閣発足（自公保連立） 

4.7 森首相、有事法制の法制化検討に言及 

4.13 不破共産党委員長、60年に日米両政府間で合

意された日本への核持ち込みに関する秘密取り

決めの全文公表 

4.21 ロシア安保会議、先制核使用方針を明確にし

た「新軍事ドクトリン」を承認 

4.24 国連本部で核不拡散条約再検討会議始まる

（～5月 19日） 

 日本原水協ＮＰＴ再検討会議日本代表団派遣、大

阪から６人参加 

5.1 ＮＰＴ再検討会議で核保有５カ国は、核兵器

完全破棄を「究極目標」とする「共同声明」を発

表 

5.2 新アジェンダ連合は核保有５か国を「核廃絶

は義務、優先課題」と批判声明 

5.3 核不拡散条約（NPT）再検討会議（米国・ニュ

ーヨーク市）に代表団（長崎市長、広島市助役等）

を派遣し、各国政府及び国連関係者などに要請

（大阪原水協から６人） 

5.14 日本共産党調査チームは米国立公文書館な

どの文書から「ハイ・ギア計画」とよばれる核兵

器を沖縄から本土に運び、出撃する体制を明らか

にした 

5.15 森首相、「日本は天皇中心の神の国」発言 

5.20 ＮＰＴ再検討会議、「自国の核戦力の完全廃

絶を達成するという核保有国の明確な約束」を盛

り込んだ最終文書を採択 

5.22 「ＮＧＯミレニアム・フォーラム」が国連本

部で開幕、145 以上の国から千数百人の代表が参

加、日本からは被爆者ら約 100 人が参加 

5.26 「神の国」発言で森首相が釈明会見、発言撤

回を拒否 

6.3 森首相、「国体護持」発言（奈良） 

6.13 韓国金大中大統領が北朝鮮を訪問、歴史的な

両国首脳会談がおこなわれる→15 日、和解と統

一、緊張緩和と平和定着などの「宣言」に署名 
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7.13 吹田市長（阪口善雄市長）と自治体懇談 

7.15  革新懇総会、結成 20周年記念レセプシ

ョン 

7.19～20 沖縄嘉手納基地包囲行動 

7.25  ガイドライン連絡会、宣伝行動 

8.1  「海外代表と語ろうピース・インおおさ

か」海外代表、米・フィリピン３人 

8.2～9 「原水爆禁止 2000 年世界大会」海外

20 カ国 34 団体、8 国際・地域組織 76 名参

加、「核兵器のない世界へーいますぐ力と行

動を」国際会議宣言、「核兵器廃絶の明確な

約束」の実行をよびかける「国連および各

国政府への手紙」などを採択、大阪から国

際会議４人、広島大会 488 人、代表団構成

で 20歳代の青年が 5割を越え、閉会総会で

パフォーマンス、長崎２人   写真 

8.7 日本科学者会議大阪支部と団体懇談 

8.18  米未臨界核実験強行に米領事館へ抗議

行動 

8.23 第１４０回常任世話人会議 

8.25 ガイドライン連絡会、京橋宣伝行動 

9.1  「アジアの平和を考える９・１学習交流

集会」（元インド大使野田英二郎氏講演） 

9.6  ロシア未臨界核実験に抗議打電、 「ミレニ

アムポスター」協力の申入れを各団体に 

  

9.20  第１４１回常任世話人 

※９月より非核大阪の会ホームページ開設 

 

 

 

 

10.3  米イージス艦「ヴィンセンス」入港抗議昼休

みデモ、南港接岸抗議（５，６も） 

10.6 米イージス艦「ヴィンセンス」入港抗議行動

（大阪港） 

 

10.19 核兵器廃絶・平和・民主主義を求める

世界女性行進 

 

6.21 米軍の元将軍などの退役軍人と宗教界の指

導者が、ワシントンで核兵器廃絶を求める「共同

声明」を発表 

7.6 ノーベル賞受賞した米科学者 50人が、ＮＭＤ

反対の書簡をクリントン大統領に送付 

7.8 日本平和委第 50回全国大会（横浜） 

7.18 長崎原爆症松谷訴訟、最高裁で 12 年越しの

勝利判決を勝ち取る 

7.20 米軍嘉手納基地を人間の鎖で包囲 

7.22 非核全国の会第１５回全国総会（中川氏） 

7.25 ＡＳＥＡＮ外相会談、「南北朝鮮の対話と統

一の支持、核保有国の非核地帯条約参加」などの

共同コミュニケを採択 

 

 

 

 

 

 

8.12 ロシア原潜「クルスク」沈没事故 

8.19 アメリカの臨界前核実験に抗議 

8.30 『朝日』新聞、独自調査により日米核密約を

告発、同日付『毎日』新聞（夕刊）でも核密約問

題をとりあげる 

9.-- 第５回世界平和連帯都市市長会議理事会を

開催（ドイツ・ハノーバー市） 

9.5 ロシアの臨界前核実験に抗議 

9.14 石原都知事、武器禁輸３原則を否定する憲法

じゅうりん発言 

9.29 神奈川県・岡崎知事、ＮＬＰ問題で大和・綾

瀬・藤沢・相模原・海老名・座間・横浜の各市長

と連名で「厚木基地での中止、硫黄島での実施」

を強く要請 

10.2 「ヒロシマ・ナガサキからのアピール」署名

が 6千万筆を突破 

10.3 米国務省は「テロに全面的に反対する」とし

た北朝鮮との共同声明を発表 

10.11 アーミテージ元米国防次官補らのグルー

プ、日本が集団的自衛権にふみだすよう、対日政

策を発表、有事法制の制定、改憲要求の「アーミ
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10.20 「戦争法の発動許すな！名護新米軍基

地建設反対！思いやり予算廃止！暮らしと

民主主義守れ！安保廃棄１０・２１全国統

一行動１０．２０大阪集会」（扇町公園）2500

人 

10.21～22 核戦争防止・核兵器廃絶を求める

医師・医学者のつどい 

10.24  原水協関西ブロック「在阪主要領事

館」要請行動（6カ国） 

10.25 第１４２回常任世話人会議 

10.28  「国連軍縮週間のつどい おおさかか

ら、核兵器のない 21 世紀を」（ピースおお

さか）講演「核兵器廃絶への道と国際平和」

黒沢満氏 

 

11.7 大阪高裁、京都市在住被爆者男性の原

爆症認定を求める「京都原爆訴訟」で勝利

判決 

11.8 京都原爆訴訟「国、厚生大臣は上告をや

め、原爆症と認定せよ」要請書送付 

11.11  非核大阪の会「非核運動の到達点と 21

世紀への展望

＝いま、核密約

はどうなってい

るか」（社会福

祉会館）講師：

笠井亮氏 写真 

 

11.17 自治体の非核平和に関する調査活動 

 

 

11.21  大阪空港への米軍機着陸に関して、大

阪空港長への申し入れ行動 

11.22 第１４３回常任世話人会議 

11.24 ガイドライン連絡会、京橋宣伝行動 

11.29  和泉市（稲田順三市長）と自治体懇談 

12.15 吹田市のコミュニティセンター協議会の学

習会「非核の世界への道」講師：中西事務局長 

12.15  米大統領宛「たび重なる貴国の未臨界

核実験強行に断固抗議する」打電と抗議行動 

テージ報告」 

10.16  国連ミレニアム総会（ニューヨーク）、日本

原水協代表団 21 人、大阪から 2 名（川崎隆・長

谷川友彦両氏） 

10.19 2000 年核兵器廃絶、平和・民主主義を求め

て世界女性行進 

 

 

 

 

 

 

10.31 国連総会、南北朝鮮の首脳会談を高く評価、

首脳会談宣言の完全実施を促す決議を全会一致

で採択 

11.1 新アジェンダ連合提案の核兵器廃絶決議、国

連総会第 1委員会で圧倒的多数の賛成で採択、日

本もはじめて賛成、従来の「究極的廃絶決議」案

に変えて「核兵器の全面廃絶への道程」と題した

決議案を提案（採択） 

11.2 戦争法（新ガイドライン法）施行後、初めて

の日米統合演習始まる 

11.3  「日米合同演習反対１１・３あいば野大集会」

（滋賀） 

11.17  「核兵器廃絶―地球市民会議ナガサキ」（長

崎）大阪から 1名参加 

11.20 第 55 回国連総会は、一連の核兵器廃絶決議

を採択、「新アジェンダ決議」は賛成 154、反対３、

棄権８ 

11.30～12.1 2000 年日本平和大会（沖縄） 

11.--   ロシアの臨界前核実験に抗議 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.12 英国外務省、北朝鮮との国交樹立を発表、
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12.16  非核の会第２回近畿交流会（兵庫）５名 

12.19  第１４４回常任世話人会議 

 

 

12.22～24 日本科学者会議第１３回総合学

術研究集会（関西大学）３名 

2000 年ではイタリア、オーストラリアに続く 

12.14 アメリカの臨界前核実験に抗議 

12.20 「朝日」、中曽根防衛庁長官（当時）が 1970

年 9月、有事核持ち込み容認発言をしたことを示

す秘密会談録を入手・発表 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 
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1.11  沖縄海兵隊員の猥褻事件に米政府へ抗

議（大阪平和、八尾、生野、高槻、貯金な

ど）、12付抗議文送付 

1.15  第１４５回常任世話人会議 

1.23  「ジュゴンと平和を守れ、米軍新基地

建設反対・名護～東京全国縦断平和連鎖行

動」（略称「平和キャラバン」）事務局団体

会議（平和、安保、労連） 

1.27～28 関西＆大阪原水協学校（兵庫・丹

波篠山）講演：上田耕一郎氏 

2.3 おおさか市民ネットワーク 10周年記念 

2.10 非核大阪の会第１５回総会、「新しい世紀

のはじまりにあたり」声

明 

 

 

2.11  「建国記念の

日」不承認２・１１大阪府民のつどい（府

社会福祉会館）「20 世紀から 21 世紀へー平

和・民主主義とこれからの日本」講師：浜

林正夫氏 

2.13 「劣化ウラン弾問題について日本政府への

申し入れ」送付 

2.14  英、領事館抗議電 

2.16  森首相宛「米原潜の宇和島水産高校実

習船衝突・沈没事件に関する日本政府への

要請」 

2.16  米領事館前抗議行動 

2.17  英国首相宛「米英軍によるイラクへの

一方的な武力攻撃に抗議する」送付 

2.21 第１４６回常任世話人会議 

2.28～3.1 「2001 年３・１ビキニデー」大阪

1.16 米国「2001 年国防報告」で「全面的優勢」の

達成を 21世紀の米軍目標 

1.19 沖縄県議会臨時本会議、続発する米兵犯罪に

米海兵隊兵力削減などを求める意見書を全会一

致可決 

1.26 ブッシュ米大統領「NMD（全米ミサイル防衛）」

推進言明 

1.29 米軍機のＮＬＰに苦しむ５市（岩国・大和・

綾瀬・福生・三沢）市長会議開催、訓練中止へ連

携確認 

1.31 米国「21世紀国家安全保障委員会」最終報告

発表。「冷戦」態勢継続へテロの脅威などを強調 

2.1 森首相、衆院本会議で「有事法制検討」撤回

せず、ＮＬＰ中止を米国に求めないと言明 

2.9 宇和島水産高校の実習船「えひめ丸」がハワ

イ沖で米原子力潜水艦に衝突され沈没、9 名行方

不明、米原潜救助活動せず 

 

2.14 在日米海軍、ＮＬＰ実施を通告、神奈川県と

周辺７市が在日米海軍司令官、厚木基地、日本政

府に中止要請（中止となる） 

2.15 沖縄・北谷町議会で米海兵隊の撤退を求める

県内初の決議採択 

2.16 米英、イラク首都周辺を空爆 

 

 

 

 

 

2.22 米空軍機、イラク再空爆 
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から 45人 

3.6 ジュゴン平和キャラバン来阪 

3.23 大阪母親大会実行委員会 

3.28 第１４７回常任世話人会議 

 学習会「沖縄への新米軍基地建設反対運動と

全国縦断平和キャラバン」（竹馬稔大阪安保事

務局長） 

3.31  原水協第 39回定期総会、講演「非核大

阪湾をめざしてー非核神戸方式の前進を

ー」梶本修史氏 

4.6  町村文科相宛「侵略戦争を美化する教科

書の検定合格に断固抗議し、教育現場への押

しつけに反対する」抗議文送付 

4.7 「ジュゴンと平和を守れ４・７御堂筋パ

レード」（中之島野音からナンバ）（写真） 

 

 

 

 

 

 

4.17 堺市との自治体懇談   （写真） 

4.26 第１４８回常任世話人会議 

 学習会「軍隊を持たない国コスタリカ訪問記」

（梅田章二氏） 

5.3 憲法会議「大阪憲法まつり 2001」（エル

おおさか） 

5.22 第１４９回常任世話人会議 

 

 

6.5  原水協「2001 年世界大会学習会」（府社

会福祉会館）「国際政治を動かす原水爆禁止

運動」講師：高草木博氏 

 

 

 

 

6.22 第１５０回常任世話人会議 

6.22 「安保６・２３宣伝行動ＪＲ環状腺全

駅頭宣伝行動」 

3.10～4.28 「ジュゴンと平和を守れ、新基地建設

反対、名護～東京平和キャラバン」 

3.16 「新しい歴史教科書をつくる会」主導の侵略

戦争美化の教科書について、大江健三郎ら１７氏

が「教科書として認められるものでない」と声明 

3.18 非核「神戸方式」決議 26 周年記念集会（神

戸） 

3.19 日米首脳会談（ワシントン）森首相、共同声

明でＮＬＤ支持など合意 

3.23 自民党国防部会、集団的自衛権行使を憲法上

可能とする政策提言を発表 

3.23 米軍機による爆音被害が深刻な大和市議会

で「米空母横須賀母港解消を」決議採択（神奈川

県内自治体で同種の決議あいつぐ） 

4.2 米攻撃型原潜シカゴが佐世保港に事前通告な

しで入港 

 

 

 

 

 

 

4.29 小泉首相、記者会見で憲法 9条改定を強調（26

日小泉政権発足） 

5.1 ブッシュ米大統領、軍事政策演説で弾道迎撃

ミサイル（ＡＢＭ）制限条約廃棄とミサイル防衛

システム早期配備を強調 

5.19 非核全国の会第１６回総会 

5.25 厚労省の諮問機関「疾病・障害認定審査会原

子爆弾被爆者医療分科会」は、原爆症認定の新し

い審査方針を決定 

5.27 新潟・刈羽村で初の原発プルサーマル計画の

賛否を問う住民投票、「計画反対」が過半数に 

6.11 独政府と電力業界は、現在 19 基ある原発を

2021 年までに漸次廃止と調印 

6.15 中国、ロシア、中央アジア諸国による 6カ国

首脳会議、米国のミサイル防衛構想に反対で一致 

6.16 ブッシュ・プーチン両首脳初の会談（スロベ

ニア）、プーチン大統領、ＡＢＭ（弾道弾迎撃ﾐｻｲ

ﾙ）制限条約の修正に応じない従来の立場を強調 
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6.26 中谷元防衛庁長官宛「航空自衛隊機の

『誤射』事件に抗議する」送付 

 

 

 

7.6 貝塚市長との懇談 

7.11 米国の「ミサイル防衛計画」反対、迎撃実

験抗議 

7.13 米国のミサイル防衛計画中止を求める

要請行動（米領事館） 

7.13 ガイドライン連絡会事務局団体会議

（大阪労連） 

7.16 ブッシュ米大統領宛「ミサイル迎撃実

験の取りやめ、『ミサイル防衛』計画の即時

中止を要求する」送付 

7.16 小泉首相宛「日本政府はアメリカの『ミ

サイル防衛計画』に反対し、迎撃実験に抗

議せよ」文を送付 

7.23 郭貴勲氏の件での大阪地裁の判決への控

訴を取り下げ、国家補償に基づく被爆者援護の

実施をするよう求める要望書 

8.2 「海外代表と語ろうピースインおおさ

か」（市社会福祉センター）米国・フィリピ

ン３人 

8.3 講演会「軍隊のない国コスタリカから」

（ドーンセンター） 

8.3～9 「原水爆禁止 2001 年世界大会」海外

24カ国 37団体、６国際・地域組織、政府・

自治体６名を含む 59名参加、大阪から７人 

8.6 「原水爆禁止 2001 年世界大会・広島」

64 人、8日～9日 「原水爆禁止 2001 年世

界大会・長崎」（長崎）、大阪 396 人 

 

 

 

 

 

 

8.28 第１５１回常任世話人会議 

 

6.18 日米外相会談、田中外相が米国のミサイル防

衛計画に「理解」を表明 

6.25 米国 37都市とロンドン・ジュネーブ・広島・

長崎など世界主要都市の市長が賛同した米ロに

核兵器廃絶を求める声明が全米市長会議で公表 

6.30 ブッシュ・小泉初の首脳会談（キャンプデー

ビット）で日米同盟の永続化を確認 

6.30 日本平和委第 51回全国大会（埼玉） 

 

 

 

 

 

7.16 江沢民中国国家首席とプーチン大統領会談、

「中ロ善隣友好条約」締結、米国のミサイル防衛

構想反対を確認 

 

 

 

7.24 ＡＳＥＡＮ外相会議、共同コミュニケを発表

し閉幕、核保有国に核兵器廃絶への努力強化要

求、南北朝鮮の和解に期待表明 

8.-- 第５回世界平和連帯都市市長会議を開催（広

島市、長崎市）（28 カ国 105 都市、2 団体参加)

名称を「平和市長会議」に 

8.1～2 「ハーグ平和大会記念早稲田国際シンポジウ

ム」（日本反核法律家協会・国際反核法律家協会・早

稲田大学）中西事務局長参加 

8.4～6 ＩＡＬＡＮＡ国際シンポジウム（広島弁護

士会館）「東アジアにおける平和の創造―非核地

帯・地域的安全保障・市民と法律家の役割」 

8.10 米英軍、イラク南部の防空施設を空爆（最大

規模） 

8.22 米軍基地のある 14 都道府県の知事でつくる

渉外知事会（会長は神奈川県知事）は、日米地位

協定の見直しを迫る要望書を国に提出 

8.28 米第 7艦隊 5隻が、姫路・和歌山・名古屋・

清水の４港に入港、新ガイドラインの具体化と非

核「神戸方式」つぶしの行動 

9.3 横須賀、佐世保での米核積載艦船の長期寄港
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9.21 小泉首相宛「９・１１同時多発テロ要

請書」、ブッシュ大統領宛「９・１１同時多

発テロ要請書」送付 

9.21 「同時多発テロに抗議し、ブッシュ政

権による報復戦争に断固反対する」緊急昼

デモ 

9.26 「平和憲法を守れ、テロも報復戦争も

許さない２００１年大阪女性」行進準備会 

9.27 第１５２回常任世話人会議、「戦争とテロ、

この市民殺戮の無限連鎖を絶て」の声明採択 

9.27 米国の臨界前核実験に抗議（米領事館） 

10.2 ガイドライン連絡会学習交流集会（国

労会館）＊「戦争法の具体化はいま・航空

現場からの報告」（村中哲也氏・航空労組連

絡会）など 

10.3～5 「日本平和大会」協力要請団体回り 

10.4 「憲法９条まもれ、テロも報復戦争も

許すな」女性行進 

 

10.19 第１５３回常任世話人会議 

10.21 「核軍縮フォーラム、21世紀を平和に

～核兵器廃絶への確かな道筋～」国連軍縮

週間の催し（ピースおおさか） 

10.22 「日米安保体制 50 年テロ糾弾、報復

戦争反対！自衛隊の参戦許すな！…安保廃

棄１０・２２大阪集会」（扇町公園）4000

人 

 

 

時に、核兵器「陸揚げ」を実施していたことが 1963

年機密電報で明らかになる 

9.11 米国で同時多発テロ事件、12日ブッシュ大統

領「新たな戦争」と表明、米国上下両院は反対１

人で「テロ根絶の戦争決議」採択、15日ブッシュ

大統領「国家非常事態宣言」発令 

9.12 国連安保理、「テロ攻撃を最も強く明確に非

難」の 1368 決議全会一致で採択 

9.12 ＮＡＴＯ理事会、外部からの攻撃に共同対処

をきめた条約５条を発動する方針を決定 

9.19 小泉首相、与党党首と会談、米国が報復攻撃

に踏みきった場合、支援活動のため自衛隊派遣な

ど「7項目」合意 

9.20 Ｇ８は「犯人を法のもとで裁きテロと戦う国

際協力を」緊急声明発表 

9.21 米軍横須賀基地を母港にする空母キティホ

ークが出航、海上自衛隊の護衛艦が護衛 

9.24 アナン国連事務総長、国連総会で「法にもと

づき裁きを。暴力の道拒否しよう」と訴え 

9.26 ブッシュ政権初の未臨界核実験強行 

9.27 衆院本会議、軍事報復後押しの「テロ問題国

会決議」を自公保与党３党と民主党の賛成多数で

決議 

9.27 非核全国の会、国連総会を前に核兵器廃絶とテ

ロ問題で日本政府に申し入れ 

9.28 「テロも戦争も許さない緊急中央集会」（東

京・日比谷野外音楽堂）4000 人 

10.8 米英軍、アフガニスタン・タリバン政権に対

して空爆・報復戦争開始 

10.11 国連軍縮問題顧問会議、「核兵器廃絶のみが

核戦争の危険を除去する」と国連総会に報告 

10.18 衆院本会議、「報復戦争参加法案」与党 3党

などの賛成多数で可決 

10.21 アジア太平洋経済協力会議、テロは「法の

裁きに」「国連主役で」の宣言・声明を発表 

10.23 「参戦法反対、大リストラ、医療改悪に反

対する国民大集会」（東京・明治公園）2万 5千人 

10.24 エジプト・ムバラク大統領、米国の軍事報

復は支持せずと表明 

10.25 井上ひさし・澤地久枝・竹下景子さんら著
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10.30 小泉首相宛「抗議」文送付 

11.2 「平和憲法守れ」女性行進 

 

 

11.9 大阪安保よびかけ「米艦入港取りやめ」

大阪市申し入れ行動 

11.10 原水協「核兵器廃絶の明確な約束を求

めるシンポジウム」（此花会館）＊黒澤満氏、

齋藤忠臣氏・東谷敏雄氏 120 人 

 

11.17 日本生協連主催「国際法からみた同時

多発テロとアフガニスタンへの武力行使」

（講師：中西事務局長） 

11.28 第１５４回常任世話人会議、学習会「同

時多発テロの歴史的背景について」（講師：中

川益夫氏） 

 

 

 

 

12.13 アメリカ未臨界核実験の中止を要請（アメ

リカ領事館） 

12.15 非核の会近畿ブロック交流会（奈良）６名 

12.25  大阪宗平協結成 10 周年記念のつどい

（ホテル日航大阪）講演永六輔氏 

名人 193氏がテロ根絶と法と理性による解決を求

める共同アピール発表 

10.29 「テロ対策特措法」（報復戦争参加法）自民・

公明・保守の与党３党などの賛成多数で成立 

10.30 国連総会第 1 委員会、核兵器廃絶条約締結

交渉開始を求める決議を採択（日本は棄権） 

11.5 ＡＳＥＡＮ第 7回首脳会議は「反テロ宣言」

を採択 

11.9 海上自衛艦 3隻、戦後初の戦闘地域インド洋

へ出動 

11.13 包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）第２回

発効促進会議、同条約の早急な批准と条約の目的

を阻害する行為を慎むよう』求める「最終宣言」

を採択（米国は会議ボイコット） 

11.16 政府はテロ対策特措法にもとづき米軍支援

の「基本計画」を決定 

11.24 非核全国の会「非核自治体運動シンポジウム

『非核自治体運動の新たな発展を』 

11.25 報復戦争参加法にもとづき、横須賀・呉・

佐世保より自衛艦 3隻インド洋へ出動 

11.29～12.2 「2001 年日本平和大会ＩＮ沖縄・名護」

1700人、大阪から 56名 29日国際シンポ 

12.6 ＰＫＯ法改悪法案が参院外交防衛委員会で

与党 3党、民主党の賛成多数で可決 

12.13 米国、ロシアにＡＢＭ制限条約からの一方

的離脱を通告 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

02

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

02

年 

 

1.16 第１５５回常任世話人会議 

1.26～27 関西・大阪原水協学校（滋賀県琵

琶湖いこいの村）講師：安斎育郎氏 

2.7 第１５６回常任世話人会議 

2.8 大阪平和「全国一斉行動」（上六） 

2.11 「建国記念の日」不承認のつどい 

2.11  有事法制反対いっせい宣伝行動（大阪

駅前）他７ヶ所 

2.14 ブッシュ米大統領宛「米・英政府によ

る未臨界核実験の中止を求める抗議文」送

付、ブレア英国首相にも送付 

1.9 米政府、8年ぶりの核態勢見直し概要発表 

1.16 防衛庁、テロ特措法にもとづき米艦船への洋

上補給実績を発表（12／２～１／15まで 22回） 

1.29 ブッシュ大統領、一般教書演説で北朝鮮・イ

ラン・イラクを「悪の枢軸」と名指し非難 

1.31 北朝鮮、ブッシュ演説は「事実上我々への宣

戦布告」と声明 

2.7～10 日本平和委「空爆やめよ、アフガン救援、

報復戦争の拡大反対全国一斉行動」 

2.14 米英両国、初めての共同未臨界核実験「ビト」

実施 
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2.21 非核大阪の会第１６回総会（大阪グリーン

会館）記念講演「国際法の今日的意義～核兵

器・テロ・報復戦争」（藤田久一関西大学教授） 

                       写真 

 

2.28～3.1 「2002 年３・１ビキニデー集会」

（静岡・焼津）55名（うち平和 20名） 

 

3.2 大阪母親連絡会平和部会 

3.7  有事法制を許さない学習討論集会（国労

会館）宮本岳志参議院議員、１３０人 

3.14 第１５７回常任世話人会議 

3.18 「戦争と核兵器使用の米世界戦略を許さな

い」声明文を小泉首相・ブッシュ米大統領に送

付 

3.22 大阪安保「有事法制反対府下いっせい

宣伝行動」 

3.24 大阪港への自衛艦入港抗議 

3.26 小泉首相宛「有事法制の国会への上程

をするな」抗議文送付 

3.26  有事法制問題７団体協議会、連絡会結

成を確認 

3.30 原水協第 40回定期総会（社会福祉指導

センター）講師：東谷敏雄氏 

3.31 「いのち・くらし・憲法守れ！府民大

集会」（大阪城公園）3万人 

4.12 「米第 7 艦隊旗艦ブルーリッジの大阪港入

港を許さない抗議・申入れ行動」大阪市、米国

総領事館 （写真） 

4.12 憲法会議女性連絡会「憲法守れ・有事

法制反対集会」 

4.14  米艦ブルーリッジ大阪港入港抗議行動

（天保山公園）29名 

4.16 「有事法制反対大阪連絡会」結成（大

阪グリーン会館） 

4.18 第１５８回常任世話人会議、「国民を戦争

への道に駆り立てる有事法制に反対する」声明

文決議、25 日衆参議員及びマスコミ、政党本

部に送付 

2.18 日米首脳会談、米側は同時多発テロ発生後の

日本の支援に感謝、今後の協力に期待 

 

 

 

 

 

2.27 「核の時計」２分進み、残り７分に 

2.28 米国厚生省、「核実験の灰による被害で 1951

年以降 1万 5千人が死亡」との報告書 

3.1 ベルギー政府、閣議で 25年までに原発全廃方

針を決定 

 

 

 

 

 

3.22 「有事法制を許さない！中央集会」（東京・

日比谷野音）雨の中 3500 人 

 

 

 

 

 

4.8～19 ＮＰＴ再検討会議準備委員会（国連本部）

開催、米国が核使用政策への傾斜を強めているこ

とに対して多くの国の代表が懸念を表明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.16 政府は臨時閣議で「有事３法案（武力攻撃事

態法案・安全保障会議設置法改正案・自衛隊法改

正案）」を閣議決定、翌 17日に国会提出 
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▲6.6 有事法制反対京橋ロングラン宣伝 
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02

年 

4.22 米軍機の大阪空港着陸についての空港

事務所へ要請行動 

4.24  自衛艦大阪港入港抗議行動 

4.24 「有事法制反対５・２０関西集会」実行委員

会参加 

4.27～28 「大阪連絡会」自動車宣伝行動 

4.30 「大阪連絡会」府下一斉宣伝行動 

5.3 おおさか憲法まつり（エル大阪） 

5.3～4 ピースエッグ inおおさか（大阪信太

山青少年センター）、青年学生部が有事法制

反対のＴシャツ作成 

5.8 「大阪連絡会」学習会、同事務局会議 

5.14 「大阪連絡会」団体・地域代表者会議

（国労会館） 

5.16 法曹６団体「ストップ戦争遂行法 有

事法制に反対する市民集会」（弁護士会館） 

5.17 「有事法制反対府下一斉宣伝行動」（天

王寺） 

5.18 原水協「世界大会成功のための学習会」

（社会福祉センター）講師：沢田昭二氏 

5.20 有事法制反対５・２０関西集会（扇町

公園）、港湾労組など労働組合の枠をこえた

よびかけによる集会 7300 人 

5.21 「大阪連絡会」大阪府・市へ申し入れ

行動 

5.23 題１５９回常任世話人会議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.30 「有事法制反対府下一斉宣伝行動」（近

鉄布施） 

4.19 陸海空港湾労組と宗教者団体のよびかけに

よる「ＳＴＯＰ！有事法制４・１９大集会」（日

比谷野音）で開催 5000 人 

 

4.26 武力攻撃事態法案など有事３法案が衆院本

会議で審議入り 

 

 

5.3 「生かそう憲法、高くかかげよう９条 許す

な有事法制」集会（東京日比谷公会堂）開催、志

位共産党委員長、土井社民党党首らがスピーチ 

5.7 有事法制３法案、衆院特別委員会で審議入り 

5.9  日本原水協フィジー調査訪問団、大阪から岸和

田・川崎隆ら２名派遣 

5.13 米ロ首脳会議、戦略核兵器の 3分の 1削減で

合意と発表、合意内容は核弾頭の貯蔵と新型兵器

に代替される危険性を含む 

5.17 政府、米報復戦争支援の自衛隊派兵を半年間

延長する閣議決定 

 

5.21 衆院有事法制特別委員会、与党３党が野党欠

席のまま公聴会開催日程を強行採決、24日には批

判の高まりで実施を「延期」 

5.23 野党４党首会談、有事３法案に結束して対決

することを確認、小泉内閣の即時退陣を求めるこ

とで合意 

5.24 ブッシュ大統領とプーチン大統領のモスク

ワ首脳会談で「戦略攻撃力削減条約」を調印、共

同宣言を発表 

5.24 「ＳＴＯＰ！有事法制５・２４大集会」（東

京・明治公園）開催、全国から４万人余、終日国

会要請、デモなど展開 

5.25 パキスタン、中距離弾道ミサイル「ガウリ２」

発射実験に成功、28日短距離弾道ミサイル「アブ

ダリ」発射実験成功 

5.26 パキスタン・ムシャラフ大統領「戦争の危険

は残っているが、先制攻撃はしない」ＴＶ演説、

28日インド・シン外相「核兵器第一不使用政策は

堅持」と会見 

5.31 福田官房長官、非核三原則の見直しの可能性
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02 

年 

5.31 憲法の平和原則を守る大阪女性連絡会 

6.2 第４７回大阪母親大会 

6.4 「大阪連絡会」団体・地域代表者会議 

6.5 有事法制反対大阪弁護士会デモ 

6.6 「有事法制反対京橋ロングラン宣伝行

動」（京橋） 写真 

6.6 「大阪連絡会」の公共団体申し入れ行動 

6.8  「未臨界核実験の強行に抗議し、今後い

っさいの中止を求める要請」米国領事館抗

議行動 

6.10 小泉首相に米国に対して抗議を要請 

6.11 「大阪連絡会」自治体訪問行動で和泉・

八尾・東大阪各市 

6.15 「大阪連絡会」、ブラスバンドを先頭に

御堂筋ピースパレード 

6.20 第１６０回常任世話人会議 

6.20 「大阪連絡会」地域・団体代表者会議

（国労会館） 

6.20 「有事法制に反対する旭区連絡会」結

成（旭区平和委が中心）毎水曜日宣伝行動、

7.5 署名宣伝行動、7.13 区内５コースでデ

モ行進 

6.22 大阪平和第４６回定期総会、記念講演

「憲法違反の『戦争国家法案』を断固廃案

にしましょう」講師：橋本敦氏 

6.30～7.7 国民平和大行進大阪入り(浅田、

前川２氏が通し行進者) 

7.4 有事法制反対宣伝行動（上六） 

7.5 「大阪連絡会」府下一斉署名宣伝行動 

7.12 「大阪連絡会」宣伝行動（市役所前） 

7.19 「７・１９中郵前宣伝行動」、中央集会

に 50人上京団派遣 

7.23 有事法制に反対するおおさか女性行進 

7.24 第１６１回常任世話人会議、「核実験被爆

地フィジー報告」（横山弘道氏） 

7.26 「大阪連絡会」府下一斉宣伝行動（京

橋駅前） 

7.30 高石市長と懇談 

8.1 「海外代表と語ろうピースイン大阪

2002」（市立社会福祉センター）海外代表マ

に言及（国内外に波紋、6.6 参院内閣委で「原子

力基本法とＮＰＴがあり、我が国は核兵器を保有

できない」と答弁） 

5.31 長崎市長、米国イージス艦入港に対し、「被

爆国の願いに理解を示さない米国」と怒り・憂慮

を表明 

6.3 米国エネルギー省、通算 17回目の臨界前核実

験を 5日に実施発表（7日実施）→抗議 

6.7 米国、未臨界核実験実施、ブッシュ政権下で

４回目 

6.12 Ｇ８外相会議、包括テロ防止条約と核テロ防

止条約の締結への努力で一致 

6.13 ＡＢＭ条約が失効、米大統領「ミサイル防衛

配備」への決意を表明、14日ロシア外務省、米国

のＡＢＭ脱退をうけ、ＳＴＡＲＴⅡ履行義務を公

式に放棄する声明を発表 

6.13 「医療改悪・有事法制反対・会期延長許すな」

中央集会（日比谷野音）開催 4000 人 

6.16 「ＳＴＯＰ！有事法制全国大集会」(代々木

公園)６万人、大阪から 170 人参加 

6.21 ロシア原子力省、北極圏ロシア領ノバヤゼム

リャ島に核廃棄物貯蔵場建設を最終承認 

6.24 米海軍主催「環太平洋合同演習（リムパッ

ク）」開始、海上自衛隊含む 8カ国参加 

6.29～30 日本平和委第 52回全国大会（名古屋） 

6.29 韓国と北朝鮮艇、朝鮮半島西岸沖の黄海で一

時銃撃戦（韓国は北朝鮮側の先制攻撃と声明、30

日北朝鮮は謝罪拒否、7.1 小泉首相と金大中大統

領の首脳会談で太陽政策の維持確認） 

7.1 国際刑事裁判所設立条約が発効（これに先立

ち米国はＰＫＯに参加する米兵の免責要求をし、

国連安保理で拒否されると、ボスニア・ヘルツエ

ゴビナＰＫＯの任務延長に拒否権を発効） 

7.19 「有事法制・医療改悪緊急全国集会」（東京・

国会前座り込み～明治公園）3万 5千人 

7.27～28  日本母親大会（福岡）20,500 人＊記念講

演「アフガンのものいわぬ民とともに－国際医療

協力 18年－」（中村哲氏） 

7.30 ＡＳＥＡＮ外相会議、テロとの戦い、朝鮮半

島の和平促進などの共同コミュニケ採択 
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ーシャル、フィジー、米国５名 

8.2～9 「原水爆禁止 2002 年世界大会」海外

24カ国 34団体、６国際・地域組織及び政府

代表４名の計 65名代表参加、大阪から４人

8.4～6（広島大会）、411 人、長崎３人参加 

                 

 

 

 

 

 

8.30 第１６２回常任世話人会議 

8.30 29 日アメリカの臨界前核実験に対してアメ

リカ領事館への抗議行動 

9.3 「大阪連絡会」団体・地域代表者会議 

9.11 「大阪連絡会」「平和を考える９・11

のつどい」（ヴィアーレホール） 

9.11  米国未臨界核実験抗議、9.27 も 

 

9.18 「大阪連絡会」駅頭宣伝行動（難波：

平和委責任） 

 

 

9.20 自衛艦４隻大阪港同時入港抗議行動 

 

 

9.24 第１６３回常任世話人会議 

9.27 アメリカの臨界前核実験に対してアメリカ領

事館への抗議行動 

 

10.8 「大阪連絡会」環状線全駅宣伝行動（寺

田町：平和責任） 

 

 

 

10.16 有事法制反対街頭宣伝行動（なんば：

平和委責任） 

10.17 「大阪連絡会」地域・団体代表者会議 

10.18 「大阪連絡会」臨時国会開会昼休みデ

モ 

 

8.7 国連軍縮京都会議が開幕（～9日） 

8.9 「長崎平和祈念式典」で伊藤一長市長、非核

三原則法制化を要求 

8.26 チェイニー米副大統領、イラクへの先制攻撃

を辞さない姿勢を強調、28日アーミテージ米国務

長官「イラク攻撃のための新国連決議必要なし」 

8.29 東京電力、原発点検記録を虚偽報告（29件の

トラブル隠蔽） 

9.6 第 2回原爆症認定一斉申請（被爆者 63名） 

9.8 平和をつくりだす宗教者ネットが呼びかけた

「平和憲法を堅持し、『有事法制』に反対する宗

教者平和共同宣言」に仏教者、キリスト教者ら

1400 人賛同 

9.13 小泉首相、国連演説で「安保理決議、早期に」

と対イラク制裁を督促 

9.17 小泉首相、訪朝し日朝会談、「平壌宣言」（国

交正常化交渉再開、植民地支配にお詫び表明、核

の国際合意遵守） 

9.19 「有事関連法案の廃案をめざす全国交流集

会」（東京） 

9.20 ブッシュ政権、新戦略「米国の国家安全保障

戦略」発表、敵国への先制攻撃容認 

9.23 第 4回アジア欧州首脳会議、テロとのたたか

いは「国連憲章と国際法に基づき」「国連を通じ

たアプローチで解決をはかる」議長声明を採択 

9.30 国連総会第1委員会開幕、新アジェンダ連合、

核軍縮決議案を提出 

10.7 米国アフガン空爆開始１周年、平和・市民団

体・宗教者などが米国大使館への抗議 

10.10 米下院、米大統領にイラク武力攻撃の権限

与える決議を賛成多数で可決（賛成 296、反対 133）

上院（賛成 77、反対 23） 

10.11 イラク政府、国連に査察履行迫る、12 日Ｗ

ＭＤ開発疑惑施設を外国記者団に公開し疑惑否

定説明 

10.12 フランスで世界に連帯して反戦・平和集会

（パリ）1万 5千人、その他 30都市約 5万人 

10.18  日本非核自治体協議会平和行政担当者研修

会（大阪・岸和田市） 

世界大会で活躍

する大阪の若者 
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10.21 「STOP！有事法制イラク攻撃 NO！１

０・２１統一行動大阪府民集会」（大手前遊

歩道）4000 人 

10.23 有事法制反対ロングラン宣伝（京橋） 

10.24  ピース大阪主催「国連軍縮週間記念事

業、平和を考えるセミナー」 

 

10.30 第１６４回常任世話人会議 

11.1 有事法制反対女性昼休みデモ 

11.9 「核兵器の使用を許すな 核兵器廃絶

を求めるシンポジ

ウム」（此花会館）

パネラー：黒澤

満・高草木博・田

城明各氏、120人 

11.12 泉佐野市へ懇談申し入れ 

11.20 有事法制反対街頭宣伝行動（なんば） 

11.27 有事法制反対街頭宣伝行動（京橋） 

 

12.3  泉佐野市長

（新田谷修司氏）

との懇談（写真） 

 

 

12.4 「大阪連絡会」駅前宣伝行動（ＪＲ福

島駅、阪急豊中駅） 

12.6 第１６５回常任世話人会議 

12.6 イージス艦インド洋派遣で政府・防衛

庁に抗議電送付 

12.7 「大阪連絡会」「有事法制反対・イラク攻撃

NO」ピースパレ

ード」（大阪城野

音） （写真） 

 

 

12.8 米軍機、大阪空港に飛来 

12.9 「イージス艦のインド洋派遣決定に抗議す

る」小泉首相・石破防衛庁長官に抗議文送付 

12.11 「大阪連絡会」駅前宣伝行動（ＪＲ堺

市駅、京橋駅） 

10.23 日本政府、国連第 1 委員会提出「核兵器の

全面廃絶への道」決議案（究極的廃絶の形式を変

えたもの）賛成 136 反対２（米印）棄権 13（新ア

ジェンダ諸国） 

10.23 日弁連が有事法制廃案を求め初の国会パレ

ード、弁護士 900 名 

10.26 イラク攻撃戦争反対・先制攻撃やめよ大集

会とデモ（ワシントン）20万人、同日サンフラン

シスでも 10万人 

11.9 イタリア・フィレンツェで米国の対イラク戦

争反対のデモ、100 万人参加 

11.13 イラクが国連安保理決議 1441を無条件で受

け入れ、大量破壊兵器の査察も受け入れを表明 

11.18 国連査察団先遣隊、イラク入り（27 日査察

開始） 

11.20～27 全国革新懇よびかけ「イラク攻撃、有

事法制反対、全国行動週間」集会・宣伝行動 

11.21～24 ２００２年日本平和大会（東京）、日本

平和大会閉会集会を兼ねた「イラク攻撃反対・有

事法制許すな」集会（日比谷野音）開催、4700 人

大阪から 46名 

11.28 小田実、鶴見俊輔氏ら呼びかけ、イラク攻

撃反対声明に学者・文化人など 695 名が賛同 

11.29 2002 年宗教者平和会議、米イラク攻撃と有

事法制反対、核兵器廃絶の共同行動アピール発表 

12.1 陸海空港湾労組 20 団体と宗教者のよびかけ

による「ＳＴＯＰ有事法制１２・１大集会」（東

京・代々木公園）2万 5千人 

12.2 北朝鮮がＩＡＥＡの核兵器開発放棄と核査

察受入れを要求する決議に拒否を表明 

12.4 政府が対米支援活動のインド洋にイージス

艦を派遣することを決定（16日出航） 

 

 

 

 

 

 

 

 



90 

 

 

 

02 

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

02

年 

12.13 革新懇「講演と音楽の夕べ」（ドーン

センター） 

12.14  非核の政府を求める会近畿交流会（大

阪 ピースおおさか）＆見学会 （写真） 

 

12.13 ＩＡＥＡ、イランが新核施設を建設との認

識示し、査察計画を明らかにする→イラン、核開

発否定し査察受け入れ表明 

12.16 海上自衛隊最新鋭イージス艦「きりしま」

が米国イラク攻撃支援インド洋に出港 

12.18 坂口厚労省大臣、5日の在外被爆者訴訟の大

阪高裁判決上告断念を発表 

12.21 エルバラダイＩＡＥＡ事務局長、北朝鮮が

凍結中の寧辺の実験用黒鉛減速炉の封印を撤去、

監視カメラなども妨害と発表 

12.27 朝鮮中央通信、ＩＡＥＡ査察官を追放する

決定を発表（31日査察官退去） 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

03

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

03

年 

 

1.17 第１６６回常任世話人会議、「核兵器廃絶

の世界の流れに逆行する北朝鮮政府の核兵器

開発放棄を求めます」声明文を決議 

1.20 国会開会日「大阪連絡会」「１・２０昼

休みデモ」（中之島）、夕方駅頭宣伝（京橋） 

1.24 「大阪連絡会」事務局団体会議、同地

域・団体代表者会議 

1.24 大阪平和駅頭宣伝（上六） 

1.25～26 大阪＆関西原水協学校（兵庫） 

2.5 林喜彦大阪平和委会長逝去 

2.7 「大阪連絡会」宣伝行動（京橋） 

2.8 革新懇「大阪再生シンポジウム」（中之

島中央公会堂） 

2.11 建国記念の日不承認「大阪府民の集い」

（大阪府社会福祉会館） 

2.12 ブッシュ大統領宛「貴国のイラクに対

する無法な武力行使計画に反対し、国連査

察の継続による平和的解決を要求する要請

書」送付 

2.13 「イラク攻撃反対」米総領事館への抗

議行動とパレード 

2.13 第１６７回常任世話人会議 

2.14 イラクへの戦争反対、平和をまもれ！

２・１４大阪集会「大阪連絡会」（扇町公園）

3000 人 （写真） 

1.6 ＩＡＥＡ緊急理事会、北朝鮮に施設再凍結と

核開発放棄求める決議、10日北朝鮮、ＮＰＴ脱退

とＩＡＥＡ保障措置協定から離脱を宣言 

1.18 「WORLD PEACE NOW1.18 もう戦争はいらない

～私たちはイラク攻撃に反対します」集会（東京）

7,000 人 

1.20 横須賀から米第7艦隊の空母キティ－ホーク

出航 

1.26 米英両国、国連へ対イラク武力行使に関する

新決議草案作成に着手したと通告→2.7 ロシア外

相、記者会見で対イラク国連安保理新決議につい

て「武力行使を正当化する決議の採択は必要な

い」 

1.30 欧州議会、イラクへの一方的な軍事行動に反

対する決議を賛成多数で可決 

1.30 エルバラダイＩＡＥＡ事務局長、あと４～5

カ月の査察継続でイラクが核兵器開発計画をも

っていないことの証明が可能との見解示す 

2.5 パウエル米国務長官、安保理外相級会合で「新

証拠として」イラク傍受記録と写真 

2.10 シラク仏大統領とプーチン大統領、パリ首脳

会談で国連の対イラク査

察継続・強化とイラク危機

の平和的解決を求める仏

独ロ三カ国共同宣言を発

表 
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2.15 「有事法制学習会」豊中憲法９条を語る会

（中西事務局長） 

2.19 大阪安保主催、在阪国連安保理理事国

公館へ申し入れ行動 

2.20 小泉首相宛て「イラク要請書」送付 

2.21 故吉田哲也さんを偲ぶ会（大阪府社会

福祉会館）101 人 

2.26 北区・中央区連絡会主催の米領事館抗

議行動 

2.27 「大阪連絡会」事務局団体会議 

2.28 「核兵器廃絶の世界の流れに逆行する北朝

鮮政府の核兵器開発放棄を求めます」声明文

を金正日総書記へ送付 

3.1～２ 「３・１ビキニデー集会」（静岡）

大阪から 46人、 

3.3 「大阪連絡会」マスコミ緊急シンポジウ

ム（住まい情報センター）210 人 

3.5 イラク攻撃支持の小泉首相宛の抗議 

3.7 第１６８回常任世話人会議 

3.8 関西府県で米国領事館抗議行動 

3.10 小泉首相・外務大臣宛「アメリカに追

随し武力行使を支持する態度を改めよ」 

3.15 「ＳＴＯＰ！イラク戦争３・１５国際

連帯大阪集会」（大阪城野音）1800 人 

3.15 非核大阪の会第 17 回定期総会、記念講

演「核兵器のない 21 世紀を 核兵器と人間―

世界を歩くジャーナリストの告発」（中国新聞田

城明氏）、「イラクへの戦争とこれに対する協力

に反対し、平和的解決を求める」声明決議＊18

日同決議文を小泉首相へ送付 

3.16 日本平和委関西ブロック会議（大阪グ

リーン会館） 

3.19 中央区・北区平和委、米国領事館抗議

行動、昼休みデモ 

3.20 イラク攻撃反対３・２０緊急抗議集会

（剣先公園）800 人、御堂筋キャンドル抗議

行動 

3.21  緊急抗議集会・デモ（中之島～大阪駅）

800 人 

3.27 「大阪連絡会」事務局団体会議、団体・

2.15 米国のイラク攻撃に反対し平和を訴える集

会やデモ、世界各地で開催、ベトナム戦争当時を

上回る史上最大規模 

2.17 日本政府、在外被爆者に健康管理手当支給を

認めた福岡高裁判決を不服として最高裁に上告 

2.24 非同盟諸国会議首脳会合（マレーシア）、米

一極支配の世界秩序を拒否する声明採択 

2.24 米英スペイン、対イラク武力行使へ向けた新

決議案を安保理提出、一方、仏独ロ、査察を通じ

た平和的解決を追求する覚書を安保理提示 

3.1 アラブ連盟の定例首脳会議、イラク攻撃「絶

対拒否」する声明発表 

 

3.8 東京･日比谷公園で「WORLD PEACE NOW」のイ

ラク反戦集会、デモ。40,000 人参加(主催者発表） 

3.10 アナン国連事務総長、イラク情勢について

「安保理の支持がない軍事行動は国連憲章に違

反」 

3.17 米国大統領、フセイン大統領とその一族に対

し、48時間以内の出国をもとめる最後通告、小泉

首相は米英の武力行使を支持と明言 

3.20 米英両国、イラクへ軍事攻撃開始 

国際的イラク戦争反対の運動高揚 

＊3.22 ロンドン 100 万人、3.28 カイロ 10 万

人、イラン 5万人、3.29 ドイツ 12万人、パリ 6

万人、ロンドン 1 万人、イタリア 10 万人、アテ

ネ 5 万人、3.30 インド 60 万人、パキスタン 7

万人、ジャカルタ 25万人 

3.25 駐日ベイカー米大使、与党 3党幹事長に「イ

ラク復興支援と自衛隊の派遣を申入れ」 

3.25 医師・薬剤師・歯科医師・看護師の４医師会 

の共同声明と行動 

3.26 ブルックス米中央軍准将、イラク空爆で劣化

ウラン弾を使用したことを認める 

3.26～27 国連安保理公開討議（戦争支持 13カ国、 

戦争反対 70か国）＊国内でも各界から戦争反対 

表明 

3.27 米英首脳会議（ワシントン）、「核兵器の使用

を否定せず」 
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地域代表者会議 

3.28 生野区平和委、昼休みデモ 50 人、29

日米領事館前抗議 

3.29 原水協第 41回定期総会（大阪府社会福

祉指導センター） 

3.30 青年による「せんそうアカン」人文字

行動（大阪城公園）2500 人 写真 

4.2 「イラク攻撃反対、許すな有事法制宣伝

行動」（なんば高島屋前：平和委責任） 

4.9 「大阪連絡会」「水曜宣伝」行動（京橋）

「核兵器廃絶イラク攻撃やめよ」 

 

 

 

4.15 第１６９回常任世話人会議 

5.3  おおさか憲法まつり、300 人 

5.6 「核兵器廃絶・イラク攻撃やめよ」宣伝

署名行動（上六） 

5.14 「大阪連絡会」「毎水曜日宣伝」行動（淀

屋橋）、同地域・団体代表者会議（国労会館） 

5.15  衆院強行採決抗議宣伝行動（大阪駅） 

5.19 大阪市長宛「米第 7 艦隊イージス巡洋

艦カウペンスの大阪港への入・寄港に拒否

を表明するよう求める要請書」提出 

5.20 有事法制に反対する中央区連絡会 

「ストップ！有事法制のランチタイムデ

モ」 

5.20 陸海空・港湾１４労組よびかけ「有事

関連法案を廃案に！５・２０大阪集会」（扇

町公園） 

5.27 「原爆症認定集団申請訴訟」原告・弁

護団・支援者交流会（大阪弁護士会館）、

28 日被爆者１１０番活動、支援組織の準備

会（プロボノセンター） 

5.28 第１７０回常任世話人会議 

5.29 原水協・平和委・非核大阪の会など大阪市

港湾局、「米第 7 艦隊イージス巡洋艦カウペン

スの大阪港入港計画」抗議行動 

5.31～6.4 米イージス艦カウペンス大阪港

入港抗議行動 

 

 

 

 

 

 

 

4.6 北朝鮮外務省、核問題に関する国連安保理協

議に「いかなる決定も認めない」と声明 

4.--  NPT 再検討準備委員会（スイス・ジュネー

ブ市）に広島市長が出席 

4.--  国連欧州本部において、反核法律家協会と

反核国際技術者・科学者協会共催「核兵器廃絶体

制の遵守」と題するワークショップを開催（スイ

ス・ジュネーブ市） 

4.12 イラク戦争反対世界一斉デモ 

5.1 ブッシュ大統領、イラク戦争開戦から44日目、

戦闘終結を宣言 

5.15 有事関連３法案賛成多数で衆院通過（6.6 日

参院可決、成立） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.23 「ＳＴＯＰ！有事法制」大集会、3万人 

 

 

 

 

 

 

 

5.31 非核全国の会第 18回全国総会 

6.3  国会要請・中央集会（日比谷野音）、大阪か

ら 90人 
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6.6  「大阪連絡会」事務局団体会議、「抗議

声明」、緊急宣伝行動（市役所前）44人 

6.6 「核兵器の使用を許さず 核兵器全面禁

止・廃絶を要求します」宣伝行動（上六） 

6.14 大阪平和第 48回定期総会（大阪府社会

福祉指導センター）講演：工藤良任氏 

6.18 「海外代表と語ろうピースインおおさ

か 2003」実行委員会 

6.19 大阪市議会宛「大阪市議会本会議場に

おいて『日の丸』を掲揚されないよう要請

します」要請を提出 

6.26  「大阪連絡会」緊急事務局団体会議 

6.26 第１７１回常任世話人会議、「有事法制３

法の成立に抗議し、イラク特措法に反対する」

声明文決議 

6.28 「北東アジアの平和構築と日本の平和

憲法」講師：吉田康彦（主催：大阪憲法５

団体） 

6.30～7.7 国民平和大行進大阪入り＊浅田

氏府下通し行進 

6.30 講演会「戦争のない平和のために イ

ラクから」森住卓氏（豊中） 

7.2 「有事法制発動許さないイラク派兵法案

反対７・２緊急大阪集会」（扇町公園）1200

人 

7.12 有事法制反対７・１２大阪府民集会（扇

町公園） 

7.17 「大阪連絡会」宣伝カーによる府下集

中街頭宣伝行動 

7.22 平和委「イラク特措法」反対宣伝行動

（上六） 

7.22 第１７２回常任世話人会議 

7.23 「原爆訴訟を支援する大阪の会」結成

総会（中之島中央公会堂）呼びかけ人 11名 

7.23 「大阪連絡会」「毎水曜宣伝行動」（な

んば） 

7.25 「大阪連絡会」団体・地域代表者会議

（アピオ森の宮大阪）26団体・地域 32名、

＊西弁護士の報告 

7.30 「大阪連絡会」拡大事務局団体会議（国

6.6 有事三法案強行、成立（全国で抗議） 

 

 

6.10 アーミテージ米国務副長官、自衛隊派遣を野

球場に例え「日本は野球場に出てプレーすべき

だ」 

6.17 ＡＳＥＡＮ外相会議、朝鮮半島の非核化促す

共同声明採択 

 

6.21～22 日本平和委第 53回全国大会（東京）「イ

ラク特措法の阻止のため」決議 6.21～22   

 

 

 

 

 

 

6.28～29 「非核平和条例を考える全国交流集会 in神

戸」（神戸） 

 

 

7.4 イラク復興支援特措法案、与党 3 党などの賛

成多数で衆院通過（7.26 参院本会議可決し成立） 

7.4 政府、閣議でＰＫＯ協力法にもとづきイラク

周辺国に人道救援物資輸送のための自衛隊派遣

実施計画を決定 

7.8 米ＮＳＣ報道官、「イラクが相当量のウランを

アフリカから入手しようとした」との「でっち上

げ」情報だと認める 

 

 

 

 

7.26 イラクへの自衛隊派遣を決める「イラクにお

ける人道復興支援活動及び安全確保支援活動の

実施に関する特別措置法」(イラク特措法）、自民、

公明、保守新の 3党の賛成で成立 

8.2～3  日本母親大会（秋田）17000 人、＊記念講

演「平和こそ世界の願い－武器のない地球を子ど

もたちに」（川端純四郎氏） 
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労会館、清水）大阪労連・自治労連・大教

組・自由法曹団・新婦人・民法協・平和委・

安保・歯科保険医協会・河南地域・ネット

ワーク堺 11人 

8.2 「海外代表と語ろうピースイン大阪０

３」（市社会福祉センター）海外代表、米・

仏 3人 

8.3～9 「原水爆禁止 2003 年世界大会」海外

22カ国 32団体、８国際・地域組織と個人、

政府・自治体代表６名含む 59名参加、大阪

から２人、長崎大会には大阪から 404 人、

広島２４人 

8.6 高石市長（阪口伸六氏）と懇談 （写真） 

 

8.18～22 日中友好協会「2003 平和のための

戦争展 inおおさか」（日中文化センター） 

8.27 「大阪連絡会」第 25回事務局団体会議 

8.29 第１７３回常任世話人会議 

9.2 「黒田了一さんを偲び、お別れする会」

2100 人 

9.9 「いま、核兵器の廃絶を」宣伝署名行動

（上六） 

9.16 大阪安保よびかけ「陸上自衛隊中部方

面総監部へ『日米合同演習・都市型戦闘訓

練施設建設の中止』を求める要請行動 

9.17 「大阪連絡会」団体・地域代表者会議

（国労会館）＊ビデオ「イラク戦争の真実

～被害の実相とアメリカの真実」 

9.17 石原東京都知事宛「テロ容認発言の撤

回と国民への謝罪を求める抗議文」 

9.18 ブッシュ大統領宛「未臨界核実験に抗

議する」送付 

9.19 第１７４回常任世話人会議、米国の臨界前

核実験に抗議 

9.22 「自衛隊のイラク派兵反対」宣伝行動 

9.23 「悪政への怒り総結集９・２３府民集

会」（大阪城公園）1万 1000 人 

10.1 「大阪連絡会」事務局団体会議 

 

 

8.7 逗子市議会、「池子米軍家族住宅の追加建設に

反対する意見書」全会一致で可決 

8.8  ショーン・マックブライド賞、日本被団協に

授与（92年に IPB 創設） 

 

 

 

 

 

 

 

8.19～22 国連軍縮大阪会議（国際交流センター） 

  （写真） 

 

 

 

 

8.27 北朝鮮核問題 6か国協議開始（北京） 

 

 

 

9.18  外相の私的諮問機関「外交政策評価パネル」、

非核三原則をなしくずし「核搭載艦船の寄港を認

めよ」と報告書提出 

9.23  国連総会一般討論でアナン事務総長、「国連

憲章への挑戦」と米国の先制攻撃批判、各国首脳、

米単独行動主義を批判 

9.23 冷戦時の三沢市天ケ森射撃場に戦闘爆撃機

の核爆弾投下訓練用「核の標的」が存在していた

ことが明らかに 

9.24  ＩＡＥＡエルバラダイ事務局長、米国の小型

核兵器開発計画を厳しく批判 

9.25 日本政府、大韓赤十字社を通じて韓国在住被

爆者 1029 人に健康管理手当などの組織的な支給 

9.25  国連総会、マレーシア首相、米国の一国覇権

主義批判し非同盟運動の重要性言明 

10.--  第６回平和市長会議理事会を開催（イギリ

ス・マンチェスター市） 

10.--  平和市長会議、「核兵器廃絶のための緊急

行動」 
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03 

年 

10.6 「いま、核兵器の廃絶を」宣伝署名行

動（難波駅前） 

10.8 「大阪連絡会」「イラク派兵反対」意見

書採択要請行動（府・市） 

 

10.15 第１７５回常任世話人会議 

10.16 安保・連絡会「自動車府下一斉宣伝行

動（10コース）」 

10.17 安保・連絡会「ブッシュ大統領来日抗

議昼休みデモ」 

10.24 国連軍縮週間のつどい「いま、核兵器

の廃絶を―ヒロ

シマ・ナガサキ

をくりかえさせ

ないために」安

斎育郎氏（此花

会館） 

11.1 「チャール

ズ・オーバービー

さんと話そう」講

演会 

 

11.15 第１７６回常任世話人会議、「朝鮮半島

情勢と北東アジアの

非核化をめざして」 

（日本共産党笠井亮

氏講演） 

12.5 「自衛隊を戦場に送るな」緊急昼デモ 

12.8 平和委、「イラク派兵反対」宣伝行動 

12.8 ９条を守る大阪女性行進（西梅田公園） 

12.8 平和に生きよう青い羽根（高島屋前） 

12.8 革新懇「憲法改悪反対の国民的共同を」

学習会（エルおおさか） 

12.9 小泉首相宛「イラク派兵基本計画閣議

決定抗議文」送付 

12.12 「連絡会」京橋宣伝行動（京橋） 

12.15 「つくろう！くらしと営業まもる憲法

都市おおさか１２・１５府民大集会」（府立

体育館）梅田章二知事実現で非核・平和の

大阪を 

10.--  アクション 21「核兵器保有国への平和メッ

セージの伝達」として、広島市長がインド・デリ

ー市、パキスタン・ラワルピンディ郡を訪問し、

「核兵器廃絶のための緊急行動」への協力を要請 

10.3 テロ対策特措法を 2年間延長する改正案を与

党 3党の賛成多数で可決 

10.7  ASEAN 首脳会議、東南アジア友好条約に中国、

インドが加盟、日本は日米安保条約を理由に署名

拒否 

10.16 国連安保理、米国提案のイラク新決議案

1511 全会一致で採択、仏独ロ三国は採択後、国連

の役割を強調し「共同声明」発表 

10.19 「日米合同演習・訓練所建設反対１０・１

９あいば野大集会」（滋賀県今津町） 

 700 人、大阪から 40人 

10.24 イラク費用負担、4 年間で 5500 億円政府決

定 

10.30 国連総会第 1 委員会、日本提出の決議「核

兵器の完全廃棄への道程」を可決 

11.2  米紙ワシントンポストと ABCテレビが合同世

論調査、ブッシュ政権のイラク政策、不支持が初

の過半数 

11.12 米軍、イラクの首都空爆（全土戦争状態に） 

11.13  第２回欧州社会フォーラム（パリ）、６０カ

国６万人、イラク占領即刻中止など活発に討論 

11.19  米世論調査、ブッシュ政権のイラク政策「反

対」が５５％に、４月から３培に 

11.21  米国防総省、「2003 年国防報告」を公表、「先

制攻撃」をあらためて強調 

11.21 米英はイラク戦争やめろ、ロンドンで 20万

人デモ 

11.22 第 2 回「核兵器廃絶－地球市民集会ナガサ

キ」（長崎）、24日「長崎アピール 2003」採択 

11.25  ブッシュ米大統領、地球規模での米軍再編

へ同盟国に派兵求める「在外戦力態勢見直し」の

「声明」発表 

12.5  ＩＡＥＡエルバラダイ事務局長、米国の小型

兵器開発について核不拡散に逆効果と厳しく非

難 

12.8  第５８回国連総会、新アジェンダ連合、非同
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年 

12.18 第１７７回常任世話人会議 「イラクへの

自衛隊派兵に反対する」声明文決議 

12.19 平和委声明「イラク派兵実施要項決定

に強く抗議し、撤回を求める」 

12.21 非核の会近畿交流集会（京都） 

12.21 「１２．２１イラク派兵反対！高校生

でっかい平和パレード」（大阪城公園）280

人 

 

 

 

 

 

 

 

12.22 「連絡会」地域・団体代表者会議 

 

 

12.25 大阪安保・「連絡会」「自衛隊派兵許す

な！憲法９条守れ！１２・２５緊急集会」

（中之島公園）1100 人 

盟諸国提案決議などを採択 

12.8 経済産業省、日本原燃が申請していた高レベ

ル放射性廃棄物貯蔵管理施設（青森県六ケ所村）

の増設許可 

12.8 「第五福竜丸」の故久保山氏の遺体組織の一

部が米国で病理標本となっていたことが判明（Ｄ

ＯＥ核実験公文書館） 

12.9 政府、イラク復興支援特措法にもとづく自衛

隊派遣などの「基本計画」を閣議決定、18「イラ

ク派兵実施要項」決定 

12.11 小泉首相、日本ＡＳＥＡＮ首脳会議、東南

アジア友好協力条約（ＴＡＣ）加盟を正式表明 

12.14 米軍、フセインイラク元大統領を拘束 

12.15 ワシントン航空宇宙博物館で広島に原爆投

下した「エノラ・ゲイ」の一般公開が始まる（日

本の被爆者団体、米国市民団体らが抗議） 

12.19 ブッシュ大統領、リビアが大量破壊兵器の

廃棄を約束し国際期間による即時査察の受入れ

に合意と発表（27日ＩＡＥＡ査察団、リビア訪問） 

12.27 イラクで人道物資などの空輸業務を行う航

空自衛隊先遣隊がクウェート入り 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

04

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

04

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.11 STOP イラク派兵 アクション１１１

（中之島公園）700 人 

1.12 小泉首相宛「イラク派兵命令への抗議

文」送付 

 

 

 

 

1.1 「琉球新報」が日米地位協定に関する政府の

基本解釈となる機密文書「地位協定の考え方」を

12.31 までに入手と報じる 

1.8 カーネギー平和研究所、イラクのＷＭＤに関

する調査報告を公表、米国や世界の安全保障に差

し迫った脅威はなかった、と結論 

1.9 石破防衛庁長官、イラク復興特措法にもとづ

き陸上自衛隊の先遣隊と航空自衛隊の本隊に同

時に派遣命令→報道各社にイラク自衛隊派遣の

報道の取材自粛を要請(異例)→23 日クウェート

到着 

1.12 リビア、先のＷＭＤ計画廃棄宣言に対応して

ＣＴＢＴを批准し、ＣＷＣに加入 

1.13 石破防衛庁長官、武器輸出三原則の全面的な

見直しを進めるべきとの認識を表明 

1.14 小泉首相、憲法改正問題について「両党が協

力して憲法改正問題を現実にしたい」「少なくと
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04

年 

 

 

1.19 「連絡会」「国会開会日昼休みデモ」（中

之島公園） 

1.23 第１７８回常任世話人会議 

1.25 伊丹共同集会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.1 イラク国際戦犯民衆法廷大阪公聴会 

2.3 小泉首相宛「イラクへの陸上自衛隊本隊

派兵の強行に抗議する」送付 

2.3 「連絡会」「イラク派兵抗議昼休みデモ」 

2.5 大阪安保よびかけ「３・２０イラク戦争

開始１周年 イラク戦争・占領に反対する

世界同時行動」大阪行動準備会 17団体 

2.11 建国記念の日不承認府民のつどい 

2.13 ランチタイム ピースパレード(中之

島) 

2.14 大阪・兵庫原水協学校（神戸しあわせ

の村保養センターひよどり） 

2.18 ３・２０大阪行動第 2 回準備会（谷九 

正法寺）22団体、23日 26日事務局打合せ 

2.19 第１７９回常任世話人会議 

2.21 「憲法（9条）改悪反対府民過半数署名」

運動推進交流会（大阪グリーン会館） 

2.26 「２・２６有事法制関連 7 法案緊急学

習会」（国労会館）民法協・自由法曹団共

催、有事法制反対大阪連絡会協賛、講師：

西晃氏 

2.28～3.1 被災 50 周年３・１ビキニデー集

会、1800 人 

3.3 大阪市長宛「米第 7艦隊イージス艦カー

チス・ウィルバーの入・寄港に拒否を表明

も 5年は（改憲日程）かかる」 

1.16～21 第 4回世界社会フォーラム（インド・ム

ンバイ）132 か国 12万人、イラク戦争反対の運動 

1.17 イラク派兵反対小牧基地集会 

1.27 小泉首相、自公党首会談でイラク特措法にも

とづいてイラク・サマワへの陸上自衛隊本隊の派

遣を決定 

1.28 米政府調査団のケイ前団長、「旧フセイン政

権が 90 年代半ばにＢＣＷをひそかに廃棄してい

た新たな証拠がある」米紙ＷＰ 

1.29 北朝鮮への経済制裁を可能にする外為法改

正案が衆院本会議で可決 

1.29～2.1 「日米軍事同盟打破、基地撤去 2003 年

日本平和大会 in 沖縄」開催（昨年 11 月 14 日開

催予定を延期）1700 人、大阪 17名 

1.30 昨年発生した沖縄県内の米軍構成員による

犯罪は 133 人、7年連続増加と県警発表 

1.31 衆院本会議、イラク特措法にもとづく自衛隊

派遣承認案が自公両党などの賛成多数で可決 

2.--  欧州議会本会議で平和市長会議の「核兵器

廃絶のための緊急行動」への支持決議を採択 

 

 

 

2.13 「２・１３全国集会」（東京）、労組・宗教

家・市民団体による実行委員会、1万 2千人 

 

 

 

2.19 ロシア軍参謀、米国のＭＤ構想に対抗するた

め、ロシアが新型ＢＭの開発に着手したと語る 

 

 

 

 

 

3.1 ビキニ水爆実験 50周年、マーシャル諸島の首

都マジュロで被爆者の追悼式典 

3.1 浦添市議会、機密文書「日米地位協定の考え

方」について開示を求める意見書全会一致で可決 

 



98 

 

 

 

 

04

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

04 

年 

するよう求める要請書」提出、4日大阪市港

湾局交渉、5 日抗議行動（米国領事館）、6

日南港入港抗議 

3.4 ３・２０大阪行動実行委員会結成（森の

宮アピオおおさか） 

3.5 第１８０回常任世話人会議 

3.6 米艦船カーチス・ウィルバー入港抗議 

3.8 「３・２０」事務局団体会議 

3.9 「連絡会」事務局団体会議 

3.11 大阪平和「３・２０大阪行動成功の学

習決起集会」（講師：田中洋子氏）＊「第 4

回世界社会フォーラム2004ムンバイに参加

して」 

3.12 「３・２０」統一宣伝行動 

3.13 非核大阪の会第 18 回定期総会、記念講

演「今日の情勢と、被爆60年に向けた大運動」

講師 東谷敏雄氏、29名 写真 

3.15 「３・２０大阪行動」第 3 回事務局会

議、18日第 4回 

3.16 原爆訴訟を支援する大阪の会事務局団

体会議 

3.19 近畿原爆症訴訟第５回口頭弁論傍聴 

3.20 イラク戦争開始１周年・イラク戦争・

占領に反対する国際反戦共同行動、３・２

０国際共同行動「世界と一緒に“せんそう

アカン”平和の花を咲かせよう！大阪行動」

（大阪城公園）＊人文字、1万人、ピースパ

レード  写真 

3.27 原水協第 42回定期総会（大阪府社会福

祉会館） 

3.29 「連絡会」事務局団体会議 

4.2 「連絡会」京橋宣伝行動（京橋） 

4.6 自治体懇談会、枚方市（副市長・市長公室

長）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.6 非核全国の会シンポ「非核・平和の世界と日本を」

-2005年 NPT再検討会議・被爆 60周年にむけて- 

3.9 有事関連７法案＋３条約案国会上程 

 

 

 

 

 

 

 

3.14 ＣＩＡ、パキスタンのカーン博士の研究所が

核製造一式を北朝鮮に供与していたとする機密

報告をホワイトハウスに提出 

3.18 非核「神戸方式」決議 29 周年記念のつどい

（神戸） 

3.20 イラク戦争１周年、「イラク戦争反対・占領

早期終了」訴える大規模な国際反戦行動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.9 イラク・サマワで米憲兵隊員として任務につ

いていたＮＹ州兵が記者会見、尿検査で劣化ウラ

ンの影響による放射能汚染が判明と公表 

4.9 小泉首相宛「イラクでの日本人拘束事件で人

命救助優先、自衛隊撤退要請書」送付→10日アル

ジャジーラ「24時間以内に人質解放」と報道→15

日解放 

4.11 原爆訴訟支援全国連絡会結成（東京） 

4.13 衆院本会議、国民保護法案など有事関連７法
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04

年 

4.8 「連絡会」地域・団体代表者会議 

4.12 大阪安保主催「自民党大阪府連・公明

党への緊急要請行動」と宣伝行動 

4.14 第１８１回常任世話人会議 

4.14 2004 年平和大行進大阪実行委員会再開 

 会議 

4.16 「連絡会」なんば宣伝行動 

4.16 第５回原爆訴訟を支援する大阪の会事

務局団体会議、同団体要請行動 

4.19 「無差別殺りくやめよ！」４．１９緊

急昼休みデモ 

4.22 核戦争防止国際医師会議大阪府支部総

会 

4.27 海自呉地方隊創設 50周年（6/4～7）「大

阪湾海上展示大演習」についての大阪市港

湾局交渉 

4.26 大阪弁護士会市民集会「有事関連７法

案を検証し、憲法９条を考える市民の集い」 

4.27 安保実行委主催「海上自衛隊の大阪湾

での展示訓練中止を求める対市交渉」 

5.3 おおさか憲法まつり 2004 

5.7 近畿原爆症訴訟第６回口頭弁論傍聴 

5.17  自治体懇

談会、八尾市

（助役） 写真 

 

 

 

5.17 「連絡会」宣伝行動 

5.18 第１８２回常任世話人会議 

5.18 原爆訴訟支援大阪の会事務局団体会議 

5.21 2005年被爆 60年記念行事の相談会 

5.22 原水協主催「2004 年世界大会を成功さ

せるための学習会」（市立いきいきエイジン

グセンター）講演：新原昭治氏、50人 

5.25 イラク派兵差止裁判第２陣提訴集会 

5.25 米国の臨界前核実験（21回目）抗議 

6.2 「廃案にせよ有事関連法案・年金改悪法

案」６・２退勤時パレード 

案と改定日米物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）

などの３条約について審議入り→5.20 衆院本会

議自公民３党で賛成多数可決→6.14 参院本会議

で可決・成立 

 

 

 

 

 

 

4.26 横須賀の原子力空母配備問題で沢田市長、原

子力空母の配備に事実上反対の意向を表明 

4.26 NPT 再検討会議準備委員会（米国・ニューヨ

ーク市）に広島・長崎両市長をはじめとする代表

団が出席し、核兵器廃絶と恒久平和を願う「ヒロ

シマの心」を訴えた 

4.30 「イラク派兵違憲訴訟」第一次提訴 20名 

5.7 ニューヨーク国連本部で開催のＮＰＴ再検討

会議準備委員会、厳しい対立・混乱合意なく終了 

5.15  非核全国の会第１９回全国総会 

5.16 パウエル米国務長官、イラク戦争開戦前の安

保理演説で示したイラクの生物兵器施設に関す

る情報「結果的に不正確で誤りであった」と釈明 

5.16  沖縄・普天間基地早期全面返還をめざす「人

間の鎖」行動に１万６千人 

5.20 有事関連７法案、衆院本会議 

5.22  日朝首脳会議（平壌）、「日朝平壌宣言」を再

確認、拉致被害者の家族帰国 

5.27  イラク・バグダッドで日本人ジャーナリスト

２人が殺害される 

6.2 川口外相、参院イラク・有事法制特別委で非

核三原則に関して有事の適用は「一時的に（国内

に）入ることは排除されない」答弁 

6.5～6 日本平和委第 54回全国大会（つくば市） 

6.7 韓国政府、在韓米軍削減に向けた米艦公式協

議で米国が 05年末までに１万 2500人を削減した

いとの意向を表明 

6.--  第 72 回全米市長会議総会で平和市長会議

の「核兵器廃絶のための緊急行動」への支持決議

を採択 
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6.3 自治体懇談会、泉南市（市長・人権推進部

部長）写真 

 

 

 

 

6.4 海上自衛隊

「大阪湾海上展示訓練」反対緊急抗議行動 

6.6 第４９回大阪母親大会 

6.12 平和委第 48回定期総会（府社会福祉指

導センター）＊記念講演「有事関連法案に

ついて」西晃弁護士、48名 

6.16 自治体懇談会、阪南市（市長、総務部長、

市民の声を聞く

課） 

 

6.18 第１８３回常

任世話人会議 

 

6.22 海外代表と語ろうピースインおおさか

2004 実行委員会 

6.23 近畿原爆症訴訟第７回口頭弁論傍聴 

6.23 大阪安保主催「６・２３全国統一行動」

昼休みデモ（中之島公園）夕方京橋宣伝 

6.24 憲法改悪に反対！6・24市民の集い 郡

山総一郎さんが語る「イラクの現在、そし

て日本の未来」 

6.25  自治体懇談

会、豊中市（助

役、文化芸術・国

際課課長） 

 

6.30～7.7 国民平和大行進 ※4 月～5 月府

内各コース打ち合わせ（市民団体のピース

リレ－と共同） 

7.3 「大阪連絡会」地域・団体代表者会議（国

労会館） 

7.12 第１８４回常任世話人会議 

7.12 「連絡会」「７・１２大阪府民集会」（扇

町公園） 

6.8  日米首脳会談、小泉首相がイラク多国籍軍へ

の自衛隊参加を表明 

6.10  日本国憲法を守り、発展させようと著名人文

化人９名がよびかけ「９条の会」が発足 

 「憲法９人アピール」発表 

6.14 北朝鮮船舶を想定した特定船舶入港禁止特

措法、参院本会議で可決・成立 

6.19 インド・パキスタン、核兵器に関する信頼醸

成措置を話し合う専門家協議を開催、20日に共同

声明発表 

6.23  北朝鮮核問題で第３回６カ国協議 

 

 

 

 

 

 

6.28～29 非核・平和条例を考える全国交流集会・神

戸 

6.30  ASEAN 外相会議、軍事同盟も防衛条約も結ば

ない東アジア共同体をめざす共同コミュニケ発

表 

7.--  日本非核宣言自治体協議会第 19回非核宣 

言自治体全国大会で平和市長会議の「核兵器廃絶 

のための緊急行動」への支持決議を採択 

7.4 「リムパック 2004」に海自など日米 7 カ国参

加＊ミサイル迎撃訓練 

7.6 原発の使用済み核燃料について、10 年前に国

の原子力委、再処理方式と地中処分方式の費用を

試算したが公表せず 

7.6 ブレア英首相、イラク戦争の開戦の大義とさ

れたＷＭＤについて「発見できないかもしれない

ことを受入れなければならない」 

7.9 米上院情報特別委、イラクのＷＭＤに関する

米政府の情報精度の報告書を発表「思い込みに基

づいた欠陥情報」と結論 

7.15 気象庁気象研、米国やソ連などの大気圏核実

験で北半球に降下した放射性物質、従来推定の約

1.5 倍に達する、と分析 
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7.21 原爆訴訟を支援する大阪の会結成 1 周年

のつどい（大阪府社会福祉会館）ビデオ上映／

ヒロシマ・ナガサキ～戦争がもたらすもの(第４

回口頭弁論の際、法廷で上映、広島・長崎両

市の企画、岩波映画製作所)約 50名 

7.23 被爆 60年記念行事第２回相談会 

7.25  「NPT 再検討会議」模擬会議劇シナリオ読

み合わせ 

7.27 原爆訴訟支援近畿連絡会と弁護団との 

打ち合わせ 

7.27 自治体懇談会、高槻市（助役・市民協働部 

長・市民協働部人権室長） （写真） 

7.31 「海外代表と語ろうピースインおおさ

か」（いきいきエイジングセンター）米国

代表 1名 

8.1 原水爆禁止 2004 年世界大会・科学者集

会（此花会館）  

8.2 世界大会・大阪代表団事務局会議 

8.2～9 「原水爆禁止 2004 年世界大会」海外

4カ国（エジプト、マレーシア、メキシコ、

キューバの各国）政府代表を含む 24ヵ国 40

団体 8 国際･地域団体から 66 人の海外代表

と１万人、大阪から国際会議 3 名、広島大

会 407 名、長崎３人  

8.9 「グローバル・ 

ピースコンサート 

in Osaka」 

 

 

 

 

8.24 第１８５回常任世話人会議 

8.30 原爆訴訟支援する大阪の会事務局会議 

9.1 原爆症訴訟支援近畿連絡会が大阪地裁 

 に署名を提出 

9.2 被爆 60年記念行事第３回相談会 

9.3 近畿原爆症訴訟第８回口頭弁論傍聴 

9.3  ９．３大阪女性９条の会つどい  

9.10 第１８６回常任世話人会議 

 

7.20  日本経団連夏季セミナーで奥田会長が、東ア

ジア経済圏構想に関し「日本がリーダーシップを

取るには軍事力充実が必要」と主張 

 

7.23 非核全国の会「核問題セミナー」 

7.26 国連主催「第 2回国連軍縮札幌会議」開幕（～

29日） 

8.1 放射線医学総合研究所、1950 年代の一連のビ

キニ核実験で出たプルトニウム、日本近海に堆積

と確認 

8.9  関電・美浜原発で蒸気噴出し 4人死亡 

8.9 ロシアの臨界前核実験に抗議 

8.12 パウエル米国務長官、産経新聞との会見で、

日本の安保理常任理事国入りする場合「（9条は）

再検討されるべきであろう」 

8.13 宜野湾市の沖縄国際大学で、訓練中の海兵隊

のＣＨ53Ｄ大型輸送ヘリコプター１機がキャン

パスに墜落、炎上→沖縄県警、米軍に合同現場検

証の実施を申し入れも米軍より回答なし、17日正

式に拒否回答、同日県議会、日米両政府に対する

抗議決議、伊波宜野湾市長、米軍に運航再開の即

時中止を要請、21日稲嶺知事、事故後初めて沖縄

国際大学視察、米軍に全面的な飛行停止を要請、

9.3 墜落機体の器具中にあった放射性物質ストロ

ンチウム 90 を含む部品 1 個が未回収であること

が判明 

8.19  非同盟諸国外相会議、「ターバン宣言」で「核

兵器の完全廃絶」を強調 

9.--  アクション 21「核兵器保有国への平和メッ

セージの伝達」として、広島市長が中国・北京市

を訪問し、「核兵器廃絶のための緊急行動」への

協力を要請 

9.11  英国核軍縮運動（CND）大会、日本原水協代

表が初めてゲストとして発言 
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9.15 「連絡会」事務局団体会議 

 

9.17  大阪平和第 48回定期総会 

9.18 ９条の会発足記念大阪講演会「憲法９

条、いまこそ旬」（中之島中央公会堂） 

 

9.21  小泉政治の暴走ＳＴＯＰ！ 国会開会

日 ９．２１昼休みデモ 

9.22 「いま、核兵器の廃絶を」署名事務局 

団体会議 

9.24 原爆訴訟支援大阪の会事務局団体会議 

9.25 憲法改悪反対の壮大な府民運動を！ 

９・２５団体・地域学習交流集会（大阪憲  

法会議主催、大阪府教育会館） 

9.28 府民要求府庁前集会    

9.28  大阪狭山市（谷 

𦚰政男助役）懇談 

9.29 原爆症訴訟支

援近畿連絡会が大

阪地裁に署名を提

出 

9.29  茨木市自治体懇

談会  （写真下） 

 

9.30 いま核兵器の廃絶を 被爆６０年おおさか

平和のつどい事務局団体会議 

10.1 近畿原爆症訴訟第９回口頭弁論（安斎 

育郎氏証人尋問） 

10.3 革新懇年次総会 

10.5 2004 年国連要請・NYアクションに嵯峨

山さん（教育大）出発 

10.8 アフガン空襲開始 3周年昼休みデモ 

10.8  私たちの選択－２１世紀の平和－憲法

９条を考える」シンポジウム 

10.10 憲法会議・共同センター団体・地域代

表者会議 

10.15 被爆６０周年実行委員会準備会 

9.12 沖縄国際大学で米軍ヘリ墜落事故に抗議し、

普天間飛行場の早期返還を求める宜野湾市民大

会開催（約 3万人） 

9.13  パウエル米国防長官、イラクに「大量破壊兵

器発見は不可能」発言 

9.15 アナン国連事務総長、「イラク戦争は違法だ

った」との見解（英ＢＢＣ） 

9.16 川口外相、日本のイラク攻撃支持について

「決議に従わなかったのはイラクだ」とＷＭＤ未

発見でも問題はないとの見解 

9.16 逗子市議会、米軍池子住宅地区への住宅増設

は認められないとして、国に提訴することを全会

一致で議決 

9.19  IPPNW（核戦争防止国際医師会議）世界大会、

「人類と核兵器は共存できない」平和市長会議の

「核兵器廃絶のための緊急行動」への支持決議を

採択 

9.21 第 59 回国連総会の一般演説でアナン国連事

務総長「法の支配が危機に直面している」と警告 

9.22  新アジェンダ連合７カ国外相、共同論文で

「核兵器廃絶の誓約を誠実に追求する」核保有国

に求める 

9.24 ＩＡＥＡ年次総会、北朝鮮に核開発計画の即

時、完全な廃棄を要求、核問題の平和的解決を促

す決議案を全会一致で採択 

9.28  長崎地裁、在外被爆者の国外からの申請を認

める判決 

10.--  平和市長会議が核時代平和財団から「世

界市民賞」を受賞 

10.2 1980 年代初頭、日本の核武装の可能性を防衛

庁の防衛研修所（現防衛研究所）が検討していた

ことが判明（共同） 

10.17 第 3回欧州社会フォーラム(14 日～、ロンド

ン)に 60ヵ国・2万人が参加し、イラク戦争反対・

撤兵の声相次ぐ。分科会「新たな核の危険─核兵

器のグローバルな廃絶の緊急性」(16 日)では、来

年の広島・長崎被爆 60年と核不拡散条約(ＮＰＴ)

再検討会議にむけて核兵器廃絶の緊急性を強調 

10.21 ｢普天間基地撤去、憲法・暮らし守れ、政治

腐敗究明 10・21 中央集会｣(東京)に 3000 人が参

http://www.mayorsforpeace.org/jp/activites/award/2004_world_citizenship_award.html
http://www.mayorsforpeace.org/jp/activites/award/2004_world_citizenship_award.html
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10.21 １０・２１府民集会（剣先公園）2000 

人 

10.22  第１８７回常任世話人会議 

10.28 大阪防衛施設局長宛「近畿の自衛隊基

地の強化等に関する申し入れ書」（平和委な

ど近畿各平和委連名）送付、陸上自衛隊中

部方面隊総監宛にも 

10.30 国連軍縮週間のつどい「いま、核兵器

の廃絶を－ヒロシマ・ナガサキをくりかえ

させないために」記念講演「被爆６０周年・

被爆地広島からの訴え」（畑口 実・広島平

和資料館長）80人、８自治体から祝電 

11.3 「１１・３輝け９条 おおさかのつど

い」（寝屋川市民会館） 

11.4 被爆 60周年第１回実行委員会（以下、被 

爆 60周年実行委）（エルおおさか） 

11.5  大阪母親大会連絡会代表者会議 

11.10 憲法会議・共同センター第 2回団体・

地域学習交流会（グリーン会館）51 団体・

地域 69名 

11.11 米軍のファルージア総攻撃に反対す 

る米総領事館への抗議行動 

11.13 関西各平和委・安保合同会議、＊来年

4 月にイラク派兵が予定されている中部方

面隊への行動の打合せ 

11.17 近畿原爆症訴訟第 10回口頭弁論 

11.21 「戦争放棄パレード」 

11.22 大阪安保主催「米領事館抗議」行動 

11.24 第１８８回常任世話人会議 

12.1  IPPNW会員との懇談会 

12.3 被爆 60年実行委事務局団体会議 

12.7 「イラク派兵違憲訴訟」第３次提訴 

12.7 自治体懇談会 忠岡町 （写真） 

12.15 近畿原爆症訴訟第 11 回口頭弁論傍聴

（沢田昭二氏証人尋問） 

12.16 第１８９回常任世話人会議 

12.19 非核近畿(関西)ブロック交流会（和歌山

市） 

12.24 ＩＰＰＮＷ大阪支部へ懇談の申し入れ 

加 

10.28 沖縄県議会、ヘリ飛行再開、米軍属による

女性暴行事件に対して、抗議決議あげる 

10.28  国連総会第 1 委員会、新アジェンダ連合提

出の「核兵器廃絶」決議が圧倒的多数で採択 

10.30～11.5 非核全国の会「ニュージーランド非核法

研究・交流ツアー」大阪１名（長尾正典氏） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.11 民主、共産、社民の野党３党、イラクから

の自衛隊早期撤退を求める「イラク復興支援特措

法廃止法案」を共同で衆院に提出（12.1 採決を求

める緊急動議を与党否決） 

 

11.19～22 2004 年日本平和大会（佐世保市） 

11.20 米議会、05 年度歳出法案で新型核兵器開発

関連予算を全額削除 

 

12.17  防衛庁、米国防総省とミサイル防衛システ

ムに関して包括的に協力するための了解覚書を交

わす 

 

 

 

12.20  民主党定期

大会、０５年３月めどに改憲の「憲法提言」をつ

くる活動方針 

12.21  小泉首相、05 年 11 月の結党 50 周年にあわ

せて改憲草案の策定指示 

12.24  ロ国防相、ミサイル防衛網を突破する新型

ICBM の実戦配備を明言 
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1.12 被爆 60周年実行委事務局団体会議 

1.12 イラク派兵反対宣伝行動（上六） 

1.19 イラク派兵反対申入れ行動（八尾駐屯

地、八尾市議会、信太山駐屯地、和泉市議

会） 

1.20 憲法会議「新春学習交流会」 

1.21 安保実行委「１・２１昼休みデモ」（中

之島） 

1.25 第１９０回常任世話人会議 

1.25 「非核ニュージーランド研修・交流会」報告

会  

1.29～30 2005 年関西＆大阪原水協学校（新

大阪シティプラザホテル）講師：川田忠明

氏、高草木博氏 110 人、大阪から 55人 

2.2 被爆 60周年実行委事務局団体会議 

2.9 「６・９行動（いま署名）」（上六） 

2.9 非核自治体懇談、東大阪市（本多秀秋助

役） 

 

 

 

 

 

 

 

2.11 建国記念の日不承認「２・１１大阪府

民のつどい」（ヴィアーレ大阪） 

2.13 原爆症認定訴訟支援大阪地裁第11回口

頭弁論傍聴 

 

 

2.16 被爆 60 周年実行委、「いま、核兵器廃絶

を！被爆 60 周年おおさか平和のつどい」実行

委員会に名称確定（以下、被爆 60 周年のつど

い） 

 

 

2.21  原爆症訴訟近畿連絡会、大阪地裁に署

名提出 

1.7 沖縄ジュゴン環境アセスメント監視団、那覇

防衛施設局らをサンゴの破壊などの理由で告発 

1.15 米政府、横田基地の司令部要員の大半のグア

ム移転案を撤回、指令部機能の維持を日本政府に

打診（朝日） 

1.21 ｢普天間基地撤去、憲法・暮らし守れ、政治

腐敗究明 1・21中央集会｣(東京)3000 人参加 

1.26 全国市長会（日本）が平和市長会議の「核兵

器廃絶のための緊急行動」を紹介し、核兵器廃絶

に向けた国内外の世論の一層の喚起と核兵器の

ない世界の一日も早い実現を求める決議を採択 

1.31 「９条の会」、文化・芸術・政治各界の賛同

者 1157 人、地方の会が 1000 を超えると発表 

2.2 ブッシュ大統領、一般教書演説でイランを「核

兵器を追及する世界第一のテロ支援国家」と非難 

2.7 米政府、強力地中貫通型核兵器などの研究予

算を盛り込んだ 06 会計年度の核兵器関連予算案

を議会に送付 

2.8 パレスチナ自治政府議長とイスラエル首相

が、エジプト大統領、ヨルダン国王を加えた首脳

会談で、停戦を宣言 

2.9 旧ソ連・中央アジア 5 ヵ国の代表が会合を開

き、中央アジア非核兵器地帯を創設する条約案に

合意 

2.10 米シンクタンク「天然資源防衛評議会」が、

米国が欧州に約 480 発の核爆弾を配備と指摘 

2.10 北朝鮮外務省、米国の敵視政策を批判、核兵

器開発強化を宣言（朝鮮中央通信）→マクレラン

米大統領報道官、北朝鮮声明うけて「6 カ国協議

へのコミットを続ける。北朝鮮の核問題で平和

的・外交的解決をめざす」 

2.14 日本政府、安全保障会議でミサイル飛来時に

ＭＤシステムで迎撃するための手続きを盛り込

んだ自衛隊法改正案を了承、15日閣議決定 

2.17 那覇地裁沖縄支部、新嘉手納爆音訴訟の判

決、日本政府に 28 億円の支払い命令、飛行差し

止めは棄却 

2.18 日本政府、原子力関連施設に関係する民間人

への守秘義務などを含む原子炉等規制法の改正

http://www.mayorsforpeace.org/jp/ecbn/sandounowa/resolution050126.pdf
http://www.mayorsforpeace.org/jp/ecbn/sandounowa/resolution050126.pdf
http://www.mayorsforpeace.org/jp/ecbn/sandounowa/resolution050126.pdf
http://www.mayorsforpeace.org/jp/ecbn/sandounowa/resolution050126.pdf
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2.22 「被爆 60周年のつどい」事務局団体会議 

2.22 「イラク戦争・占領やめよ！自衛隊撤

退！憲法９条守れ！３．２０世界反戦共同

行動 in Osaka」実行委員会結成会議 

2.23 近畿原爆症訴訟第 11回口頭弁論傍聴 

2.24 第１９１回常任世話人会議 

2.24 イラク派兵差し止め訴訟・報告会 

2.27～3.1 「被爆 60周年 2005 年３・１ビキ

ニデー集会」41人 

3.3 ３・２０大阪集会事務局団体会議 

3.3 「イラク戦争支持は違憲コスタリカ最高

裁判決の原告と語ろう」 

3.4 平和委主催「イラク・自衛隊・沖縄・国

民保護法」学習会 5日・8日・9日連続 

 

3.7 第１９２回常任世話人会議 

3.9 「６・９行動（「いま、核兵器廃絶を」

署名）」（上六） 

3.11 「もう待てない すべての被爆者に勝

利の春を！」の集会 

3.12 非核大阪の会第 19 回総会、記念講演「被

爆 60周年―核兵器なくそう ＮＰＴ再検討会議

の成功に向けて」講師 財団法人広島平和文

化センター・平和

連帯推進室長会

議担当坂田裕夫

氏 （写真） 

 

3.15 「被爆 60周年のつどい」事務局団体会

議 

3.16 非核大阪の会、ニュージーランド平和評議

会議長バーニー・リチャーズ氏との交流会 

3.20 「イラク戦争・占領やめよ！自衛隊撤

退！憲法９条守れ！３・２０世界反戦共同

行 動 ｉ ｎ 

Ｏ ｓ ａ ｋ

ａ」（大阪城

公園・太陽

の 広 場 ）

8000 人 

案を閣議決定 

2.18 広島、長崎両市をはじめ平和市長会議や日本

非核宣言自治体協議会に参加する自治体の市長

らが5月のＮＰＴ再検討会議で核兵器廃絶に積極

的な役割を果たすよう、外務省、核保有 5ヵ国の

大使館に要請 

2.20 中央アジア5カ国を非核地帯とする条約交渉

がまとまる、8 月にセミパラチンスクで署名予定

（朝日） 

2.22 横須賀市議会、空母「キティホーク」の後継

艦問題で「原子力空母の配備に反対する決議」を

全会一致で可決 

3.3 米ブッシュ大統領がＮＰＴ発効 35周年の声明

を発表し、2000 年会議で合意した核廃絶の「明確

な約束」をまったく無視するとともに、「ならず

者国家」には核エネルギーの平和利用の権利も認

めないことを表明 

3.3 米シンクタンク「カーネギー国際平和財団」、

核不拡散を達成するため、核保有国が自国の核兵

器の廃絶を約束した 2000 年のＮＰＴ再検討会議

の合意を守るべきだとブッシュ政権に提言 

3.4 アナン国連事務総長がＮＰＴ35 周年の声明

で、核保有国は「自ら行った誓約への信頼を呼び

起こすような行動をもっと取る必要がある」と指

摘 

 

 

 

3.14 自民党新憲法起草委員会・小委員長会議、9

条に関して、自衛隊を「軍」と位置づけ、新たに

海外派兵を意味する「国際協力」の規定を加える 

 

3.18 仏大統領、独首相、スペイン首相、ロシア大

統領会談（パリ）、イラク戦争反対の立場を確認 

3.19 非核「神戸方式」決議３０周年記念のつどい 

3.20 イラク戦争反対国際共同行動、東京日比谷野

音 6000 人 

3.23 日本被団協が「原爆症認定制度の運用改善に

関する要求」を発表、新しい認定基準の制定を求

める 
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3.26 原水協第 43回定期総会（大阪府社会福

祉会館） 

4.1  原爆訴訟支援する大阪の会事務局団体

会議 

4.6 「６・９行動（いま署名）」（上六） 

4.6 「憲法９条今こそ旬！ ほんとうの戦争

って？改憲ってなに？」 

4.7  羽曳野北

川市長と懇談 

 

 

 

 

4.8 「被爆 60周年のつどい」事務局団体会議 

4.9 憲法改悪反対府下全地域署名統一行動 

 

 

 

4.12 第１９３回常任世話人会議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.20  原爆症訴訟支援近畿連絡会、大阪地裁

へ署名提出 

4.21 ＮＰＴ再検討会議要請行動代表団会議 

4.22 近畿原爆症訴訟（本人尋問） 

4.23 大阪安保など「自衛隊のイラク派兵や

めよ、信太山の自衛隊をイラクに送るな！

４・２３信太山集会」130 人 

 

 

 

 

 

3.28 カーター元米大統領が米紙に「米国がＮＰＴ

の侵食を招いている主因だ」とブッシュ政権の核

政策を批判する論文を寄稿 

3.29 東原爆裁判の控訴審で東京高裁、国側の控訴

を棄却、東数男さんの勝利判決を下す 

4.2～3 安保中央実主催「全国基地活動者会議」（沖

縄） 

4.4 米エネルギー省核安全保障局長、上院軍事委

員会小委員会で、ブッシュ政権が既存核弾頭の

「交換」を名目に新型核兵器開発の技術検討と 

4.5 オルブライト米元国務長官ら米国の政治家や

元外交官らが、米国はＮＰＴ体制を維持するため

核軍縮義務を履行すべきなどとする声明を発表 

4.6 非核全国の会がＮＰＴ再検討会議で日本政府が核

兵器廃絶の積極的役割を果たすよう、政府に申入れ 

4.9 非核全国の会シンポ「被爆 60年 核兵器廃絶の展

望と日本の役割──ＮＰＴ再検討会議を目前にして」 

4.11 厚生労働省、「東原爆裁判」東京高裁判決を

受け入れ、上告断念を表明 

4.13 国連総会、テロリストによる核関連物資など

の入手阻止を目的とした「核テロ防止国際条約」

案を全会一致で採択 

4.15 衆院憲法調査会、９条含む憲法改正を明示し

た最終報告書を自民、公明、民主３党の賛成多数

で議決 

4.18 独の地方自治体の首長 130人が核兵器廃絶と

独からの米軍核兵器撤去を求める訴えを発表し、

独外務省に手渡す 

4.20 参院憲法調査会、最終報告書を自公民３党の

賛成多数で議決 

4.20 世界平和 7人委員会、ＮＰＴ再検討会議に向

けて、核保有 5ヵ国首脳に核兵器廃絶への成果を

生む「核軍縮への具体的努力を求める」アピール

と、原爆被害実態の直視を日本政府と国民に訴え

るアピールを発表 

4.22 政府、テロ対策特措法に基づくインド洋への

自衛隊派遣を、さらに半年間延長する基本計画の

変更を閣議決定 

4.24 バンドン会議 50周年記念式典（バンドン）、

29ヵ国首脳が参加、「新アジア・アフリカ戦略的
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4.27～5.4 ＮＰＴ再検討会議要請行動（米ニ

ューヨーク）長尾正典常任世話人（写真） 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2 NPT 再検討会議（米国・ニューヨーク市）

に広島・長崎両市長をはじめとする市長会

議代表団が出席→5.27 合意文書などの採択

がないまま閉幕、800 名を超える日本原水協

代表団（大阪 60人） 

5.4 菅原藤子さんお別れ会 

 

5.9 「被爆 60 年のつどい」各委員会打ち合わせ

会議 

 

5.12 「被爆 60 年のつどい」（グリーン会館）第 3

回実行委 

5.15 「近畿原爆症訴訟の勝利をめざして原

告を励ますつどい」（大阪府保険医協会会議

室） 

 

5.17 「被爆 60年のつどい」組織・財政部会 

5.17 第１９４回常任世話人会議 

 

5.19 ＮＰＴ再検討会議要請行動代表団交流

会 

5.20 近畿原爆症訴訟第 13 回口頭弁論傍聴

（本人尋問） 

5.23 「被爆 60 年のつどい」団体申し入れ行動

（26日も） 

5.31 「被爆 60 年のつどい」実行委事務局団体

会議 

 

 

 

パートナーシップ宣言」に調印 

4.26 「非核地帯会議」メキシコで初会合、28日に

「核兵器廃絶への明確な約束」の履行などを迫る

宣言を採択 

4.28 初の非核地帯国際会議（メキシコ市）、4 つ

の非核地帯条約加盟諸国を中心に 90 以上の国・

組織が参加。核兵器廃絶の重要性を強調した共同

宣言を採択 

4.28 独シュレーダー首相がニュージーランド首

相との会談後、ＮＰＴ再検討会議で核保有国は明

確な核軍縮の行動を起こすべき 

5.1 第 76 回メーデー、憲法改悪反対・九条守れ、

侵略戦争美化を許すな、核兵器廃絶、大増税阻止、

くらし・雇用を守れとアピール 

5.1 ニューヨークで核廃絶を訴えるデモ行進、セ

ントラルパークで集会、4万人 

5.3 広島、長崎両市長ら、国連本部で 2020 年まで

に核兵器の全面廃絶を実現しようという「2020 ビ

ジョン運動」を始めると発表 

5.9 第 2次世界大戦終結 60周年記念の国連総会の

特別会合で、中国、韓国の両国連大使が過去の歴

史認識をめぐり日本を批判 

5.11 米東部のコネティカット州議会上院本会議

が、「ブッシュ大統領に対し、核兵器の廃絶に関

する交渉を開始するよう求める」決議案を採択 

5.15 平和な沖縄の実現を訴える「５・１５平和行

進」が開始 

5.15 日本被団協などの「国は判決を受け止め控訴

するな」全国行動（大阪１人参加） 

5.15 祖国復帰 33 年、米軍基地の全面撤去を求め

る「普天間基地包囲行動」と「県民大会」、それ

ぞれ 2万 4000 人、7500 人、大阪から８名が参加 

5.19 ＭＤ関連の日米共同開発で米側 11 年度まで

に総額 583 億円の開発予算を見込み、同等額を日

本に要求 

 

5.28～29 日本平和委第 55回全国大会（京都） 

5.30 最高裁、高速増殖炉「もんじゅ」訴訟の差し

戻し上告審で「国の設置許可は違法ではない」住

民側の訴えを退ける逆転判決 

http://www.mayorsforpeace.org/jp/gallery/2005_npt/index.html
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6.2 原水協「原水爆禁止 2005 年世界大会成

功をめざす学習会」講師：佐藤光雄氏 

6.3 「被爆 60 年のつどい」枚方市長への出席の

申入れ 

6.6 「被爆 60年のつどい」組織・財政部会 

6.7 「原爆の火」設置のための打ち合わせ 

 

 

6.15 第４回「被爆 60年のつどい」実行委員会 

6.16 憲法会議「国民保護法学習・交流会」（グ

リーン会館）講師：西晃弁護士 

6.17 第１９５回常任世話人会議 

6.22 「被爆 60 年のつどい」実行委事務局団体

会議 

6.22  熊取町（室井俊一助役）と懇談 （写真） 

6.22 非核大阪の会「京大原子炉実験所見学

会」（写真） 

 

 

 

 

6.23 「原爆の火を大阪にともす準備会」 

6.23 日米安保発効 45 年全国いっせい行動

「安保廃棄６・２３大阪集会」（北区民ホー

ル）講師：吉田栄司氏（9条の会） 

6.29 近畿原爆症訴訟第 14 回口頭弁論傍聴

（本人尋問） 

6.30～7.7 国民平和大行進大阪府内行進（市

民平和行進と共同出発集会） 

7.5 中司枚方市長と懇談 

（写真） 

 

7.8 第１９６回常任世話

人会議 

7.11 「被爆 60 年のつどい」実行委事務局団体

会議 

7.16  故新宮良正元大阪原水協理事長を偲ぶ

会 

7.20 「被爆 60 年のつどい」実行委事務局団体

会議 

6.1 厚生労働省が長崎で行ってきた「被爆体験者」

医療受給制度を改悪 

6.3 国連総会のピン議長が、9月開催の国連総会特

別首脳会合の「成果文書」草案を発表。核不拡散

条約に従い、核廃絶に向け軍縮の具体的措置を核

保有国に要請する項目を盛り込む 

6.8 大野防衛庁長官、オベリングＭＤＡ長官と会

談、日米共同技術研究の迎撃ミサイル、06年度か

ら共同開発に入る方針を確認 

6.9 ドイツ国防相がＮＡＴＯ国防相会議で、欧州

配備の米国の核兵器撤去を提起 

 

 

 

 

 

 

6.22 韓国と北朝鮮の南北閣僚級会談が開かれ、

「朝鮮半島の非核化」原則を確認。核開発問題に

ついて「平和的解決のための実質的な措置をと

る」ことを盛り込んだ合意文書を採択 

7.1 ロシアのプーチン大統領と中国の胡錦涛国家

主席がモスクワで会談し、国際法にもとづく公正

で相互尊重の世界、国際問題の集団的解決と国連

の役割強化を呼びかけた共同宣言発表 

7.1 米上院が地下貫通型の新しい核兵器の研究費

400万ドルを2006年会計年度予算に含めることを

承認 

7.6 県議会が６月定例会本会議で「米沖米空軍隊

員による少女強制わいせつ事件に関する抗議決

議」を全会一致で可決 

7.7 自民と新憲法起草委員会が自衛軍保持などを

明記した改憲要項第 1次素案発表 

7.13 ベルギー下院が上院（4 月）に続き、欧州配

備の米国戦術核兵器の撤去、欧州非核地帯の創設

を提唱する決議を採択 

7.16 非核全国の会第 20回全国総会 

7.19 米軍実弾射撃訓練強行に抗議、同施設の即時

閉鎖と米軍基地撤去を求める超党派の緊急抗議

県民集会(沖縄・金武町)、1万人 
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7.23 憲法会議第 39回定期総会（たかつガー

デン） 

7.27 近畿原爆症訴訟口頭弁論 

7.--  岸和田原水協と世界大会参加のフランス

平和運動との交流、原市長との懇談 

7.30 「いま核兵器の廃絶を！被爆60年おおさか

平和のつどい」（エルおおさか）米国代表２名、

約 1000人 

 

8.2～9 「原水爆禁止 2005 年世界大会」国際

会議（広島市）、核兵器廃絶をめざす政府、

ＮＧＯの共同をめぐり活発に論議「国際会

議宣言」を採択、同世界大会・広島（4～6

日）に、史上最大の海外代表 29 ヵ国・264

人を含む 8000 人が、同世界大会・長崎（7

～9 日）には 5000 人が参加、大阪は国際会

議３人、広島に 429 人、長崎に 164 人参加 

8.15 大阪母親

大会連絡会、

「赤紙配り」 

 

 

8.23  原爆症訴

訟近畿連絡会と同弁護団打合せ 

8.27 「８・２７ひめゆり平和講演会」（ク

レオ大阪中央） 

8.31 第１９７回常任世話人会議 

9.3 ９・３大阪女性 9条の会つどい 

9.7  原爆症訴訟近畿連絡会、大阪地裁に署名

提出 

 

9.9 近畿原爆症訴訟口頭弁論、「近畿原爆訴

訟支援のつどい」 

 

 

9.13 大阪府と大阪平和など府的団体と国民

保護法についての懇談会 

 

9.16  原爆症訴訟近畿連絡会 

 

7.27 パグウォッシュ会議年次総会（23日～、広島）

が核兵器禁止条約の締結を求める「広島宣言」を

発表し閉幕 

7.31 ノーモアヒロシマ・ナガサキ国際市民会議

（29日～、東京）、アピール「すべての核保有国

は保有核兵器を廃棄せよ」を採択 

7.31 九条の会・有明講演会が東京・有明コロシア

ムで開かれ、9500 人が参加 

8.1 原水爆禁止 05年世界大会科学者集会に科学者

ら 140 人余が参加 

8.1 自民党新憲法起草委員会が「自衛軍保持」な

どを明記した「新憲法第 1次案」を発表 

8.2 衆院本会議、「戦後 60 年の国会決議」を賛成

多数で採択 

8.2 小泉内閣が 2005 年版「防衛白書」を閣議了承、

日米安保の枠組みを超えた地球的規模での「日米

同盟」強化を前面に 

8.6 第６回平和市長会議被爆６０周年記念総会を

開催（広島市）（20 カ国：92 都市、4 団体、14

か国政府、7ＮＧＯ参加) 

 

 

 

 

 

9.5 仏パリ市庁舎で広島・長崎両市などの主催原

爆展開幕、核保有国の首都での原爆展は 95 年の

アメリカに次いで２回目 

9.8 ブレア英首相が英印首脳会談、ＮＰＴ未加盟

で核兵器保有を宣言したインドに対し、民生用核

エネルギー分野での協力を確認 

9.9 パウエル前米国務長官が米ＴＶインタビュー

で、イラク大量破壊兵器開発・保有を「告発」し

てイラク・フセイン政権打倒の軍事攻撃を正当化

した 2003年 2月の国連安保理での演説について、

人生の「汚点」だと語る 

9.12 仏印首脳会談がパリで開かれ、原子力の民生

利用の分野で両国が協力を推進することを確認 

9.14～16 国連創設 60 周年記念の国連首脳会議、

アナン事務総長、同会議で採択される「成果文書」

http://www.mayorsforpeace.org/jp/gallery/2005_general_conf.html
http://www.mayorsforpeace.org/jp/gallery/2005_general_conf.html
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9.17 大阪平和第 49回定期総会（大阪府社会

福祉会館）記念講演「憲法改悪、国民投票、

国民保護法のねらいー９・１１ショックを

乗り越えた、平和実現への誓い新たにー」

西晃弁護士、42名  

9.21 小泉政治の暴走ＳＴＯＰ！国会開会日 

９．２１昼休みデモ 

 

 

 

 

 

 

 

9.30 「被爆 60 年のつどい」実行委事務局団体

会議 

 

 

 

 

 

 

 

10.5 第１９８回常任世話人会議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.11 原爆訴訟支援大阪の会事務局団体会

議 

について「最大の失敗」は核不拡散・核軍縮で合

意に達しなかったこと、と語る 

9.19 北朝鮮の核問題の 6ヵ国協議、朝鮮半島の非

核化の目標と基本的な段取りを確認した初の共

同声明を発表、北東アジアの平和の枠組みに向け

た新たな展望開く 

9.22 衆院本会議、憲法改正手続きを定めた国民投

票法案を審議する「憲法に関する調査特別委員

会」の設置を賛成多数で決定 

9.23 包括的核実験禁止条約発効促進会議（21 日

～）、核実験のモラトリアム継続などを求める最

終宣言を採択 

9.24 米英軍のイラクからの即時撤退を求める集

会とデモ 30万人以上 (ワシントン) 

9.29 原子力委員会新計画策定会議、核燃料サイク

ル事業の推進の原子力政策大綱案決定 

10.1 日本原子力機構と核燃料サイクル開発機構

が統合、日本原子力研究開発機構が発足 

10.4 ベトナムの国連大使が国連総会軍縮委員会

で国連が核兵器廃絶の取り組みで中心的役割を

果たすべきと発言 

10.4 小泉首相の私的諮問機関・安保防衛懇が報告

書「未来への安全保障・防衛力ビジョン」を提出、

自衛隊の海外派兵を本来任務に 

10.5 ＩＡＥＡエルバラダイ事務局長（モスクワ

で）、イランの核開発問題について「誰もが重大

な国際危機を避けたい。問題は交渉でのみ解決で

きる」、交渉再開を呼びかけ 

10.6 非核全国の会、第 60 回国連総会にあたり、日本

政府が核兵器廃絶へ主導的役割を発揮するよう外務

省に申入れ 

10.7 厚生労働省が、在外被爆者に海外からの申請

でも被爆者援護法にもとづく手当等の支給を認

めるべきとした福岡高裁判決にたいし、上告しな

い方針を決定 

10.8 国際原子力機関のエルバラダイ事務局長が

東京・国連大学で講演し、核保有国の核兵器廃絶

努力の重要性を強調 

10.13 中国の国家副主席がイラン外相と北京で会

談し、イランの核問題について、「国際原子力機
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10.11 被爆６０年平和のつどい財政打ち合わせ 

 

 

 

 

 

10.21 大阪安保主催「イラクから自衛隊は撤

退せよ！憲法９条を守ろう安保廃棄１０．

２１集会」（扇町公園）3000 人 

10.22 大阪母親大会の 50年を祝う会 

 

10.28 小泉首相宛「米軍横須賀基地への原子

力空母配備受入れに抗議し撤回を求める」

送付 

 

 

 

 

 

10.29 国連軍縮週間のつどい（大阪市立いき

いきエイジングセンター）講演「被爆者は

語る 核兵器のない世界へ」坪井直氏日本

被団協代表委員 90人 （写真） 

 

 

11.8 第１９９回常任世話人会議 

11.9 憲法改悪反対府下いっせい宣伝・署名

行動、平和委はＪＲ桃谷駅前担当 

11.15 ブッシュ大統領来日抗議 

11.19 近畿原爆訴訟の勝利判決をめざすつ

どい（大阪府社会福祉会館）講演：「原爆訴

訟のもつ現代的意義」肥田舜太郎氏・原爆

被爆者中央相談所理事長→22 日第 2 陣 11

名の訴訟開始 

11.27 「原爆訴訟を支援する大阪の会３周年

のつどい」 

12.3 大阪母親大会連絡会代表者会議 

12.8 憲法会議・共同センター「第 8 回府的

署名・宣伝行動」（京橋） 

関の枠内で解決すべき」と発言 

10.16 英核軍縮運動年次大会、先制核攻撃戦略を

掲げるＮＡＴＯからの英国の脱退、欧州配備の米

核兵器の撤去等求める決議を採択 

10.17 第 3回欧州社会フォーラム(14 日～、ロンド

ン)60 ヵ国・2 万人、イラク戦争反対・撤兵の声

相次ぐ、分科会「新たな核の危険─核兵器のグロ

ーバルな廃絶の緊急性」(16 日)、来年の広島・長

崎被爆 60 年と核不拡散条約(ＮＰＴ)再検討会議

にむけて核兵器廃絶の緊急性を強調 

10.26 普天間基地の移籍先について、日米政府が

沿岸修正案で正式合意。普天間の決着に伴う沖縄

負担軽減策も合意 

10.27 日米両政府、横須賀市を事実上の母港とす

る通常動力型空母キティホークの後継艦にニミ

ッツ級原子力空母の配備で合意→12.2 後継艦原

子力空母ジョージ・ワシントンを 08年から配備 

10.28 自民党、「自民党新憲法草案」発表 

10.29 日米安全保障協議会（２プラス２）が開か

れ、「日米同盟の変革」をうたい、日米安保体制

の地球規模での大改悪を具体化する内容を盛り

込んだ中間報告を合意 

11.7 ノーベル平和賞を受賞したエルバラダイ・Ｉ

ＡＥＡ事務局長が米国で講演し、「核兵器のない

世界が唯一の選択肢であることを市民社会が明

確にすること」を訴える 

11.16 京都で日米首脳会談。自衛隊と米軍の連携

を世界規模に拡大させる方針を確認 

11.22 自民党行政改革推進本部総会、防衛庁を

「省」に昇格させる法案の次期通常国会での成立

を目指すと決定 

11.25～27 「日米軍事同盟打破、基地撤去 2005 年

日本平和大会ｉｎ神奈川」（横浜市）、全国 1700

人、大阪 19人 

11.27 国民保護法に基づく初の実動訓練が福井県

美浜町などで行われる。関西電力美浜原発へのテ

ロ攻撃を想定 

12.2 横須賀の通常型空母キティホークの後継艦

として原子力空母ジョージ・ワシントンを０８年

から配備と発表 
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12.9 革新懇の「講演と音楽の夕べ」（中之島

中央公会堂） 

12.10 非核の会第 7回近畿交流会（彦根市） 

12.14 近畿原爆症訴訟最終弁論 

12.14 第２００回常任世話人会議 

 

12.18 付 ウクライナの武器密輸疑惑の調査委員

会、旧ソ連時代の戦術核弾頭２５０発が所在不

明、密輸の可能性ありと発表。タス通信 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 
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1.10 麻生外相宛「相次ぐ米兵犯罪に抗議し、

再発防止を求めると共に、米兵を厳正に処

罰できない屈辱的な日米地位協定の改定を

求める」送付 

1.20 安保実行委「小泉暴走政治にストップ」

国会開会日昼休みデモ（中之島） 

 

1.24 第２０１回常任世話人会議 

 

1.28 憲法会議・共同センター「新春のつど

い」（北区民センター）講演：渡辺治氏 

1.28～29 2006 年大阪＆関西原水協学校（京

都）31 人→1.29 近畿原爆症訴訟勝利大宣

伝行動（平安神宮前） （写真） 

1.30 イラク開戦 3 周年３・２０行動実行委

準備会（奥村）、2.10（第 2回） 

2.3 憲法会議＆安保共催「国民保護計画のね

らいを斬る２・３学習会」（グリーン会館） 

2.4 大阪母親大会連絡会代表者会議及び第

51回大阪母親大会第１回実行委員会 

 

 

 

2.9 憲法会議・共同センター「第 9回府的署 

名宣伝行動」（京橋駅） 

2.11 「建国記念の日」不承認のつどい（ク 

 レオ大阪南） 

2.14 「米軍再編・基地強化反対、イラク戦 

争やめよ・自衛隊撤退、憲法九条守ろう」 

世界反戦共同行動３・１９実行委員会結成 

会議 

2.14  原爆訴訟支援の会第18回事務局団体会

議、同近畿支援の会と弁護団との打合せ、

1.13 ラムズフェルド米国防長官、訪米中の谷垣財

務相と会談、在日米軍再編にからみ日本側の財政

的協力を要請 

1.19 シラク仏大統領、テロ攻撃には「通常兵器に

よる反撃もあり得るし、別の方法もあり得る」と

核攻撃の報復を示唆 

1.20 政府、21道府県の「国民保護計画」を閣議決

定 

1.23 日米両政府、「思いやり予算」に関する新特

別協定に署名 

 

 

 

 

 

 

2.2 厚木基地の米空母艦載機部隊の移転が計画さ

れている岩国基地の地元岩国市の井原市長、部隊

受入れ賛否を問う住民投票実施の考えを表明 

2.2 イラク核問題を議論するＩＡＥＡ緊急理事会

がＩＡＥＡ本部で開幕→4 日イラン核問題を国連

安保理に付託する英独仏提出の決議案を賛成多

数で採択 

2.3 日本平和委「米軍再編強化を許さない日本平

和委員会基地闘争交流会議」 

2.4 拉致問題、国交正常化、核・ミサイルの３分

野を議題とする日朝協議が北京で開幕 

2.8 沖縄返還協定をめぐる密約問題で、当時対米

交渉にあたった元アメリカ局長が密約の存在を

認める発言 

2.10 核搭載可能な米海軍のミサイル駆逐艦「ステ

ザム」、長崎港に入港 

2.12 「２・１２あいばの日米合同演習大集会」（滋 
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大阪地裁に署名提出 

2.16 世界の平和ＮＧＯと日本国憲法９条＜

もうひとつの世界は可能だ＞第４回学習会 

2.18 ピースおおさか核軍縮フォーラム講演

会「核の危機は乗り越えられるか」 

2.22 第２０２回常任世話人会議 

2.23 米英の臨界前核実験に抗議、「米国政府

による未臨界核実験計画の即時中止を要求

する」 

2.26～3.8 日本原水協「マーシャル核被害者

支援交流団」和泉平和委の浅田氏派遣 

2.28～3.1 「2006 年３・１ビキニデー集会」

1500 人、大阪 41名参加 

3.4 憲法会議・共同センター地域・団体代表

者会議 

3.9 憲法会議・共同センター「第 10 回府的

署名・宣伝行動」 

3.10 「３・１９集会」事務局団体会議 

3.11 「近畿原爆訴訟の勝利判決をめざすつ

どい」（大阪市立いきいきエイジングセンタ

ー）被爆ピアノコンサートや若者のメッセ

ージ 

3.11～12 日本平和委・大阪安保よびかけ「岩

国住民投票支援活動」代表派遣 

3.14 第２０３回常任世話人会議 

3.15 大阪平和「米軍基地再編と日米軍事一

体化」学習報告会、講師：内藤副会長＊マ

ーシャル報告、３・１ビキニデー報告 

3.18 非核大阪の会第 20 回定期総会、記念講

演「現在のアメリカの核戦略」講師：中嶋篤之

助氏 

3.19 イラク開戦３周年世界反戦共同行動

「米軍再編・基地強化反対、イラク戦争や

めよ・自衛隊撤退、憲法９条守ろう３．１

９大阪集会」（扇町公園） 

3.25 原水協第 44回定期総会（府社会福祉会

館） 

3.26 菅原藤子さん（当会常任世話人）を偲ぶつ

どい 

 

賀高島）吹雪の中 700 人、大阪から 30団体 100 人 

 

 

2.19 パキスタン軍、核弾頭搭載可能な地対地ミサ

イル「ハトフ２」の発射実験を実施、成功と発表 

2.20 仏印、「民生原子力エネルギー開発に関する

共同宣言」に合意 

2.23  米英共同、未臨界核実験実施 

2.24～26 安保中央実・日本平和委共催「米軍基地

再編・強化反対、基地撤去、中間報告の撤回をめ

ざす全国基地交流集会」（沖縄）大阪１人 

2.26 米軍再編に伴い、在沖海兵隊を約 8千人削減

することを米側が日本側に通知→28 日グアム移

転費の全額を米側が日本側に要求していること

が判明→3.14 ７５％の負担を求めたことが判明 

2.28 普天間飛行場の前司令官を訴えた普天間爆

音訴訟で、最高裁は上告棄却を決定 

3.8 マクマレン米大統領報道官、北朝鮮が２発の

短距離ミサイルの発射実験実施と発表 

3.8 米ミサイル防衛局、日米が進めるＭＤ共同開

発で、初の共同飛行実験をハワイ沖で実施。実験

に成功と発表 

3.12 在日米軍再編に伴う空母艦載機の岩国基地

移転案について、受け入れの是非を問う岩国市の

住民投票が開票、反対多数 

3.14 米軍再編で、在沖海兵隊のグアム移転費用の

７５パーセントの負担を米側が日本に求めたこ

とが判明 

 

3.19 イラクに平和を！日本全土を侵略拠点にす

るな中央集会、3000 人 

3.24 米統合参謀本部、戦略文書「大量破壊兵器と

戦うための国家軍事戦略」を発表 

 

3.26 古川佐賀県知事と寺田司玄海町長、九州電力

玄海原発３号機のプルサーマル計画に正式同意 

3.26 普天間飛行場移転問題で、額賀防衛庁長官が

微調整修正案を提示、島袋名護市長がこれを拒否

→4.4 再協議も結論に至らず→4.7 再再協議で二

本の滑走路を設置する新沿岸案で合意 
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3.29 米艦船カーチス・ウィルバーの大阪港入港

に関する市交渉 ＊「同艦の入・寄港に拒否を

表明するよう求める要望書」提出 （写真） 

 

 

 

 

 

 

4.1 「九条の会・おおさか」結成１周年記念

講演会（グランキューブ大阪）大谷昭宏氏 

4.3 米艦船カーチス・ウィルバーの大阪港入港反

対抗議行

動→昼休

みデモ 

 

 

 

4.11  原爆症訴訟近畿連絡会、大阪地裁に署

名提出（個人 12,751 団体 298）、4.28 も 

4.13 第２０４回常任世話人会議 

4.15 憲法会議・共同センター「東大阪全戸

署名訪問活動」 

4.20 イラク訴訟最終弁論 

4.28 大阪安保主催「沖縄と心をつなぐ４・

２８のつどい」（アピオ大阪） 

5.3 「５．３憲法記念日のつどい＆パレード」 

5.11 原爆訴訟弁護団と同近畿支援の会と打

ち合わせ（西弁護士事務所） 

5.12 近畿原爆症集団訴訟大阪地裁判決―9

名全員全面勝利、同報告会（エイジングセ

ンター）、非核大阪

の会 14 日厚労省

「控訴するな」要請

文送付 

 

5.13 非核自治体運動の発展めざして ―非

核自治体運動フォーラム２００６― 

5.16 非核大阪の会「核燃料サイクルの現状と問

3.28 自民党、「非軍事」宇宙開発政策を転換し、

自衛目的の軍事利用を可能とする新法を議員立

法で提出すると決定 

3.29 国連安保理、イラン核問題に関する議長声明

案を全会一致で採択 

4.4 米中西部ウィスコンシン州の３２自治体でイ

ラクからの米軍撤退を求める住民投票が実施さ

れ、全体で住民の６１％が「すみやかな撤退」に

賛成 

4.17 ノーベル賞受賞者５人を含む米国の著名な

物理学者 13 人、ブッシュ米大統領「米国と世界

にとって重大な影響をもたらす」イラン核攻撃を

しないよう求める書簡を送る 

4.18 ブッシュ米大統領が記者会見で、イランへの

核攻撃の可能性について問われたのに対し、「す

べての選択肢が検討対象になっている」と繰り返

し回答 

4.21 政府、テロ特措法に基づく海自インド洋派遣

を 11.1 まで半年間延長する基本計画変更を閣議

決定 

5.1 日米安全保障協議委員会（２＋２）、在日米軍

再編の最終報告（費用負担は日本）で合意 

5.3 憲法記念日に全国各地で「憲法９条を守れ」

「戦争する国づくりを許さない」と集会やパレー

ドを展開 

5.8 イランのアハマディネジャド大統領がブッシ

ュ米大統領宛て書簡で米政府の対外政策を批判、

核開発の「権利」を主張 

5.9 海自、米国がハワイ沖で実施予定のＭＤ迎撃

実験に、弾道ミサイル追尾訓練として海自イージ

ス護衛艦の参加を発表 

5.13 第５回イスラム系開発途上８ヵ国首脳会議

がインドネシアで開かれ、核エネルギーの平和利

用などを盛り込んだバリ宣言を採択。各国首脳は

イラン大統領に対し、核問題の平和的・外交的解

決を促す 

5.15 沖縄「５・１５平和とくらしを守る県民大会」

開催、新沿岸案反対を宣言 

5.15 原爆訴訟・厚労省、国会要請行動、大阪 1人 
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題点」市民のための原子力講座(講師：中川

氏) 

5.24 第２０５回常任世話人会議 

5.26 原爆訴訟を支援する会第20回事務局団

体会議 

5.31 「原水爆禁止 2006 年世界大会の成功を

めざす学習会」講師：川田忠明氏、50人 

5.31 大阪自治労連との懇談会 

6.6 世界平和フォーラム代表団会議 

6.10 大阪平和第 50回定期総会（大阪社会福

祉指導センター）講演「アジアと世界の平

和をめざして」千坂純氏 

6.11 「６・１１緊急府民集会と大街頭宣伝」 

6.13 基地強化反対、３兆円負担を許すな「米

軍再編学習集会」（大阪平和委・安保・ＡＡ

ＬＡ共催）エルおおさか、講演「米軍再編

“最終報告”の危険性と弱点」小泉親司氏、

120 名 

6.20  原爆訴訟大阪の会事務局団体会議 

6.22 第２０６回常任世話人会議 

6.23～28 「世界平和フォーラム」カナダ・バング

ーバーで開幕、97

か国 600 人、日本

原水協から 156 人

（長尾正典氏ら大

阪７名） 

 

6.23 「米軍基地の再編・強化と３兆円負担

反対、『日米合意』撤回せよ、安保廃棄６・

２３大阪府民集会」（扇町公園） 

6.26 被爆者問題相談学習会（大阪市立いき

いきエイジングセンター）原爆症訴訟支援 

6.30～7.7 国民平和大行進、府内通し行進者

７名 

7.2 第５１回大阪母親大会 

 

7.8～9 「米原子力空母、米軍再編・強化反

対７・９横須賀大集会」（大阪 3名参加） 

 

 

 

5.25 日本原燃、六ヶ所村使用済核燃料再処理工場

で、男性作業員が微量の放射性物質を吸い込み体

内被ばくしていたことを発表 

5.29 非同盟諸国会議の閣僚会議（マレーシア）開

幕→30 日核の平和利用支持を盛り込んだイラン

核問題に関する特別文書などを採択 

6.1 イラン核開発問題をめぐる国連安保理常任理

事国と独 6 か国外相会合（ウィーン）開催、「包

括的見返り案」で合意 

6.1～2 「原子力供給国グループ」（ＮＳＧ）総会

（ブラジリア）開催、原子力技術協力に関する米

印合意の承認を見送る 

6.9 政府、防衛庁の「省」昇格法案を閣議決定 

6.10 「九条の会」が初の全国交流会を東京都内で

開催。地域・分野別の会は 5174 に達したと発表 

6.17 ノーベル平和賞受賞者による「光州サミッ

ト」開催、すべての核兵器保有国に対し「全地球

的な非核化」「核先制使用をしない法的約束」な

どを求める「光州宣言」を発表 

6.17 「アジア相互協力信頼醸成会議（ＣＩＣＡ）」

第２回首脳会議（カザフスタン）、中央アジア非

核地帯の創設支持、大量破壊兵器の不拡散と廃絶

などをよびかける宣言を採択 

6.17～18 日本平和委第 56回全国大会（群馬） 

6.24 世界平和フォーラムがカナダ・バンクーバー

で開幕。97ヵ国から 3000 人を超える市民が参加 

 

6.24 非核全国の会第２１回総会 

 

6.29 日米首脳会談、地球的規模で協力する「21世

紀の新しい日米同盟」を宣言 

6.29 Ｇ８外相会合（モスクワ）、北朝鮮へのミサ

イル発射実験中止要求などを含む議長声明を採

択 

7.5 政府、北朝鮮が弾道ミサイル６発を発射、「ロ

シア沿海州南方の日本海」に落下したと発表→同

日政府、特定船舶入港禁止特措法を適用し、北朝

鮮の貨客船「万景峰 92」の入港を半年間禁止する

経済制裁の発動を決定 
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7.13  非核大阪の会「バルガスさんと語る夕べ」 

7.15 おおさか女性行進（新町北公園） 

 

7.19 憲法会議第 40回定期総会 

7.20 第２０７回常任世話人会議 

7.20 イラク差し止め訴訟判決 

7.22 革新懇総会（国労会館） 

7.23 憲法会議・共同センター「堺・泉北ニ

ュータウン行動」 

7.28 3府県7人の大阪地裁への追加提訴（大

阪は６名） 

 

8.1 「海外代表と語ろうピースインおおさか

2006」（市社会福祉センター）アメリカ、グ

アム代表と100人の参加 

8.4～6 原水爆禁止 2006 年世界大会(広島) 

｢核兵器のない平和で公正な世界を」をメイ

ンテーマに、５人の政府代表を含む(海外 21

ヵ国 70人、全国から 11,000 人の代表(広島

8,500、長

崎 2,500)。

大阪原水

協は国際

会議６人、

広島 388

人、長崎１人が参加 

 

8.23 第２０８回常任世話人会議 

8.23  原爆訴訟支援大阪の会事務局団体会議 

8.24 憲法会議・共同センター活動者会議 

8.29 反核・平和のための能と狂言の会、 

 能「原爆忌」（観世栄夫氏と写真） 

 

 

 

 

 

 

 

7.9 インド、核弾道搭載可能な長距離弾道ミサイ

ル「アグニ３」の発射実験を初めて実施 

7.9 「７・９首都圏大集会 in横須賀」3万人、「原

子力空母配備阻止、米軍再編『合意』撤回」を 

7.12 中国・ロシア、北朝鮮に関する独自の非難決

議案を国連安保理に提出→15日国連安保理、北朝

鮮非難決議案を全会一致で採択→16日北朝鮮、安

保理決議に「いささかも拘束されない」とする声

明を発表 

7.17 サミット、ロシアのプーチン大統領が議長総

括を発表して閉幕。北朝鮮ミサイル発射への非難

などを盛り込んだ声明を採択 

7.20付 昭和天皇、靖国神社Ａ級戦犯合祀に「不快

感」とマスコミ報道 

7.26 米下院本会議、「米インド核協力促進法案」

を賛成多数で可決 

7.31 国連安保理、イランに対し核開発を８月末ま

でに停止するよう求め、停止しない場合は制裁措

置を検討すると警告の決議を採択 

7.31 付 ニクソン米政権がベトナム戦争早期終結

に核兵器使用を選択肢の一つとして検討してい

たことを示す米政府文書が公開 

8.2付 2001年当時、嘉手納基地に約40万発の劣化

ウラン弾が貯蔵されていたことが、米情報公開で

明らかに 

8.4 原爆症認定集団訴訟、広島地裁で原告全員の

勝訴判決。11日、国が控訴。18日、原告41人全員

が広島高裁に控訴 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.5 安倍官房長官、額賀防衛庁長官が集団的自衛

権について、憲法解釈変更による行使容認を進め

るべきと発言 

9.5 米政府が「対テロ戦争」の戦略文書「テロと
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8.31 アメリカの臨界前核実験抗議 

9.9 「近畿原爆症訴訟支援のつどい」（エル

おおさか）110人 

9.9 憲法会議・共同センター提起「9月9日9

条守る総行動」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.20 第２０９回常任世話人会議 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.26 臨時国会開会日！９．２６昼デモ 

9.28 安倍首相宛「米原潜から放射性物質漏

れ、横須賀基地から検出、米原潜寄港及び

原子力空母母港化中止を要求する」 

9.29 憲法会議等「臨時国会開会予定日府下

全駅宣伝行動」 

 

10.2 近畿原爆症認定集団訴訟控訴審第１回

口頭弁論 

 

 

 

 

 

 

 

10.6 憲法会議・共同センター「府的宣伝行

のたたかいに関する国家戦略」改訂版を発表。「対

テロ戦争」での「長期のたたかい」を強調 

9.8 中央アジア５カ国、カザフスタンのセミパラ

チンスクで、非核地帯条約に署名 

9.8 「核戦争防止国際医師会議（ＩＰＰＮＷ）第

17回世界大会」（ヘルシンキ）、マッコイ共同議

長が「米国はすべての核保有国の中で核兵器のな

い世界をつくるうえで最大の障害となっている」

と批判 

9.11 非同盟諸国首脳会議がハバナで開幕。17日、

単独行動主義を非難する宣言などを採択し、閉会 

9.17 第14回非同盟諸国首脳会議（ハバナ）「現在

の情勢における非同盟運動の目的、原則、役割に

関する宣言」等を採択。期限を決めた核兵器の完

全廃絶と新たな非核地帯の設立を盛り込む 

9.18 シラク仏大統領、「米英仏ロ中独の６か国は

まず交渉すべきで、その間はイラン制裁決議採択

を控えるべきだ」 

9.18～22 ＩＡＥＡ年次総会でエルバラダイ事務

局長が、イラン核問題について、交渉で解決を図

るよう米英仏ロ中独の６ヵ国に改めて要請。北朝

鮮にすべての核兵器や核開発計画の放棄などを

求める決議案を採択 

9.19 政府、北朝鮮に対する金融制裁の実施を閣議

了解 

9.22 ＩＡＥＡ総会、北朝鮮に６か国協議への無条

件即時復帰や核兵器放棄などを求める決議を全

会一致で採択し閉会 

9.26 第 165 臨時国会が開会。安倍政権が発足 

9.27 文部科学省、米原潜が横須賀港を出港した際

に採取した海水から放射性物質が検出されたこ

とを発表 

10.3 北朝鮮外務省が「核実験を行うことになる」

との声明を発表 

10.4 神奈川・横須賀の「原子力空母母港化の是非

を問う住民投票を成功させる会」が記者会見し、

同住民投票の条例制定を求める直接請求署名を

始めると表明 

10.5 非核全国の会、第 61 回国連総会に日本政府が

核兵器廃絶のための具体的な道筋をつけるリーダー
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動」（ＪＲ茨木駅前） 

10.9 原水協、北朝鮮核実験に抗議 

10.10 「北朝鮮政府の地下核実験に対して抗議

声明文」送付 

10.12 憲法会議・共同センター第 13回地域・

団体代表者会議（エルおおさか） 

10.13 大阪ＡＡＬＡ「非同盟運動」学習会 

 

 

 

 

 

 

10.20 大阪安保「１０・２１統一行動」宣 

 伝行動（上六） 

10.20  非核大阪の会、広島市国際平和推進 

部岩崎部長と懇談・非核自治体シンポジウム 

の打ち合わせ 

10.20 2006 年日本宗教者平和会議＆大阪宗

教者平和協議会創立15周年記念レセプショ

ン、記念講演「憲法講演会」大谷昭宏氏 

 

10.23 第２１０回常任世話人会議 

10.23 麻生外相宛「麻生太郎外相の核武装論

議容認発言に抗議し、その撤回を求める」 

 

10.26 国連軍縮週間のつどい「核兵器廃絶を

めざす国連と各国政府の役割」（いきいきエ

イジングセンター）藤田久一氏、60名 

11.2  大阪母親大会連絡会代表者会議 

11.3 9 条の会「憲法公布 60 周年のつどい」

（大阪城野音） 

 

11.8 安倍首相宛「中川自民党政調会長、麻

生外務大臣の相次ぐ核武装論議容認発言に

抗議し、罷免を要求する」送付 

11.9 憲法会議・共同センター「１１・９府

下一斉宣伝行動」250 余駅頭 

11.14 原爆症訴訟近畿の会と同弁護団協議 

11.15 第２１１回常任世話人会議 

シップをとるよう外務省に要請 

10.5 文部科学省原子力艦放射能調査専門家会合

で、横須賀基地で発生した米原潜ホノルルの放射

能漏れ事故について、その「可能性を否定できな

い」とする検討結果を発表 

10.6 国連安保理、北朝鮮に核実験計画放棄を要

請、強行の場合には国連が追加的制裁措置をとる

とした議長声明を採択 

10.9 北朝鮮の核実験に抗議→10 日 衆院、北朝鮮

の核開発を「無謀な暴挙」と非難し、核開発計画

の即時断念を求める非難決議を全会一致で採択 

10.14 国連安保理、北朝鮮制裁決議を全会一致で

採択 

10.15 中川昭一自民党政調会長が民放番組で、日

本の核武装について議論は大いにすべきと発言 

10.17 日本被団協が結成 50周年の記念式典 

10.18 麻生外相、衆院外務委員会「（核兵器保有

について）議論をしておくのも大事なことだ」と

発言 

10.19 テロ対策特別措置法改正案が衆院本会議で

与党の賛成多数で可決、参院へ→27日改正テロ対

策特別措置法、参院本会議にて賛成多数で可決、

成立 

10.21 「第３回核兵器廃絶－地球市民集会ナガサ

キ」、長崎市で開幕

（～23日） 

 

 

10.26 国連総会第１

委員会（軍縮）、日本提出の核軍縮決議案を賛成

多数で採択 

10.27 改正テロ対策特別措置法、参院本会議にて

賛成多数で可決、成立 

11.4 韓国の平和ＮＧＯと語る北東アジアの未来 

11.9  麻生外相の核武装議論発言問題で、日本共

産党など野党４党が安倍首相に対し外相の罷免

を要求 

11.9 仏国防省、核兵器搭載可能で、射程距離が

8000 キロを超える新しい弾道ミサイル「Ｍ51」の

発射実験に成功と発表 

http://www.mayorsforpeace.org/jp/activites/statement/protest/061010_jp.html
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11.16 国民運動実行委「許すな！憲法・教育 

基本法改悪、大増税！「暮らし、平和を守 

る１１・１６府民大集会」（扇町公園） 

11.18 第２回非核自治体シンポジウム＆当会創 

立 20周年＆データブック完成披露茶話会(シ 

ティプラザ大阪)、主報告岩崎静二広島市国際 

平和推進部 

長、66名 

 

 

 

 

11.20 原爆訴訟近畿連絡会が大阪高裁、大阪

地裁へ要請署名を提出 

11.22 大阪地裁第１回審理（第 2陣 11人）、 

大阪高裁控訴審第 2回審理 

11.24  原爆訴訟大阪の会事務局団体会議 

11.25 「マリーンズ・ゴー・ホーム」上映会

＆基地問題ミニ講演会（いきいきエイジン

グセンター）91人 

11.27 「１１．２７原爆訴訟の勝利をめざす

つどい及び原爆訴訟を支援する大阪の会総

会」（大阪民医連会議室）60名 

12.2 大阪母親大会連絡会代表者会議 

12.4 原爆訴訟近畿連絡会と同弁護団協議 

12.5 大阪民医連・眞鍋医師と被爆者相談活

動の協議（12日にも） 

12.8 憲法会議・共同センター「１２・８憲

法・教育基本法改悪反対府下駅頭いっせい

宣伝行動」 

12.9 第 8 回非核の会近畿交流会（神戸）29 名

（ 大 阪 ４

名） 

 （写真） 

 

 

12.11 原爆訴訟大阪の会事務局団体会議 

12.15 革新懇「革新懇の講演と音楽の夕べ」

（エルおおさか） 

11.11 独とノルウェーの両外相がドイツ紙に核不

拡散体制を崩壊させないために米ロ両国が核軍

縮交渉を再開するよう求めて共同で寄稿 

11.15 自民党、集団的自衛権の解釈変更を検討開

始 

11.16 久間防衛庁長官、非核三原則について「日

本をかすめるような状態で潜水艦などが動く分

には『持ち込み』にはならない」 

11.16 日本原燃、六ケ所村の再処理工場で、ＭＯ

Ｘ粉末が完成、缶に詰める作業を始めたと発表 

11.17 久間防衛庁長官が記者会見で、核兵器を装

備した米潜水艦の日本領海内航行も容認可能と

の見解を示す 

11.18 日米首脳会談。日米同盟のさらなる強化、

ＭＤ協力強化・加速化、在日米軍再編の着実な

実施等で合意 

11.19 ＡＰＥＣ首脳会議が、北朝鮮核問題の平和

的解決、北朝鮮のミサイル発射や核実験への強い

懸念、安保理決議の全面履行、６ヵ国協議の早期

開催などを盛り込んだ議長声明を発表 

11.20 普天間飛行場移設問題に関して、県内移設

容認を仲井真知事が明言 

11.24 久間防衛庁長官、衆院安保委で、非核３原

則で禁じている核搭載艦艇の領海通過について

「緊急事態の場合はやむを得ない」 

11.28 県知事選当選の仲井真氏の３年以内の普天

間飛行場閉鎖公約を、久間防衛庁長官が否定 

12.3 エルバラダイＩＡＥＡ事務局長、日本の核保

有論議容認論に関して、「日本は核の倫理を語る

責任がある」 

12.8～10 「2006 年日本平和大会 IN 岩国・広島」

大阪から 29名 

12.8 ジュネーブで開催されていた生物兵器禁止

条約第６回運用検討会議、最終宣言を採択（11.20

～） 

12.11 仲井真知事が、就任会見で「普天間飛行場

の三年以内閉鎖」を要求していく方向性を確認 

12.15 防衛「省」昇格関連法案、参院本会議で賛

成多数による可決 

12.18 ブッシュ米大統領、米インド平和原子力協
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12.19 第２１２回常任世話人会議 

 

12.28  マーシャル諸島・ロンゲラップ島のネ

ルソン・アンジャイン氏死去（97年 10月治

療のため堺耳原病院に入院していたことも

あった） 

力法に署名 

12.20 政府臨時閣議、緊急時に米核武装艦の領海

内通過を事前協議なしで認めるとした久間防衛

庁長官発言を否定する答弁書決定 

12.23 国連安保理、イランに対する制裁決議を全

会一致で採択 

12.26 沖縄密約訴訟が結審 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

07

年 
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1.15  原爆訴訟支援近畿連絡会と弁護団と協

議 

 

 

1.21 「日米合同指揮所演習「ストップ！ヤ

マサクラ１・２１伊丹大集会」（実行委方

式） 大阪から 11名 

1.24 第２１３回常任世話人会議 

1.24 原爆症訴訟大阪地裁第二回審理 

1.25 憲法会議・共同センター・大阪労連共

催「１・２５通常国会開会昼休みデモ」（中

之島） 

1.27 憲法会議「第14回地域・団体代表者会

議（新春学習のつどい）」（大阪商工会館）

講師：川村俊夫氏 

 

1.27～28 2007 年大阪・関西原水協学校（神

戸）127 人（大阪 21 名）「原爆症認定集団

訴訟を勝利するために」「アジアと世界の平

和実現のための日本の役割」「2007 年の原水

協の役割」 

 

 

 

1.4 ウォール・ストリート・ジャーナルにキッシ

ンジャーら４人の元米政府高官が、核兵器廃絶を

訴える寄稿 

1.9 防衛省発足 

1.10 ブッシュ米大統領、米軍約 2 万 1500 人をイ

ラク増派する方針の新イラク政策を発表 

1.14 日中韓首脳、北朝鮮に核問題解決への具体的

行動求める共同声明を発表。３か国の局長級協議

機関設置で一致 

1.17 横須賀市の市民団体「原子力空母母港化の是

非を問う住民投票を成功させる会」、蒲谷市長に

住民投票条例の制定を直接請求 

1.17 ブレティン・オブ・ジ・アトミック・サイエ

ンティスツの「終末時計」が「７分前」から「５

分前」に進む 

1.22 付 韓国の朝鮮日報、米朝協議で北朝鮮がエネ

ルギー援助の見返りに核活動凍結とＩＡＥＡ査

察団の受け入れ再開を提案と報じる 

1.23 ブッシュ米大統領、一般教書演説。２万人超

の米軍を増派するイラク新政策について「成功に

向けた最善の方策」 

1.24 久間章生防衛相、大量破壊兵器開発を理由に

米大統領がイラク戦争に踏み切ったことについ

て「判断が間違っていた」 

1.27 非核全国の会シンポ「核兵器廃絶の展望を探る」

（黒澤満氏、藤田俊彦氏、笠井亮氏ら） 

1.31 原爆訴訟支援全国集会（東京・日比谷公会堂）

700人、大阪代表派遣 

1.31 日本原燃、六ヶ所村使用済み核燃料再処理工

場の本格操業開始時期を当初計画の８月中から

11月中に延期と発表 
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2.11 「建国記念の日」不承認２・１１大阪

府民のつどい（アピオ大阪）講演渡辺治氏 

2.15 第２１４回常任世話人会議 

2.23 大阪平和・大阪安保・原水協・非核大阪の

会４団体と大阪市港湾局と対市交渉、 関大

阪市長宛「米艦船ステザムの大阪港入港計画

を拒否することをの申し入れ」送付 

2.26 大阪平和と大阪市・府への平和施策問

題懇談会、橋本会長以下 8 名の役員と大阪

市側６名、関市長宛「大阪市の平和施策の

推進強化を求める要望書」「米イージス・

ミサイル駆逐艦ステザムの大阪港寄港を拒

否して」(3.19 も) 

2.27～3.1 「2007 年３・１ビキニデー」全国

から 900 人（大阪原水協 27名） 

3.1 「米艦かえれ！３・１南港抗議行動」大阪港

に米艦ステザム入港、大阪市に入港拒否を要

請するとともに、抗議行動（原水協・安保実行

委・平和委・非核大阪の会） （写真） 

3.3 非核大阪の会第２１回年次総会、講演 「核

兵器廃絶へー現状と今後の展望―」講師：藤

岡惇氏（民医

連会議室） 

 

 

 

3.7 憲法会議地域・団体代表者会議（グリー

ン会館） 

3.10 「近畿原爆訴訟の勝利をめざすつどい」

（市立いきいきエイジングセンター）原爆

症訴訟近畿弁護団・原爆症訴訟支援近畿連

絡会共催 170 人 

3.20 大阪安保・大阪労連・憲法会議よびか

け「イラク開戦 4 周年のつどい」（森ノ宮

ピロティホール） 

3.22 第２１５回常任世話人会議 

3.23 近畿原爆訴訟第 2次原告口頭弁論 

2.5 米上院本会議、ブッシュ大統領によるイラク

への米軍増派計画に反対する超党派の決議案に

ついて、審議を否決 

2.8 原子力空母の是非を問う住民投票条例案、横

須賀市議会で否決 

2.14 印、中国、ロの３ヵ国外相会談（ニューデリ

ー）、テロとのたたかいは「二重基準ではない方

法で行うべき」と強調し、米国の単独行動主義、

対テロ戦争を批判 

2.21 ニューデリーで印パ外相会談。偶発的な核兵

器使用を防止するための協定に調印 

2.22 クラスター爆弾に関する国際会議、オスロで

開幕。23日、「オスロ宣言」を採択 

2.23 米韓国防相、2012 年 4月に朝鮮半島の戦時作

戦統制権を韓国に移譲し、韓米連合軍司令部を解

体することを発表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4～5 「外国軍事基地撤去国際会議」（エクアド

ル） 

3.6 横須賀基地への原子力空母配備の安全対策を

協議する日米両政府と横須賀市の実務担当者協

議が始まる（～９日） 

3.15 北陸電力、志賀原発１号機で 99 年に起こし

た臨界事故の隠蔽事実を公表 

3.17 米国下院、イラク撤退決議案可決 

3.19 中部電力と東北電力、それぞれ 91年と 88年

に原子炉から制御棒が抜けるトラブルがあった

ことを発表、東北電力、女川原発３号機で 03 年

に制御棒５本が原子炉に挿入されるトラブルが

起きたと発表 

3.20 東京電力の柏崎刈羽原発１号機と福島第２

原発３号機で 2000 年に原子炉の制御棒が抜ける
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3.24 原水協第４５回定期総会（府社会福祉

指導センター）50人 

 

 

 

 

 

3.28 憲法特別委員会地方公聴会開催で宣伝

行動 

 

 

4.2 「原爆症認定訴訟」厚生労働省包囲行動

（木村民子氏、和泉平和委浅田氏参加） 

4.6 原子燃料工業見学 

4.10 憲法会議・共同センター「京橋緊急宣

伝行動」 

4.10  原爆訴訟支援の会事務局団体会議 

4.11～12 堺・泉北港の大浜埠頭に自衛隊潜

水艦救難艇寄港、市民に公開・試乗 

 

4.24 第２１６回常任世話人会議 

 

 

4.30 憲法をうたおう！スプリングフェスタ 

 

 

5.3 おおさか 9 条の会「憲法施行 60 年のつ

どい」（国際交流センター） 

5.5 国民平和行進、北海道礼文島～東京コー

スに和泉平和委の浅田氏が通し行進者に 

5.22  原爆訴訟大阪の会事務局団体会議 

5.23 第２１７回常任世話人会議 

5.27  原爆症認定の全面解決を求める緊急集

会（クレオ大阪中央）65人 

 

 

 

 

 

 

トラブルが起きたと発表 

3.20 イラク戦争４年、全国いっせい行動 

3.22 東京地裁、東京都と茨城県の被爆者 30 人が

国の原爆症認定申請却下処分取消しなど求めた

訴訟で、原告 21人を原爆症と認定 

3.24 国連安保理、対イラン追加制裁決議案を全会

一致で採択 

3.27 沖縄返還交渉「密約」訴訟で、東京地裁が西

山氏の訴えを棄却 

3.29 米上院本会議、下院が可決したイラク撤退法

案を賛成多数で可決 

3.30 政府、イラク復興支援特措法を２年延長する

改正案を閣議決定 

4.5 最高裁、沖縄戦の遺族らが国と前首相に損害

賠償を求めた「沖縄靖国訴訟」原告の上告棄却 

4.12 「４・１２緊急中央行動」（衆院第2議員会

館前）、改憲手続き法、米軍再編促進法案強行可

決 

4.12 「ＳＴＯＰ改憲手続き法大集会」5000人 

4.18 選挙活動中に銃撃された伊藤一長・長崎市長

が死去 

4.26 各界識者、「非核日本宣言」運動を提唱 

4.27 日米首脳会談（ワシントン）で安倍首相「戦

後レジームの脱却をめざす」発言 

4.30～5.11 2010 年ＮＰＴ再検討会議第１回準備

委員会（ウィーン）で開幕 

4.--  ゲルニカ空爆 70周年記念行事（スペイン・

ゲルニカルモ市）に広島市長出席 

5.1～7 日本原水協ＮＰＴ要請代表団（オーストリ

ア・ウィーン） 

5.10 嘉手納基地包囲「人間の鎖」1万 5千人 

5.14 国民投票法、参院本会議で与党の賛成多数で

可決・成立、18日公布 

5.15 空自派遣を2年延長するイラク復興支援特措

法改正案、衆院本会議で可決 

5.19 非核全国の会第２２回全国総会 

5.25 北朝鮮が地対艦ミサイルを日本海と黄海に

向けて数発発射 

5.26～27 「反核平和東アジア国際会議INソウル」（主

催反核平和大会準備委員会）日本原水協代表団

http://www.mayorsforpeace.org/jp/gallery/2007_bilbao_gernika/index.html
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5.27 「日本非核宣言」運動についての原水協と

の相談会(6.13 も) 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.3 第５２回大阪母親大会 

6.5 原水協「2007 年世界大会の成功をめざす

学習会」講師：冨田宏治氏 

6.16 大阪平和第 51回定期総会（国労会館）

講演「報道されなかったイラク戦争」講師：

西谷文和氏、47人 

6.19 第２１８回常任世話人会議 

6.23 おおさか女性行進 

6.26  原爆症訴訟事務局団体会議 

6.30～7.7 第 50 回記念国民平和大行進（大

阪府内） 

7.3 「久間防衛相の原爆投下容認発言に抗議と

防衛相罷免を要求する」送付 

 

7.20 大阪市宛「自衛隊の『海上展示訓練』

に大阪港を使用させないよう要求しま

す！」（安保実行委） 

7.23 原爆訴訟・署名の提出、大阪高裁宛（大

阪、兵庫、京都を含む）3098 で累計 117,493。

大阪地裁宛 3140 署名で累計 75,070 

7.25 原爆症訴訟・大阪地裁第二次裁判 

8.1 第２１９回常任世話人会議 

8.2 憲法会議第 41回総会（グリーン会館） 

8.2 「海外代表と語ろうピースインおおさか

2007」（グリー

ン会館）フイリ

ッピン・エクア

ドル代表、70

人 

100人（大阪から9名、当会谷本氏） （写真） 

6.1 陸上自衛隊の「中央即応連隊」の新設などを

柱とする自衛隊法等改悪案が参院本会議可決、成

立（自、公、民、国民新） 

6.5 自民党が参院選向け公約に「新憲法制定を推

進」と 2010 年改憲発議を初めて盛込む 

6.9～10 日本平和委第 57回全国大会（大津市） 

6.14 「自衛隊による違憲・違法な国民監視活動に

ついての報告・抗議集会」（日本共産党のよびか

け）東京都内開催 

 

 

6.30 長崎選出の久間防衛相、原爆投下について

「しようがない」と発言→久間防衛相、辞任表明 

7.3 ジョゼフ米核不拡散担当特使、米軍による広

島・長崎への原爆投下が戦争を終結させたという

見方を示す 

7.10 日本政府、原爆投下について戦後米国に直接

抗議をしたことがないとする答弁書を閣議決定 

7.10 広島、長崎両県、市の首長らでつくる広島・

長崎原爆被爆者援護対策促進協議会、政府に初め

て原爆症認定問題の早期解決要請 

7.16 原爆投下を裁く国際民衆法廷の判決公判（広

島）、レノックス・ハインズ裁判長（米国ラトガ

ーズ大学法学部教授・国際法）が米政府と原爆投

下当時の大統領や政府閣僚、開発した科学者、投

下を実行した軍人など 15人に有罪を宣告 

7.19 非核全国の会、コスタリカ・バルガス教授（国際反

核法律家協会副会長）を迎え、NPT 再検討会議準備

委に提出されたモデル核兵器禁止条約をめぐり懇談 

 

8.6 広島市平和記念式典で秋葉忠利市長が、「世界

はいまなお核の脅威にさらされている」と指摘

し、「時代遅れの指導者たちが未だに、力の支配

を奉ずる 20 世紀前半の世界観にしがみつき、被

爆の実相と被爆者のメッセージに背を向けてい

る」と批判 

8.9 長崎市平和式典で田上富久市長、伊藤一長・

前市長の核兵器廃絶の願いを受け継ぐと宣言、核

兵器国に「まず自らが保有する核兵器の廃絶に誠
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8.3 原爆訴訟・大阪関係（自民、民主、公明、

共産、社民）の政党要請 

8.3～4 原水爆禁止 2007 年世界大会・国際会

議、海外代表５大陸・22 ヵ国、３政府代表

（マレーシア、メキシコ、エジプト）を含

め 107 人の海外代表。国際会議 250 人、広

島 2000 人、長崎 7000 人が参加、大阪から

国 際 会 議 5

人 、 8.7 ～ 9 

長崎大会（大

阪 359 人）、広

島６人 写真

（閉会総会） 

8.4 被爆者なんでも電話相談（民法協） 

8.6  核兵器廃絶を願う梵鐘 

 

 

 

9.5 憲法会議・共同センター「秋のたたかい

出発集会」（たかつガーデン） 

 

 

 

9.10 憲法会議・共同センター「京橋宣伝行

動」（京橋） 

9.10 「臨時国会開催日昼休みデモ」（中之島） 

9.11 原爆訴訟事務局団体会議 

9.11 安保実行委主催「テロ６周年宣伝行動」

（京橋） 

9.14 第２２０回常任世話人会議 

9.20 9 月府議会開会「９・２０府庁包囲行

動・デモ」 

9.21 原爆訴訟大阪地裁（第二次）傍聴 

9.22 ～ 28 

ピ ー ス

エ ッ グ

07in 大

阪（信太

山）、映

実に取り組んでいくべき」 

8.10 厚労省が、国の原爆症認定申請却下処分取消

しを命じた熊本地裁判決を不服、控訴 

8.13 インドのシン首相が米印核技術協力協定に

関して国会報告し、「核実験はインドの主権が決

めること。協定は将来の政府の手を縛らない」と

強調 

8.30 自民党原爆被爆者対策に関する小委員会が、

厚労省の現行認定基準を廃止するよう求めた提

言を発表 

8.31 ブッシュ大統領、テロ対策特措法の延長を日

本に求めることを表明 

9.1 英核軍縮運動（ＣＮＤ）が米ミサイル防衛（Ｍ

Ｄ）網に反対する国際会議を開き、世界規模の反

対運動を呼びかける声明を発表 

9.2 北朝鮮核問題をめぐる６ヵ国協議・米朝作業

部会がジュネーブで開かれ（１日～）、ヒル米代

表が、米朝両国が北朝鮮の核計画の申告と核施設

の無能力化の年内履行で合意したと表明 

9.8 ドイツのシュレーダー前首相が訪問先のモス

クワで、米政権のＭＤ計画について、「政治的に

危険」「欧州の利益にならない」と批判し、独政

府に対し米国に計画中止を求めるよう訴えた 

9.10 独仏首脳会談、仏サルコジ大統領、独メルケ

ル首相に核兵器共有を提案、メルケル首相は拒否

（9.17 判明） 

9.11 ロシア、新型気化爆弾の投下実験に成功と発

表 

9.12 安倍首相が辞職→26 福田康夫首相に就任 

9.12 非核全国の会、第 62 回国連総会で日本政府が

核兵器廃絶へ積極的役割を果たすよう、政府に申し

入れ 

9.17 第 5回ＣＴＢＴ発効促進会議（ウィーン）開

幕、米国は前回に引き続き欠席 

9.20 日本被団協が「原爆症認定制度の見直しにあ

たっての要求」を発表。要求実現へ、首相と厚労

相に認定制度の抜本改正を求める「緊急１００万

人署名」を呼びかけた 

9.21 米海軍司令官が、米原子力空母ジョージ・ワ

シントンを来年８月 19 日に横須賀基地に入港さ
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画監督井筒和幸氏 

 

 

 

 

 

 

9.29 革新懇総会 

10.2 大阪平和「テロ特措法延長反対」署名

宣伝行動（空堀商店街） 

10.3 インド洋から自衛隊を撤退させる「許

すな！テロ特措法延長、大阪から政治を変

えよう１０・３府民大集会」（扇町公園）3600

人 

10.7  日本原水協国連要請代表団 6 人、大阪

から田中洋子氏など 3人 

 

 

 

 

 

 

 

10.11 原爆訴訟裁判・大阪高裁控訴審 

10.12 憲法施行６０周年記念シンポジウム 

10.14 国民大運動実行委主催「許すな憲法改

悪・大増税、守ろういのちとくらし・平和

１０・１４府民大集会」 

10.17 原爆訴訟裁判・大阪地裁第 2次グルー

プ 

10.19 第２２２回常任世話人会議 

10.22～30 日本原水協「エジプト原爆展」代

表派遣（大阪から浅田氏参加） 

10.23 原水協 50周年行事実行委 

10.24 原爆訴訟近畿支援の会打ち合わせ 

10.24 原水協結成 50周年記念実行委 

10.27 原水協主催「2007 年国連軍縮週間の集

い」（大阪市いきいきエイジングセンター）

講師：浅井基文氏 

10.30 憲法会議・共同センター「活動者交流

せると発表 

9.26 石破防衛相が就任会見で普天間飛行場代替

施設の沖合修正の可能性を否定→10.9仲井真知

事が石破防衛相と初会合で沖合移設を要望 

9.28 厚生労働省の検討会、原爆訴訟の認定基準を

見直すための初会合 

9.29 「集団自決」の軍関与削除検定の撤回を求め

る沖縄県民集会が宜野湾市で開かれ、県民 10 人

に１人にあたる 11万人が参加 

10.-- 都市自治体連合（UCLG）総会 （韓国・済

州特別自治道）に広島市長が出席。総会で CANT

プロジェクトへの支持決議を採択 

10.3 「テロ特措法を許すな 10・３中央集会」(日

比谷野外音)3500 人が参加 

10.8 「ストップ！原子力空母 首都圏シンポジウ

ム」（実行委員会主催）が横浜市で開かれ、1200

人が参加 

10.8 付 1969 年の沖縄返還交渉で「核密約」締結

を示す公文書を研究者が公表 

10.8 第 62 回国連総会第一委員会の一般討論が始

まり、核保有国に核廃絶の約束履行を求める発言

が相次ぐ 

10.17 政府が臨時閣議で海上自衛隊のインド洋派

兵を継続するための新テロ特措法案を決定し、国

会に提出 

10.17 ニュージーランド等 5 カ国、国連総会第 1

委員会に「核発射体制の緩和」で新決議案提出→

11.1 採択 

10.17  核兵器廃絶 10月全国行動・中央行動 

10.26 潘基文国連事務総長がイランの核計画につ

いて懸念を表明するとともに、対話による解決を

改めて強調、28日ＩＡＥＡのエルバラダイ事務局

長が米テレビインタビューで、米政権はイランの

核問題で情報操作と喧伝をやめるべきだと指摘 

10.28 新テロ特措法阻止、ストップ改憲等「10・

28 国民大集会」(亀戸中央公園)、全国から４万

2000 人が参加 

10.29 陳水扁台湾総統、過去における自国の核兵

器開発を初めて公式に認める、今後の開発の可能

性は否定 

http://www.mayorsforpeace.org/jp/gallery/2007_afsuclg.html
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集会」（グリーン会館） 

11.2 原爆訴訟支援の会事務局団体会議 

11.8 大阪母親大会連絡会代表者会議 

 

 

 

11.16 原爆訴訟裁判・大阪地裁第 2陣訴訟 6

回 

 

11.19 第２２２回常任世話人会議 

11.21 「新テロ特措法・海外派兵恒久法反対、

憲法守れ 11･21 緊急昼休みデモ」（中之島） 

 

 

 

 

 

 

 

12.10 革新懇「講演と音楽の夕べ」 

12.10 「平和に生きよう青い羽根」行動（な

んば高島屋） 

12.12 原爆訴訟裁判・大阪高裁控訴審（最終

弁論） 

12.13 第２２３回常任世話人会議 

12.15 非核の政府

近畿交流会（奈

良）6名 

 

 

 

12.19 原爆訴訟裁判・大阪地裁第 2陣訴訟 

12.26 大阪高裁不当判決「イラク派兵差し止

め裁判」抗議集会、デモ 

11.2 午前零時、テロ特措法が失効。インド洋で米

艦船などに給油支援活動を行っていた海上自衛

隊が撤退へ 

11.9 米メリーランド大学調査チームが、米ロ両国

民の核兵器に対する意識調査結果を発表。米国で

73％、ロシアで 63％が核兵器廃絶を支持 

11.16 福田首相とブッシュ米大統領が初の首脳会

談。福田首相がインド洋での給油再開を約束。ブ

ッシュ大統領は日米同盟について「平和と安全保

障のために死活的に重要」と表明 

11.22～24 「2007 年日本平和大会 in 沖縄」全国

1900 人、大阪 36人（うち平和 12人） 

11.24 「九条の会」第２回全国交流集会が東京都

内で開かれ、1000 人余が参加 

12.1 「国の仕打ちに怒りの１万人岩国大集会」（岩

国）1万 1千人、大阪から 40人参加 

12.4 原爆症認定行政の抜本的改革を求める全国

行動、厚労省「折りづる」包囲行動、「集団訴訟

に勝利し核のない世界を求める夕べ」（九段会館）

大阪から代表派遣 

12.8 非核全国の会シンポ「今日の『核抑止』と日本の

進路」開く 

 

12.8 韓国の李明

博次期大統領

「『核のない朝

鮮半島平和時

代』を必ず切りひらく」「６ヵ国協議を通じた国

際協調を積極的に進める」と姿勢を表明 

12.11 ローマ法王が「2008 年世界平和の日」のメ

ッセージで、現存する核兵器の解体にむけた交渉

を再開するよう世界各国に呼びかけた 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

08

年 

08

年 

 

 

1.18 国会開会日、「給油・派兵ＮＯ！憲法

守れ！」淀屋橋宣伝行動（大阪安保） 

1.9 アボリション2000、ＮＳＧ約60カ国の外相が

米印原子力協定に反対するように要請文を送っ

たと発表 

1.11 新テロ特措法、衆議院本会議で 3分の 2以上
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1.29 第２２４回常任世話人会議 

1.30 原爆訴訟裁判・大阪地裁第 2陣訴訟（第

8回） 

2.2～3 2008 年大阪＆関西原水協学校（神

戸）、講師：石川康宏氏 

2.8 憲法会議・共同センター地域・団体代表

者会議（いきいきエイジングセンター） 

2.11 「建国記念の日」不承認２・１１大阪

府民のつどい 

2.14 第２２５回常任世話人会議 

2.14 大阪安保主催「少女暴行事件」米国総

領事館への緊急抗議行動 

2.20 福田首相宛「海上自衛隊イージス艦『あ

たご』による漁船衝突・沈没事故に抗議し、

漁民の救出に全力を挙げるとともに、真相

の究明と再発防止を要求する」抗議文送付 

2.23 原爆訴訟裁判・大阪高裁控訴審、高裁

判決を前に「勝利をめざすつどい」（いきい

きエイジングセンター） （写真） 

2.25 大阪防衛協会青年部会宛「OSAKA防衛、

防災フェスティバル」に関する申し入れ（大

阪安保） 

2.27 憲法の平和原則守る大阪女性連絡会

（淀屋橋）“沖縄少女暴行事件抗議” 

2.28 大阪市宛「大阪港の軍事使用に関して

の申入れ」（安保実行委） 

2.29～3.2 「2008年３・１ビキニデー」43人

大阪代表 

3.1 中央憲法会議主催「憲法学習討論集会in

近畿」（大阪市立飛鳥人権文化センター） 

3.4 平和のつどい「憲法９条に対するアメリ

カ国民の意識と情勢」 

3.5 第２２６回常任世話人会議 

3.8 ３．８国際女性デー大阪集会 

3.15 非核大阪の会第２２回定期総会、講演「核

兵器廃絶への世界の流れと国連」講師：藤田

俊彦氏   （写真）  

の賛成多数で可決 

1.16 厚生労働省、原爆症認定基準を見直す方針を

固める 

1.24 ジュゴン訴訟でサンフランシスコ地裁が、米

国防総省は米文化財保護法違反に当るとし、影響

調査を求める判決を下す 

2.1 独、米によるＮＡＴＯ加盟国へのアフガニス

タン戦闘地域派兵要請を拒否 

2.6 上院外交委員会の公聴会でヒル米国務次官

補、北朝鮮テロ支援国家指定解除と日本人拉致問

題を区別する方針を表明 

2.8 石破防衛相、再編計画を受け入れない自治体

には交付金を支給しない路線の修正を示唆。普天

間移設に関連 

2.12 ジュネーブ軍縮会議でラブロフ露外相、宇宙

兵器配備を禁止する条約案を中国とともに提出 

2.18 原爆症訴訟基準の見直し問題について、厚生

労働省、集団訴訟の原告・弁護団と日本被団協と

定期協議の初会合 

2.19 海自イージス艦「あたご」房総半島沖でマグ

ロはえ縄漁船「清徳丸」に衝突。漁船にいた２人

の父子が行方不明 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 国連安全保障理事会、米英独が提出したイラ

ンに対する３度目の制裁強化決議案を賛成14反

対１で採択 

3.8 ９条の会、全国講演会開催、2300人 

3.12 ホワイトビーチに米原潜２隻が寄港、原潜の

寄港は今年14回

目で、過去最多だ

った昨年（24回）

の半数を超えた 
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3.18 非核「神戸方式」34周年記念のつどい、

原水協代表も参加 

3.20 「イラク攻撃開始5年 戦争・占領やめ

よ、自衛隊の即時撤退、海外派兵恒久法反

対３・２０集会」（エルおおさか）、宣伝

行動（13台宣伝カー） 

3.21 ９条の会おおさか「井上ひさし、藤本

義一ビッグ対談」（中之島中央公会堂） 

3.22 原水協結成結成50周年記念祝賀会（シ

ティプラザ大阪）午前第46回定期総会 

3.22 自衛艦入港抗議緊急行動（天保山岸壁） 

3.26 平松大阪市長宛「米駆逐艦ジョン・ポ

ール・ジョーンズの大阪港入港を拒否する

ことの申入れ」送付 

4.3 米駆逐艦「チャフィー」入港拒否要請で他団

体と対市交

渉 （写真） 

 

 

 

 

4.5 原子燃料工業熊取事業所一般見学会＆京

都大学原子炉実験所一般公開 ６名 

4.10 憲法女性連絡会「恒久法反対市内宣伝

カー行動」(4.24も) 

4.12 米ミサイル駆逐艦チャフィー、大阪港に入

港、在阪平

和四団体で

抗議(写真) 

 

 

4.17 憲法会

議・共同センター「第 20回団体・地域代表

者会議」 

4.19 憲法会議・革新懇共催連続「憲法市民

講座」（第 1回） 

4.22 第２２７回常任世話人会議 

4.25 大阪安保・革新懇共催「日本の軍事費

４・２５緊急学習会」（エルおおさか）講

師：小泉親司氏 

 

 

 

 

3.19 北朝鮮の朴吉淵国連大使、北朝鮮の高濃縮ウ

ラン計画とシリアとの核協力疑惑を全面的否認 

3.19 イラク戦争、開戦から５年。各地で米軍の早

期撤退を求めるデモ 

3.23 ３・２３「米兵によるあらゆる事件・事故に

抗議する沖縄県民集会」（沖縄）６０００人 

3.25 シャリフ・パキスタン首相が対テロ政策見直

しを表明。イスラム過激派に対する武力弾圧では

なく対話による解決を明確に 

3.28 「集団自決」大江・岩波裁判、大阪地裁で判

決。「集団自決には日本軍が深く関わった」と認

定し、原告側の請求を棄却 

3.28 北朝鮮、黄海で短距離ミサイル３発を発射。

対艦ミサイル「スティクス」と推定 

4.--  NPT 再検討会議準備委員会（ジュネーブ）、

広島市長をはじめとする市長会議代表団が出席。

核兵器廃絶に向け各国政府が遵守すべきプロセ

スなどを定めた「ヒロシマ・ナガサキ議定書」を

発表 

4.3 思いやり予算の新たな特別協定案が衆院通

過。野党４党は反対。旧協定３月末で失効 

4.6 ロシアのソチでブッシュ米大統領とプーチン

露大統領会談（6日～）。「米ロ戦略枠組み宣言」

を発表 

4.7 厚生労働省被爆者医療分科会、原爆症認定新

基準に基づき63人全員を認定 

4.7 世界平和大会（ベネズエラ）日本代表団18名 

4.11 福田首相とフィヨン仏首相会談。高速増殖炉

「もんじゅ」を利用した技術開発など原子力分野

の協力強化で合意 

4.11 「原子力空母母港化の是非を問う住民投票を

成功させる会」が住民投票条例制定を求め５万

2417 人分の署名を横須賀市に提出 

4.17 名古屋高裁、自衛隊イラク派遣違憲判決。バ

グダッドを「戦闘地域」と認定し、イラク特措法、

憲法９条違反と認める 

http://www.mayorsforpeace.org/jp/gallery/2008_npt_geneva.html
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4.26 大阪憲法ミュージカル 2008「ロラ・マ

シン物語」 

 

 

5.3 9 条の会・おおさか、「憲法施行 60周年

のつどい」（国際交流センター） 

5.6 世界 9 条会議ｉｎ関西（舞洲アリーナー）ブー

ス出展 8000人、ブース参加 （写真） 

5.7 「アン・ライトさんを迎えて連帯を！」

集会 

5.9 橋下徹大阪府知事と平松邦夫大阪市長

に対し、「大阪国際平和センター（ピースお

おさか）が「財政再建プロジエクトチーム

試案」で事実上活動停止を提起しているこ

とについて、「ピースおおさか」が平和への

果たす役割が大きく活動発展に充実した措

置を求める要請書 

5.10 大阪母親大会実行委員会 

5.20 原水協「原水爆禁止 2008 年世界大会成

功をめざす学習会」（いきいきエイジング

あ）講師：川田忠明氏 

5.24 第 2 回「憲法市民講座」「改憲実態の

現状と 9 条・・・戦争国家への抗い」（国

労会館） 

5.27 第２２８回常任世話人会議 

5.27 府知事・大阪市長「ピースおおさか」の国際

友好・親善・交流活動と戦没者追悼・平和事業

の充実に関する要請書送付 

5.30 原爆症認定集団訴訟で大阪高裁の原告

9人全員

が勝訴 

 

 

 

 

 

4.20 海自インド洋給油活動の交代で、補給艦「ま

しゅう」と護衛艦「いかづち」が、舞鶴基地と横

須賀基地をそれぞれ出航 

4.22 高村外相、普天間代替施設へのＭＶ２２オス

プレイ配備の可能性に言及。２４日には石破防衛

相も言及 

4.25 「思いやり予算」特別協定案、衆院で承認 

4.25 広島と長崎で被爆した北朝鮮の被爆者は07

年度末時点で1911人、うち80％が既に死亡したと

北朝鮮団体が調査発表 

4.30 砂川事件の東京地裁米軍駐留違憲判決に駐

日大使が介入した事実発覚 

5.4 ９条世界会議「世界の希望としての９条」（幕

張メッセ）31か国150人、国内1万2千人 

5.6 米ロ政府、核物質や核関連機材の移転等に関

する「原子力協定」を締結 

5.7 福田首相と胡錦濤・中国国家主席が首相官邸

で会談。「戦略的互恵関係の包括的推進に関する

日中共同声明」などに署名 

5.7 インド、核搭載可能な中距離弾道ミサイル｢ア

グニ３｣の発射実験 

5.8 パキスタン、核搭載可能な巡航ミサイル「ハ

トフ８」の発射実験 

5.12 北朝鮮が、テロ支援国家指定解除がなけれ

ば、「核施設の完全な無能力化は実現しない」と

米に明確に警告していた事が判明 

5.16 横須賀市議会、原子力空母配備の是非を問う

住民投票条例案を否決 

5.17 74年伊江島事件の際の日米間の交渉経緯を

記録した外交電報により、日本側の裁判権放棄に

合意する日米「覚書」の存在が発覚 

5.17 53 年に、在日米兵の事件に関して「重要な案

件以外、日本側は裁判権を放棄する」との日米密

約の合意が発覚 

5.20 福岡高裁、国に対し、04年沖国大ヘリ墜落事

故の日米協議内容で、市民の情報公開請求で不開

示とされた文書の提示を命令 

5.21 参院本会議で宇宙基本法可決。宇宙利用の非

軍事原則を転換 

5.22 付 米議会調査局、日本の核武装の可能性を分
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5.31～6.1 関西安保主催「関西基地めぐり」 

6.1 原爆症訴訟支援「被爆者なんでも相談」 

6.5～8.4 国民平和大行進（富山～広島）の

通し行進者に和泉平和委・浅田氏 

 

 

 

 

 

6.8 第５３回大阪母親大会 

 

 

 

 

 

 

 

6.21 第 3回「憲法市民講座」（国労会館） 

 

6.23 「派兵恒久法・改憲ＮＯ！アメリカ言

いなり、国民犠牲やめよ！安保廃棄６．２

３大阪集会」（扇町公園）1400人 

 

6.26 第２２９回常任世話人会議 

6.30 ２００８年原水爆禁止国民平和大行進

大阪入り（～7.7）、のべ８日間41自治体（33

市（特別区）、10町、1村通過した。通過し

た自治体の首長・議長からメッセージをい

ただいた。平和大行進には約5000人 

7.8 富田林市（越智明副市長）と懇談 

 

 

 

 

 

 

7.11 

憲法会議総会（グリーン会館） 

析した報告書（９日付）。日本の核開発はアジア

での核軍拡競争を招くと警告 

5.22 日本非核宣言自治体協議会・総会開催。新規

事業として北東アジア非核兵器地帯構想のＰＲ

パンフレット作成などを承認 

5.25 カーター元米大統領、「イスラエルは 150 個

以上の核兵器を保有している」と言明。米大統領

経験者による言及は初 

6.--  全米市長会議が核不拡散条約（NPT）に定

められた義務を 2020年までに果たす手段として、

米国政府による「ヒロシマ・ナガサキ議定書」へ

の賛同を至急検討するよう求める決議を採択 

6.4 朝鮮半島有事の際、米軍が日本との事前協議

を経ずに在日米軍基地を使用できるとした、60年

の日米密約の存在が発覚 

6.10 北朝鮮が「反テロ闘争において、尊厳ある国

連加盟国としての責任と義務を果たすことを表

明する」と宣言 

6.14 非核全国の会第23回全国総会 

6.16 1956 年の日米合同委員会で、地位協定で日

本側に第1 次裁判権がない「公務中」を職場での

飲酒にまで拡大していた事が判明 

6.17 サルコジ仏大統領、14 年ぶりの国防白書を

発表。兵力や国防費削減の一方、核戦力の堅持や

テロ対策の情報活動の強化を盛り込む 

6.22 ＩＡＥＡ、北朝鮮の協力による核開発疑惑が

指摘されるシリアに初の調査団を派遣 

6.23 河野洋平衆院議長「今のような大規模な米軍

の駐留を不必要なものとしていくことを目指す

べきだ」と発言。沖縄全戦没者追悼式での挨拶で 

6.28～29 日本平和委第58回全国大会（秩父市） 

6.30 福田首相、潘国連事務総長と会談。スーダン

南部に展開するPKO 部隊の司令部要員として、自

衛官を派遣する考えを表明 

7.8 民主党、地位協定の抜本的見直しや普天間飛

行場の県外、国外移設を盛り込んだ「沖縄ビジョ

ン2008」を正式決定 

7.8 普天間爆音訴訟の原告団と弁護団、那覇地裁

判決を不服として、福岡高裁那覇支部に控訴。被

告の国側も9 日、不服として控訴 
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7.11 原爆症認定集団訴訟 

7.12 革新懇総会（国労会館） 

7.18 原爆症訴訟第二グループ大阪地裁判決

では、厚労省の新基準で決定した6人に加え

4人を原爆症と認定 

7.25 第２３０回常任世話人会議 

7.26 憲法会議・共同センター「団体・地域

代表者会議」（国労会館） 

7.26 第 4回「憲法市民講座」（国労会館） 

8.1 「海外代表と語ろう ピースイン・おお

さか２００８」（グリーン会館）アメリカ、

オーストラリア代表2人を招く 

8.2 原水爆禁止２００８年世界大会、国際会

議が始まる。広島大会（4～6 日）、長崎大

会（8～9 日）２０１０年の核不拡散条約再

検討会議にむけた新署名「核兵器のない世

界を」の推進を確認し、国際共同行動がス

タート、海外から 32 ヵ国 94 名の海外代表

を含め国際会議に 270 人、世界大会・広島

に 7500 人、長崎に 1900 人が参加。大阪は

国際会議 8人、世界大会・広島に 426 人、6

日の１日参加 51人、長崎に 8人が参加 

 

8.18 ８・１８原爆症訴訟地裁勝訴 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.18 中央憲法会議・安保よびかけ「自衛隊

海外派兵と武力行使のための恒久法提出を

阻止しよう」アピールに平和委橋本会長名

で賛同 

9.4  第２３１回常任世話人会議 

9.6 AALA 近畿ブロック学習と交流のつどい 

9.10 憲法会議・共同センター「秋の運動出

発集会（地域・団体代表者会議）」（グリ

7.9 日米など10 カ国による環太平洋合同演習「リ

ムパック2008」開始。海自、ハワイ周辺米軍訓練

海域で護衛艦ミサイル発射訓練 

7.13 「地中海連合」創設首脳会議。イスラエル、

シリアを含む43 か国・地域で構成。中東から大

量破壊兵器を排除する方針の宣言 

7.13 米原子力空母配備許すな米軍基地強化阻止

集会（横須賀）3万人、大阪から40人参加 

7.13付 中国新聞ヒロシマ平和メディアセンター

実施のアンケートに、ロシア下院が核兵器を廃絶

すべきと回答 

7.24 伊紙、同国の元閣僚らの共同アピール「核兵

器のない世界のために」掲載 

7.31 米国防総省、新たな「米国防戦略」を発表。

イランと北朝鮮を「国際秩序を脅かすならず者国

家」と批判 

8.1 シーファー米駐日大使、原爆投下は「戦争終

結を早めるため必要だった」と発言 

8.1 米海軍、原潜ヒューストンが3 月下旬、佐世

保基地に寄港した際、放射性物質を含む水が漏れ

ていたことを公表 

8.4 法務省、1953 年に米兵の事件に関して「実質

的に重要と認められる事件のみ裁判権を行使す

る」との通達を全国の関係当局に送付していたこ

とが判明 

8.6 広島平和記念式典。45000 人が参列。中国駐

日大使が初参加。秋葉忠利市長、核廃絶に向け、

次期米大統領への期待を表明 

8.7 米原潜ヒューストンの冷却水漏れ事故が、ホ

ワイトビーチへの寄港時にも発生していたこと

が判明→9.17県議会、「米海軍原子力潜水艦の原

子炉冷却水漏れ事故に関する意見書・抗議決議」

を全会一致で可決 

8.8 民主党「核軍縮促進議員連盟」の岡田克也会

長、「東北アジア非核兵器地帯条約案」を発表 

8.9 長崎平和祈念式典、田上富久市長、非核三原

則の法制化や「北東アジア非核兵器地帯」の設立

を求める 

8.11 米兵裁判権放棄に関する 1953 年の日米密約

関連資料が、国会図書館で閲覧禁止とされていた
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ーン会館） 

 

 

 

9.27 大阪平和第52回定期総会（大阪社会福

祉指導センター）＊記念講演「イラク訴訟

名古屋高裁判決にみる今日的意義」43名 

9.27 宗教者九条の会「輝かせたい憲法九条

―第4回シンポジウムと平和巡礼inおおさ

かー」 

 

10.7  第２３２回常任世話人会議 

10.14 小沢民主党代表宛「新テロ特措法案の

徹底審議と廃案を求める要請」 

10.16 米国大統領宛「原子力潜水艦オハイオ

横須賀入港抗議」送付 

 

 

10.24 原水協、2008年国連軍縮週間のつどい

（いきいきエイジングセンター）講演「い

まこそ核兵器の惨状を世界にとどけよう」

講師：沢田昭二氏（名古屋大学）85人 

 

 

 

 

 

 

 

11.9 国民大運動「１１・９集会」 

11.11  第２３３回常任世話人会議 

11.12 「新テロ特措法 延長許すな！１１・

１２緊急集会・昼休みデモ」 90人 

11.21 米ミサイル駆逐艦ラッセンが大阪港に入

港、在阪平和四団体で抗議 

 

 

12.8 革新懇「講演と音楽の夕べ」（エルお

おさか） 

12.8 「100万署名推進委員会」結成会議、毎

ことが判明 

9.6 全国 7 団体の爆音訴訟原告団、神奈川県大和

市で初集会。「全国基地爆音訴訟原告団連絡会議

（仮称）」設置を決定 

9.12 ＩＡＥＡ「リビアは核兵器製造の能力を有し

ていない」とし、核計画廃棄を確認する調査報告

書を理事国（35 か国）に配布 

9.16 平和市長会議、原子力供給グループのインド

核関連輸出解禁決定に抗議 秋葉広島市長と田

上長崎市長、首相官邸と外務省にNSG が米印核協

定を認めたことに、核拡散への懸念を伝える 

9.25 米原子力空母ジョージ・ワシントン、母港と

なる米海軍横須賀基地に入港 

9.30 サルコジ仏大統領とシン印首相、パリで仏印

核協定に署名 

10.-- 広島市長がニューヨーク国連本部を訪問。

国連総会議長に CANT プロジェクトへの市民署名

計 370,221 名分の署名を提出、核兵器廃絶が人類

共通の願いであることを訴える 

10.4 ＩＡＥＡ 年次総会、北朝鮮核問題と中東非

核兵器地帯構想に関する2 つの決議を採択して

閉幕（9.29 ～）  

10.22付 1958 年の台湾海峡危機の際、米軍が嘉手

納基地に広島型原爆の250 倍の威力の戦略核爆

弾を配備していたことが判明 

10.24 国連の潘基文事務総長、民間団体主催の国

際会議で「核兵器禁止条約」への言及を含む５つ

の提案を行う  

10.31 国連総会第 1 委員会、「劣化ウランを含む

武器・砲弾の使用による影響」決議を賛成 126、

棄権 34、反対 4 で採択 

10.31 田母神航空幕僚長、侵略戦争美化の暴言で

更迭 

11.10 日米両政府、朝鮮半島や日本有事に備えた

「共同作戦計画」の2度目の抜本的な見直しに着

手したことが判明（読売） 

11.18 オバマ米次期大統領、ホームページに

「CHANGE.GOV」に「NPT 強化」「核兵器のない世

界へ向けて」を含むアジェンダ公開 

11.24 「９条の会」第３回全国交流集会(東京)開

http://www.mayorsforpeace.org/jp/activites/statement/request/080912_jp.pdf
http://www.mayorsforpeace.org/jp/activites/statement/request/080912_jp.pdf
http://www.mayorsforpeace.org/jp/gallery/2008_cant_un.html
http://www.mayorsforpeace.org/jp/gallery/2008_cant_un.html
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08
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月第4木曜日に事務局会議を定例開催決定 

 

12.8 憲法会議・共同センター、「９の日」

宣伝行動（天満橋） 

12.8  大阪空襲訴訟団（原告18名）、大阪地

裁に提訴 

12.9 大阪府に対して原爆症認定に関する

「不作為の審議申し立て」 

12.10  第２３４回常任世話人会議 

12.10 近畿原爆症集団訴訟口頭弁論傍聴活

動 

12.13 非核の会近畿交流会「核兵器の開発の歴

史と現

状」講演

会（府職

員会館別

館） 

 

12.14 公明党宛「無法きわまるテロ特措法延

長の成立に抗議する」送付、同自民党宛 

催、この１年間で新たに４９３の「会」が結成さ

れ、合計 7249 になったと発表 

11.24 日米合同演習反対ＰＡＣ３配備反対「憲法

を生かし守ろう日米合同演習反対１１・２４あい

ば野大集会」（滋賀）大阪約 100 人 

11.28 歴史認識に関する論文を発表して更迭され

た田母神前航空幕僚長、産経新聞のインタビュー

で日本の核武装の必要性に言及 

12.2付 広島平和文化センター、12 月末までを予

定していた全米原爆展を来年度も開催継続に。こ

れまでに全米101 都市で開催 

12.8 太平洋戦争開戦67年トークライブ「戦争を知

らない世代が語る戦争」 

12.12 新テロ特措法衆院再議決で可決 

12.13 非核全国の会シンポ「日本政府の核政策と憲法

第9条」 

 

12.22  65年に佐藤栄作首相が米政府に、中国と戦

争になった場合、核報復を期待すると発言したこ

とが外務省公開文書で判明 

12.22  外務省が59年の文書「核非武装宣言の可否

について」で、核非武装宣言に対する否定的見解

をまとめていたことが判明 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

09

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

09

年 

 

1.11～19 日本原水協は、マレーシア政府と

後援・共同で首都クアラルンプールを訪問

し原爆展を開催するため被爆者を含む代表

団 23人を派遣。代表団には大阪原水協田中

洋子副理事長、尾川寿江さん（コードピン

ク大阪）参加 

 

 

 

 

 

 

 

1.9  独紙「フランクフルター・アルゲマイネ・ツ

ァイトゥンク」、独元高官4人の「核兵器のない

世界へ」声明を掲載 

1.13 北朝鮮外務省報道官、核放棄は米の韓国への

核の傘がなくなり、米朝関係が正常化するまでで

きないとの談話（朝鮮中央通信） 

1.13 付 毎日新聞社の次期衆院選立候補予定者ア

ンケート、日本は核武装を「将来にわたって検討

すべきでない」が 87%との結果 

1.14  オバマ次期米政権が 2010 年 NPT 再検討会議

で、核軍縮の実現に向けた新たな包括文書の採択

を目指していることが判明 

1.15  韓国外交通商省報道官、13 日の北朝鮮によ

る韓国への核査察要求に対し、米核兵器の韓国配
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09

年 

 

 

 

 

1.21 イスラエル・ガザ攻撃糾弾１・２１緊

急昼休みデモ 

1.21  第２３５回常任世話人会議 

1.21 原水協「2009 年『アピール：核兵器の

ない世界を』署名（新国際署名）スタート

学習集会」（エルおおさか）講演「ＮＰＴ会

議と新国際署名の意義について」講師：冨

田宏治氏（関西学院大学） 

1.24～25 大阪・関西原水協学校（京都）講

演二宮厚美氏、関西各府県 79 人、大阪 23

人 

1.25 憲法会議・共同センター「新春学習・

交流のつどい」（教育会館） 

1.30 近畿原爆症訴訟（第 2 グループ）大阪

高裁傍聴活動 

2.6 「６・９行動」（ＪＲ天王寺駅）「100 万

署名推進委員会」の「６の日」行動、21人 

2.9 政府宛「政府のソマリア派兵の決定と海

自への準備指示に抗議し、その撤回を求め

る」 

2.11 「建国記念の日不承認２・１１府民の

つどい」（たかつガーデン）記念講演「憲法

9条＋25条の力で新自由主義に決着」（二宮

厚美氏） 

2.19 第２３６回常任世話人会議 

2.24 「2009 年３・１ビキニデー全国集会」

学習会兼代表団結団式、41名 

2.27～3.1 「2009 年３．１ビキニデー」日本

原水協の国際交流フォーラムと全国集会が

開かれる。全国から１千人、大阪から 42人 

3.5 第２３７回常任世話人会議 

3.8 国際女性デー大阪集会 

3.9 憲法会議・共同センター「団体・地域代

表者会議」（グリーン会館） 

3.10 寝屋川被団協との懇談 

備や搬入はありえないとの論評 

1.16 英紙タイムズ、3人の元英将軍による声明「英

国に核抑止力は不要である」を掲載 

1.16  防衛省、弾道ミサイル発射探知可能な早期

警戒衛星の研究開発の必要性を盛った「宇宙開発

利用に関する基本方針」を発表 

1.20  ソマリア沖海賊対策を検討する与党プロジ

ェクトチーム、自衛隊法に基づく海上警備行動を

発令した後の海自派遣を了承 

 

1.26  オバマ米大統領とメドベージェフ露大統領

が電話協議。核兵器の備蓄を減らし、核拡散防止

に向けた協力の必要性で一致 

1.28  日本政府、ソマリア沖への海賊対策で海自

護衛艦の派遣を決定 

 

2.4  安保理 5常任理事国と独の 6カ国高官会合開

催。オバマ米政権の対話姿勢を歓迎する声明 

2.4  朝鮮人民軍報道官、「核検証は、南北非核化

共同宣言と 6者協議・9.19 共同声明の原則」と発

言（朝鮮新報） 

2.5  米旗艦ブルーリッジ（母港:横須賀）、長崎港

に入港。県と市は米側や外務省に入港回避を要請

していたが、米側は拒否 

2.13  クリントン米国務長官、北朝鮮が核計画を

完全かつ検証可能な形で放棄すれば、国交正常化

の用意がある、発言 

2.14～15  ICNND 第 2 回会合がワシントン DC で開

幕、広島・長崎の被爆者が証言 

2.16  英仏の核搭載原潜同士が 2 月 3 日または 4

日に大西洋で衝突したとの複数報道。その後両国

国防省が「数日前に」発生と発表 

2.26  ヒル米国務次官補、北朝鮮の人工衛星を打

ち上げるとの発表を「ミサイルの打ち上げ」とし、

安保理決議違反との見解を示す 

3.6  クリントン米国務長官とラブロフ露外相が

ジュネーブで初会談。START1 に代わる新条約の年

内合意を目指す方針で一致 

3.9  朝鮮半島有事を想定した米韓合同軍事演習

「キー・リゾルブ」と野外機動訓練「フォウルイ
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09 

年 

3.14 非核大阪の会第 23 回年次総会、記念講

演「大阪に落と

された模擬原

爆」大久保敏

氏 33名 

 

 

 

 

3.16 ジョフさん講演会「イラク戦争６年私

たちの選択」 

3.18 大阪安保「グアム新協定国会承認反対」

昼休みデモ（中之島）70人 

 

3.19 憲法会議・共同センター、団体・地域

代表者会議（グリーン会館） 

3.20 非核神戸方式決議35周年記念のつどい 

 

 

 

 

 

3.26 100 万署名推進委員会事務局会議 

3.28 原水協第 48回定期大会（大阪社会福祉

指導センター） 

 

4.4 非核大阪の会主催「京大熊取原子炉・原子

燃料工場見学＆学習」 

 

 

 

 

 

 

4.6 100 万署名推進委「６の日」行動（ＪＲ

天王寺駅前） 

 

 

4.16 第２３８回常任世話人会議 

4.16 平松市長宛「米艦の大阪港への入港を

ーグル」、韓国で実施（～20日） 

3.10  日本政府、「クラスター爆弾禁止法案」を閣

議決定 

3.12  北朝鮮、4.4～8 の「衛星打ち上げ」を国際

海事機関（IMO）等に通告 

3.14 海上自衛隊、護衛艦２隻ソマリアへ出港 

3.17 岡田外務相は衆議院外務委員会で米軍の核

搭載艦船の日本寄港に関して「緊急事態」の持込

否定せず 

3.17  メドベージェフ露大統領、NATO 拡大を理由

に、大規模な再武装化と核戦力の刷新を行うと発

表(AFP) 

3.18  広島地裁、国に原爆症認定の却下処分取り

消しと損害賠償を求めた第 2次広島訴訟判決で、

集団訴訟で初となる国家賠償認定 

3.19 鳩山内閣は 2003 年のイラクへの自衛隊派兵

は「違憲ではない」との答弁書確定 

3.21  中央アジア非核兵器地帯条約が発効 

3.24 モラン仏国防相、過去に同国が実施した核実

験の被曝者に対する補償法案を国会に提出する

ことを明らかに 

3.25  原爆症認定集団訴訟で、高裁段階で初めて

肝機能障害を原爆症と認めた 12 日の高裁判決に

対し国が上告 

4.5  北朝鮮、「人工衛星」としてロケットを発射。

1 段目が日本海、2 段目が太平洋に落下したとさ

れる 

4.5  オバマ米大統領、プラハで核軍縮に関する演

説。核兵器を使用した国としての「道義的責任」

に初めて言及 

4.5  国連安保理、北朝鮮ロケット発射を受け緊急

会合。決議違反に関する日米と中露などの見解が

折り合わず、継続協議に 

4.12 山口県岩国、愛宕山に米軍基地はいらない大

集会 
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【大阪空襲訴訟の経過】 

2008年 12月 8日大阪地裁提訴 

09年 3.4   第 1回口頭弁論  ＊6.3  第 2回口頭弁論 

＊7.27   第 3回口頭弁論  ＊10.14  第 4回口頭弁論 

＊12.7   第 5回口頭弁論  ＊10.2.24 第 6回口頭弁論 

＊10.5.26 第 7回口頭弁論 ＊11.2.28 第 8回口頭弁論 

＊11.3.9  第 9回口頭弁論 ＊11.7.17 第 10回口頭弁論

（最終弁論） ＊11.12.7 一審判決（敗訴） 

 以降、2012年控訴審へ 

＊12.8  大阪空襲訴訟団、大阪地裁に提訴  

＊13.1.16  控訴審判決（敗訴）最高裁へ上告 

09

年 
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年 

拒否してください」送付 

4.21 米艦入港問題で対市交渉 

4.22 100 万署名推進委「核廃絶問題連続学習

会」（エルおおさか）テーマ「2010 年ＮＰ

Ｔ再検討会議成功にむけて」 

4.22 憲法会議・共同センター「団体・地域

代表者会議」（グリーン会館） 

4.23 100 万署名推進事務局団体会議にオブザ

ーバーとして参加 

4.23 米イージス駆逐艦ジョン・Ｓ・マケイン大阪港

入港、大阪市港湾局と交渉、抗議行動（原水

協・大阪安保・大阪平和・非核大阪の会） 

4.25 原水協「原爆症訴訟 早期全面解決を

求める近畿の集い」（エルおおさか） 

4.25 米軍艦勝手にウォッチング（５名参加） 

4.27 府下自治体の非核平和施策調査のアンケ

ートのお願いを送付 

4.28 ４・２８講演会「いま『安保 50年』を

問う」（民医連会議室）講師：畑田重夫氏、

安保実行委・ＡＡＬＡ・平和委共催 140 人 

5.3 ９条の会「世界同時不況と平和を考え

る」（エルおおさか）浜矩子氏、森岡孝二氏 

5.7 100 万署名推進委行動（ＪＲ天王寺駅前） 

5.11 憲法会議・共同センター「宣伝行動」 

5.14 憲法会議・共同センター地域・団体代

表者会議（グリーン会館） 

5.14～9.20 ピースおおさか「第 5 福竜丸」

特別展開催 

5.15 「被爆者切り捨てを許さない緊急集会」

大阪地裁、原爆症近畿訴訟第 2 陣の控訴審

判決で、1 審に続き未認定の 5 人のうち 4

人を原爆症と認定。国は 17連敗 

5.19 第２３９回常任世話人会議 

5.21 原水協「第 2回核廃絶問題連続学習会」

（エルおおさか） 

5.21 大阪安保・ＡＡＬＡ・大阪平和共催

「４・２８講演会冊子」作成打合わせ会議 

5.26 原水協「北朝鮮核実験緊急街頭宣伝」

（上六）17人 

5.26 原爆症訴訟早期解決をめざす厚生労働省

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.14  シンガポールのナザン大統領夫妻が広島原

爆資料館を訪問、被爆体験講話を聞く。公式訪問

した外国元首が講話を聞くのは初めて 

5.17  世界 17人が連名で「ノーベル平和賞受賞者

ヒロシマ・ナガサキ宣言」を発表。エルバラダイ

IAEA 事務局長も参加 

5.19  米大統領が、シュルツ、キッシンジャー、

ナン、ペリーの 4氏をホワイトハウスに招き「核

兵器のない世界」への助言を受ける 

5.19  原爆症認定基準の見直しを検討している与

党 PT、認定対象症例を肝機能障害と甲状腺機能障

害にも拡大する勧告案をまとめる 

5.23  小沢一郎民主党代表代行、日米地位協定を

「基本的に見直すべき」と発言 

5.25 平和市長会議、北朝鮮の核実験抗議 

5.26  国連安保理緊急会合。北朝鮮核実験実施を

全会一致で非難 

5.26  衆院本会議、「北朝鮮核実験実施に対する抗

議決議」を全会一致で採択 

5.27  参院本会議、「北朝鮮核実験実施に対する抗
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前座り込み（大阪から牛山氏） 

5.26 北朝鮮核実験抗議宣伝行動 

5.28 北朝鮮核実験・ミサイル発射に抗議文

送付 

5.28 100 万署名推進委員会事務局会議 

5.29 「原水爆禁止 2009 年世界大会の成功を

めざす学習会」(いきいきエイジングセンタ

ー)講演「2010 年ＮＰＴ再検討会議の成功に

向けて」講師：川田忠明氏 55人参加 

6.2 原爆症訴訟近畿ブロック打ち合わせ 

6.4 100 万署名推進委事務局会議 

6.7 第５４回大阪母親大会 

6.13 憲法会議・共同センター「憲法学習講

座」 

6.13～14 第 59 回日本平和全国大会（箕面）

ＮＰＴ再検討会議への核兵器廃絶署名の方

針 

6.15 「６の日」行動（大阪駅ヨドバシカメ

ラ前）100 万署名推進委員会（革新懇と共同） 

6.15 日本平和委全国大会オプション「大阪

城戦跡めぐりと戦国のゲルニカ」（大阪城

大手門）案内とお話：渡辺武氏 

6.17 第２４０回常任世話人会議 

6.18～9.30 「核兵器のない世界を 2010年NPT

再検討会議へ」意見広告ポスターの取り組みを

通して「日本非核宣言」運動に貢献 

6.22 大阪地裁２０２号法廷『義務付け訴訟

第一回』終了後報告集会 

6.23 「グアム新基地協定反対！米軍再編・

基地強化、憲法改悪・派兵恒久法許すな！

安保廃棄６・２３大阪集会」（扇町公園）1600

人 

6.23 抗議声明「憲法蹂躙の『海賊』法案の

再可決に抗議する」 

6.25 100 万署名推進委事務局団体会議 

6.27  大阪府保険医協会「おおさか反核平和

のつどい」 

6.27 大阪平和第 53回定期総会（大阪社会福

祉指導センター）、総会前に大阪平和第 10

回常任理事会 

議決議」を全会一致で採択 

5.27  仏政府、核実験による被ばく者を対象とした

核実験被害者補償法案を承認 

5.28 東京高裁原爆訴訟勝利判決 

5.31 1960 年の「核持ち込み密約」を歴代外務事務

次官らが管理、一部の首相、外相に伝えていた事

が元次官証言で明らかに（共同） 

6.1  河村官房長官と藪中外務事務次官、核持ち込

み密約の存在をそれぞれ否定 

6.8 非核全国の会第 24回全国総会 

6.12  アーミテージ元米国務副長官、都内で、「日

本や韓国が北朝鮮から攻撃されれば、米国は間違

いなく報復攻撃する」と言明 

6.12  国連安保理、北朝鮮の 2度目の核実験に対す

る制裁決議を全会一致で採択 

6.13  北朝鮮、安保理の核実験制裁決議を非難、プ

ルトニウムの全量兵器化、ウラン濃縮着手、制裁

への軍事的対応の 3項目表明 

6.16  衆院本会議「核兵器廃絶に向けた取り組みの

強化を求める決議」を全会一致採択。17日、参院

本会議も同様の決議採択 

6.16  沖縄返還密約の情報公開をめぐり、県内外の

学者ら 25 人が国を提訴した行政訴訟の第 1 回口

頭弁論が東京地裁で開催 

6.18 原子力産業の海外進出を後押しする「国際原

子力協力協議会」が設立 

6.20 核不拡散・核軍縮に関する国際委員会第 3回

会合（モスクワ）に広島市長が出席。2020 年まで

の核兵器廃絶と平和市長会議の取組への理解と

協力を求めた 

6.23 沖縄全戦没者追悼式、河野洋平衆議院議長、

基地負担軽減のための実績を残せなかったとし、

県民に謝罪 

6.25  衆院本会議、「クラスター弾禁止法案」を全

会一致で可決 

6.26   G8 外相会合、イタリアのトリエステで開

催。北朝鮮にすべての核兵器、核・ミサイル計画

の放棄を求める議長声明 

6.29  核持込み密約問題で、元外務事務次官の村

田良平氏が文書の存在を認める 

http://www.mayorsforpeace.org/jp/gallery/2009_icnnd.html
http://www.mayorsforpeace.org/jp/gallery/2009_icnnd.html
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6.30～7.7 国民平和大行進、延べ８日間 41

自治体（33市・特別区）、10町、1村通過、

約 5000 人 

7.6 100 万署名推進委「６の日」行動（ＪＲ

天王寺駅前） 

7.7  堺市との懇談会 

 

 

7.9  大阪府保険医協会反核平和委員会との懇

談会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.15  第２４１回常任世話人会議 

7.18  NO NUKES 青年ネット結成総会(30 人) 

 

 

7.23 「アン・ライトさん講演会」（いきいき

エイジングセンター） 

7.23 １００万署名推進委員会事務局会議 

7.26 田辺・模擬

原爆追悼式 

 

 

8.2 「海外代表

と語ろうピー

スインおおさか 2009」（大阪グリーン会館）

アメリカ、ドイツ、イタリア代表 4 人を招

いて開催 

8.4～9 原水爆

禁止2009年世

界大会、「核

兵器のない平

 

7.4  北朝鮮、江原道から日本海に向け弾道ミサイ

ル７発を相次いで発射 

7.6  オバマ米大統領とメドベージェフ露大統領

（モスクワ）、START1 後継条約に関する共同了解

に署名 

7.6 原水協、核密約の公表、破棄求め外務省交渉 

7.7 海上自衛隊と韓国海軍、捜索・救難共同訓練

を日本海で実施 

7.8  G8、「核兵器のない世界に向けた状況を作る」

とした共同声明を採択 

7.9  李韓国国防相、国内に核兵器を配備しない方

針を改めて表明 

7.10  クラスター弾禁止法、参院本会議で全会一

致可決、成立 

7.10 イタリア・ラクイラサミット首脳宣言で｢核

兵器のない世界へ向けた諸条件をつくることを

約束する｣と明言 

7.13  河野衆院外務委員長、記者会見で核持ち込

みの密約の存在を否定する政府答弁の修正要求 

7.15  デスコト国連総会議長の広島・長崎の「原

爆の日」の式典出席が明らかに 

7.15  国立長崎原爆死没者追悼平和祈念館、マレ

ーシアで 8月～10月の原爆展開催を発表、国立施

設のアジア初の原爆展 

7.19  鳩山民主党代表、普天間代替施設について

「最低でも県外移設の方向で、積極的に行動を起

こさなければならない」と発言 

7.28 ライス在日米軍司令官、嘉手納基地への F22

配備について「日本は抑止力の恩恵を受けること

ができる」と発言 

 

8.6 広島「原爆の日」。デスコト国連総会議長、

平和記念式典に参列、挨拶 

8.6 田母神前航空幕僚長、広島市で講演。「唯一

の被爆国として、3 度目の核攻撃を受けないため

に核武装すべき」と主張 

8.6 麻生首相と日本被団協、広島市内で「原爆症

認定集団訴訟の終結に関する基本方針に係る確

認書」に署名。提訴から 6年 
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和で公正な世界を」をテーマに、大会には

24 ヵ国 73 名の海外代表を含め国際会議に

230 名、世界大会・長崎に 7800 名、広島に

2000 名、大阪は国際会議 3 名、長崎に 384

名、広島７人  

（写真）     大阪の高校生「たこピー」 

 

8.6 「６の日」行動（なんば高島屋前）、 

15 団体・70人 

 

 

 

 

 

 

 

8.24 原爆症訴訟近畿の会打ち合わせ 

 

 

 

8.27 100 万署名推進委 

 

 

 

 

9.2 おおさか社会フォーラム第２回実行委員

会 

9.4  第 242回常任世話人会議 

9.4 100 万署名推進委（ＪＲ天王寺駅前） 

9.5  大阪母親大会実行委員会 

9.9 講演会「平和憲法９条をどのように広げ

るか」 

9.10 １００万署名推進事務局団体会議 

9.13 原爆症訴訟全国弁護団・運動体合同会 

 議（新大阪丸ビル） 

9.16 大阪平和、大阪安保、非核大阪の会、原

水協の４者で鳩山内閣発足等に関する今後の

スタンスについて協議（10.6、大阪市港湾局と

核密約問題で懇談予定） 

 

8.9 麻生首相、長崎市内での記者会見で、日本が

米国に核先制不使用を提案することに否定的な

見解を表明 

8.10 平和市長会議第 7 回総会、閉幕（7 日～）。

2020 年までの核兵器廃絶に向けた「ナガサキアピ

ール」を採択 

8.10～9.30 国連本部で原爆展開催 

8.11 中曽根外相、非核三原則について「改めて法

制化する必要はない」と述べる 

8.15 東郷元外務省条約局長、核持ち込み密約につ

いて「衆院選後に新政権が調査するなら、協力す

る」と述べる。読売 

8.15 韓国の李大統領、北朝鮮に対し、国境付近の

通常兵器削減を求めると共に、核放棄すれば経済

支援再開の方針を改めて表明 

8.24 藪中外務事務次官、過去に日米間で核持ち込

みをめぐる解釈のずれがあったことを認める。密

約の存在は否定 

8.26 日米核密約の根幹部分の公文書が 99 年に米

で公開された際、日本政府が公開を取り消すよう

要請していたことが判明 

8.29  原子力潜水艦オハイオが横須賀に入港、核弾

頭を付けた巡航ミサイル・トマホークを 154 発積

載可能 

8.31 藪中外務事務次官、核持ち込み密約につい

て、民主党が表明している調査に協力する考えを

明らかに 

9.15  アーミテージ元米国務副長官、知事選で伊

波宜野湾市長が当選すれば、「辺野古移設は不可

能になる」との見方を示す 

9.17 岡田外相記者会見で「核密約｣一ヶ月以内に

調査を表明 

9.18  ウォレン英駐日大使、長崎市の原爆資料館

や爆心地公園を訪問。核兵器のない世界は「我々

の一番大切な目的」と述べる 

9.23  鳩山首相とオバマ米大統領、ニューヨーク

で会談。日米同盟、普天間、尖閣諸島、北朝鮮の

非核化、イラン制裁などで概ね一致 

9.24  鳩山首相、国連総会演説で核軍縮・不拡散

に関し、日本は「国際社会の取り組みの先頭に立
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9.30 原爆症訴訟近畿弁護団と支援の会打ち

合わせ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.6 大阪市港湾局へ「非核証明」の問題で交

渉申し入れ（大阪安保、大阪平和、非核大阪の

会、原水協） 

10.8 １００万署名推進事務局団体会議 

10.9  第 243回常任世話人会議 

 

 

 

 

 

 

 

10.16 鳩山首相・岡田外相・北澤防衛大臣宛

「日米安保に関連する当面の要請」送付（大

阪安保） 

つ」「非核三原則」堅持表明、国連安保理全会一

致で「核なき世界」初決議 

9.24～27 沖縄で全国基地闘争交流集会 

9.26  ルース米駐日大使、初めて長崎原爆資料館

を視察し、原爆落下中心地碑に献花 

9.26 外務省、「核搭載否定」の根拠米艦船寄港核 

密約調査を受け、高知県からの問い合わせに対し 

て回答 

9.26 第五回アジア政党国際会議、「核兵器のない 

世界を目標とすべきだ」とした「アスタナ宣言」 

を採択 

9.29  北朝鮮の朴外務次官、国連総会演説で、米

韓合同軍事演習を強く批判、演習が続く限り「核

抑止力を強化する」と強調 

9.30 非核全国の会、「鳩山政権は核兵器廃絶へ役割

発揮を」を申入れ 

9.-- 第 62 回国連広報局 NGO 年次会議（メキシコ・

メキシコシティ市）に広島市長が出席。「ヒロシ

マ・ナガサキ議定書」こそ、2020 年までの核兵器

廃絶の具体的道筋を示す計画であることを訴え、

2010年NPT再検討会議での採択に向けた行動を呼

びかける 

10.3  「日米合同演習反対１０・３あいば野大集会」

（今津）500 人、大阪からバスなど 60人 

10.4  前原外相、60 年代に政府が核兵器保有を検

討していたとの NHK 報道をめぐり、事実関係の調

査するよう松本外務副大臣に指示 

10.9 オバマ米大統領、「核なき世界提唱」でノー

ベル平和賞と発表 

10.11  北沢防衛相、ゲーツ米国防長官とのハノイ

での会談で、防衛大綱策定の中で、武器輸出三原

則の見直しを検討する考えを表明 

10.13  広島市長、米国が 9.15 に行った未臨界核

実験を受け、オバマ大統領に抗議文を送付。14日

は長崎市長も 

10.13  仙谷官房長官、米未臨界核実験について核

爆発を伴わないので「抗議や申し入れは考えてい

ない」と述べる 

10.13  菅首相、米未臨界核実験について「未臨界

の実験を含めて必要がなくなるように努力しな

http://www.mayorsforpeace.org/jp/gallery/2009_ngo.html
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10.21  「現行安保 50年」－2010 年に向けて

10.21 学習講演会 

10.26 民主党大阪府連宛「日米安保に関連す

る当面の要請」（大阪安保）、社民党府連

も 

10.28 原爆訴訟近畿弁護団と支援の会との

協議 

10.30 「2009 年国連軍縮週間のつどい」（い

ききエイジングセンター）講演「今、平和

を語る 核兵器廃絶にむけて」講師：黒澤

満氏（日本軍縮学会会長）65人 

11.2 平松大阪市長宛「新たな情勢のもと、『大

阪港の平和利用に関する決議』厳守の申し入

れ」送付（安保実行委・原水協・非核大阪の

会・平和委） 

11.4 １００万署名推進委員会代表委員会議 

11.7 「原爆症認定全面解決をめざして８・

６確認書の意義と今後の課題を確認する集

い」（国労会館）近畿弁護団と近畿支援の会

共催 70人 

11.9  第２４４回常任世話人会議 

11.12 １００万署名推進事務局団体会議 

11.12  「大阪労連結成 20周年記念のつどい」 

11.13 大阪市議会議長宛「大阪市に『大阪港の

平和利用に関する決議』を遵守させることに関

する要請」送付（大阪安保・原水協・非核大阪

の会・大阪平和）、市交渉 (写真) 

11.16 「核兵器のない世界を｣署名の取組み

推進を呼びかける代表委員３氏連名アピー

ル発表（代表委員川辺和宏全大阪労連議

長・代表委員 川本幹子新日本婦人府本部

会長・代表委員篠浦一朗 原水協理事長) 

11.25 大阪市議会議長宛「新国際署名核兵器

のない世界を」への賛同と諸行動への協力

要請（１００万署名推進大阪委） 

11.25 おおさか社会フォーラム・プレ集会 

11.26 憲法会議と「４・２５府民の集い」事

前協議 

11.30 大阪社会フォーラム実行委員会 

12.2 橋下府知事宛「米軍普天間基地の撤

ければいけない」と 

10.14 オハイオ級原潜「Michigan」の 10 月 10 日

に続き、ロサンジェルス級原潜「 City of 

Corpus-Christi 」横須賀入港 

10.14  日本政府、国連総会第 1委員会（軍縮）に

核軍縮決議案「核兵器の全廃に向けた共同行動」

を提出 

10.22  菅内閣、武器輸出三原則見直しを議論して

いくとする答弁書を閣議決定 

 

 

 

 

11.2 米軍再編を考える岩国市民集会 

 

 

 

11.8 普天間基地即閉鎖で県民集会（沖縄）２万人 

11.13  菅首相とオバマ米大統領、横浜市で会談。

核軍縮・不拡散に関する共同文書を発表 

 

 

 

 

 

 

11.23  北朝鮮、延坪島（NLL を挟んだ韓国側）を

砲撃。韓国の民間人 2人、軍人 2人が死亡 

 

11.26  参衆両本会議で「北朝鮮による韓国・延坪

島砲撃に関する決議」を全会一致で採択 

11.29  外務省、69年に「当面核兵器は保有しない

政策をとるが、核兵器製造の経済的・技術的ポテ

ンシャルは常に保持する」との内部文書を作成し

たことを公表 

12.1 原爆症救済法成立衆議院本会議（自民党は欠

席） 

12.1 吉野文六元外務省アメリカ局長、沖縄返還時

の日米秘密協定の存在を裁判所で証言 

12.2  第 64 回国連総会決議、オバマ政権の核兵器
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去・移設問題に関する申し入れ」送付（大

阪安保） 

12.5 第１４回大阪高齢者集会第二分科会「核

兵器のない世界めざして」のチューターとして当

会出席 

12.5 天王寺９条の会結成４周年記念音楽とお

話のつどい「今こそ核兵器のない世界を！」に当

会より講師。参加者５５名 

12.6  「核兵器のない世界」をジョー・オダ 

ネル「原爆写 

真展」 

 

 

 

12.7 おおさか社会フォーラム実行委員会

(エルおおさか) 

12.7  「核密約問題学習会」（社会福祉センタ

ー） 

12.7 100 万署名推進委行動（ＪＲ天王寺駅） 

12.8 革新懇「音楽と講演の夕べ 平和のつ

どい」講演：冨田宏治氏（世界大会国際会

議起草委員長）「原爆パネル展」原水協 

12.9 原爆症訴訟近畿の会打合わせ会 

12.10 憲法会議と「４・２５府民集会」の打

ち合わせ 

12.10 100 万署名推進委事務局会議   

12.12  非核の会近畿交流会(京都) 

12.14  第２４５回常任世話人会議 

12.15 100 万署名推進委員会代表委員会 

12.24 原爆症義務付け訴訟大阪地裁に提訴 

12.24 「４・２５府民集会」実行委員会・企

画会議（大阪労連円卓会議室） 

政策の転換で今年の国連総会決議に一定の変化。

軍縮・国際安全保障に関する決議のうち、核軍縮

関連は 19 件。カザフスタンの提案の「8 月 29 日

を国際核実験反対の日」と、カナダ提案のカット

オフ条約交渉を 2010 年の早期に開始するよう求

める決議がいずれも全会一致で可決 

12.3～10  日米共同統合演習、日本各地・近海で

開始。米空母ジョージ・ワシントンも参加。韓国

軍が初のオブザーバー参加 

12.4 非核全国の会シンポ「鳩山政権下、非核日本へ

の道を探る」 

12.6  日米共同統合演習（3～10日）実施中、能登

半島沖の訓練空域にロシア軍哨戒機が進入。日米

は訓練を一時中断 

12.10  朴北朝鮮外相、朝鮮半島情勢は非常に危険

な状態にあり、原因は米韓の敵対的な北朝鮮政策

にあると述べる→9 日李韓国大統領の「（南北）

統一は近くまできている」演説に対応 

12.10～13  2009 年日本平和大会（横浜）、エクア

ドル政府代表が初めて参加、大阪 19名 

12.13  九条の会近畿ブロック交流集会（関大） 

12.15 国連安保理、湾岸戦争終結以来のイラク制

裁を解除する決議採択 

12.22 仲井真沖縄県知事、全国知事会で普天間県

外移設実現へ協力要請 

12.22 佐藤元首相の関係者、日米核密約文書現存

と証言 

12.-- 「核不拡散・核軍縮に関する国際委員会

（ICNND)による報告書」に対する広島・長崎両市

長、日本・オーストラリアその他各国 NGOによる

共同声明を発表 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

10

年 

 

 

10

年 

 

 

 

 

 

 

1.1 ｢核兵器のない世界｣を提唱してきた 4 人の元

米政府高官の 1 人ジョージ・シュルツ氏、毎日新

聞の単独インタビューに応じ、核抑止力論につい

て｢米ソ二国間では機能し、冷戦時代には意味が

あったが、自爆攻撃を仕掛けるものにとって核抑

止は効果がないばかりか、テロリストが核兵器を

http://icnndngojapan.files.wordpress.com/2009/12/20091215_ngo_statement_jp1.pdf
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1.12 大阪社会フォーラム実行委員会 

1.16 大阪母親大会実行委員会 

1.20  原水協「４・２５府民集会―企画委員

会」 

1.20  第２４６回常任世話人会議 

1.21 100 万署名推進事務団体会議、署名行動

（ＪＲ天王寺駅前） 

 

 

1.23～24 関西原水協学校（大阪・柏原）70

人、大阪 38名 

 

 

 

1.26 大阪社会フォーラム・プレフォーラム

（エルおおさか） 

1.26 鳩山首相・平野官房長官宛「平野官房

長官の発言に怒りを込めて抗議する。名護

市長選挙の民意に基づき政府はただちに普

天間基地の即時無条件返還で米国政府と交

渉を行なえ！」送付（安保実行委） 

1.27 原爆症裁判近畿連絡会 

1.30 署名運動推進交流集会＆代表団結団式

（国労会館）110 名 

2.3 「４．２５府民集会」第１回事務局会議  

2.5 100 万署名推進委行動（ＪＲ天王寺駅前） 

2.6 大阪母親大会実行委員会 

2.11 「建国記念の日不承認」2.11 大阪府

民のつどい 

2.15 原水協「新国際署名」運動開始（ＪＲ

天王寺駅） 

2.17 第２４７回常任世話人会議 

2.18 100 万署名推進委員会事務局団体会議 

 

2.27 革新懇総会（リバーサイドホテル） 

2.27～3.1 「2010 年３・１ビキニデー全国集

会」1000 人、大阪から 54人 

3.3 大阪社会フォーラム実行委員会 

使用した場合報復対象を見出すことさえ難しい、

こうした現状では核兵器のない世界こそ“安全で

人道的”｣と語った 

1.14  鳩山首相と岡田外相がべスターべレ独副首

相兼外相と会談「核兵器のない世界」へ向けた協

力促進で一致 

1.19  日米安全保障協議委員会（2 プラス 2）の 4

閣僚「必要な抑止力を維持しつつ、WMD 拡散を防

止し、核兵器のない世界の平和と安全を追求する

努力を強化する」と共同声明 

1.21～22  外務省、IAEA との共催「アジア諸国に

おける核セキュリティ強化に関する国際会議」

（東京） 

1.21 第 78 回全米市長会議冬季会議（ワシントン

DC）に広島市長が出席、米国市長、連邦議会議員

等に核兵器廃絶に向けた協力を要請。オバマ大統

領に広島訪問を直接訴える 

1.24  名護市長選挙で、普天間基地の県外・国外

移設を訴える稲嶺進氏が初当選 

1.26  鳩山首相、普天間移設先は政府・与党検討

委員会で、ゼロベースで検討していく考えを改め

て示す 

1.27  オバマ大統領、初の一般教書演説。「核兵

器のない世界」を目指すことを強調 

2.1  米国防総省「4 年毎の国防見直し」公表。米

軍の主要任務として、対テロ戦争や大量破壊兵器

拡散防止などを重視 

2.3  シュルツら米元高官 4 氏、ベルリンで独首

相・外相と会談。核廃絶への協力を要請 

2.4  「グローバルゼロ・サミット」、米ロが保有

核弾頭を各 1000 発に削減、他の核保有国は核弾

頭製造の凍結を訴える共同声明 

2.6～8  第 4 回核兵器廃絶―地球市民集会ナガサ

キ、「長崎アピール」を採択 

2.15 日本原水協「核兵器全面禁止のアピール」署

名を提唱 

2.19  ベルギーのルテルム首相、他の NATO 加盟 4

か国と連携し、欧州配備の米戦術撤去を求めてい

くとの声明発表 

2.21  岡田外相とスミス豪両外相会談（パース）、

http://www.mayorsforpeace.org/jp/gallery/2010_nicaragua_uscm.html
http://www.mayorsforpeace.org/jp/gallery/2010_nicaragua_uscm.html
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3.12～14 美術家革新懇主催『核兵器のない

世界』を願う美術展（中之島中央公会堂地

下多目的ホール） 

3.13  非核大阪の会第２４回年次総会（社会福

祉会館）「核兵器廃絶、NPT 再検討会議成功

の た め

に」講師：

齋 藤 忠

臣氏 

 

 

 

3.15 原爆症認定の促進「義務付け訴訟」第 2

次提訴・第 1回裁判支援傍聴 

 

3.19 「非核・平和データブックⅢ」発行の記者会

見（毎日・朝日など各社） 

3.20 非核「神戸方式」35 周年記念行事、記

念講演：不破哲三氏」 

3.20 革新懇講演会「米軍基地撤去！日米安

保条約を問う」 

3.21 「非核の港湾づくり全国交流集会」（神戸） 

3.21～22 世界社会フォーラム（エルおおさか）

「非核平和と核

兵器廃絶をめざ

すワークショップ」 

 （模型パンプキン

爆弾：長尾氏制

作） 

3.25 第２４８回常任世話人会議 

3.26 「安保条約 50年を問う学習会」（エル

おおさか） 

3.27 原水協第 48回定期総会（社会福祉指導

センター）61人 

4.2  憲法会議団体・地域代表者会議（グリー

ン会館） 

4.3 原子燃料工業熊取事業所一般公開＆京大

原子炉実験所見学会＆大阪府オフサイトセン

ター見学会 

4.6 ピースおおさかへ「懇談」の申し入れ新

共同声明「核兵器のない世界へ向けて」を発表 

2.25 付 ライシャワー元駐日米大使の特別補佐官

パッカード氏、 米軍が 66年に沖縄から本州へ核

兵器を秘密裏に持ち込んだと証言 

3.5 オバマ米大統領、NPT 発効 40周年声明で、NPR

に「核兵器の削減」「役割の縮小」「核抑止力の

維持」を含める方針を発表 

3.9 米北東部のバーモント州議会上院が、オバマ

大統領に対し核兵器廃絶交渉の交渉開始を求め

る決議を採択 

3.9 岡田外相、日米密約に関する外務省調査結果

と有識者委員会の検証報告書を公表 

報告書は、核持ち込みで「広義の密約」認定 

3.16 国連人種差別撤廃委員会「沖縄における不均

衡な米軍基地の集中が住民の経済的、社会的、文

化的権利の享受を妨げている」と指摘、日本政府

が適切な政策を講じるよう勧告 

3.17  平野官房長官、記者会見で有事の際の核兵

器持ち込みに関し、「政府として容認する立場に

ない」と述べる 

3.17  岡田外相、衆院外務委員会で、有事の際の

米核搭載艦船の一時寄港に関し、「その時の政権

が命運をかけて決断する」と述べる 

3.19  東郷元外務省条約局長、衆院参考人質疑で、

58点の核持ち込み密約関連文書を整理し、一覧表

と対処方針メモ計 7 枚を 99 年に谷内元外務次官

に引き継いだことを証言 

3.19  岡田外相、東郷元外務省条約局長作成の核

密約関連文書リストと対処方針メモを公表、行方

不明文書を調査する考えを示す 

3.29 防衛省のシンクタンク「防衛研究所」「2010

年版東アジア戦略概観」は、米国の核軍縮交渉を

肯定的にとらえる一方、米国の「核の傘」も肯定。

この維持を求めている 

4.5 オバマ大統領、NYT 紙に NPT 遵守の非核兵器国

には核兵器を使用しない方針を明らかに。イラ

ン、北朝鮮は例外 

4.8 オバマ米大統領とメドベージェフ・ロ大統領、

プラハで新 START 条約に署名。戦略核の削減目標

を 1550 発に 
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しい館長（倉田清氏） 

4.8 鳩山総理大臣宛に「普天間基地の無条件

撤去を求める緊急要請」ＦＡＸ 

 

 

4.10 非核大阪の会顧問・東谷敏雄氏逝去 

 

 

 

 

4.16 「義務付け訴訟」第 1次判決 

4.19  第２４９回常任世話人会議 

 

 

4.24 大阪母親大会実行委員会 

4.25 「なくそう核兵器４・２５府民のつど

い」石田法子弁護士、小林栄一被爆医師、

阪口善次郎・大阪府被団協理事長ら 3 氏の

よびかけ、900 人の参加者が「なくそう核兵

器」の願いをひとつにし、NPT 再検討会議ニ

ューヨーク行動に参加する代表団に熱い思

いを託した 

4.27  「ヒバクシャ地球一周 証言の航海」

映画完成上映会（ドーンセンター） 

4.29 自衛隊信太山駐屯地祭り見学と聳ゆる

マストの阪口喜一郎記念碑見学会 

 

5.1～8 第 8 回 NPT 再検討会議（米国・ニュ

ーヨーク市）に広島・長崎両市長をはじめ

市長会議代表団が参加。議長にヒロシマ・

ナガサキ議定書に賛同する自治体署名

1,577 筆と CANT 署名 1,024,820 筆を提出、

日本原水協が呼びかけた NPT ニューヨーク

行動代表団参加者は全国 1500 人を越え、う

ち大阪からは 151 人が参加 （写真） 

5.3 ９条の会おおさか「憲法記念日のつど

い」 

5.15 被爆者切捨てを許さない！緊急集会

（国労会館） 

5.19 近畿原爆症認定義務付け訴訟第２回口

4.9 学者らによる、沖縄返還時の原状回復費など

の日米密約文書公開請求訴訟、東京地裁で判決。

密約の存在を認定し、開示を命じる 

4.13 47 か国の首脳が参加した「核安全保障サミッ

ト」は、4 年以内に各国の核物質管理体制強化を

盛り込んだ「コミュニケ」を採択。同時に採択さ

れた「行動計画」は、核安全保障や核テロ防止に

関する条約の批准促進、ＩＡＥＡとの協力を決め

る 

4.13 ロシアとアメリカ両国は、それぞれが所有す

る核兵器用プルトニウム 34 トンを処分する合意

文書に署名。合計 68 トンのプルトニウムは核兵

器約 17000 発に相当 

4.16 米海軍、横須賀基地の原子力空母ジョージ・

ワシントンから放射性廃棄物を搬出 

4.20 ケレンバーガーICRC 委員長、核兵器使用はど

んな状況でも国際人道法違反となり、戦争犯罪を

構成する疑いが濃厚と見解示す 

4.25 普天間飛行場の早期返還と、国外・県外移設

を求める県民大会、読谷村運動広場で開催。仲井

真知事が出席。約 9万人が参加 

4.29 非核兵器地帯市民社会フォーラム、ニューヨ

ーク国連本部で開催。PNND、平和市長会議、

IALANA、チリ政府が共催 

4.30 第 2回非核兵器地帯条約締約国・署名国会議、

ニューヨーク国連本部で開催。36カ国が参加。米

など 20カ国オブザーバー参加 

 

 

 

 

 

 

 

5.5 5 核兵器国（米ロ英仏中）、NPT 再検討会議で

共同声明を発表。「NPT 強化」や「核軍縮への努

力と責任の再確認」などを盛る 

5.6 日本原子力研究開発機構、高速増殖原型炉「も

んじゅ」の運転を、14年 5か月ぶりに再開 

5.11 日本政府、NPT 再検討会議の第 1 委員会で軍

http://www.mayorsforpeace.org/jp/gallery/2010_npt.html
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10
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頭弁論 

5.20 原発問題住民連絡会 

5.22 大阪平和第 54回定期総会（府社会福祉

指導センター）第 1 部講演（核密約問題）

と特別報告（NPT 再検討会議に参加して） 

5.25 2010 年原水爆禁止世界大会学習会、「核

兵器廃絶の交渉を速やかに 2010NPT 再検討

会議の議論から」講師：冨田宏治氏 

5.26 第２５０回常任世話人会議 

5.27 １００万署名推進委員会事務局会議 

5.30 第５５回大阪母親大会 

 

6.4 「沖縄連帯・安保廃棄６・４大阪集会」

（中之島中央公会堂）「沖縄からの訴え」 

6.15 第２５１回常任世話人会議 

6.15  非核大阪の会、緊急学習会「NPT 再検討

会議最終文書をどう読むか」（中西事務局長）

30人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.22 大阪母親大会実行委員会 

6.22 核兵器のない世界を宣伝署名行動 

 

6.30～7.7 国民平和大行進 ＊3 日全国・府

内通し行進者交流会 

 

 

 

 

 

 

 

 

縮不拡散教育に関する共同声明を発表。ロシアを

含む 42カ国による共同提案 

5.16 普天間基地返還を求める包囲行動。17000 人

が参加（主催者発表）。伊波宜野湾市長、稲嶺名

護市長も参加。両市長、共同声明を発表 

5.23 「米軍再編反対５・２３岩国大集会」4000 人 

5.24 英紙ガーディアン、イスラエルが南アに核弾

頭を売却しようとしたことが、75年の南アの機密

文書で明らかになったと報じる 

5.26 ヘイグ英外相、保有核弾頭数の上限を 225 発

以下とし、実戦配備は 160 発以下を維持するとの

方針を明らかに 

5.28 NPT 再検討会議、最終文書を全会一致で採択

し、閉幕（3日～、ニューヨーク） 

6.-- 全米市長会議、平和市長会議の提唱する 2020

年までに核兵器禁止条約を合意・実施するようオ

バマ大統領に求める決議を採択 

6.5 非核全国の会第２５回全国総会 

6.5 世界 25カ国で核兵器禁止条約を求める NGOに

よる「核兵器廃絶の日」同時行動。潘国連事務総

長が支持を表明 

6.14 日弁連「NPT 会議の成果と私たちの課題」シ

ンポジウムを開催。パネリストは被爆者、国際法

学者、政府代表 

6.17 民主党、参院選マニフェストを発表。「北東

アジア地域の非核化」を盛り込む 

6.23 「環太平洋合同演習（リムパック 2010）」開

始（～8.1）14 か国、艦艇 34隻、航空機 100 機以

上、約 2万人が参加 

7.6 オバマ米大統領とイスラエルのネタニヤフ首

相が会談。大統領は、12年開催予定の中東非核兵

器・非大量破壊兵器地帯に関する国際会議は「イ

スラエルが孤立する可能性があれば、開かれる可

能性は低い」と述べる 

7.7 68 年の外務省分析局の文書が公開。沖縄返還

は核持ち込みを含む米軍による基地使用が前提

との見解があったことが明らかに 

7.7 68 年、外務省情報分析部局が「非核三原則を

守って核攻撃を受けない保証はゼロだ」とし、日

本への核持ち込み容認が「有効」とする内部文書
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7.23 第２５２回常任世話人会議 

7.26 田辺模擬原爆追悼のつどい 

7.30  憲法会議第 44回総会（グリーン会館）

講演「問われる選択―日米安保堅持から憲

法堅持へ」講師：桐山孝信氏 

8.1 「海外代表と語ろうピースインおおさか

2010」（たかつガーデン）アメリカ、ノルウ

ェー代表 4

人を招いて

開催 110 人 

 

 

 

8.2～9 原水爆禁止 2010 年世界大会・国際会

議、原水爆禁止 2010 年世界大会、「核兵器

のない平和で公正な世界を」をテーマに、

大会には 6ヵ国の政府代表を含め、27国 74

名の海外代表と、国際会議には 250 人、世

界大会・広島に 7400 人、閉会総会（ヒロシ

マデー集会）に 8000 人、長崎に 2000 人、

大阪は、国際会議 3人、世界大会・広島 474

人、6 日の 1

日 参 加 50

人、長崎に 1

人参加 

 

 

 

 

 

 

 

8.11 美帆シボさん講演会「ＮＰＴ再検討会

議とフランス」（国際法律家協会） 

8.18 原爆症裁判支援傍聴 

8.26 原爆訴訟支援・近畿連絡会打ち合わせ 

 

8.31 第２５３回常任世話人会議 

を作成していたことが明らかに 

7.9 米第 7 艦隊の原子力空母「ジョージ・ワシ

ントン」横須賀を出港。米韓合同軍事演習参加

のため黄海・日本海に向かったとみられる。中

国政府はこれに抗議 

7.25 付 北朝鮮政府機関紙「民主朝鮮」、米韓合同

演習を「朝鮮半島情勢を開戦前夜に追い立てる極

めて冒険的な軍事挑発だ」と非難 

7.27～29 2020 核廃絶広島会議を開催 （広島市）

（16カ国：69都市、9カ国政府、3国際機関、52NGO

参加）＊2020 年までの核兵器廃絶の実現に向けた

10項目の決意と提案、を盛り込んだ「ヒロシマア

ピール」を発表 

7.28  米韓合同軍事演習、韓国東方海域で実施（25

日～）、8000 人動員、米空母 GW、F22A などを投

入。海自 4人がオブザーバー参加 

8.1  UNESCO、マーシャル諸島のビキニ環礁を世界

遺産（文化遺産）に登録したと発表 

8.1 ノルウエー政府とＮＧＯが主導して作成され

2008年100カ国が署名のクラスター爆弾禁止条約

が発効。おもな未署名国は米、ロ、中、イスラエ

ル、韓国、北朝鮮 

8.5  クリントン米国務長官、広島平和祈念式典に

ルース駐日大使を送る決定について、「記念日を

認識することが適切だとオバマ大統領自身が判

断した」と述べる 

8.6  広島平和祈念式典。国連事務総長や米英仏政

府代表、IAEA 事務局長が初めて出席 

8.6  菅首相、広島式典出席後の会見で「核抑止力

は我が国に引き続き必要」と述べる 

8.7  天野 IAEA 事務局長、長崎でのシンポジウム

で、今後の核軍縮のための検証強化を述べた「ナ

ガサキ・コミットメント」を発表 

8.10  菅内閣、日韓併合 100 年に際し、首相談話

を閣議決定、発表。「痛切な反省と心からのお詫

び」を表明 

8.25～27  第 22 回国連軍縮会議、さいたま市で開

催。18カ国の政府関係者や NGO・市民が参加 

8.25  日本政府、嘉手納弾薬庫で劣化ウラン弾を

貯蔵している可能性を認める 

http://www.mayorsforpeace.org/jp/activites/others/100727_2020hirocon/index.html
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9.11 大阪母親大会実行委員会 

9.13 原爆症訴訟支援近畿弁護団打ち合わせ 

9.17  憲法会議・共同センター団体・地域代

表者会議「学習会」講演「憲法をめぐる情

勢と比例定数削減阻止など秋のたたかいの

課題」講師：川村俊夫中央憲法会議代表幹

事（グリーン会館） 

9.22 原爆症裁判大阪地裁傍聴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.30 第２５４回常任世話人会議 

10.2 おおさか女性 9 条の会 5 周年のつどいの

バザー・展示のコーナー 

 

10.9 大阪母親大会実行委員会 

 

10.13 米オバマ大統領宛「未臨界核実験抗

議」ＦＡＸ送信大阪原水協 

 

 

10.14  米オバマ大統領宛「米未臨界核実験に

強く抗議する」 

10.14 原爆症訴訟支援・近畿連絡会 

10.16 おおさか女性行進 

10.16 米未臨界核実験に抗議文 

 

 

8.27 「新たな時代の安全保障と防衛力に関する懇

談会」、報告書を菅首相に提出。非核三原則見直

しの可能性に言及 

9.7 尖閣諸島近海の日本領海で海上保安庁の巡視

船に体当たりしたとして中国漁船の船長が逮捕、

中国側が反発 

9.13 非核全国の会、第 65回国連総会を前にした日本

政府に対し日本が核兵器廃絶に向けたイニシアチブ

を発揮するよう要請 

9.18  ウォレン英駐日大使、長崎市の原爆資料館

や爆心地公園を訪問。核兵器のない世界は「我々

の一番大切な目的」と述べる 

9.21 宮古島市の平良港に米海軍の掃海艦「ディフ

ェンダー」が市の自粛要請を無視して入港を強行 

9.23  菅首相とオバマ米大統領、ニューヨークで

会談。日米同盟、普天間、尖閣諸島、北朝鮮の非

核化、イラン制裁などで概ね一致 

9.25 米原子力空母（Ｇ・Ｗ）の横須賀母港配備から

二年目、基地の横にある公園で、同空母の即時撤去

を求める「母港化抗議集会」が開かれ、1200 人 

9.26 ルース駐米大使が就任後初めて長崎市を訪

問、原爆資料館や爆心地公園を見学、献花 

9.27 1954 年、米国が南太平洋ビキニ環礁で行った水

爆実験による「死の灰」が、アメリカ本土はじめ世

界規模で広がっていたことを、高知県太平洋核実験

被災支援センターが解析し、発表 

10.8 日本弁護士会連合会、人権擁護大会で「今こ

そ核兵器の廃絶を求める」宣言を採択 

10.9 原爆訴訟全国弁護団・支援団体合同会議（東

京） 

10.13  広島市長、米国が 9.15 に行った未臨界核

実験を受け、オバマ大統領に抗議文を送付。14日

は長崎市長も 

10.13  仙谷官房長官、米未臨界核実験について核

爆発を伴わないので「抗議や申し入れは考えてい

ない」と述べる 

10.13  菅首相、米未臨界核実験について「未臨界

の実験を含めて必要がなくなるように努力しな

ければいけない」と述べる 

10.14  日本政府、国連総会第 1委員会（軍縮）に
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10.23  安保破棄全国統一行動日「１０・２３

大阪集会」（大阪城公園野音）「沖縄からの

報告」（赤嶺政賢衆議院議員） 

10.28 第２５５回常任世話人会議 

10.29 原爆症裁判傍聴 

10.30 「2010 年国連軍縮週間のつどい」（い

きいきエイジングセンター）講演「核兵器

のない世界をーＮＰＴ再検討会議後の課

題」講師：黒澤満氏、約 70名 

11.12 原爆訴訟大阪地裁傍聴 

11.13  第1回戦争の傷あと「銘板めぐり＆清掃ツ

アー」（田辺模擬原爆記念碑→生玉公園地下

壕跡→大阪城公

園戦跡）14人 

 

 

11.20 非核の会近

畿交流会（近江八幡）20名（大阪４名） 

11.22 東谷先生しのぶ会（たかつガーデン） 

11.24 日本平和大会成功学習会「平和な地方

自治体をめざしてー大阪の平和運動の歴史

に学ぶつどい」講師:若林伊太郎氏、69人 

12.1 第２５６回常任世話人会議 

12.3～5 「日米軍事同盟打破・基地撤去・2010

年日本平和大会 in佐世保」大阪から 22名 

12.8  憲法会議・共同センター「９の日」行

動（天満橋） 

12.8  革新懇「講演と音楽の夕べ」（エルおお

さか） 

12.8  大阪大空襲訴訟１周年のつどい 

12.9 原爆訴訟大阪地裁傍聴 

12.11 大阪母親大会実行委員会 

12.14 ピースおおさかとの懇談 当会より中川益

夫代表、中西裕人事務局長、長尾正典常任

世話人、事務局ピースおおさかより倉田 清館

長、常本一専門職員 

12.17  憲法会議・共同センター団体・地域代

表者会議・懇親会（グリーン会館） 

核軍縮決議案「核兵器の全廃に向けた共同行動」

を提出 

10.22  菅内閣、武器輸出三原則見直しを議論して

いくとする答弁書を閣議決定 

11.12～14  広島市でノーベル平和賞受賞者世界

サミット。受賞者 6 人、13 団体が出席。14 日、

宣言を採択し閉幕 

11.13 原爆訴訟全国弁護団・支援団体合同会議（東

京） 

11.22  カザフスタンのムハメジャノフ下院議長、

広島市内で「核保有国が（核を放棄した）カザフ

に続くよう呼び掛けていく」と講演 

11.-- 「都市・自治体連合（UCLG）」第 3 回世界

大会（メキシコシティ）で、2020 年までの核兵器

廃絶を目指す平和市長会議への賛同が最終宣言

に全会一致で盛り込まれる 

11.23 北朝鮮が領海侵犯を理由に韓国の延坪島と

その周辺海域を砲撃、民間人に犠牲者が出て緊張

が高まっている。当面、六か国による緊急会合で

北朝鮮の休戦協定違反、国連憲章違反、南北合意

への違反などを批判し、無法行為を抑える外交努

力が必要 

12-- スペイン政府、1966 年 1 月に地中海上を飛行

中の米爆撃機と空中給油機が衝突してスペイン

南部のパロマレスに水爆 4個が落下した事件にか

かわって、放射能汚染の土壌を「遅滞なく」撤去

するよう求める書簡を米政府に送った。事故で落

下した 1 個は海中に、地上落下の 3 個のうち 2 個

は起爆用火薬が爆発、プルトニウムが飛散し、周

辺一帯の土が汚染されていた。事故直後、約 1300

㎥の土をサウスカロライナ州の核施設に運搬。海

中の水爆も引き上げていた。事故発生から 45 年、

安全とされていた土地での汚染が確認されたた

め 

12.11  非核全国の会シンポ「『核兵器のない世界』への

展望と被爆国の役割」 

12.12 アメリカ上院は、昨年 4 月にオバマ大統領

とロシアのメドベージェフ大統領との間で調印

した戦略核兵器削減条約（新ＳＴＡＲＴ）を批准 

 

http://www.mayorsforpeace.org/jp/ecbn/sandounowa/101120_uclg_summit_recommendations_adopted_mexico.pdf
http://www.mayorsforpeace.org/jp/ecbn/sandounowa/101120_uclg_summit_recommendations_adopted_mexico.pdf
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 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 
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11 

年 

1.21 原爆症訴訟支援裁判傍聴 

1.21  「２３日行動」（安保実行委） 

1.22～23 2011年関西＆大阪原水協学校（神

戸フルーツフラワーパーク） 

1.24 2011年通常国会開会１・２４昼休みデ

モ（中之島） 

1.26 第２５７回常任世話人会議 

 

 

 

2.5 大阪母親大会実行委員会 

2.8 「２・８米軍基地撤去！伊波さんを励ま

し、沖縄と連帯する大阪のつどい」(いきい

きエイジングセンター) 

2.9  憲法会議・共同センター「９の日行動」

（梅田ヨドバシカメラ前） 

2.11  「建国記念の日不承認２・１１府民の

つどい」（府社会福祉指導センター）講演

「天皇陵・世界遺産・紀元節―近現代史か

ら考える」講師：高木博志氏 

2.15  「核兵器全面禁止のアピール」宣伝行

動（天王寺） 

2.16 原爆症訴訟支援裁判傍聴 

2.18 第２５８回常任世話人会議 

2.24 原爆症訴訟支援裁判傍聴 

2.27 革新懇2011年度総会（エルおおさか）、

特別報告「核抑止論を斬る」講師：富田宏

治氏 

2.28～3.1 「20011年３・１ビキニデー全国

集会」全国1600人、大阪43名 

3.5  非核大阪の会第25回年次総会（エルおお

さか）お話：倉田清氏（ピースおおさか） 

 

 

 

 

 

 

3.8 国際女性デー大阪集会 

1.21  前原外相とルース駐日米大使、11～15年度

の在日米軍駐留経費負担（思いやり予算）特別協

定署名 

1.25  オバマ米大統領、上下両院合同会議で一般

教書演説、核を「最悪の兵器」と呼び、イラン制

裁強化の成果を強調、北朝鮮に核開発中止を迫る

考えを示す 

1.26  ロシア上院、新START批准を承認 

1.26  モレル米国防総省報道官、北朝鮮の核ミサ

イルが「5年以内に米国の直接的な脅威になる可

能性がある」と述べる 

2.5  クリントン米国務長官とラブロフ・ロシア外

相、新 START の批准書を交換、同条約が発効 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.20  「日米合同演習に反対集会」（滋賀・高島） 

2.27 北朝鮮、米韓合同軍事演習に対し「侵略者の

無謀な挑発に、全面戦で対応する。核抑止力とミ

サイル攻撃戦で立ち向かうだろう」と警告する声

明発表 

2.28 米韓合同軍事演習「キー・リゾルブ」（～3.10）

と、野外機動訓練「フォウルイーグル」（～4.30）

を韓国全域で実施 

3.1 北朝鮮外務省、「正当防衛のための物理的対

応が不可避となり、対話と緊張緩和の機会が消え

つつある。米国は全ての災いに責任を取らなけれ

ばならない」との談話 

3.6 米国務省メア日本部長が昨年末に、米大学生

への講義で沖縄は「ごまかしとゆすりの名人」と

発言したことが明らかに 

3.8 沖縄県議会、メア氏発言を受け抗議決議を全

会一致で可決。更迭を促す内容 

3.8 英紙インディペンデント、石原東京都知事が
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3.9  「９の日」宣伝（梅田ヨドバシカメラ前） 

3.11 駐大阪米国総領事館宛、米国務省日本

部長（メア）の暴言抗議、申し入れ書（ 革

新懇・大阪安保） 

3.16  原爆症認定促進訴訟（義務づけ） 

3.18  原爆症認定集団訴訟傍聴 

3.24  第２５９回常任世話人会議 

3.24  非核大阪の会「福島原発の重大事故を考

える」緊急市民講座 

3.26 原水協第49回定期総会（府社会福祉会

館）記念講演高草木博日本原水協事務局長、

65人 

 

 

 

 

 

 

4.2 原子燃料工業熊取事業所一般見学会＆京

大原子炉実験所一般公開＆大阪府オフサイト

センター見学会 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.20 菅首相宛「原子力空母ジョージ・ワシ

ントンの入港に抗議し横須賀から出港を求

めます」送付 

 

4.26  「緊急原発問題シンポジウム」（仮）呼

びかけ団体事前打合せ会 

4.28 第２６０回常任世話人会議 

5.3 「九条の会・おおさか」憲法記念日のつ

どい（エル大阪）900人、高作正博関大教授

の講演と桂吉弥さんの落語 

 

インタビューで、日本は核保有すべきだとの見解

を述べたと報じる 

3.11 東北地方太平洋沖地震（マグニチュード9.0、

最大震度7）と大津波が発生、福島第一原発が電

源喪失 

3.17 イスラエルのネタニヤフ首相、福島第１原発

の事故を受け、同国初の原発建設計画の見直しを

表明 

3.18 非核「神戸方式」36周年記念行事 

3.21 ボリビアのモラレス大統領、イランと合意し

ていた原子力開発計画を福島原発事故を受け見

直す方針 

3.27 第3次嘉手納基地爆音差止訴訟原告団結成総

会、国内最大の2万2千人超の原告団に 

3.30 IAEA、福島県飯舘村の土壌から検出された放

射性物質の数値が、避難基準の約2倍に相当した

と発表、日本の原子力安全・保安院は「算定基準

が分からない」と反応 

3.31 米軍、東日本大震災の救援活動「トモダチ作

戦」で、4月中旬までに主要部隊を撤収させる方

針を固める 

4.5 米原子力空母ジョージ・ワシントン、佐世保

に初めて入港 

4.11  日本原水協「原発・核兵器・私たちの未来」

シンポジウム 

4.12 経済産業省原子力安全保安院は福島第一原

発が国際原子力事象評価尺度でレベル７にあた

ると発表 

4.17 菅首相、クリントン米国務長官と官邸で会

談。福島第1原発事故の事態収拾に向け、日米連

携する方針 

4.19 イタリア政府は原発復活計画を無期限延期

すると決定、1987年の国民投票で国内原発を全

廃、ベルルスコーニ氏の当選により2013年から原

発建設の予定を 

4.19 約50の国・機構が参加した「原子力安全サミ

ット」（キエフ）宣言を採択し、閉幕 

4.20 潘国連事務総長、福島第一原発級の大事故に

「我々はこれからも直面するだろう」と演説、原

発の安全に関する国際基準作りを急ぐべきだと
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5.7  第2回戦争の傷あと「銘板めぐり＆清掃ツア

ー」（北野高校－

豊中「峠三吉碑」

－十二宮神社境

内防空壕跡、旧

海軍魚雷格納庫

跡）17名 

 

5.9 平松大阪市長宛「米国艦船の大阪港入港

に関する申し入れ書」送付 

 

5.11  大阪平和常任理事会、講演「原発問題

とエネルギー政策―東日本大震災を経験し

た」 

5.13  米海軍第7艦隊旗艦ブルーリッジ入港抗

議行動 （大阪

港） 

 

 

 

5.17 近畿原爆症訴訟関係 認定却下取り消

し訴訟及び義務付け訴訟弁論 

5.18  原水爆禁止世界大会成功のための学習

会 

5.21  安保西日本集会 

5.24 「原発問題シンポジウム」（国労会館）「緊急

原発問題シンポジウム」、215人 

5.31  米海軍第７艦隊旗艦ブルーリッジ入港抗

議行動に呼びかけ団体として参加。23 団体、

約 70 名が参加、ブルーリッジ大阪港入港抗議

大阪市交渉 

6.1  第２６１回常任世話人会議 

6.2  憲法会議・共同センター団体・地域代表

者会議（グリーン会館） 

6.4 革新懇協賛「沖縄連帯・安保破棄集会」 

6.4 原爆症認定訴訟を支援する近畿連絡会、

「訴訟勝利した被爆者の方や訴訟中の方を

呼んでの激励会」（グリーン会館）180 人 

6.12  第５６回大阪母親大会 

6.18 大阪平和第55回定期総会（府社会福祉

の考えを示す 

4.25 ドイツ各地で全17基の原発の廃炉や核兵器

廃絶を求めるデモ10万人が参加 

4.26 チェルノブイリ原発事故から25年。潘国連事

務総長、国連総会で「原発の安全性は核兵器の対

応と同様に重視しなければならない」と演説 

5.9付 日本経産省、米エネルギー省、モンゴル外

務省が、使用済み核燃料等の初の国際貯蔵・処分

施設をモンゴルに建設する計画を議論している

ことが判明 

5.9 中部電力は臨時取締役会を開き、浜岡原子力

発電所の全面停止を決定 

5.10 菅首相は従来のエネルギー基本計画を一旦

白紙に戻して議論すると表明 

5.18 参議院本会議で改憲手続法にもとづく参議

院憲法審査会規程が賛成多数で可決 

5.23 広島・長崎両市長などが、米新型核実験（11

日発表）への抗議文を米大統領に送付 

5.24 日本非核宣言自治体協議会総会（長崎）開催、

核兵器の非人道性をこれまで以上に強く訴える

決議を採択 

5.25 スイス政府は国内５基の原子炉を順次廃炉

にし2034年までに全廃すると発表 

5.27 非同盟外相会議、期限を切った核兵器廃絶と

パレスチナ独立国家の建設を支持 

5.30 独の連立与党が福島第一原発事故をうけて、

2022 年までに原発を全面的に廃止することで合

意 

6.1 新STARTに基づき米ロが交換した2月時点の戦

略核弾頭数などの情報、ロ配備数は1537で、18年

までの達成義務の1550を下回る。米配備数は1800 

6.6 福島第一原発事故を受けて独は国内にある 17

基の原発を 2022 年までに全廃することを閣議決

定 

6.7 民主・自民など超党派の改憲派議員約100人が

「憲法96条改正を目指す議員連盟」の設立総会、

約200人賛同 

6.11  非核全国の会第 26回全国総会 

6.13 イタリアで原発復活計画の是非を問う国民

投票で復活反対が 94％と圧倒的多数に 
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指導センター）講演「東日本大震災と米軍・

自衛隊の動き」講師：中尾元重氏、43人 

6.20  橋下知事・大阪維新の会「君が代」起立・

斉唱強制条例に対する抗議文 

6.23 「被災者支援、沖縄連帯、安保廃棄を

掲げた６・２３大阪集会」（扇町）1500 人 

6.28 「近畿原爆症訴訟支援の会」 

6.30～7.7 国民平和大行進、４３全自治体、

参加者１万人を超える参加者 

7.1  第２６２回常任世話人会議 

7.4～5 革新懇「自然エネルギーと持続可能

な地域社会（飯田市と阿智村）を訪れるツ

アー」 

7.5 近畿原爆症認定訴訟及び義務付け訴訟

傍聴等支援（7.8 結審） 

7.8  憲法会議・共同センター「９の日行動」 

7.8  原爆症裁判傍聴 

7.9 大阪母親大会実行委員会 

7.11 「原発ゼロの会」準備会、19日も準備

会           （写真） 

7.13  原爆症裁判傍聴 

7.17 「メディアを考える市民のつどい」で中川代

表が講演 

7.20  「原発ゼロの会準備会」 

7.24 『核のない未来へ』吉井英勝氏講演（大

阪反核医療人の会） 

7.26 田辺・模擬原爆追悼式 

7.26 第２６３回常任世話人会議 

7.27 アメリカの未臨界核実験への抗議 

7.28  憲法会議総会（グリーン会館）記念講

演「情勢の特徴と憲法闘争の課題」仁比聡

平氏 

7.29  原爆症訴訟の傍聴 

7.30 「原発からの撤退、自然エネルギーへ

の転換を求める府民集会」（扇町公園）3000

人参加           （写真） 

8.2 「海外代表と語ろうピースインおおさか

2011」（たかつガーデン）アメリカ・フレ

ンズ奉仕委員会ジョセフ・ガーソンさん、

アメリカ「おばあちゃんの平和旅団」ニデ

 

6.23 沖縄慰霊の日、菅首相、沖縄全戦没者追悼式

で「沖縄だけ負担軽減が遅れていることは慚愧に

堪えない」と発言 

6.25～26 日本平和委第61回定期全国大会（神戸）

大阪から28名 

6.30 独連邦議会、原発をすべて 2022 年までに順

次廃止する原子力法改正案を可決 

 

7.2 “国内のすべての原発を計画的に廃止してい

くための大運動”集会（明治公園）２万人が結集

し、集会やパレード 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.20 自民党、報告書「日本再興」発表。外交・安

全保障では、集団的自衛権行使を認める。核搭載

艦船の寄港を容認し、非核三原則を「2．5原則」

へと転換 

 

7.27～29 国連軍縮会議、長野県松本市で開催 

 

7.30 第57回日本母親大会（広島）、「核兵器をな

くそう」「原発からの撤退を」合言葉に8500人が

参加 

 

 

 

 

 

8.3 田上長崎市長が外務省で松本外相に、国内103

自治体の首長らの北東アジア非核兵器地帯賛同

署名を提出 
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ィア・リーフさん、大学講師のドロシー・

デヒュフールさんの海外代表参加、72人 

8.3～９ 原水爆禁止2011年世界大会、3日国

際会議、5日広島大会、7～9日長崎大会、ド

ゥアルテ国連事務総長代理はじめ27カ国88

人海外代表と国内外7800人、大阪から国際

会議４人、広島大会25名、長崎大会378名 

8.6 からぼりピースフェスタ 

8.11 原発ゼロの会準備会 

8.23  原爆症訴訟の傍聴 

8.23 ピースおおさかとの懇談 

8.26 革新懇「10万年後の安全」ドキュメン

タリー映画上映会 

※当会の役員、各団体での講師活動活発 

9.1 第２６４回常任世話人会議 

9.9  憲法会議・共同センター「君が代」強制

と「処分条例」を許すな！府下全駅宣伝 

9.11  「９・１１おおさか女性行進」（新町

北公園）御堂筋パレードー世界の女性とつ

ながって 脱原発・ノーモアフクシマー 

9.14  憲法会議・共同センター団体・地域代

表者会議（グリーン会館） 

9.15 大阪母親大会実行委員会 

9.16 日の丸・君が代条例反対のつどい 

9.21  原爆症裁判傍聴 

9.24～25 海上自衛隊呉地方隊「展示訓練」

を大阪湾および淡路島周辺で実施、その前

に大阪港天保山埠頭で一般市民に乗艦 

 

 

 

10.7 当会と豊中市と懇談 

10.8 大阪青年大集会 

10.12 第２６５回常任世話人会議 

10.13  原爆症訴訟傍聴 

10.15 「原発ゼロの会・おおさか」発足（エ

ルおおさか）220名 

10.20 「普天間基地無条件返還！ＴＰＰ参加

反対！原発ゼロ！府知事選・大阪市長選勝

利！国会開会日昼デモ」 

8.4 米政府が日本本土への核配備計画を50年代に

立案していたことが判明 

8.6 広島平和記念式典。米ロ英仏イスラエル等の

代表が参列。菅首相、「原発に依存しない社会を

めざす」表明 

8.9 ASEANと5核兵器国、東南アジア非核兵器地帯

条約の議定書への署名に向けた非公式交渉をジ

ュネーブで開始 

8.9 長崎平和祈念式典、米政府代表初参列 

8.10 北朝鮮、黄海のNLL付近に5発の砲撃。2発が

韓国側に落下。韓国、5発応射 

8.10 外務省、県や宜野湾市に「トモダチ作戦」に

よる放射性廃棄物が普天間飛行場に保管されて

いることを伝達、在日米軍から同省へは6月下旬

に情報提供 

8.26 外務省、53年の行政協定改定交渉で、「重要

な案件以外、裁判権を放棄する」と米側に表明し

たことを示す文書を公開 

9.7 前原政調会長、米国でのシンポジウムで自衛

隊が共同行動する外国軍への反撃で武器使用容

認、武器輸出三原則見直し発言 

9.19 作家の大江健三郎さんら著名な９名のよび

かけによる「さよなら原発集会」が明治公園で開

かれ、６万人が参加 

9.22 野田首相は国連本部で開かれた原子力安全

に関する首脳会議で演説し、原発の安全性を「世

界最高水準に高める」と述べ、原発推進と原発輸

出政策の継続を表明 

9.25 「原発ゼロへ！原子力空母は要らない！９．

２５集会」（横須賀）4500 人が参加 

9.27 政府の原子力委員会が実施した原子力政策

についての国民意見集約結果を発表。「直ちに廃

止」「段階的廃止」が９８％に 

9.28 スイス全州会議は 2034 年までに国内５基の

原発を順次廃炉にする政府方針を承認 

9.30 国連総会で核兵器禁止条約の交渉開始を求

めてニューヨークにいく原水協の代表団にアピ

ール署名 102 万名分を手わたす 

10.14 野田首相、武器輸出三原則の見直しに前向

きな考えを示す 
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10.27 非核大阪の会、吹田市と懇談 （写真） 

10.29 「2011年国連軍縮週間のつどい」（大

阪市立社会福祉センター）講演「被爆者医

療から見た原発事故」講師：郷地秀夫氏（医

師）62人 

11.2 野田首相宛「普天間、ＴＰＰ、原発再

稼働の３つの問題に対する抗議と要請」送

付（大阪安保） 

11.4 一川保夫防衛大臣宛「南スーダンＰＫ

Ｏへの自衛隊派遣に抗議し、その撤回を求

める要請書」（大阪安保） 

11.9  大阪市港湾局と懇談 

11.16 第２６６回常任世話人会議 

11.24  放射線測定器（シンチレーションサーベ

イ・メータ TCS‐172B とポケット線量計 ADM‐

353B）が入荷 

11.29  原爆症訴

訟傍聴 

 

 

 

 

 

 

12.3 非核の会近畿交流会（和歌山）16名（大阪

３名） 

12.4 原爆症訴訟傍聴 

12.8 12・8府民のつどい「原発ゼロと新しい

日本を考える」（ドーンセンター、革新懇）

450人 

 

10.19 イギリス政府は、2020年代半ばまでに現在

保有する225発の核弾頭を180発に削減、また、4

隻のトライデントミサイル発射原潜就役年数の

延長などを決めたと発表 

10.20 東京日比谷野外音楽堂で開かれた「命守る

国民集会」に5500人が参加 

10.21  原爆症認定制度は2008年4月の改定以来、08

年度の認定率98％から、09年度の57％、10年度

は4月～6月の15％へ急落（審査事例1611件のうち

認定248件、残り1363件は却下）。日本被団協、被

爆者援護法改正による国家補償の実現と原爆症

認定制度の改善を求めた要望書を厚労省に提出 

10.20 衆参両院本会議は憲法改悪原案を審議する

憲法審査会の委員を選任。日本共産党は反対 

10.25 関西電力、来年2月までにすべての原発が停

止の場合、この冬10％以上の節電要請（11月1日）

発表。しかし、民間NPOの環境エネルギー政策研

究所は、稼働中の原発すべてを停止しても、今

冬・来夏とも電力不足は生じないとする報告を発

表 

10.27 海自と米海軍が共同演習（～11.4）計約1万

5千人、艦船約45隻が参加 

10.30 「なくせ原発！安心してすみ続けられる福

島を！１０．３０集会インふくしま」に１万人以

上が参加 

11.1 政府は閣議で、南スーダンの国連平和維持活

動に陸上自衛隊施設部隊を派兵する方針を確認 

11.1 九州電力が玄海原発 4 号機の再稼働を発表 

11.13 さよなら原発、福岡集会に 1 万 5 千人 

11.17 憲法改正原案の審査権限をもつ衆院憲法審

査会が開かれた 

11.19 「九条の会」第4回全国交流集会（日本教育

会館）750名が参加。奥平氏、大江氏、澤地氏 

11.25～27 ２０１１年日本平和大会 

11.26  赤十字国際会議、「核兵器廃絶に向けて努

力を」決議（第1号） 

11.30 東京電力が福島第一原発 1 号機の溶解した

燃料の「相当量」が圧力容器から格納容器底部へ

落下し、床コンクリートを最大６５ｃｍ浸食した

ことを発表 
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11

年 

12.11 第 3 回戦争の傷あと「銘板めぐり＆清掃ツ

アー」大阪警備

府軍需部安威倉

庫跡（茨木）→高

槻地下壕跡（タ

チソ） 10名 

 

12.13  第２６７回常任世話人会議 

12.16  第2回大阪社会フォーラム実行委員会 

12.17 原発ゼロの会大阪学習交流集会（原発

ゼロの会大阪）155名 

12.17  寝屋川東九条の会「原発問題学習会」

（長尾常任世話人講師） 

12.21 原爆集団訴訟の最後の判決（近畿３

次）となった大阪地裁判決は、厚労省の原

爆症認定行政の誤り、また国が認めようと

しなかった入市と残留放射線による広範な

被爆と内部被曝による身体への影響を認め

た画期的な裁判結果、報告集会（中之島中

央公会堂） 

12.27  大阪宗教者平和協議会設立 40 周年記

念学習会＆レセプション 

12.28  朝日 「原発とメディア」中川益夫代表世

話人登場 

12.2 国連総会、日本提出の核兵器廃絶決議を賛成

169、反対1、棄権11で採択 

12.2 ヨルダン・ロシア・ベトナム・韓国への原発

輸出を行うための原子力協定を衆院外務委員会

が可決 

12.3  中南米カリブ海諸国共同体、核兵器廃絶のた

めの国際会議開催をよびかける特別声明採択 

12.5 東電は放射性ストロンチウムなど２６０億

ベクレルを含む水１５０ℓが海へ流出した可能性

を認めた 

12.6  インドネシア国会が、ＣＴＢＴ批准を承認。

これで１５６か国 

12.8 東電が高濃度放射能汚染水を処理した水を

海へ放出する計画があることが判明。漁協など強

く反発 

12.12 非核全国の会シンポ、「“ＮＰＴ合意”実行へ進む

世界、問われる日本」 

12.13 原発をなくす全国連絡会が結成 

12.14 オバマ大統領、イラク戦争終結を宣言 

12.16 野田首相は「原子炉の安定状態が達成され

た」として原発事故終息宣言 

 

 

12.26  政府の事故調査・検証委員会、福島第一原

発事故・中間報告発表 

12.27 政府は武器輸出禁止三原則を緩和し、武器

の国際共同開発に道を開く方針を決定。官房長官

談話発表 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

12

年 

 

 

 

 

 

 

12

年 

1.11  米新型核実験に抗議 

 

1.17  第 268回常任世話人会議 

1.18  野田首相宛、イラン大統領宛、オバマ米

大統領宛「イラン核開発疑惑をめぐる軍事緊張

を回避し、事態の平和的解決を」送付 

1.19  防衛大臣宛、沖縄防衛局長宛「高江の米

軍ヘリパッド建設の中止と、辺野古・新基地建

設のための環境影響「評価書」の全面公開を求

める」送付 

1.6 非核全国の会、「度重なるオバマ政権の未臨界核

実験に抗議する」 

1.10  米誌「ブレティン・オブ・ジ・アトミック・

サイエンティスツ」、「終末時計」の針を1分進

め、「残り5分」になったと発表 

1.11  韓国外交安保研究院、北朝鮮が2012年内に

長距離ミサイル発射や核実験を実施する可能性

に言及した報告書を発表 

1.13  「平和市長会議」の第一回国内加盟都市会

議が広島市で開催（～14日）。国内加盟75都市の
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12 

年 

1.20  原爆症・損害賠償訴訟・湯浅判決 

1.21～22 関西原水協学校（奈良） 

1.24  非核大阪の会「放射能測定器使用講習

会」（岩本智之常任世話人講師）24名 

 

 

 

 

 

 

 

1.26  新・却下取り消し訴訟（原爆症訴訟）

傍聴 

1.26  憲法会議・共同センター団体・地域代

表者会議 

1.28  大阪安保 500 カ所学習運動スタート集

会（民医連） 

2.4  大阪母親大会実行委員会 

2.9  「９の日」行動パレード 

2.11  「建国記念の日」不承認２・１１集会 

2.16  第 269回常任世話人会議 

2.16 非核大阪の会「核問題調査専門委員会」

拡大例会 

2．27  放射線測定器講習会、科学者会議大阪

支部協賛で大阪狭山市会議員団向けの講習

会 

2.27  大阪社会フォーラムプレフォーラム 

2.29～3.1 ３・１ビキニデー（静岡・焼津） 

3.3  大阪母親大会実行委員会 

3.3  非核大阪の会第 26回年次総会（府社会福

祉会館）、記念講演「福島原発事故と住民への

影響」講師：野口邦和氏全国の会常任世話人 

                         （写真） 

3.6  「原発問題学習会＆放射線測定実施」（枚

方・野田氏） 

3.8  国際女性デー大阪集会 

3.9  原爆訴訟判決 

3.11  「なくそう原発３・１１府民１万人集

会」（扇町公園）、大阪平和委青年学生部、「ブ

ース出展＆司会」、放射線測定ブースを科学

首長ら111人が出席 

1.14  「脱原発世界会議」（実行委員会主催）、横

浜市で開催（～15日） 

1.22  「ストップ日米合同演習ヤマサクラ６１NO！

大集会」（伊丹）大阪 7名 

1.23  英仏独3か国首相、EUのイラン追加制裁決定

を受け、共同声明。イランに対し、ウラン濃縮な

どの即時中止を要求 

1.24  オバマ米大統領、一般教書演説で「イラン

の核兵器入手阻止のためなら、あらゆる選択肢を

排除しない」と述べる 

1.25  潘国連事務総長、任期2期目の開始にあたり

所信表明。核兵器のない世界を目指す姿勢を改め

て示す 

1.31 在外被爆者 53 人が和解（広島集団訴訟）：

韓国在住者 51人、ブラジル 2人、韓国 68人、米

国 11人、アルゼンチン 1人の計 80人も広島地裁

に追加提訴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.10  天野IAEA事務局長、北朝鮮核開発は「東ア

ジアにとって脅威だ」と述べる 

3.11  東日本大震災および東京電力福島第一原発

事故発生から1年。国内外の各地で脱原発のデモ 

3.19  李韓国大統領、26～27日ソウル開催の核保

安サミットの目的を「核物質量の最小化と管理強

化、究極的に核兵器のない世界を作ること」と述

べる 
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12

年 

者会議大阪支部と共催で出展 

 

 

3.24  原水協「50 年史発刊記念レセプショ

ン」、112 名、午前中に大阪原水協定期総会

（シティプラザ大阪）87名 

 

 

3.29  第２７０回常任世話人会議 

 

4.7  非核大阪の会「京大原子炉研究所見学会」 

 

 

 

 

 

 

4.12  非核大阪の会「赤十字国際委員会『核兵

器廃絶の決議』（英文）」学習会 

4.18  原爆症裁判傍聴 

4.22  放射線測定器貸出（堺・林原氏） 

4.27～5.7 2012 年 NPT 準備会合・ウィーン原

爆展代表団 

4.28  「大飯原発の再稼働は許せません４・

２８関西電力包囲行動」 

5.3  憲法記念日のつどい「憲法を生かして 

いのちと平和を」（9条の会・エルおおさか） 

 講演：森住卓氏、木下智史氏 

5.8  第２７１回常任世話人会議 

5.17  原爆症訴訟裁判傍聴 

5.19  第 4 回戦争の傷あと「銘板めぐり＆清掃ツ

アー」（枚

方旧陸軍

火薬庫→

香里製造

所煙突な

ど）19名 

 

5.25 世界大会成功のための学習会 

6.2  原爆症訴訟支援・被爆者救護連帯近畿支

3.24  非核全国の会「核兵器と原発を考えるつどい」 

3.26  オバマ米大統領、韓国外国語大学で核問題

に関する演説。ロシアとの戦術核削減交渉を行う

意向などを示す 

3.27  田中防衛相、北朝鮮ロケット発射対応で、

自衛隊に破壊措置準備命令を発令 

3.27 北朝鮮外務省報道官「主権国家の合法的な権

利である衛星発射を絶対に放棄しない」と述べる 

3.29  田上長崎市長、外務省を訪れ、北東アジア

非核兵器地帯を求める289自治体首長の署名を山

口外務副大臣に提出 

4.5 岡田副首相、参院予算委員会で、北東アジア

非核兵器地帯条約について、「核を北朝鮮に諦め

させる手段としても活用することが、私は可能だ

と思っている」と答弁 

4.12 イランのアフマディネジャド大統領、核開発

に関する権利を放棄するつもりは全くないと表

明 

4.13 午前7時39分、北朝鮮が「衛星」打ち上げ。

朝鮮中央通信、「軌道投入は成功しなかった」と

発表 

4.16 国連安保理、北朝鮮を非難する議長声明を全

会一致で採択 

4.17 北朝鮮外務省、2 月の米朝合意を破棄すると

の声明 

4.19 インド、ICBM「アグニ 5」（射程約 5000 キロ）

の発射実験に成功と発表 

4.25 パキスタン、中距離弾道ミサイル「シャヒー

ン 1」の発射実験に成功と発表 

5.4  松井広島市長、平和市長会議として、ウール

コットNPT準備委員会議長にNWC交渉開始を求め

る約48万人分の署名を提出 

5.13 韓国軍当局、米戦術核再配備は、92年南北非

核化共同宣言の破棄を意味し、北朝鮮に否定的な

影響を与えるとの見解 

5.21  原発ゼロの会全国交流集会 

5.22 北朝鮮外務省、衛星打ち上げは平和目的で、

核実験の予定はないと述べる 

5.28 田中防衛相、北朝鮮「弾道ミサイル発射」の

検証報告書案を了承。今後、発射予告の際はイー
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年 

援する会・全体会合（新大阪コロナホテル） 

6.10 中村哲医師が語る「アフガンの大地か

ら観る明日の世界と日本」 

6.11  第２７２回常任世話人会議 

 

6.16  大阪平和第 58回定期総会、講演「大阪

における統一戦線運動の歴史」菅生厚氏、

43名 

 

 

6.27  「おおさか社会フォーラム」に関し、

梅田章二氏と打合せ 

6.30～7.7  国民平和大行進、府内通し行進、

7.4（天王寺公園～大阪城公園）、府内 22コ

ース 43自治体通過 

7.5  「おおさか社会フォーラム」打合せ 

7.13 第２７３回常任世話人会議 

7.16  原発ゼロ関電北支店抗議集会（本庄川

崎公園） 

7.17  「おおさか社会フォーラム」打合せ 

7.26  第 46 回憲法会議総会（グリーン会館） 

 

 

 

 

 

 

 

8.1 「原発ゼロ」を決めたドイツの経験を学ぶ講演

会（日本反核法律家協会共催）、ペーター・ベ

ッカー、ライナー・ブラウンさんを迎え開催。33

名参加 （写真） 

8.1  「海外代表と語ろうピースインおおさ

か」（アウイーナ大阪）78名、フィリピン・

アメリカ・ノルウエー・ドイツの海外代表 

8.4～6 「原水爆禁止 2012 年世界大会」（広

島）海外代表・国際機関約 60名、9000 人、

大阪から国際会議４名、広島大会 430 名、

長崎大会 13名 

8.18  「おおさか社会フォーラム」実行委 

ジス艦の黄海配備検討を明記 

6.4  野田改造内閣発足、憲法 9 条改悪を主張する

森本防衛大臣を任命 

6.4  ストックホルム国際平和研究所、世界の核弾

頭数を 1万 9000 発と推定 

6.14 ワシントンで米韓外務防衛官僚会合（2＋2）。

北朝鮮のミサイル脅威に対する共同防衛の強化

などを含む共同声明 

6.16  政府、原発再稼働問題の関係閣僚会議で事故

検証もないまま関西電力大飯原発３、４号機の再

稼働決定 

6.17 「オスプレイ配備反対宜野湾市民大会」 

6.20 日本で原子力規制委員会設置法が成立。法律

の附則で原子力基本法などに「我が国の安全保障

に資する」を加える改正 

6.24 北朝鮮の朝鮮中央通信、日本の原子力基本法

改正は核武装のためとして非難 

6.25  非核全国の会第 27回全国総会 

6.29  空前の「原発再稼働反対」首相官邸 20 万人

包囲行動 

7.1 財界の要求である大飯原発の再稼動が強行さ

れ、3号機が起動 

7.6 北朝鮮の朝鮮労働党機関紙「労働新聞」、論評

で 3度目の核実験実施を否定。日本の原子力基本

法改正にも触れ、日米韓の同国への姿勢を非難 

7.16  「原発なくせ 10 万人アクション」（代々木

公園）17万人、過去最大規模の反原発集会が開か

れ、大阪から参加 

7.22  「帰れオスプレイ岩国集会」（岩国）1100 人

参加、大阪 4名 

7.26 プーチン・ロ大統領、新たな軍拡競争は望ま

ないと言する一方、2020年まで戦略核兵器の75～

85%を更新すると述べる。 

8.3 日米防衛相会談、中国の覇権拡大に備え日米

防衛協力指針の再改定に合意 

 

 

 

 

8.25 インド、核搭載可能な国産短距離ミサイル

非核全国の会献花（8.5） 
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戦争の傷あと 

八尾・掩体壕 

（11.24） 

12

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12

年 

8.28 第２７４回常任世話人会議 

8.29  「おおさか社会フォーラム」実行委 

9.15～16  大阪社会フォーラム「放射能測定実

験＆世界の核実験映像上映」（エルおおさか） 

9.25 第２７５回常任世話人会議 

10.7  「原発ゼロの会発足1周年のつどい」（エ

ルおおさか）、800 人、案内・司会役などで

多数参加、安斎育郎講演 

10.16 第２７６回常任世話人会議 

10.23  「オスプレイ配備撤回を求める１０・

２３大阪集会」（扇町公園）900 人 

10.26  「100 万署名推進委員会」結成（事務

所）大阪労連川辺和宏氏、新婦人府本部会

長川本幹子氏、大阪民医連会長向井明彦氏、

原水協理事長岩田幸雄氏の代表委員のよび

かけ 

10.27  原水協「国連軍縮週間のつどい」（此

花会館・梅香殿）、78名、講師：高草木代表

委員 

11.6 「100 万署名推進委」署名宣伝行動（天

王寺駅前） 

11.11  原発ゼロ「LOVE 脱原発ＯＳＡＫＡ１１・１

１集会」（中之島公園） 

11.13  橋下大阪市長「核兵器容認発言」抗議 

11.14  憲法会議団体・地域代表者会議（グリ

ーン会館） 

11.17  非核の会近畿交流会（兵庫）19名 

11.19 第２７７回常任世話人会議 

11.21  石原日本維新の会代表「核兵器推進発

言」の暴挙に抗議 

11.21 自治体との懇談会、寝屋川市 

11.24 第 5 回戦争の傷あと「銘板めぐり＆清掃ツ

アー」八尾方面（掩体壕→大正飛行場跡周

辺） （写真） 

 

 

 

「プリトビ2」の発射実験に成功 

9.9 「オスプレイ配備に反対する県民大会」、宜

野湾海浜公園で開催。基地問題で復帰後最大の 10

万 1千人（主催者発表）参加大阪から 20数名 

9.13 非核全国の会、「日本政府は『核兵器禁止条約の

交渉開始』提唱を」日本政府に要請 

9.19 インド、核搭載可能な新型長距離ミサイル

「アグニ 4」の発射実験に成功 

9.27 北朝鮮、黄海に向け短距離地対艦ミサイル 1

発を発射。約 90キロ飛翔 

10.9 非核全国の会常任世話人会、「第67回国連総会

第 1委員会における見解声明」 

10.11 潘国連事務総長、全ての中東諸国に対し、

12月開催予定の非大量破壊兵器地帯会議に参加

するよう強く呼びかける 

10.14  「日米合同演習反対 10.14 あいばの大集会」

（滋賀）600 人、平和、原水協、非核大阪の会など大

阪から 70人 

10.18 付 日本政府、スイスら 16か国による国連総

会第 1委員会での、核の非人道性に関する共同声

明案への署名拒否。共同。 

10.24 非核全国の会常任世話人会、「34 カ国共同声

明」への署名を拒否した日本政府に対し、強く抗議す

る 

11.7～11 日本平和委「フィリピン訪問、交流・連

帯の旅」21人、大阪から田口洋二氏と反核法律家

協会から梅田章二氏も 

11.7  第 67 回国連総会第 1 委員会、マレーシア提

出の「核兵器禁止条約の交渉開始を求めた決議」

賛成 123、反対 23、棄権 24で採択。日本は危険 

11.11  首都圏反原発連合主催「反原発 100 万人大

占拠」行動、のべ 10万人が参加 46都道府県で 

11.18  ASEAN 首脳会議（プノンペン）、域内紛争の

平和的解決を支援する「平和・和解研究所」発足 

 

 

 

 

 

 



161 

 

12 

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12

年 

12.4  日本赤十字大阪府支部に懇談を申入れ 

12.6  「100 万署名推進委」宣伝署名統一行動

（天王寺駅前） 

12.6 ノーモア・ヒバクシャ近畿訴訟大阪地裁 

12.7  オバマ大統領宛「未臨界核実験に抗議」 

12.18 第２７８回常任世話人会議 

12.19  「データーブックⅢ」を大阪府下図書館に

寄贈、28  全国都道府県立図書館に「データ

ーブックⅢ」を寄贈、.29  近畿を除く各県非核

の会に「データーブックⅢ」を寄贈 

12.3 国連総会、日本提出の核軍縮決議案を採択。

19年連続で提出。賛成票は過去最多。北朝鮮のみ

反対 

12.3 オバマ米大統領、ワシントンの国防大学での

講演で、2 期目も「核兵器のない世界」を目指す

方針を示す 

12.12 インド陸軍、核搭載可能な弾道ミサイル「ア

グニ 1」の発射試験に成功 

12.12 国連安保理緊急会合。北朝鮮を非難する報

道声明を発表 

12.12 北朝鮮、人工衛星「光明星 3号」2号機搭載

ロケットを発射し。衛星の軌道投入に成功 

12.12 非核全国の会、シンポ「核兵器禁止条約交渉の

決断か、核抑止への固執か―日本政府の核政策を

問う」 

12.27 「トモダチ作戦」で被曝した米兵が東電に

94億円の損害賠償請求 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 
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年 

1.1  平和市長会議に茨木市が加盟 

1.5  関西勤労協新春学習集会（阿倍野区民大

ホール）500 人講演「諸悪の根源 安保のな

い日本へ」講師：畑田重夫氏 

1.10  100万署名推進委員会事務局団体会議 

1.12  母親連絡会代表者会議 

1.15  「１５日行動」（空堀商店街）、オスプ

レイ「本格運用」反対、低空飛行訓練反対 

1.17  第 279回常任世話人会議 

1.17  「ノーモア・ヒバクシャ訴訟」（大阪地裁） 

1.18  放射線測定器、大阪市教（南大阪支部） 

貸出 

1.24  「データーブックⅢ」を在阪大学・図書館に

寄贈、国立国会図書館（中央・関西）に寄贈 

1.26～27 「関西原水協学校」（大阪・石切） 

 講師：川田忠明氏、安井正和氏ら、86人 

1.28  「国会開会日１・２８昼休みデモ」（中

之島）20団体 70人 

1.30  和泉市の永橋氏へ放射線測定器貸出 

2.1  熊取町、平和市長会議に加盟 

 

1.7  菅内閣官房長官、集団的自衛権の政府憲法解

釈見直し作業着手（記者会見） 

1.9  オランド仏大統領、弾道ミサイル搭載原子力

潜水艦と航空機搭載核兵器の保有を継続すると

の発言 

1.9  インド海軍、ロシアとインドの合弁会社が開

発した超音速巡航ミサイル「ブラモス」の発射実

験に成功 

1.11  首都圏反原発連合、官邸前行動 

1.12付  嘉手納基地での枯葉剤貯蔵を示す文書見

つかる。1971年米国防省作成。退役軍人による情

報公開請求で明らかに 

1.18 非核全国の会常任世話人会、「2013年 年頭声

明」 

1.23  北朝鮮外務省、安保理決議を受け、核抑止

力を含む「物理的対応措置」を拡大・強化すると

の声明 

1.25  北朝鮮平和統一委員会、92年の朝鮮半島非

核化共同宣言の無効化を宣言 
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2.4  憲法会議団体・地域代表者会議（エルお

おさか） 

2.5  100万署名推進委員会事務局団体会議 

2.6 「100 万署名宣伝行動」（天王寺） 

2.8  「ノーモア・ヒバクシャ訴訟」（大阪地裁、結

審）傍聴活動 

2.11  「２・１１大阪府民のつどい」（たかつ

ガーデン）講師：宮本憲一氏「都市格のあ

る街をつくろうー歴史に学び大阪の再生

―」 

2.12  第 280回常任世話人会議 

2.12  声明「北朝鮮の核実験の強行に抗議する」 

2.16  母親大会実行委員会 

2.28～3.1  「被災 59年 2013 年３・１ビキニ

デー集会」（静岡）、海外代表５名、全国 1800

人大阪から 40名 

3.2  非核大阪の会第 27回年次総会（府社会福

祉会館）、講演「人間と環境の致命的な破壊に

つながる原発」講師：和田武氏日本環境学会

会長（写真） 

3.4  100万署名推進委員会事務局団体会議 

3.7  「ノーモア・ヒバクシャ訴訟」西淀の穐久医師

の医師尋問 

3.8  「原発問題学習会、放射線測定」（交野革

新懇、長尾常任世話人講師） 

3.8 国際女性デー大阪集会 

3.9  「憲法署名統一行動」（空堀商店街） 

3.10  「３・１０さよなら原発関西 2万人行動」（剣

先公園）集会とデモに会員多数参加 1 万 1 千

人、当会と科学者会議大阪支部共催「放射線

測定」活動で参加 

3.10  「原発問題学習会」（守口市役所、中川代

表講師） 

3.14  第 281 回常任世話人会議、 「核兵器の

非人道性に関する国際会議」（オスロ 3.4～5）

参加報告、眞鍋穣世話人（核戦争防止国際医

師会議役員） 

3.14  米国・大統領宛「新たな形態による核

実験の強行に断固抗議する」抗議文送付 

3.14  ピースおおさか『今、語り、知り、学ぼう～

1.27  「ＮＯ ＯＳＰＲＥＹ 東京集会」（日比谷

野音）、大阪から８名 

2.8  日本非核自治体協議会主催「第2回研修会」（豊

中） 

2.10  パキスタン、核弾頭の搭載可能な短距離ミ

サイル「NASR」の試験発射に成功 

2.10  北朝鮮、日本海に向け短距離ミサイル数発

を発射。70～80キロを飛行。 

2.12  北朝鮮、同国北部で3回目の地下核実験を実

施 

2.12 非核全国の会、北朝鮮の核実験に強く抗議 

2.25  韓国のパク・クネ第18代大統領が就任。「北

朝鮮が核を放棄し、平和と共同発展の道に進むよ

う願っている」呼びかける 

 

 

 

 

 

3.5  北朝鮮、朝鮮戦争の休戦協定を白紙化すると

警告 

3.6  中国の王国連常駐副代表、安保理でイラン核

問題を解決する唯一の道は対話と交渉だと発言 

3.7  国連安保理、2月12日に核実験を行った北朝

鮮に対し、制裁を強化する決議を全会一致で採択 

3.8  北朝鮮、韓国との不可侵条約を全面破棄し、

南北直通電話など板門店の連絡ルートを断絶す

ると宣言 

3.11  米韓合同軍事訓練「キー・リゾルブ」開始

（～21日） 

3.12  4･28「主権回復」式典開催決定。仲井眞知

事は「全く理解不能」と不快感示す 

3.14  外務省、第9回アジア不拡散協議を都内で開

催。日米韓やASEAN加盟国など16か国が参加。中

国は欠席。 

3.15  北朝鮮、「KN02」とみられる短距離弾道ミ

サイル2発を日本海側の公海へ発射 

3.16  非核全国の会シンポ「新原発安全神話と国民の

安全」（野口邦和氏・齋藤紀氏・立石雅昭氏・笠井亮

氏） 

第 27 回年次総会 
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二度と戦争の悲劇を繰り返さぬために～（語り

継ぎ部育成のための交流会）』に海江田常任世

話人参加 

3.16  母親連絡会第 2回実行委員会 

3.17  平和委淡路島戦跡ツアー 

3.22  100万署名推進委員会事務局団体会議 

3.23  「原発問題学習会」（八尾・山本地域後援

会、長尾常任世話人講師） 

3.23  母親大会プレ企画「放射線を浴びた Ｘ年

後」上映会、会場で「会」の放射線測定器展示

（クレオ大阪中央）450人 

4.1  忠岡町、平和市長会議に加盟（32 市 7

町１村） 

4.2 第６回戦争の傷あと「銘板めぐり＆清掃ツア

ー」下見（堺方面） 

4.4  四天王寺に「原爆の火」の施設設置の要請

と懇談を申し入れ 

4.6  非核大阪の会、京大原子炉実験所見学

会、22名 

4.11 100万署名推進委員会事務局団体会議 

4.13  NPT 再検討会議第 2 回準備委員会参加

者の壮行会 

4.17 「オスプレイ配備反対」自治体キャラ

バン 

4.23 9 条世界会議第 1回実行委員会 

4.24  「ノーモア・被爆者裁判」傍聴、藤原弁護

団長の意見陳述 

4.25  第 282回常任世話人会議 

5.1  NPT 第 2 回準備委員会「核兵器の不使用

共同声明」に日本政府が署名拒否した問題で

抗議 

5.3 放射線測定器貸出（さよなら原発・岸和田の

会） 

5.3  憲法のつどい＆パレード 

5.9  NPT 再検討準備委員会報告会 

5.11  日本平和委加盟 50周年記念・大阪平和

第 57回定期総会（社会福祉指導センター）、

Ⅰ部「憲法講演」西晃弁護士と定期総会、

Ⅱ部「大阪平和を守る会」略年史刊行報告、

62名 

3.17  北朝鮮「労働新聞」、日本も核先制攻撃の

例外ではないと述べる 

 

 

 

 

3.30  北朝鮮、「政府、政党、団体特別声明」で、

南北関係は戦時状況に入り、諸問題は戦時に準じ

て処理されると宣言 

4.1  歴史学研究会、政府の4･28式典強行には「深

刻な問題がある」と指摘。式典開催への反対声明

を発表。 

4.2  北朝鮮、6か国協議合意（06年）により稼動

停止した寧辺の核施設を再稼働すると宣言。 

4.2  潘基文国連事務総長、北朝鮮が核施設の再稼

働を表明したことを受け、朝鮮半島の危機は度を

超したと述べる。 

4.3  程駐日中国大使、尖閣諸島問題について話し

合いによる「平和解決」を強調 

4.6  非核の会北陸・上越・信越ブロック交流会準備会 

4.11  非核全国の会、政府にNPT第2回準備委員会で

の禁止条約の交渉開始を各国政府に働きかけるなど

を申し入れ 

4.16  日本原水協、外務省にNPT再検討会議で核兵

器廃絶にむけて被爆国としてイニシアチブを発

揮するよう申し入れ 

4.18  被団協「国の償い運動」中央行動、大阪から

岩田原水協理事長参加 

4.22  2015年NPT再検討会議第2回準備委員会、ジ

ュネーブの国連欧州本部で開幕（～5.3）18人、

大阪から民医連水口亜也子氏、原水協小松事務局

長参加 

4.23 安倍首相はまた 23 日の国会答弁でも「侵略

の定義は定まっていない」と述べた 

4.24  日本政府、NPT準備委員会で南アフリカが主

導した「核兵器の人道的影響に関する共同声明」

に賛同しないことを表明。 

4.28 「4･28政府式典に抗議する『屈辱の日』沖縄

大会」開催。約1万人が参加 
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5.16  「ノーモア・ヒバクシャ訴訟」、郷地医師へ

尋問 

5.16 100万署名推進委員会事務局団体会議 

5.17  「九条の会・大阪」講演会（中之島中

央公会堂）、赤川次郎氏「エンタテイメント

の中の戦争」 

5.18  第 6 回戦争の傷跡と「戦跡めぐり＆清掃ツ

アー」（堺市戦災殉難地、堺大空襲を偲び平和

を祈念する碑巡りと

浜寺公園散策）７

名 

 

 

5.26  第５８回大阪母親大会 

5.28  第 283回常任世話人会議 

5.31  おおさか女性行進緊急行動 

5.31  吹田市議会「日本政府に核兵器全面禁

止の決断と行動を求める意見書」採択 

6.1  「ノーモア・ヒバクシャ近畿訴訟の全面勝利

をめざす支援の集い」（グリーン会館） 

6.1  高槻市が平和市長会議に加盟（33 市 7

町１村） 

6.3  抗議声明「松井府知事の『八尾にオスプ

レイ』発言の撤回を求める」八尾、和泉、

などの各平和委、安保実行委よびかけの緊

急の抗議申入れ書を９団体 10名で提出 

6.6  「ノーモア・ヒバクシャ訴訟」、眞鍋医師と滝

本医師の尋問、12は原告本人尋問 

6.6  橋下「日本維新の会」代表、下地「そ

うぞう」代表ら、オスプレイ訓練の一部移

転先として大阪府の八尾空港を提案 

6.6 「100 万署名」宣伝行動（天王寺駅前） 

6.8  原水協総会＆伊東英朗「Ｘ年後」監督講

演（大阪民医連会議室） （写真） 

6.8  大阪母親大会実行委員会 

6.10  ピースおおさかのリニューアルに府民・市

民の声を！シンポジウム（リニューアル実行委）

第 2回実行委員会 

6.10  9 条世界会議第 2回実行委員会 

6.13 原発ゼロをめざす宗教者シンポジウム 

 

 

5.17  大江健三郎氏ら「九条の会」三氏が安倍政権

の改憲暴走の企てを許さないための行動をよび

かけ 

5.18  北朝鮮、短距離ミサイル3発を日本海に発射 

5.19  北朝鮮、短距離ミサイル1発を日本海に発射 

5.23  米原子力空母GWから放射性廃棄物を「艦外か

ら搬出しない」（日米合意事項）に反して搬出、

平和団体から抗議 

5.24  東海村の加速器実験施設で放射能漏れ事故

があったことが判明、33人が内部被ばく 

5.28  日本非核宣言自治体協議会、長崎市で総会。

日本政府に対し「国際社会で積極的なリーダーシ

ップを発揮していくよう強く要請」する決議を採

択 

5.29 安倍・シン（インド首相）会談で、日印原子

力協定交渉を再開の合意 

5.30  原子力規制委、高速増殖炉「もんじゅ」の運

転再開準備中止を命じる 

6.1  非核全国の会第 28回全国総会、核兵器も原発も

ない世界への国民的共同を大きくする「国民のみなさ

んへの訴え」採択 

6.2  「ノーニュークスディ in 東京」（明治公園、

国会議事堂前）1万 8700 人と６万人、大阪から青

年３名参加 

6.3  田上長崎市長と鈴木藤沢市長、外務省で松山

外務副大臣に対し、北東アジア非核兵器地帯を求

める自治体首長409名の署名（ピースデポらが呼

びかけ）を手交。日本政府の取り組みを要請 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.19 オバマ米大統領、ベルリンで演説。米ロの配

備戦略核弾数を、新STARTの上限からさらに1/3削
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13 
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6.20  100万署名推進委員会事務局団体会議 

6.23 「オスプレイくるな八尾市民集会」300

人 

6.26  第 284回常任世話人会議 

6.29  リニューアル実行委、ピースおおさかシン

ポジウム、戦争を総合的に展示してきた従来の

方針を転換、被害の側面だけを強調、約 210

人 

6.30～7.7  国民平和大行進 

7.6  「モンゴルの核のゴミについて考える緊

急勉強会」 

7.6  大阪母親大会実行委員会 

7.15 「オスプレイくるな平野区民集会」 

7.23  第 285回常任世話人会議 

7.24  9 条世界会議第 3回実行委員会 

7.24 放射線測定器貸出（新婦人住吉支部） 

7.26 和泉市議会「オスプレイ受け入れ反対」

意見書採択 

7.26  田辺・模擬原爆追悼式 

8.2  「ノーモア・ヒバクシャ訴訟＆報告会」8 名全

面勝訴 

8.2  「海外代表と語ろうピースインおおさ

か」３カ国４名海外代表 

8.3～4、国際会議に大阪から４人、広島 27人、

8.7～9 原水爆禁止 2013 年世界大会」（長

崎）374 名、閉会総会で大阪青年がアピール 

 

 

 

 

 

8.5  100万署名推進委員会事務局団体会議 

8.5  安倍首相らに抗議文「『ナチス』肯定の

暴言を行った麻生副総理の辞職・罷免を求

める」 

8.9 グローバル・ピース・コンサート in 

osaka2013 

8.12  抗議文「オスプレイの沖縄への追加配

備の強行に断固抗議する」 

 

減を目指すと表明 

6.24  全米市長会議第81回年次総会、核兵器のない

世界実現や軍事費の削減などを求めるオバマ大

統領への要求決議を採択 

6.28 ASEAN、ブルネイで東南アジア非核兵器地帯

条約に関する委員会を開催。5核兵器国とも出席

を拒否 

 

7.8  米CIAの元職員スノーデン氏、米とイスラエ

ルがイラン核計画を破壊するためにウイルスを

開発したと暴露 

7.15 非核全国の会「原水爆禁止2013年世界大会の

成功を」アピール 

7.19  東電原発事故の緊急作業に従事した作業員

のうち1973人に甲状腺被ばく線量が100ミリシー

ベルトを越えていたことが判明、3月のWHO報告に

は178人と報告 

7.26 防衛省、新「防衛計画の大綱」に関する中間

報告を発表、憲法９条改悪による「国防軍」創設

を先取りする内容 

8.3～9 原水爆禁止２０１３年世界大会 

 広島大会2200人、長崎大会7000人、国連事務総長

潘基文メッセージ 

8.5 沖縄中部の米海兵隊演習場では救難ヘリHH

‐60が墜落炎上。宜野座村で抗議集会に村人口

の二割に当たる1100人が参加するなど国内外

で抗議相次ぐ 

8.6  松井広島市長は、市主催の記念式典と世界大

会広島で「原爆は、非人道兵器の極みであり、絶

対悪である」と指摘 

8.8  平和市長会議、「平和首長会議」と改称、2020

年までに核兵器廃絶に向けて取り組みを強化す

る「ヒロシマアピール」採択 

8.9  インド海軍、核搭載可能な初の国産原潜アリ

ハントの原子炉臨界到達に成功 

8.9 田上長崎市長は、世界大会長崎、市主催の平

和式典で日本政府に対して「被爆国の原点に帰

れ」と訴え 
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8.27  9 条世界会議第 3回実行委員会 

8.29  第 286回常任世話人会議 

 

9.4  ノーモア・ヒバクシャ近畿訴訟、医師による

意見陳述 

9.5 100万署名推進事務局団体会議 

9.7  大阪母親大会実行委員会 

9.12 ノーモア・ヒバクシャ近畿訴訟、医師による

意見陳述 

9.20 ９条世界会議関西 2013 実行委員会（42

団体 51ブース） 

9.21  竹馬稔さんを偲ぶ会 

9.28  大阪平和「平和カフェ」 

 

9.30  第287回常任世話人会議、「下田判決50

周年ミニ学習会」（中西弁護士） 

 

 

 

 

10.3  100万署名事務局団体会議 

10.5  大阪母親大会実行委員会 

 

10.9  ６・９行動 

 

 

 

10.14  「9 条世界会議・関西２０１３」記念イベン

トに参加

（中央体

育館） 、

12 カ国

23 名海

外ゲストを含めて 5500 人、ステージで青年が

アピール、当会ブース参加 

10.15  ノーモア・ヒバクシャ近畿訴訟判決

8.20 中南米カリブ海諸国共同体の高官会議（ブエ

ノスアイレス）で核兵器の存在とその使用の可能

性が「人類に対する脅威となっていることに深い

憂慮」を表明、「完全で検証可能な核軍縮撤廃の

実現を最優先課題」と位置づけ、核兵器の使用と

脅威に反対する「唯一の保障は核兵器の廃絶」と

強調した宣言を採択 

8.21 東京電力福島第一原発で、貯蔵している高

濃度汚染水約300㌧がタンクから流出した問題

で、原子力規制委員会は、原子力事故国際的評

価尺度を「３」とした。相次ぐ汚染水もれの発

生に抜本的対策をとってこなかった東電・国の

責任が問われる 

8.25 米・中二国間の合同軍事演習、さらに来年の

ハワイ沖で行われる多国間軍事演習リムパック

には中国が初めて参加することに合意 

9.5 国連総会「核実験に反対する国際デー」を記

念する会合開催、ＣＴＢＴを発効させるため米国

や中国などに速やかな批准を呼びかけ 

9.14 国連がシリアの化学兵器禁止条約への加盟

が認められたと発表 

9.20 国際原子力機関年次総会（ウイーン）、イス

ラエルの核能力に懸念を示す決議案の採択を行

うも、欧米諸国や日本の反対で否決 

9.26  初の核軍縮に関する国連総会ハイレベル会

合、ニューヨーク国連本部で開催 

10.1 相次ぐ福島第一原発汚染水流出、汚染水の移

送中に小型タンクから５㌧が溢れ出す、2 日タ

ンクの傾きに気づかず 17 ㌧が漏れ出す、9日塩

分除去装置で高濃度のストロンチウム 90 の汚

染水に作業員６名が被ばく、18 日汚染水 300 ㌧

が漏れたタンクの北側の観測井戸で 40 万ベク

レル/ℓ検出 

10.3 日米両政府、安全保障協議委員会（２プラス

２）開催、米軍と自衛隊の軍事協力の指針を2014

年末までに再改定することで合意（日米軍事協力

を地球的規模の拡大をねらう） 

10.6  「オスプレイ来るな日米合同演習反対あいば

野大集会」（滋賀今津町）1100 人 

10.9 日本原水協代表団は国連本部で、328 万６１
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（10.23 も） 

10.20  原発ゼロの会２周年記念のつどい 

10.22  第 288回常任世話人会議 

10.24  原爆症裁判支援の夕べ 

10.25～28  大阪港に米軍艦カーチス・ウィルバ

ー入港抗議行動、22 日に大阪市港湾局と交

渉、大阪市長宛てに要請文 

10.26  国連軍縮週間のつどい 

10.26  おおさか女性行進 

11.1  米国の新型核実験に対する抗議文送付 

11.8  大阪母親大会実行委員会 

11.9  沖縄平和講演と琉球舞踊大交流会の夕 

11.20  第 289回常任世話人会議 

11.20  ストップ秘密保護法案！「廃案めざす

11・20 緊急パレード」 

11.22 第 7 回戦争の傷あと「銘板めぐり＆清掃ツ

アー」 （圓光

寺つりがね堂

→貝塚・水間

方面）12名 

 

11.22  ９条世

界会議実行委員会 

11.27  ピースおおさか、「リニューアル基本

設計」発表、被害の側面を特化し、多面的

な展示欠落 

11.28  当会の放射線測定器、日本の伝統食を

考える会の学習会に貸出 

12.1  「戦争はイヤ！御堂筋パレード」2300

人 

12.5  100 万署名事務局団体会議 

12.7  若林さんと内藤さんを偲ぶ会 

12.8  非核の会近畿交流会（奈良）20名 

12.11  ノーモア・ヒバクシャ近畿訴訟（12 も） 

12.14  大阪母親大会実行委員会 

12.15  「模擬原爆についての学習会」（ピー

スおおさか実行委員会主催）、ピースおおさ

か館長懇談 

12.17  第 290回常任世話人会議 

12.25 緊急行動・怒りのクリスマスパレー

６６人分の署名目録をアンゲラ・ケイン軍縮担当

上級代表、イブラヒム・ダバシ第一委員会議長ら

に手交 

10.16 普天間への24機態勢を終えたオスプレイ

の本土での訓練が本格化し、自衛隊饗庭野演習

場で日米共同訓練が行われる 

10.19  非核全国の会「秘密保護法案」抗議 

10.23 中国とインドが領有権を争うカシミール

地方など国境地域での緊張緩和に向け、「国境

防衛協力協定」を締結 

11.2 「なくせ！原発 安心して住み続けられる福

島を！１１・２ふくしま大集会」7000人 

11.7  「秘密保護法案」審議入り。11日、著名なテ

レビキャスターが記者会見し、廃案を訴える 

11.15  日本平和大会in岩国 

11.18 原子力規制委員会が福島4号機の使用済み

核燃料プールから燃料を取り出す実施計画を認

可したことにより、燃料取り出しが始まった。燃

料体は1533本で、このうち２体は破損していると

言われており、40年かかる廃炉への第一歩で、安

全に作業が進むかどうか懸念されている 

11.21 「ＳＴＯＰ！『秘密保護法』大集会」（日比

谷野外音楽堂）1万人 

 

11.26  東京電力は海側にある観測用井戸からスト

ロンチウム90などベータ線を出す放射性物質が

一リットル辺り91万ベクレル検出されたと発表。

海側の井戸では過去最高 

 

 

 

 

 

 

 

12.5  国連総会、インドネシアなどが提出していた

「核兵器禁止条約の交渉開始を求める決議」を採

択、日本は棄権 

12.6  自公、参議院本会議で「秘密保護法案」強行

採決 
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ド 撤廃させよう！秘密保護法 

12.25  ５．１７核兵器なくそう府民のつどい第１

回企画会議 

12.8  日本反核法律家協会、「下田訴訟50周年記念

パネルディスカッション」（明治大学） 

12.10 IPPMWが限定的な使用であっても核兵器使

用で地球上の人類20億人が餓死の危険にさらさ

れるとの訴え 

 

12.12  安倍政権、武器輸出三原則を廃止する方針

を明確化 

12.14  非核全国の会シンポ「『海外で戦争する国』か、

非核・平和の日本か―安倍政権の暴走政治ストップ」 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

14

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14

年 

1.6  ６・９行動 

 

 

 

 

 

 

 

1.9 100 万署名推進事務局団体会議 

 

1.16  第 291回常任世話人会議 

1.23 「なくそう核兵器 5.17府民のつどい」第 2回

企画会議 

1.24 秘密保護法 1.24 集会 

1.25～26  大阪・関西原水協学校 

 

1.28  米ミサイル駆逐艦カーチス・ウィルバーの

入港問題での大阪市との協議（ATC１０階） 

 

1.30  東北アジアの地域平和を考える学習講

演会 

1.31 ＮＨＫ新会長暴言に対する緊急抗議行

動 

2.1  9 条の会・おおさか 2.1 市民講演会 

2.2  「2014 国際親善・平和友好のつどい」（グ

リーン会館）講師：進藤栄一氏 

2.6  ６・９行動 

1.6  安倍首相、年頭記者会見で改憲への執念を示

す 

1.7 オリバー・ストーン、ノーベル平和賞受賞者

のマイレッド・マグワイア氏ら欧米の著名な学

者、文化人、平和活動家２９氏が、沖縄県名護市

辺野古への米軍新基地建設に反対し、沖縄県民の

たたかいを支持する連名の声明発表、賛同をよび

かけ 

1.7 インドネシアのマルティ外相、東アジア地域

の国々が東南アジア友好協力条約（ＴＡＣ）と同

様の「武力行使放棄」の条約締結の呼びかけ 

1.7 イランのロウハニ大統領、欧米との「第1段階」

核合意の履行を推進する決意を表明 

1.20 イランのザリフ外相、昨年11月の欧米６か国

との核協議合意「第1段階」措置を開始した表明 

1.24 安倍首相、施政方針演説で集団的自衛権の行

使に向けて「安全保障の法的基盤の再構築に関す

る懇談会」報告を踏まえて「対応を検討する」と

解釈改憲に踏み込む姿勢を示す 

1.24 通常国会開会日、市民らによる「秘密保護法

廃止！国会大包囲」が行われ、3000人による“人

間の鎖”で国会議事堂を包囲 

2.2 国際フォーラム（ミュンヘン安保会議）でイ

ランの核開発問題について欧米とイランの双方

が誠意をもって交渉を続けることで合意 

2.3 名護市議会、辺野古への新基地建設を強引に
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14

年 

2.6  100万署名推進団体事務局会議 

2.7  2 月府議会に向けての懇談会 

2.7  大阪母親大会第２回実行委員会 

2.7 第 292回常任世話人会議 

2.8 市民公開講座「基地が阻む平和、経済、

医療普天間基地問題と私たち」 

2.9  リニューアル実行委、ピースおおさか学習

会｛「重慶爆撃」前田哲男氏｝ 

2.11 「建国記念の日」2.11 大阪府民のつど

い 

 

2.15 非核大阪の会第 28 回年次総会 （市立社

会福祉センター）記念講演 テーマ: 「福島原

発事故後の現状と問題点」講師 :岩本智之氏

（日本科学者会議大阪支部幹事、非核大阪の

会常任世話人）33人 （写真） 

2.16  2.16「橋下行政に異議あり」市民シン

ポジウム 

2.18 「なくそう核兵器 5.17府民のつどい」第 2回

企画会議 

2.20  ノーモア・ヒバクシャ訴訟支援学習会 

2.26 ノーモア・被爆者近畿訴訟（3.6 も） 

2.27～3.1 ３・１ビキニデー 

3.5 国際女性デー大阪集会 

3.6 未来を担う子供たちの為に今、私たちに

できること 

3.9  さよなら原発 3.9 関西行動（扇町公園ほ

か府下各地）7000 人 

3.11 「なくそう核兵器！5.17 府民のつどい」第４

回企画会議 

3.11 第 293回常任世話人会議 

3.12 100万署名団体事務局会議 

3.14 ノーモア・ヒバクシャ訴訟裁判傍聴 

3.15 大阪母親大会実行委員会 

3.20 ノーモア・ヒバクシャ訴訟、大阪地裁判決

全員勝訴 

3.23 ピースおおさかリニューアルに府民・市民の

声を実行委員会の学習会及び実行委員会 

3.29 平和委主催「舞鶴平和ツアー」 

4.5 京大原子炉実験所＆原子燃料工業熊取事

業所＆オフサイトセンター見学会、60数名 

4.10 米ミサイル巡洋艦レイク・エリー大阪港入港

推し進める政府に抗議、米軍普天間基地の「県内

移設」断念と早期閉鎖撤去を求める意見書を可決 

2.5 安倍首相、参院予算委で集団的自衛権の行使

容認について、「政府が適切な形で新しい解釈を

明らかにすることによって可能だ。憲法改正が必

要だという指摘はあたらない」と述べる 

2.13 「第２回核兵器の人道上の影響に関する国際

会議」（メキシコ）、１４０を超える国の政府代表、

国際機関、研究者、ＮＧＯ組織など参加、14日「法

的拘束力のある文書を通じた新しい国際的な基

準と規範」核兵器の禁止を求めた議長総括を発表 

2.14 岸田外相、衆院予算委で有事の際に米国から

核兵器持ち込みの要請があった場合の対応に「岡

田外相時代、そのときの政権の判断することだと

答えている。現政権もこの答弁を引き継いでい

る」と答弁 

 

 

 

 

 

 

 

3.9 原発ゼロ全国統一行動、全国160か所3万2千人 

3.18 イランと国連安保常任理事国（米英仏露中）

にドイツを加えた六カ国は７月20日までに最終

的な「包括合意」を目指すことで一致した 

3.27  国連総会は、ロシアによるクリミア・セヴァ

ストポリ編入を決めた16日の住民投票を無効と

する決議を採択、100ヵ国が賛成、ロシアなど11

ヵ国が反対 

3.29 ３・29「原発ゼロ」を訴えて二年・首相官邸

前の抗議行動、2200 人 

4.1  憲法の平和主義に基づいて武器輸出を禁じて

きた「武器輸出三原則」を撤廃し、輸出を推進す

る「武器装備移転三原則」を閣議決定 

4.4 衆院本会議、参院は４月 18日、トルコ、アラ

ブ首長国連邦に原発を輸出できる原子力に協定

を、自・公・民の賛成で承認 

4.17  非核全国の会・核問題調査専門委員会の例会
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(4.8に非核平和４団体連名で大阪市に要望書

提出) 

4.10 「なくそう核兵器！5.17 府民のつどい」第５

回企画会議 

4.22 第 294 回常任世話人会議 「ウクライナ問

題学習会」講師：猪腰幸治氏 

5.3 ９条おおさか 

5.9 ノーモア・ヒバクシャ訴訟、第 2民事部判決 

5.15 憲法フェスタ 

5.17  第 52 回原水協定期総会 

5.17  「なくそう核兵器 5.17 府民のつどい」(エル

おおさか) 記念

講演：スティーブ

ン ・ リーパー氏

（前広島平和文

化センター理事

長）850人 

 

5.21  大阪自治労連との懇談 大原委員長、小

山書記長、神村婦人部書記長、当会中川代

表、豊島事務局長、長尾常任世話人、谷本事

務局員が出席 

5.24  大阪平和第 58回定期総会 

5.27  第 295回常任世話人会議 

5.29 ノーモア・ヒバクシャ訴訟傍聴 

5.30  米巡洋艦レイク・エリーの大阪港入港問題

について大阪市と交渉 

5.31 第8回戦争の傷あと「銘板めぐり＆清掃ツア

ー」（多奈川方面

潜水艦建造地→

朝鮮人宿舎跡→

加太砲台跡）20

名 

 

6.1 「ストップ戦争する国づくり！御堂筋パ

レード」1200 人 

6.5 100万署名推進委員会事務局団体会議 

6.7 ノーモア・ヒバクシャ訴訟「全面勝利を

めざす学習・交流集会」51名参加 

6.8 第 59 回大阪母親大会 

「ウクライナ情勢と核兵器」をテーマ(国際ジャーナリス

トの三浦一夫氏)が報告 

4.17 非核全国の会、政府にNPT第 3回準備委で被爆

国としての役割発揮を要請 

4.22 日・米・中など 21 カ国の海軍代表らは、海

上での不測の事態を避けるための行動規範「海上

衝突回避規範」を採択 

4.27～5.5  ＮＰＴ再検討会議第 3回準備委員会 

5.6 米英露中仏は中央アジア諸国に対する核兵器

使用を禁ずる中央アジア非核地帯条約（カザフス

タン、キルギス、タジキスタン、トルクメニスタ

ン、ウズベキスタン加盟）議定書に調印 

5.15 安倍首相の私的諮問機関である安保法制懇

が集団的自衛権の行使を容認する報告書を提出。

安倍首相は憲法解釈変更の検討を直ちに表明 

5.21 米軍厚木基地周辺住民 6993 人が国を相手取

り、米軍機や自衛隊機の飛行差し止めと爆音被害

の損害賠償を求めた第四次厚木爆音訴訟で横浜

地裁は自衛隊機の夜間飛行差し止めを命じる判

決 

5.21 福井県内外の住民 189 名が関電大飯原発３、

４号機の再稼働差し止めを求めた訴訟で福井地

裁は運転差し止めを命じる画期的な判決 

 

 

 

6.14 非核全国の会第 28回総会、「戦争する国」づくり

許さず、非核・平和の日本実現へ 

6.17 集団的自衛権行使の「閣議決定原案」（日本

に対する武力攻撃、または他国に対する武力攻撃

が発生…またはおそれがある場合、武力を行使す

る」と明記 

6.17 2013 年版「エネルギー白書」を閣議決定（原

発を「重要なベースロード電源」と位置付け） 

6.26 東電、関電など電力九社の株主総 

会、「原発ゼロ」の株主提案はすべて否決 

7.1 集団的自衛権行使容認の閣議決定と国民の怒

り・抗議、首相官邸前では二日間で１０万人規模

に 

7.1 日本弁護士会連合会会長の「集団的自衛権
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6.18 女性たちの怒りの緊急パレード 

6.18 リニューアル実行委員会 

6.20  第２９６回常任世話人会議 

6.21 リニューアル実行委員会の学習会と館長懇

談会（講師：山辺昌彦さん、立命館国際平和ミ

ュージアムのリニューアルを担当） 

6.21 日本軍「慰安婦」問題の真実・・講演

と懇談のつどい 

6.21 「どうする！公共放送の危機」6.21 関 

西集会 

6.30～7.7 国民平和大行進府内行進（写真） 

7.1 閣議決定に対する抗議相次ぐ（平和委青

年学生部、憲法会議・共同センター、大阪

府歯科保険医協会、平和委（7.2）、大阪母

親大会連絡会（7.4）、非核大阪の会（7.7）、

原水協（7.9）、日本機関紙協会大阪府本部

（7.9）、日中友好協会大阪府連合会（7.13） 

7.6 大阪弁護士会、野外集会「平和主義が危

ない！！秘密保護法廃止」（扇町公園）開催、

6000 人 （写真） 

7.8 100万署名事務局団体会議 

7.11 ノーモア・ヒバクシャ訴訟裁判（7.22 も） 

7.16 東北アジアの平和と 9 条を考える講演

会 

7.18 第２９７回常任世話人会議 

7.21 リニューアル実行委員会（館長交渉 7.26） 

7.25 放射線量測定器の貸出し（新婦人住吉支

部） 

7.26 田辺・模擬原爆追悼式、200 名 

7.26 「ここがすごい！大飯原発再稼働差し

止め判決」学習会 

7.29 世界社会フォーラム学習会「ウクライ

ナ情勢を読み解く」 

7.31 安倍さん、橋下さんもうゴメン！10.8

集会第 1回実行委員会 

8.1 海外代表と語ろうピースインおおさか 

8.2～9 原水爆禁止世界大会、国際会議に 135

人、大阪７人、広島大会全国 4630 人、大阪

418 人、長崎は全国 1405 人、大阪１０人 

          （写真） 

の行使等を容認する閣議決定に抗議し撤回

を求める会長声明」及び自由法曹団団長の「安

倍政権の閣議決定による集団的自衛権行使容認

に強く抗議する声明」 

7.1 東本願寺が、反対声明と宗務総長コメント、

日本聖公会（キリスト教）（7.7） 

7.2 非核全国の会、安倍首相に『「戦争する国」へ大転

換をはかる「閣議決定」に強く抗議し、撤回を求める』

を送付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.16 原子力規制委員会が事実上の「再稼働」容認、

九州電力川内原発１、２号機が再稼働の新規制基

準に「適合していると認められる」と了承。事実

上の再稼働容認である 

7.17 全国 52の単位弁護士会長が東京でパレード 

7.23 日本反核法律家協会「マーシャル諸島政府の

核兵器国に対するＩＣＪ提訴を支持する声明」採

択 

7.31 福島第一原発事故をめぐり業務上過失致死

傷容疑で告訴・告発され、不起訴処分となった勝

俣元会長はじめ東電の旧経営陣三人について、東

京第五検察審査会は、起訴すべきだとする起訴相

当を議決 

 

8.7 放射性廃棄物最終処分場の建設候補地問題、

宮城県村井知事は８月７日、石原環境大臣との会

談で放射性廃棄物最終処分場建設候補地を絞り

込むため国が行う詳細調査を県内の３市町（栗原
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8.6 大阪民医連へ懇談の申し入れ 

8.6 からほりピースフェスタ 

8.17 熊取原子燃料工業熊取事業所での生産

は2018年度をめどに停止にすることが判明 

8.22  第２９８回常任世話人会議 

8.23 放射能を浴びた X年後上映会 

9.4 100万署名推進事務局団体会議 

9.9 沖縄と連帯する大阪の夕べ 

9.13 大阪母親大会実行委員会 

9.25 第２９９回常任世話人会議 

9.26 ノーモア・ヒバクシャ訴訟裁判（30日も） 

9.26～28 国際核兵器廃絶デー宣伝署名行

動、署名推進委員会 67人参加 254 筆、府下

各地 157 人

1663筆（写真） 

 

 

 

 

 

9.29 安倍政権は退陣せよ！怒りのパレード 

 

 

 

10.2 100万署名推進事務局団体会議 

10.3 憲法会議・共同センター結成 10 周年

2014 年秋の憲法学習講座「stop 安倍政権の

暴走！」 

10.5 原発ゼロの会大阪発足 3 周年記念のつ

どい 

10.8 安倍さん橋下さんもうゴメン！10.8 集

会、800 人 

市、加美町、大和町）で受け入れる、と発表。い

ずれも水源地にあり、自治体と住民は強く反対 

 

 

 

 

 

8.14～17 防衛省沖縄防衛局は名護市辺野古で米

軍新基地建設に向け、ブイ敷設やボーリング調査

のための台船設置を強行。住民はキャンプ・シュ

ワブゲート前で厳しく抗議 

9.3 第二次安倍改造内閣が発足 

9.4 「９条壊すな総がかり行動」（日比谷公会堂） 

9.10 原子力規制委員会、九州電力川内原発１、２

号機について、再稼働の前提となる規制基準に

「適合」とする審査書を決定 

9.10 非核全国の会、核兵器全面禁止条約の交渉開

始提唱を第 69回国連総会に向けて政府に申入れ 

9.11 政府は、福島原発事故に関して政府の事故調

査・検証委員会が行った吉田元所長（故人）の聴

取記録調書公開 

9.19 英国北部のスコットランドで独立の是非を

問う住民投票が行われ、賛成 44,7％、反対 53,3％

の結果（９,1 グラスゴー北西約 40 キロにはイギ

リス原子力潜水艦４隻の母港「クライド海軍基

地」があり、スコットランド自治政府は２０２０

年までに基地撤去を求めていた 

9.25  日本学術会議が放射性廃棄物に関する報告 

書、使用済み核燃料や高レベル放射性廃棄物に関

し、原発再稼働を判断する場合、保管施設を電力

会社の責任で確保することを必要条件にするべ

きとする報告書をまとめた 

9.26  川内原発再稼働ノーの鹿児島集会、7,500 人 

9.26 9・26 国際デー、全国 100 箇所以上で行動 

国連が「核兵器の完全廃絶を促進するための日」

と宣言した「核兵器全面廃絶国際デー」に日本原

水協の呼びかけに応じて全国で 100箇所以上の行

動が多彩に行われた 

10.4 Ｘバンドレーダー基地建設反対 10.4 京丹後

集会、1400 人（大阪 30人） 

原水爆禁止世界大会で 15 年ＮＰＴ再検討会議ニュ

ーヨーク行動の成功を訴える大阪代表団 
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10.16  リニューアル実行委員会 

10.25 国連軍縮週間のつどい、大阪女性行進 

10.26 若者憲法集会 

10.27  第３００回常任世話人会議 

10.30 市民集会日本はどこに向かうのか？

～秘密保護法・集団的自衛権・共謀罪を考

える～ 

11.3 憲法公布 69周年記念シンポジウム 

11.4 100万署名推進事務局団体会議 

11.4 米新型核実験に対する抗議文送付 

11.8 大阪母親大会実行委員会 

11.21 9 条の会おおさか 11.21 講演会 

11.24 「どうなってんねん？ピースおおさか」その

リニューアル“待った”集会（リニューアル実行

委） 

11.27 第３０１回常任世話人会議 

11.29 非核の会近畿交流会、桃ヶ池公園市民活

動センター（第１部：田辺模擬原爆投下追悼碑

見学と講

演 ・ 交流

会 ・ 懇親

会） 写真 

 

12.1 集団的自衛権行使閣議決定反対集会 

12.10 ノーモア・ヒバクシャ訴訟裁判（12日も） 

12.17 100万署名推進実行委員会事務局団 

 体会議 

12.18  大阪母親大会実行委員会 

12.2  リニューアル実行委員会 

12.25 第３０２回常任世話人会議 

10.8 ガイドライン中間報告、日米両政府が日米軍

事協力の指針（ガイドライン）の再改定に向けた

中間報告を決めた。集団的自衛権行使容認の「閣

議決定」を適切に反映することを明記 

10.8 日本弁護士連合会が大集会（日比谷野外音楽

堂）集団的自衛権行使の「閣議決定」撤回を求め

て大集会。リレートークのあとパレード。3,000

人の参加 

10.22 米国がシリアへの空爆を開始、オバマ政権

はイスラム教スンニ派過激組織「イスラム国」掃

討でシリア空爆を開始 

11.1 「うまんちゅうの会１万人集会」（那覇）1万

5千人 

11.11 平和首長会議第４回国内加盟都市会議（長

野）、「核兵器禁止条約」の早期実現に向けた具

体的交渉開始のリーダーシップをとることを

求めた総括文書を発表 

11.16 沖縄知事選 翁長氏が圧勝 

11.19 原子力規制委員会の専門家チーム、敦賀

原発２号機の原子炉直下を通る破砕帯（断層）

について、「将来活動する可能性のある断層等

であると判断」する再評価書案を発表 

12.8 核兵器の非人道性会議がウイーンで開催（第

三回目会議）、核兵器の使用や実験がもたらす人

体や環境、経済、社会への被害を議論 

12.14 第 47 回総選挙で共産党は８から 21 議席へ

躍進し、議案提案権を獲得。沖縄の全選挙区で、

知事選の枠組みで一致する 4氏当選 

12.20 非核全国の会「被爆 70年・講演のつどい」 

12.23 「米軍基地いらんちゃフェスタ in 丹後―

Ｘバンドレーダー稼働反対」（丹後）850 人 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

15

年 

 

 

 

15

年 

 

1.13 100万署名推進事務局団体会議 

1.20 ピースおおさかに府民の声を実行委員会 

 

1.27 第３０３回常任世話人会議 

1.30～31 関西原水協学校 

1.30  ノーモア・ヒバクシャ近畿訴訟判決 

1.11 辺野古への資材搬入と議員総行動、沖縄防衛

局が辺野古埋め立て用工事資材搬入を開始（沖縄

県選出国会議員や地方議員座り込み総行動（22

日） 

1.21 汚染水の海洋放出を認可、原子力委規制委員

会は福島第一原発の汚染水増加を抑制するとし

て、建屋周辺から汲み上げた水の放射性物質を低
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15

年 

 

2.14  非核大阪の会第 29 回年次総会（市立社

会福祉センター） 講演「今わかる大阪砲兵工

廠の役割とすがた」講師：三宅宏司氏 31名 

 

 

 

 

 

 

2.21 ＮＰＴ再検討会議ニューヨーク行動結団式

（牛山事務局員参加）111名 

2.24 リニューアル実行委員会（第 21回） 

2.28～3.1 ３・１ビキニデー集会、44人 

 全国から 1000 人 

2.28 大阪母親大会実行委員会 

3.1 「沖縄連帯集会」（大正区）110 人 

3.5 100 万署名事務局団体会議 

3.5  第３０４回常任世話人会議 

3.6 国際女性デー大阪集会 

3.8 さよなら原発・関西アクション、ブース出展

（原水協・平和委と）3500人 

3.9 大阪市なくさんといてよ市民ネットワ

ーク・スタート集会 

3.10 ノーモア・ヒバクシャ訴訟(11日も) 

3.13～15  第 4回アートフェア 

3.14  大阪母親大会実行委員会 

3.14  大阪大空襲 70年・平和祈念追悼集会 

 100名（当会２名）参加 （写真） 

3.19  2015 年国民平和大行進大阪実行委員会

総会 

3.21  リニューアル実行委員会、館長交渉（30

日実行委） 

4.2 2016 九条の会おおさか「講演と交流のつ

どい」（此花会館）吉田栄司氏「戦争法をめ

ぐる情勢と私たちの役割」、村田尚紀氏「あ

ぶない！緊急事態条項と明文改憲への道」 

4.4  京大原子炉実験所及び大阪府オフサイトセ

ンター見学会(今年初めて、団体申込みをして

見学。大阪から６名、現地で和歌山の会の３名

減した後、海洋へ放出する計画を認可 

2.4  汚染水、外洋に流出、東京電力は福島第一原

発２号機建屋の屋上にたまっていた高濃度放射

線汚染水が、雨どいや排水路を通じて外洋に流出

していた、と発表（昨年４月には把握していたが、

１０か月間公表しなかった） 

2.19 海外派兵の恒久法の原案を与党に提示 

2.22 米国のビキニ環礁で強行した水爆実験で被

災した日本漁船の総数、1423 隻になることが日本

共産党の紙智子参院議員の追及によって水産庁

が提出した文書で判明。船名などを公開した昨年

の厚労省の文書と異なって、漁船が所属する県名

はわかるが「船名、トン数、船主住所氏名」など

はすべて黒塗り 

2.26 沖縄防衛局による辺野古埋め立てて新基地

建設で大浦湾に投入した巨大コンクリートブロ

ックによってサンゴが押しつぶされ砕けていた

ことが、沖縄県の潜水調査で判明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.15  沖縄のミサイル部隊に核攻撃命令が誤って

出されていた(1962 年のキューバ危機の緊張が最

も高まっていた時期、米国の施政権下にあった本

土復帰前の沖縄で、ソ連極東地域などを狙った沖

縄のミサイル部隊に核攻撃命令が誤って出され、

現場指揮官の判断で発射が回避されていたこと

が 3 月 14 日、この部隊の元技師などの証言で判

明) 

4.8  米国人の 56％が「原爆投下は正当だった」 

 米調査機関ピユー・リサーチセンターが４月７日
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15 

年 

と合流) 

 

 

 

 

 

 

 

4.16 ノーモア・ヒバクシャ訴訟裁判傍聴 

4.16  第３０５回常任世話人会議 

4.18 大阪母親大会実行委員会 

4.19  NPT再検討会議ニューヨーク行動壮行会 

 

 

 

 

 

4.25～5.1 ＮＰＴ再検討会議ニューヨーク行動、

牛山氏参加 大阪から 143名 

 

 

 

 

 

 

 

4.28 「大阪市なくしたらアカン府民大集合」 

5.2 ピースおおさか見学会、約 40人（リニューア 

ル実行委） 

5.3 2015 憲法記念日のつどい 

5.3 住民投票に向けての大阪平和友好団体 

共同行動 

5.8 大津市歴史博物館へパンプキン模型借入 

のため訪問 

5.16 大阪宗教者 9条ネットワーク及び 9条 

の会結成記念のつどい 

5.20 リニューアル実行委員会 

5.21 第３０６回常任世話人会議 

5.23 原水協第 53回定期総会（府社会福祉指

発表した世論調査によれば、広島・長崎への原爆

投下を「正当だった」と考える米国人は 56％にの

ぼることがわかった。終戦直後の 1945 年、米ギ

ャラップ社の調査では 85％だったことから見れ

ば正当化論は徐々に減少している。日本人は、「正

当だった」は 14％、「正当でなかった」が 79％、

意見の隔たりは 70 年たっても依然大きいことが

わかる 

4.13  福島第一原発１号機の格納容器内を調査す

るため投入されたロボットが計測した放射線量

は 7～9,7 シーベルトに達した。人間が浴びると

一時間以内に死亡する高線量 

4.14  昨年末、福井県内外の住民が再稼働の差し止

めの仮処分を申し立てていた関電高浜原発３・４

号機について、4月 14日福井地裁は、再稼働を差

し止める仮処分決定 

4.18 関電高浜原発 3,４号機の再稼働差し止めを

命じた福井地裁の仮処分決定、関電側が執行停止

の申し立てをしていた件について福井地裁は、申

し立てを却下。3,４号機は異議審査の結論が出る

まで再稼働はできない 

4.22 鹿児島・熊本・宮崎三県の住民が九州電力川

内原発１、２号機の再稼働差し止めの仮処分を求

めたが、鹿児島地裁は申し立てを却下 

4.23 ジャカルタで 1955年のバンドン会議 60周年

を記念するアジア・アフリカ首脳会議が開かれ、

「バンドン・メッセージ」を採択。そこには「国

連の中心的役割の確認、内政不干渉、武力行使や

威嚇をしないよう」明記 

4.29 安倍首相、米議会の上下両院合同会議で演

説。日本の過去の侵略戦争について「反省」は言

うものの、アジア諸国への「侵略と植民地支配」

には言及せず。おわびの意思も示さず 

5.15 自・公両党が全文で合意していた戦争法案

は、14日の閣議決定を経て 15日国会に一括提出 

5.17 都構想住民投票で維新の野望を阻止、橋下市

長と維新の会が大阪市を解体を狙った 5 月 17 日

投票の住民投票で反対が多数 

5.19 核不拡散条約（NPT）再検討会議が国連本部 

で開幕。国連事務総長は「被爆者の経験を聞くよ 
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▲6･23 府民集会（扇町公園） 

 

 

15

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15

年 

導センター）「第五福竜丸は、今も世界の中」 

 講師：安田和也氏（第五福竜丸展示館学芸

員） 

5.30 大阪平和第 59回総会（教育会館）記念

講演「『戦争法案』の本質と問題点」講師：

西晃弁護士、63人 

5.31 ピースおおさかが、工藤洋三さんと令

丈ヒロ子さんを講師にリニューアル記念講

演会 

6.6 ノーモア・ヒバクシャ裁判支援のつどい 

 裁判(10日) 

6.6 大阪母親大会実行委員会 

6.14 第 60 回大阪母親大会 

6.20 新「安保」法制で日本は危なくなる！？ 

6.23 「ＳＴＯＰ！安倍政権『戦争法案』反

対６・２３府民集会」（扇町公園）4000 人 

6.25 第３０７回常任世話人会議、「中東情勢に

ついてのミニ学習会」（講師：西谷文和世話人

「シリア内戦とイスラム国の正体」～アフガン、

シリアの現実から集団的自衛権を考える～） 

6.27 女性 9条の会 10周年のつどい 

6.27 「松元ヒロ＆西谷文和 ここだけのコ

ラボ」 

6.30～7.7 国民平和大行進大阪行進 

7.7 ノーモア・ヒバクシャ訴訟裁判（高裁） 

7.11 ピースおおさかを府民・市民の手に取り戻そ

う！出発集会、約 110名 

7.17 「安保法制強行採決に対する抗議文」送付 

7.18 16 日、戦争法案を自・公が衆院で強行

可決したことに対し扇町大集会に一万人抗

議集会 

7.18 原爆投下直前のパンプキン爆弾投下の真

相に迫るつどい（ドーンセンター）100名（写真） 

 

 

7.21 戦争法案反対抗議・声明、大阪弁護士

会が会長声明 

7.23 リニューアル実行委員会 

7.26 田辺・模擬原爆追悼式 

7.28 第３０８回常任世話人会議 

う」「被爆地を訪問するよう」核保有国に呼びか 

け、最終文書草案にも記された。ところが中国側 

の反対で削除されたが、この件で日本共産党が中 

国に「文言削除の撤回」を求めた 

 

 

6.15 広島・長崎の原爆被害に実相を伝える展示会

がワシントンのアメリカン大学美術館で 13 日か

ら始まった。ワシントンでの原爆展をめぐって

は、95年にスミソニアン航空宇宙博物館で予定さ

れていたが、退役軍人団体の反発を受けて大幅に

縮小された経過がある 

6.23 沖縄県と県議会が摩文仁の平和記念公園で

「沖縄全戦没者追悼式」翁長知事は平和宣言の中

で「辺野古作業中止」を求める 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.4 非核全国の会第 30回全国総会 

7.16 非核全国の会「憲法違反・立憲主義否定の戦争

法・衆院強行採決の暴挙に断固抗議する」送付 

7.16 日弁連が理事会決議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.20  米・キューバ相互の首都で大使館再開 
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15 

年 

8.1 戦争アカン！憲法9条を守る街角のつど

い 

8.1 海外代表と語ろうピースインおおさか 

8.6 「からほりピースフェスタ 2015」（当会

常任世話人高木さんの妙徳寺） 

8.7～9 原水爆禁止世界大会、交流会（翌日献

花）参加、長崎大会参加者 273 名、広島大会

211 名 

8.11 「川内原発再稼働抗議声明文」 

8.17 「ピースあいち」に模擬原爆模型貸出 

8.24 リニューアル実行委員会 

8.25 第３０９回常任世話人会議 

8.28 戦後 70年を考える大阪のつどい 

8.29 大阪女性行進 

8.30 「戦争法案反対８・３０おおさか大集会」

（扇町公園）2万 5千人、３コースデモ 

  写真 

9.1 非核大阪の会代表世話人中川益夫氏急死 

9.9 ノーモア・ヒバクシャ訴訟 

9.12 大阪母親大会実行委員会 

9.15 戦争法反対なんば大宣伝行動 

9.19 「戦争法案強行採決に対する抗議」 

9.25 第３１０回常任世話人会議 

9.25 国連核兵器廃絶デー 

9.27 ピースおおさか館長交渉 

10.5 ノーモア・ヒバクシャ訴訟裁判（高裁） 

10.22（地裁・本人尋問）10.23（高裁・証人尋 

問） 

10.10 大阪母親大会実行委員会 

10.14  ピースおおさかを府民・市民の手に取り

戻そう実行委員会 

10.17  第 9回戦争の傷あと「戦跡めぐり・大阪砲

兵工廠跡フィ

ールドワーク第

1回」三宅宏司

武庫川女子大

学名誉教授の

案内（南半分）

21名 

 

7.24 16 日、戦争法案を自・公が衆院で強行可決し

たことに対し、国会前では終日緊急抗議行動、数

万人規模に。安倍政権 NO！首相官邸包囲に 7 万

人 

7.28 「STOP 戦争法 憲法学者小林節さんの“白熱

講義”を聞くつどい」 

8.2 戦争法案反対の高校生デモ、5000 人 

8.2～９ 2015 世界大会、広島での国際会議（2日）、

世界大会ヒロシマデー集会（5500 人）と市主催の

記念式典（6日）、被爆70年ナガサキデー集会（6000

人、9日）。戦争案廃案、核兵器禁止条約の国際交

渉の促進を誓い合った。広島平和式典での安倍首

相挨拶では歴代参列首相として初めて「非核三原

則」に触れず、「憲法順守」にも言及しなかった。 

8.30 国会包囲 10万人総行動、12万人参加 

 

 

 

 

 

 

 

9.6 あいば野集会 

9.12～13 「横須賀を米原子力空母の永久母港化に

反対する横須賀大集会」牛山事務局員参加 

9.14 沖縄県翁長知事が辺野古埋立取り消し手続

きにはいる 

9.19 安倍自・公政権、国民の圧倒的な意見と声を

無視し戦争法を強行 

9.19 非核全国の会「平和主義・立憲主義・民主主義破

壊の戦争法案・参院強行採決の暴挙に断固抗議す

る」 

10.1  原子力空母ジョージ・ワシントンの後継とし

て同ロナルド・レーガンが米軍横須賀基地に新た

に配備 

 

10.13  翁長知事が前知事の承認した埋め立てを取

消 

10.15  九州電力川内第二原発が再稼働 

10.19  1966 年 1 月、米軍機同士の衝突でスペイン
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10.24  国連軍縮週間のつどい、記念講演「核

兵器は人類と共存できない」講師：豊崎博光

氏（ジャーナリスト） 

10.27 第３１１回常任世話人会議 

10.29  ノーモア・ヒバクシャ訴訟高裁不当判決 

11.7 大阪母親大会実行委員会 

 

11.26  第３１２回常任世話人会議 

11.27 ノーモア・ヒバクシャ訴訟裁判（高裁） 

11.28  原発の危険性を学び再稼働を止める

シンポジウム 

12.3 ノーモア・ヒバクシャ訴訟（地裁・本人尋問

及び証人尋問・穐久医師）12.11（地裁） 

12.4 「辺野古新基地は許さない」学習会 

12.5  近畿交流会（京都・聖護院御殿荘）講演

（「宗教者の平和運動とその思想」宮城泰年氏

22名、大阪５名 

12.5  革新懇講演会 

12.6  「中川先生偲ぶ会」熊取交流センター（煉

瓦館）コ

ットンホ

ー ル 、

93 名   

（写真） 

 

12.12  母親大会実行委員会 

12.20 リニューアル実行委員会、館長交渉 

12.21  第３１３回常任世話人会議 

12.23 リニューアル実行委員会「教科書問題に

ついての学習会」 

南部パロマレスに水爆4個が落下した事故をめぐ

って、汚染した土壌を撤去し、米国に運搬するこ

とで米とスペインが合意 

11.2 オーストリアなどが提出した核兵器使用禁止を

求める核廃絶決議案が、国連総会第１委員会で賛成

多数で採択、唯一の被爆国として賛否が注目され

た日本は棄権 

11.14 「マーシャル諸島政府の核兵器国提訴で反

核法律家協会がつどい」６９年前、核実験によっ

て島民が島を追われたマーシャル諸島共和国政

府が、核兵器保有 9カ国政府に対し核軍備競争の

早期停止と核軍縮の交渉を誠実に行う義務を怠

っている、として国際司法裁判所に昨年提訴した

問題に関して、日本反核法律家協会がこの問題を

考える意見交換会 

11.19  戦争法強行の１９日に全国で行動、戦争法 

が強行された９月１９日を忘れずに国民運動で

廃止に追い込もうと１１月１９日、日本列島各地

で多彩な行動が展開 

12.5 戦争法廃止！！ストップ！日米共同軍事演

習ヤマサクラ 69大集会 

 

12.10 ノーベル平和賞授賞式に被爆者二名初出

席。ノルウェー首相と面会も 

12.12  インドと原子力協定の締結に原則合意 

12.16  福井県議会高浜原発 3・4号機再稼働に同意 

 

 

12.20  「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求め

る市民連合」結成 

 

 非核の政府を求める大阪の会 国内外の平和運動 

16

年 

 

 

16

年 

1.6  北朝鮮水爆実験に抗議 

1.6 新春６・９行動（上六） 

1.18 第３１４回常任世話人会議 

1.20 ノーモア・ヒバクシャ訴訟裁判（高裁

弁論） 

1.23～24  関西原水協学校 

1.4  通常国会開会 

1.6  北朝鮮」、水爆実験実施と発表 

1.11 非核全国の会シンポ「『戦争法』推進と『核抑止

力』依存―戦後最悪の安倍暴走政治打破の道を探

る」（藤田俊彦氏、小澤隆一氏、岡野八代氏、笠井

亮氏ら） 
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16 

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16

年 

1.26 ピースおおさか対策会議 

2.1 「高浜第３原発再稼働抗議声明」 

2.15 第３１５回常任世話人会議、安倍首相が国

会の場で９条２項改悪について発言、北朝鮮

の核実験やミサイル発射等で危機を煽るマスコ

ミの態度等、情勢の意見交換 

2.20 非核大阪の会第30回年次総会（府社会福

祉会館）、講演「被爆国からの訴え―核軍縮義

務を果たせと国際司法裁判所に提訴」講師：中

西代表代行、26名  （写真） 

2.24 原発・エネルギー・地域経済研究会学

習講演会 

2.24 米艦船ブルーリッジ大阪港入港抗議行動、

参加９団体 40人  

2.25 ノーモア・ヒバクシャ訴訟裁判（高裁不当判

決） 

2.25 核兵器と原発のないアジアへ 

2.26 ピースおおさかの展示に府民・市民の声を

実行委員会、名称を実態に合わせて「ピースお

おさかの展示に府民・市民の声を実行委員会」

（略称：ピースに声を！実行委）に変更 

2.27 大阪母親大会実行委員会 

2.29～3.1  ３・１ビキニデー （写真） 

3.3 ひなまつりパレード 

3.4 辺野古基地は許さない学習会 Part２ 

3.5 なくせ！原発再稼働反対！3.5 大阪大集 

会＆パレード 

3.8 2016 年国際女性デー大阪集会 

3.10  2016 年国民平和大行進大阪実行委員会

結成総会 

3.11～13  第 5 回復興支援・原発ゼロ・核兵

器なくすアートフェア（グリーン会館） 

3.17 第３１６回常任世話人会議、大津地裁で

の、高浜原発差し止め仮処分決定の内容につ

いて意見交換すると同時に、原発の危険性に

ついて改めて論議、30周年記念行事等 

3.18 米揚陸指揮艦ブルーリッジの大阪港入

港での要請書交渉、大阪港湾局（ATC 庁舎

ITM 棟）8名 

3.19  大阪母親大会実行委員会 

1.16  イラン核合意、制裁解除へ 

2.3～5  安倍晋三首相、衆議院予算委員会審議で憲

法９条２項の改定に言及。「７割の憲法学者が自

衛隊に憲法違反の疑いをもっている状況をなく

すべきだ」「占領時代につくられた憲法で、時代

にそぐわない」などの理由 

2.7  丸川環境相、反放射能派が騒いだせいで、

何の根拠もなく決まった」と発言 

2.7  北朝鮮、ミサイル（人工衛星）発射 

2.10 米海軍横須賀基地での原子炉事故を想定

した防災訓練 

 

 

 

 

 

 

2.26 高浜原発再稼働するものの３日後４号基

緊急停止 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.7 国際司法裁判所、マーシャル諸島提訴の裁

判始まる（対インド７日、対パキスタン８日、

対英国９日） 

3.16  南スーダンに自衛隊特殊部隊（中央即応集

団）が派遣されていることが判明 
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16

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16 

年 

3.19  2000 万統一署名宣伝行動&2000 万署名

連続学習会 

3.26 安保実行委 50周年記念レセプション 

3.29  3.29 戦争法施行に反対する大宣伝行動 

4.2 京大原子炉実験所一般公開見学会 16名 

4.2  9 条の会・大阪講演と交流のつどい 

4.2  革新懇シンポジウム 

4.21  ノーモア・ヒバクシャ訴訟関係 裁判 高

裁弁論 

4.22  第３１７回常任世話人会議、G7 広島宣言

について、G7 が広島で開催されたこと、中西裕

人代表代行体調不良のため退任 

4.25 沖縄ぬ思い試写会 

4.26 大阪港を平和で安全な港に！米艦船の相

次ぐ入港問題を考える「非核神戸方式の学習

会」安保実行委主催、非核大阪の会協賛 

4.26 ピースに声を！実行委員会 

5.3  5.3 おおさか総がかり集会、2万人 

5.8  平和委員会 60 周年記念式典＆総会、記

念行事「釈迦内

柩唄」（俳優座

有馬理恵氏） 

 

 

5.10 ノーモア・ヒバクシャ訴訟 

5.14 大阪母親大会実行委員会 

5.18 原発ゼロ総会 

5.21 原水協第５４回定期総会 

5.21 大阪女性行進 

5.22 第 10 回戦争の傷あと銘板めぐりシリーズ

（大阪砲兵工廠

跡フィールドワー

クの第2回）三宅

宏司氏（武庫川

女子大名誉教授）14名 

 

5.22 日本科学者会議大阪支部総会 

5.24 第３１８回常任世話人会議 

5.27 オバマ大統領広島訪問緊急アクション 

6.5 総がかり行動 

 

4.1  政府が閣議で「憲法９条は一切の核兵器の保

有および使用をおよそ禁止しているわけではな

い」と答弁書を決定 

4.1 首都圏反原発連合（反原連）の毎週金曜日・

首相官邸前抗議行動が５年目（189 回） 

4.1 オバマ米大統領提唱「核テロ」の「核セキュ

リティ・サミット」で共同コミュニケ発表 

 

 

 

京大原子炉入口 

 

4.11  被爆地・広島で初のＧ７外相会議開催、「共

同コミュニケ」と「広島宣言」発表 

4.15 岸田外相が閣議で「２０１６年版外交青書」

報告、「駆け付け警護」など自衛隊の任務拡大 

4.24 非核全国の会「北朝鮮ＳＬＢＭ発射実験非難

の声明」発表 

4.27 日本被団協「核兵器廃絶国際署名」共同街頭

活動スタート 

4.29 米軍嘉手納基地と三沢基地で 09～13 年に核

兵器の運用支援システムに障害事故 17件の報道 

5.3 「憲法集会」（江東区）５万人 

5.6  北朝鮮、第 7 回労働党大会で金正恩第 1 書記

「初の水爆実験と光明星４号の打ち上げが大成

功」自賛、活動報告に「自衛的核戦力を質的、量

的にさらに強化」と強調 

5.9 ビキニ水爆被災の元乗組員と遺族ら「被災者

救済を求める国家賠償請求訴訟」を高知地裁に提

訴 

5.13 国連欧州本部第２回会合開催、政府代表や市

民団体から早期締結に向けた提案や要望、一方日

本政府は禁止条約ではなく「段階的な核軍縮」を

主張 

5.14 非核全国の会・第 31回全国総会 

常任世話人に当会豊島達哉事務局長選出 

5.27 オバマ米大統領、現職で初めて被爆地・広

島を訪問、被爆者と言葉を交わす 

6.3 自民党、参院選公約に明文改憲を明記 
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16

年 

6.11 ノーモア・ヒバクシャ近畿訴訟「全面勝利を

めざすつどい」（グリーン会館）、記念講演「ヒロ

シマ・ナガサキとフクシマをつなぐもの」（齋藤紀

医師）86名       （写真） 

 

 

 

 

 

 

6.15 ノーモア・ヒバクシャ訴訟、地裁弁論 

6.18 大阪母親大会実行委員会 

6.23 第３１９回常任世話人会議 

6.30 国民平和大行進、事務局牛山府内通し行

進 

 

 

 

 

 

 

7.6 米海軍掃海艦「パトリオット」が大阪港入港、

安保実行委、平和委、原水協、非核大阪の会

の4団体で、「大阪港入港許可を認めない要請

と質問書」を大阪市長に提出 

7.21 ノーモア・ヒバクシャ訴訟、地裁弁論、高裁

弁論（7.22） 

7.26 田辺・模擬原爆追悼式 15 回目、年々、

近隣をはじめ府下の小中学校からの参加

が増えているが、道路を隔てた向かい側

の田辺小学校からも代表 3 名が初めて参

加、200 名以上が参列 

7.26 第３２０回常任世話人会議 

7.30 大阪母親大会実行委員会 

8.1 海外代表と語ろうピースインおおさか 

8.2～９ 原水爆禁止世界大会、開会総会は

4500 人、ヒロシマデーは 5500 人が参加。

大阪、広島 317 名、長崎 7 名（学生ピー

スツアー）。被爆者がよびかける国際署名

運動の推進、核兵器のない世界実現のた

6.5 沖縄県議選、翁長知事を支える共産党、社

民党など県政与党が前進、改めて辺野古新基地

建設反対の民意 

6.7 「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求め

る市民連合」が野党４党と「要望書」確認 

6.14 中国とＡＳＥＡＮの特別外相会合、中国の

人工島造成などを進める南シナ海情勢に「深刻

な懸念」を表明。共同記者会見なし 

 

6.16 東電第三者検証委員会炉心溶融の公表が遅

れたのは社長の指示、それは官邸からの指示であ

ったと認定。菅、枝野は否定。官邸に確認してい

ないことが判明 

6.17 高浜原発３、４号機の運転差止め仮処分決定

の執行停止を求めた関西電力の申立てを大津地

裁が却下 

6.19 「元海兵隊員による残虐な蛮行を糾弾！被

害者を追悼し、海兵隊の撤退を求める県民大

会」開催（那覇、65000 人、東京・国会大行動

（1 万人）など全国３２都道府県 40 か所以上

で連帯集会 

6.20 原子力規制委員会、運転開始から４０年を

超えた関電高浜原発１、２号機の運転期間延長を

認可 

6.23 国連安保理、「北朝鮮の弾道ミサイル発射に

関し強く非難する」声明発表 

6.25 中国・習近平国家主席とロシアのプーチン

大統領、在韓米軍への高高度迎撃ミサイルシステ

ム［ＴＨＡＡＤ］の配備計画に反対の共同声明 

6.29 ノーモアヒバクシャ訴訟東京地裁訴訟 6 名

全員勝訴、国は原告団長のみ控訴 

7.10 参議院選挙。改憲勢力 3分の 2を超える。民

進党３２、共産６、社民１、生活１ 

7.12 高浜原発、大津地裁関電の異議を認めず 

8.1 原水爆禁止世界大会科学者集会 
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16

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16

年 

めに被爆国の役割を果たす決意を固めあ

った大会。非核の会の献花。高石市の阪

口市長がヒロシマデーに参加し挨拶 

8.6 からほりピースフェスタ 

8.7 おおさか総がかり行動実行委員会 

8.10 新ホームページに移行開始。まだ全て終

えてはいないが、順次予定。従来のＨＰに「新し

いホームページに移行します」を掲載。クリックに

より新ページに移行するようになっている。  

アクセス数 8/24現在 10990件 

8.15 大阪母連、赤紙くばり（難波） 

8.21 芸人 9条の会 

8.24 憲法会議・共同センター総会 

8.25 第３２１回常任世話人会議、「結成30周年

のつどい」概要決定、日時：11 月 12 日（土）午

後 1時半～４時半頃 場所：たかつガーデン 

第 1部 記念講演「 ビキニ事件は終わってな

い ～元被災船員と遺族の救済を求めて～」 

講師：山下正寿さん（太平洋核実験被災支援

センター事務局長）第 2部 30年のあゆみとこ

れから～記録集と映像で振り返り、これからの展

望を語る～ （下の写真） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.17 米の核先制不使用に対して日本首相が反 

対意見を伝達（ワシントンポスト） 

8.18 福一原発。凍土壁は凍りきれていないこと

を東電が規制委員会に報告。計画は破綻している

との声 

8.19 辺野古訴訟、翁長知事本人尋問、結審、判決

は 9月 16日 

8.19 国連作業部会、核兵器禁止条約の交渉を２０

１７年に開始するようもとめる報告を採択。日本

は棄権 

8.20 日本母親大会 

8.24 稲田防衛相、南スーダン派兵の陸自へ新任務

（駆けつけ警護等）付与を表明 
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【資料編】 「非核の政府を求める大阪の会」出版物・グッズ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

非核大阪の会カード（86 年）      非核大阪の会テレホンカード（88 年）       府下自治体アンケート集計（94 年） 

 

   

←被爆 50 年、国際司法裁判所に提

出した「公的良心の宣言」署名、

裁判所において「核兵器による威

嚇または使用は一般的に国際法違

反」との判決を引き出す 

当会発行の「非核の大阪湾をめざ

すシンポ」記録集（96 年）大阪湾

隣接の兵庫・和歌山各県の非核の

会共同のとりくみ → 
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   被爆 50 年の府下自治体の非核・平和施策を集大成（第１弾）、被爆６０年に第２弾、被爆６５年に第３弾を発行 

    

 ←当会の10周年記念誌として 

「非核の政府を 非核の自治

体を～非核の願い１０年のあ

ゆみ」を発行 

当会の２０周年記念として

「非核自治体シンポジウム」

を開催し、その記録集を２０

周年の記念誌として発行 → 

 → 

       

2010 年度版府下自治体施策紹介パンフ  大阪の重要な戦跡「大阪砲兵工廠」紹介   模擬原爆（パンプキン爆弾）模型 
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        ▲亀田得治代表世話人による「非核法案つくろう」の原稿下書き（1989 年 2 月 21 日記） 

 【資料編】 機関紙「題字」及び亀田得治氏直筆の「非核法案つくろう」原稿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機関紙の「題字」 

Ⅰ期 1986 年 11 月 1 日「創刊号」発行（左） 

 機関紙の題字を「会」結成 10 周年を機に変更 

1996 年 9 月 20 日「第 56 号」（上）から 

 機関紙の題字、イラストについては会員で切り絵作家加藤

義明氏のデザインによるものです 
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【資料編】 府下自治体の平和祈念碑・・・１９９６年調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

大阪府・大阪市「1945 年の母子像」       豊中市「峠三吉詩碑」       貝塚市「核兵器廃絶平和宣言碑」 

        

堺市「平和塔」        岸和田市「時をこえて」       池田市         吹田市「平和の塔」      

 

          

泉大津市          高槻市「被爆石」      枚方市「非核都市宣言碑」    八尾市（八尾空港前） 

       

   茨木市「被爆石」             和泉市「平和記念像と被爆石」        藤井寺市 
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泉佐野市             富田林市          寝屋川市           河内長野市 

               

松原市「少女像」     大東市「和」（被爆石・煉瓦）  箕面市「非核平和都市宣言碑」     柏原市「母子像平和」 

 

 

 

 

              
羽曳野市             門真市            摂津市「平和の鐘」        高石市 

             

東大阪市「平和の女神」       泉南市             阪南市               島本町 
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    大阪狭山市                  四條畷市                    守口市 

         

     能勢町                 太子町          豊能町（天台山付近：自衛隊通信基地予定） 

              

         河南町             熊取町           忠岡町            田尻町 

     

   千早赤阪村       交野市「興亜拓殖訓練場＝満蒙開拓跡（現大阪市立大学植物園）」 

 

大阪砲兵工廠の遺跡群 「荷揚げ門」        「鋼鉄塊」             「砲兵工廠跡碑」 

大阪砲兵工廠跡 

左：荷揚げ門 

中：鋼鉄塊 

右：表門前碑 
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【資料編】 府下自治体にある戦後５０周年記念「戦争の傷あと銘板」 

行政区 № 銘板内容 設置場所 

大阪市 

１ 

２ 

３ 

生玉公園地下壕跡 

大阪城公園周辺に残る戦争の傷あと 

旧制北野中学校本館西壁 

大阪市天王寺区生玉町１３５ 

大阪市中央区大阪城一番 

大阪市淀川区新北野二丁目５－１３ 

堺市 ４ 旧大阪窒業（株）事務館(老朽化撤去） 堺市堺区大浜北町５－７ 

池田市 ５ 十二宮神社境内防空壕跡 池田市豊島南１－２－９ 

高槻市 ６ タチソ地下壕跡 高槻市弥生が丘１００－３ 

貝塚市 ７ 円光寺つりがね堂 貝塚市東１０ 

枚方市 
８ 

９ 

旧陸軍火薬庫の土塁 

香里製鉄所煙突 

枚方市上野二丁目１番地の１ 

枚方市香里が丘８丁目 

茨木市 １０ 大阪警備府軍需部安威倉庫跡地 茨木市大字桑原２０－８ 

八尾市 １１ 穴太の仮滑走路跡 八尾市宮町一丁目４ 

東大阪市 １２ 盾津飛行場跡 東大阪市本庄中２－３５ 

【資料編】 「意見広告ポスター」 

年度 メイン・スローガン 図  柄 

1993 国際司法裁判所で核兵器に有罪判決を  イラスト 

1995 被爆 50 年 いまこそ非核の日本・大阪を イラスト 

1996 非核の政府・非核の自治体を 書（榊 莫山氏） 

1997 大阪湾を非核の海に 写真 

1998 21 世紀にはゼロに 切り絵（加藤 義明氏） 

1999 核兵器をなくせ 戦争協力おことわり 写真（櫛田さん） 

2000 核兵器のない新世紀を大阪から 写真（自治体モニュメント） 

2001 21 世紀は核兵器のない世界に 写真（密約・若者） 

2002 使わせるな核兵器 実行せよ核兵器廃絶 世界地図 

2003 非核平和の地球を私たちの手で センソウアカンの人文字など 

2004 被爆 60 周年を核兵器廃絶の転機に 広島・長崎被爆写真と人文字 

2005 被爆 60 周年語り継ごう核兵器の惨禍を つくろう非核の政府を 各地の原爆の火 

2006 核兵器廃絶の先頭に立つ政府を 第 1回国連総会の写真など 

2007 世界にむけて政府は「非核日本宣言」を イラスト 

2008 非核日本宣言で核兵器 NO！いのちと地球を守ろう イラスト 

2009 核兵器のない世界を 2010 年 NPT再検討会議へ イラスト 

2010 核兵器のない世界が見えてきた 700 万署名を NPT 会議へ 

2011 一日も早く核兵器禁止条約の交渉を 絵画  

2012 核兵器ゼロの国際交渉をすぐ イラスト  

2013  「核兵器も原発もない世界へ」決断と行動を イラスト  

  2014 人道に反する核兵器は今すぐ禁止！ イラスト 

  2015 被爆 70 年・政府は核兵器全面禁止条約のｲﾆｼｱﾁﾌﾞを イラスト 

  2016 あなたの国際署名が 核兵器にない世界をつくります イラスト 

http://homepage3.nifty.com/hikakuosaka/007.jpg
http://homepage3.nifty.com/hikakuosaka/005.jpg
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【資料編】 「模擬原爆投下一覧表」 

                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「米軍資料 原爆投下報告書‐パンプキンと広島・長崎」  

発行 東方出版（株）1993 年付録 1及び２、にもとづいて 

作成しました。 

 

 

投下日時 被弾地            目標地点 

（1945 年） 

1、7.20  茨城県    

2、7.20  東京都 八重洲口 

3、7.20  福島県 平 

4、7.20  福島県 福島市渡利 

5、7.20  （海上投棄）      品川製作所 

6、7.20  新潟県 長岡市左近町  津上安宅製作所 

7、7.20  福島県 平 

8、7.20  富山県 富山市中田   不二越製鋼 

9、7.20  富山県 富山市下新西町 富山製紙 

10、7.20  富山県 富山市森    日本曹達会社 

11、7.24  愛媛県         住友銅精錬 

12、7.24 愛媛県 新居浜     住友化学新居浜製造所 

                 住友化学軽金属製造所 

13、7.24 愛媛県      住友アルミニウム、新居浜 

14、7.24 兵庫県 神戸市須磨区  山陽電鉄東須磨駅北 

15、7.24 兵庫県 神戸市中央区 川崎車両機関車組立工場 

16、7.24 兵庫県 神戸市兵庫区   三菱重工業 

17、7.24 兵庫県          神戸製鋼所 

18、7.24 三重県 四日市千歳町   第二海軍燃料廠住宅 

19、7.24 滋賀県 大津市石山   東洋レーヨン滋賀工場 

20、7.24 岐阜県 大垣市高砂町 農業会安八支部前水門川 

21、7.26 新潟県 柏崎 

22、7.26 新潟県 東蒲原郡鹿瀬町丈山 昭和電工鹿瀬工場東 

23、7.26 茨城県 日立市白銀町     日立銅精錬 

24、7.26 福島県 いわき市平 平第一小学校校庭 平工業地区 

25、7.26 静岡県 島田市扇町普門院付近 

26、7.26 愛知県 名古屋市昭和区山手通二丁目八事日赤病院角 

27、7.26 静岡県 浜松市将監町 

28、7.26 富山県 富山市豊田本町 

29、7.26 大阪府 大阪市東住吉区田辺本町  料亭「金剛荘」 

30、7.26 静岡県 焼津市中港弁天公園付近  焼津操車場 

31、7.29 山口県 宇部市万来町  宇部窒素肥料会社 

32、7.29 山口県 宇部曹達工場内セントラル硝子宇部ソーダ工場 

33、7.29 山口県 宇部市東海岸通り梶山文作方 

34、7.29 福島県 郡山市長者パラマウント硝子北 郡山軽工業 

35、7.29 東京都 保谷町上保谷坂下 395（現在保谷市柳沢 1 丁目） 

中島飛行機発動機工場 

36、7.29 福島県 郡山市駅前町 駅便所前付近 郡山操車場 

和歌山県椒村東亜燃料竹田住宅裏山（現在有田市初島町） 

和歌山精油所 

38、7.29 京都府 舞鶴海軍工廠造機部第二水雷工場舞鶴海軍基地 

 8.06 広島市細工町 19（現在大手町 1－5－24） 島病院上空 

39、8.08 愛媛県 宇和島市坂下津 松山海軍航空隊宇和島分遣隊 

40、8.08 福井県 敦賀市東洋町  東洋紡績敦賀工場 

41、8.08 徳島県 徳島 

42、8.08 三重県 四日市市千歳町   四日市重工業 

43、8.08 三重県 内部精油所 

  8.09 長崎県 長崎市松山町交差点南東 80ｍ地点上空 

44、8.14 愛知県（現在春日井市王子町）名古屋造兵廠鳥居松製造

所 

45、8.14 愛知県（現在春日井市上条町）名古屋造兵廠鳥居松製造

所付近 

46、8.14 愛知県 （現在春日井市） 

47、8.14 愛知県 （現在春日井市鷹来町）鷹来製造所第三工場 

48、8.14 愛知県 （現在豊田市トヨタ町）トヨタ自動車工業挙母

工場 

49、8.14 愛知県 （現在豊田市明和町２丁目）前山住宅付近 

50、8.14 愛知県 （現在豊田市今町）矢作川と巴川の合流点付近 

 

 



191 

 

 

編 集 後 記 

 

30 年前、非核の政府を求める大阪の会結成総会の「大阪府民へのよびかけ」文に“1945 年 

より以前、地球上には核兵器は存在しませんでした。私たちはいま、過去にそんな時代があっ 

たとは信じがたいほどに、人類を何十回も皆殺しできるほど、ぼう大な量と破壊力をもつ多種 

多様な核兵器のもとで生活しています。・・・私たちは、核の恐怖に脅えながらの生活をやむ 

をえぬことと諦めることはできません。日本全土を核基地化し、国民の運命を破壊へ導くよう 

な政策を取りつづける現在の政府に対し、私たちはその政策を改めることを強く求めます”と 

述べています。 

 現在の政府に対しても、同じこと、いやそれ以上に強く求める必要があると考えます。今年 

開催中の第 70 回国連総会は、核兵器禁止条約の交渉開始を求める決議を多数で採択するととも 

に、「核兵器のない世界」を実現するための「具体的で効果的な法的措置」を議論する作業部会 

の設置を、７割をこえる加盟国の賛成で決定しました。世界は「核なき世界」にむけて動き出し 

ています。日本政府は、被爆国にふさわしい役割が求められているにもかかわらず、国際的には、 

核兵器禁止条約の交渉開始に反対し、核保有国の代弁者の役割をはたしています。オバマ米大統 

領の「核先制不使用」の政策検討の動きに対して「核抑止力」が弱まると「核先制不使用」に反 

対の意向を伝えた、と報じられています。また、国内では、憲法の平和原則を踏みにじって、安 

保法制＝戦争法制定を強行し、海外での戦争に参加する態勢を強化しつつあります。 

こうした政府の動きにたいして広範な国民は、戦争法廃止と立憲主義の回復を求めて立ち上が 

り、野党統一候補の擁立など様々な発展を見せています。３０年前に結成された私たちは、まさ 

に思想、信条、宗教や党派の違いをこえた幅広い人々、団体の集まりです。結成時の人々の多く 

の方は鬼籍にはいられていますが、そうした方々の足跡をしっかりと記録し、今後の運動に役立 

てるものとなればと考えています。最後にこのあとがきを校正中に長尾正典氏の訃報が入ってき 

ました。二年前、30 年を迎える非核大阪の会の準備をご一緒に企画してきた長尾氏にこの冊子を 

見ていただけなかったことが無念です。長尾氏のご冥福を祈って、冊子を閉じたいと思います。 

 

 

編集責任者 

事務局次長  

北野 雅博 

                    非核の願い ３０年のあゆみ 非核の政府を求める大阪の会 
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                        ■製 作  非核の政府を求める大阪の会 
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